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1章 はじめに 
光源の歴史は図-1.1.1 に

示すように、第 1 世代の蠟

燭、石油ランプ、ガス燈か

ら 1879 年に第 2 世代の白

熱灯、更に 1938 年に第 3

世代の放電灯と繋いで、そ

して 1996 年に従来の白熱

灯や蛍光灯・放電灯に代替

可能な固体照明として、第

4 世代の白色 LED が誕生

した。 

白色 LED は“21 世紀のあかり”と言われ、誕生以来 20 年が経過し、とりわけここ 7～8 年の進歩は

目覚ましいものがあり、急速に照明器具市場は LED 化され、LED 照明があたりまえの時代になった。

京都議定書は先進国の温室効果ガス削減を謳った協定だが、2016 年 11 月に発効されたパリ協定は発

展途上国を含めた 159 カ国が参加している国際的な枠組みである。このように温暖化防止対策は全世

界共通の課題であり、その中で LED 照明も温室効果ガスの削減に大きな役割を果たしている。 

この白色 LED を使用した LED 照明は、京都議定書で示された CO2削減の数値目標とも密接な関係

がある。図-1.1.2 に示すように『高効率照明の採用で 340 万 t-CO2 の削減』の目標数値は、従来の光

源をすべて LED 化することにより達成可能である。 
注記．白熱灯器具の年間消費電力量は 1,300,000 万 kWh／年であり、これを CO2 排出量に換算すると 507 万

t-CO2／年（CO2換算に当たっては環境省資料（平成 18 年 6 月）の数値 0.39kg-CO2／kWh を採用）に

なる。これを LED 照明等、高効率で省エネ性の高い照明器具に置換える事により、その内の 85%にあ

たる 430 万 t-CO2の削減が見込まれており、削減目標の 340 万 t-CO2を十分達成する事になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：エネルギー起源 CO2 排出量に関する京都議定書の目標について 
「2010 年エネルギー起源 CO2 排出量見通しの再計算」（国土交通省ホームページより） 

図-1.1.1 照明用光源の歴史と LED 照明 

図-1.1.2 京都議定書の CO2 削減目標と LED 照明器具の関係（記載数値単位：万 t-CO2）

※．省エネ機器導入促進により CO2 排出削減量 810 万 t-CO2 を見込む。その内

高効率照明器具及び LED 照明の導入により 340 万 t-CO2 を見込む。 
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エンドユーザーに一番近い存在である(一社)日本電設工業協会においても、LED 照明に関する課題

と検討事項を認識して対応して行く必要があるとし、2010 年 4 月に技術・安全委員会の中に LED 照

明器具取付標準化ワーキングを立ち上げた。ワーキングでは、照明器具・ランプ等の関係諸団体並びに

製造業者と意見交換の場を持ち、また、当協会の各会員企業の協力を仰ぎながら作業を進め、広く LED

照明を理解してもらうために、2011 年 10 月に『LED 照明器具に関する課題と施工標準化の検討報告』

と題して施工標準化に向けた報告書を纏めた。今回は、2016 年 12 月改訂に引き続いての改訂である

が、最近の新築物件ではほとんどの施設で LED ランプや LED 照明器具で計画されているため、計画・

設計・施工時の参考書として利用できればと思い改訂してきた。 

本編では第 2 章から第 5 章で LED 照明に関する基礎編として、その特徴、器具の種類、現状の課題

及び関連法規・規格の動向等について、一般的な内容を中心に記述し、第 6 章以降は設計・施工編と

して、第 6 章では留意する点や検討する事項を記述し、第 7 章では施工標準化を目的とした実務編と

してチェックシートを盛込み、工事の参考となるような内容を中心に記述している。 

 
 
LED と言っても幅広い意味を持つため、本編では LED 関連用語の使い分けを下記の通りとした。

(1) LED チップ 

発光ダイオードそのものを表し、LED 単体を示す。 

(2) LED パッケージ 

  単数または複数の LED チップ、ボンディングワイヤー、反射板などを樹脂等で封入し、 

リード（電極）が引き出されたもの。表面実装型や砲弾型などがある。 

(3) LED モジュール 

1 つの光源として取り扱えるよう LED 単体を基板等に実装するか、又は複数の LED チップ

を配列して機械的、電気・電子的、光学的構造部品を含む要素で構成して光源とされるユニット

または集合体をいう。 

(4) LED ランプ 

LED モジュールが組込まれた製品で、口金を備え安定的に点灯動作ができる物をいう。点灯

動作に必要な付加装置を内蔵する物（制御装置内蔵形 LED ランプ）が一般的である。 

(5)  LED 器具又は LED 照明器具 

LED モジュールからの光を分配、透過又は変化させ、且つ LED モジュールまたは LED ラン

プを支持し、固定し、保護するために必要な部材と制御装置（電源）に接続するために必要な回

路を持つ装置。LED モジュールと一体となった器具と LED ランプ分離の器具がある。 

用語の整理 

図-1.1.3 LED チップ、パッケージ、モジュール、ランプ用語説明図 
（照明学会ホームページより） 

LED ランプ 
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2 章 LED モジュールについて 

 
2.1 発光原理 

LED とは発光ダイオード（Light Emitting Diode）と呼ばれる半導体のことで、これまでの白熱ラ

ンプや蛍光ランプ・HID ランプと異なり、物質に与えた電気エネルギーが直接光に変わる新しい仕組

みを持つ光源である。本文では一応知識として知っておきたい基本事項を簡単に述べる。 

 
2.1.1 発光のしくみ 

LED チップは電子が余った状態に

ある n 型半導体と電子が不足してい

る（この状態を正孔と呼ぶ。）p 型半

導体を接合させた構造を持つデバイ

スで、電圧を印加することにより接合

面（ジャンクション）で電子と正孔が

再結合するが、結合する際にエネルギ

ーが光や熱に変換される。その際エネ

ルギーレベルの差に応じて光の波長

は変化する。エネルギーレベルの差を

バンドギャップ（禁制帯）と呼ぶが、

その幅は半導体の材質により変化す

る。図-2.1.1 に電子と正孔の再結合及

びエネルギーレベルの差と光の波長

の関係を示す。 

 
2.1.2 高輝度 LED チップの種類と発光色 

LED チップは材質により、様々な発

光色を実現することができる。例えば

赤色 LED チップは GaAsP 素子（ガリ

ウム砒素リン）であり、青色 LED チッ

プは InGaN 素子（インジウム窒素ガ

リウム）である。 

図-2.1.2 に LED チップの材質と発

光色の関係を示す。InGaN 素子は近紫

外（365nm）～赤（620nm）まで発光

可能であるが、長波長では効率が低下

するため、緑（520nm）までしか利用

されておらず、これを超える波長の橙

（590nm）～赤（635nm）は 4 元混晶

系※1 の AllnGaP 素子等が使用されて

いる。 

注記．※1 4 種類以上の元素を組み合わせた半導体のことで、AlInGaP はアルミニウム（Al）、インジウム（In）、

ガリウム（Ga）、リン（P）の 4 元素の化合物半導体である。 

 

図-2.1.1 電子と正孔の再結合及び 
エネルギーレベル差と光の波長 

図-2.1.2 LED チップの素子材料と発光色の関係
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2.1.3 白色 LED モジュールの原理と主な方式 

LED チップで白色光を実現する構造・方式には、蛍光体による発光励起する励起方式と LED チッ

プが発する光を混合する混光方式が代表的な方式である。表-2.1.1 に励起方式 3 種類と混光方式 2 種

類を示す。各々メリット、デメリットを表に示すが、効率が良く、信頼性の高い蛍光体が実用化される

ようになり、白色 LED モジュールには励起方式が主として採用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 青色の LED チップにより、黄色蛍光体を光らせる方式 

この方式は、LED チップの青色光とその光で励起される補色の黄色を発光する蛍光体の組み合わ

図-2.1.3 青色の LED チップと黄色蛍光体の組合せで作る白色光スペクトル 

参考文献：宮崎康弘,下田則和,藤原興起,葛原一功,横谷良二,森哲,「高出力・低色度

ばらつき LED パッケージ製造法」,p10,松下電工技報(vol.55 No.2) 

表-2.1.1 白色 LED モジュールの主な方式と比較
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せにより白色を得る方式で、5 方式の中で一番高効率であり、大きな光束を得られることから主流にな

っている。図-2.1.3 に LED チップが発光する 460nm の青色光スペクトルと、その光の照射を受け励

起される幅広い黄色系の発光励起スペクトル（約 560nm に発光ピークを持つ）の組み合わせで作る白

色光スペクトルを示すが、青白く冷たく感じる白色で、色温度の高い昼光色・昼白色・白色に適してい

るが、温白色・電球色等の色温度の低い温かみのある白色を実現することが難しく、発光赤色領域の不

足を指摘されていたが、最近はサイアロン蛍光体の開発等で、発光ピーク位置を移動するなどの方方

法により赤色や青緑色を補った改良型が最近開発されている。 

 

(2) 青色の LED チップにより、緑色、赤色蛍光体を光らせ、青／緑／赤の三原色を作る方式 

青色 LED チップの発する青色光と、赤色蛍光体・緑色蛍光体による発光励起の三原色混光により、

幅広い色温度の白色を作り出す方式で、高い平均演色評価数を得ることが出来る。赤色蛍光体や緑色

蛍光体による発光励起する方式は、効率や耐久の面で難点があったが、サイアロン蛍光体等の効率が

良く、信頼性の高い蛍光体が実用化されるようになり、白色 LED 用蛍光体として広く採用されるよう

になってきている。 

 

(3) 近紫外又は紫色の LED チップにより、赤色・緑色・青色の蛍光体を光らせる方式 

3 波長形蛍光灯ランプと同じ発光方式で、青色よりも波長の短い近紫外又は紫色の LED チップを用

い、赤・緑・青色の蛍光体を励起させる方式で、平均演色評価数が高く、色味が自然で物を見えやすく

する白色光を得ることができる。この方式では LED チップの発光波長が変化しても、蛍光体による発

光励起のバランスは変化しにくいので、色のばらつきを小さく管理できる特長がある。 

 

(4) 色の LED チップ（赤色・緑色・青色）を組み合わせる方式 

見た目には白色光が得られる方式で光を直接見せるディスプレイや大型映像装置に向いているが、

放射エネルギーのない波長域があり、物の見え方が不自然になることがあるため、物を照らす照明用

途には不向きである。従って、三原色を制御して様々な光を演出する等、特殊な用途に使用することが

主として考えられる。 

 

(5) 補色となる 2 色の LED チップ（赤色・青緑色）を組み合わせる方式 

3 色の LED チップに比べて回路構成はやや簡単になるが、3 色の LED チップと同様な特性があり

白色 LED モジュールには不向きである。但し、3 色 LED に比べると特性が劣るものの、光を制御す

る用途には適している。 

 

2.2 特徴 

2.2.1 高信頼性と寿命 

LED チップは熱対策がなされた場合は、基本的に半永久的な寿命を持つため、LED モジュールの寿

命は、封止樹脂やパッケージ材料等の耐久性で寿命が決まってくる。通常の LED モジュールで数万時

間（40,000 時間超過）※2の寿命を持つ。更なる長寿命化を図る研究開発として、従来の封止樹脂を使

用したパッケージ構造を樹脂に変えて劣化の少ない蛍光体にて封止する構造に変え、併せて基板にセ

ラミックを採用し放熱効果を良くし、40,000 時間を大幅に超える 60,000 時間超の LED モジュールも

作られるようになってきている。しかし、注意をしなければいけないのは、照明器具と LED モジュー

ルの寿命はイコールではなく、照明器具の寿命は LED モジュールに周辺装置（制御装置、器具本体、

ソケット等）を加えた器具全体の耐用年数により決まることである。LED モジュールは寿命になって

も目視で確認できるほど明確に全光束が急激に低下するわけではないため、そのまま使い続ける場合

が考えられる。周辺装置の内部劣化が原因でのトラブルなどが、発生する可能性があるので、60,000
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時間超の寿命を持つ LED モジュールを搭載した器具でも、周辺装置の耐用年数から器具寿命を 40,000

時間と設定しているメーカーもある。 

注記．※2  JIS C 8153「照明用白色 LED 装置性能要求事項」に、製造者はこの規定に則って製造することが

求められている。 

 

2.2.2 対環境性 

LED チップは化合物半導体素子と樹脂、金属電極にて構成されており、水銀灯や蛍光灯のように水

銀等の RoHS 指令※3における有害物質を使用していないため、環境性に優れている。 

赤色 LED チップ等には GaAs 系材料が使用されているため、毒性有害物質のヒ素（As）を含む半導

体として疑問視されているが、450℃以下では安定した物質であり問題ないとされている。最近はGaAs

基板を除去し、他の材料に貼り合わせる技術開発も進んでいる。 

水銀については、国連環境計画※4 で水銀汚染防止に向けた水銀条約（国際的な水銀規制に関する新

条約）を制定するための政府間交渉委員会が定期的な開催され、ジュネーブで開催された第 5 回会合

（2013 年 1 月 15 日~18 日）で条文案が合意された。この中で水銀を含むランプ（一部を除く）の製

造・輸出入が 2020 年以降禁止となった。対象品及び内容については参考資料-1（別紙）を参照のこと。 

注記．※3 RoHS は、電子・電気機器における特定有害物質の使用制限についての欧州連合(EU)による指令で

あり、水銀は特定有害物質に指定されている。 

※4 国際連合環境計画は、国際連合の機関として環境に関する諸活動の総合的な調整を行なうと共に、

新たな問題に対しての国際協力を推進することを目的としている。 

 
2.2.3 分光スペクトルと退色性、誘虫性並びに LED 照明と植物育成 

白色 LED モジュールの発光域は図-2.2.1 の分光スペクトル図に示すように、大半が可視光域にあり、

白熱電球や蛍光ランプのように 780nm 超過の赤外線域の光は僅かしか含まない。このため展示商品の

熱劣化を抑えることが出来て※5、生鮮食品等の照明器具として最適である。同様に 380nm 以下の紫外

線域の光についても僅かしか発光しないため、展示物の紫外線劣化を嫌う美術品や博物館等の照明器

具としても期待されている。また、図-2.2.3 に虫の視感度スペクトラムを示すが、虫が集まりやすい

250nm～420nm のスペクトラムについても発光が少ないため、誘虫性の低い照明器具としても期待さ

れている。 

注記．※5 LED モジュールから発生する熱が、器具本体に伝導し輻射熱が発生するため、被照射体への熱は

僅かであるが発生する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.2.1 LED 照明・蛍光灯及び白熱電球の分光
スペクトルとエネルギー密度
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(1) LED による退色について 

LED 照明は図-2.2.1 の分光スペクトルに示すように、380nm 以下の紫外線域の光をほとんど含まな

いため、退色はないと思われがちであるが、可視光によりわずかであるが被照射物が退色する。LED

による退色の程度は図-2.2.2 の各種光源の損傷指数に示すように、白熱電球（レフランプ形）や美術

館・博物館用蛍光ランプなどと同等である。退色は照射する明るさ（照度）に比例して起こりやすいた

め、被照射物の照度を下げる、なるべく被照射物との距離を離す、調光などで光量を落として使うなど

の配慮が必要である。また、色温度が高いほど退色しやすい傾向にあるので、退色を嫌う被写体を LED

照明で照射する場合は、イエローランプや電球色など色温度の低い暖色系を採用するなどの配慮が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 誘虫性について 

人間の目は、図-2.2.3 の虫と人間の

視感度と分光スペクトラムに示すよう

に、約 550nm 付近の光(黄緑色)を最も

よく感じ、それに対して虫は約 360nm

前後の光(紫外線)を最もよく感じる。

従って、紫外線を効果的に発光させた

り、紫外線をカットすることで、虫を

おびき寄せたり、寄り付きにくくでき

ると云われている。逆に紫外線が少な

い光の中では虫には暗く見え、寄り付

きにくい明かりと言える。一方、人間

の目は主に紫外線以外の可視光 380～

780nm の範囲を光として感じるため、

紫外線をカットしても明るさにはほとんど影響がない。LED 照明は大半の光が可視光内にあり、紫外

線をほとんど含まないため、明るさはそのままに虫の誘引を抑制することができる。表-2.2.1 に各光源

の誘虫性を示すが、LED ランプは白色・電球色共に蛍光灯に比べて誘虫性が低く、色温度が低いほど

誘虫性が低い傾向を示している。 

図-2.2.3 虫と人間の視感度と分光スペクトル
（岩崎電気㈱ホームページより） 

図-2.2.2 各種光源の損傷指数 

（パナソニック・岩崎電気・東芝ライテック資料より） 
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(3) LED 照明と植物育成について 

植物の主要な光反応のスペクトルを図-2.2.4 に示す。植物は基本的には光合成①によって成長する

が、その他の重要な光反応に光形態形成がある。これには弱光反応③、④と強光反応②があり、フィト

クロームという色素の働きを介して種子発芽、花芽分化、開花、子葉の展開、葉緑素合成、節間伸張な

どの植物の質的変化を誘起する。 

LED は従来光源に比べて発光波長をクロロフィルの吸収ピークと、光形態形成の強光反応の作用ス

ペクトルのピークにほぼ一致させることができる、熱放射がない、小型軽量、長寿命、低電圧駆動、光

合成に有利なパルス照射が可能、といういくつかの利点がある。図-2.2.5 に示すように、赤色（波長

660nm）と青色（波長 450nm 近辺）の LED は偶然ではあるが、植物の光反応の吸収ピークと一致し

ている。そのため植物による光の吸収効率が高くなり、比較的弱い光でも健全に生育させることがで

きるという利点があるが、価格が従来光源に比べ高価という難点もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2.2.1 各光源の色温度及び誘虫性

※誘虫性：白熱電球単体の誘虫性を基準（100）として各ランプの誘虫性 
を相対値で示している。（パナソニック ホームページより抜粋） 

光源の種類 色温度（Ｋ） 誘虫性
高圧ナトリウム 2,100 36
純黄色蛍光ランプ 14
三波長蛍光ランプ（電球色） 3,000 134
三波長蛍光ランプ（昼白色） 5,000 171
三波長蛍光ランプ（昼光色） 6,700 182
白色蛍光ランプ 4,200 153
白熱電球 2,800 100
マルチハロゲン灯 4,000 377
低誘虫蛍光灯 62
ＬＥＤランプ（白色） 4,000 101
ＬＥＤランプ（電球色） 2,700 60

図-2.2.4 植物の光反応の作用スペクトル   
（文部科学省ホームページより 

図-2.2.5 光源の発光スペクトル       
（文部科学省ホームページより） 
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2.2.4 色の再現性と演色性 

LED モジュールは狭い発光スペクトルを持つことから、色の純度が高く様々色の再現が可能である

と言われているが、一般照明用に使用される白色 LED モジュールは、青色 LED 素子と黄色蛍光体の

組合せが主流であるため、表 2.2.2 に示す演色評価試験色※6の内 R8～R10 の暖色系の演色評価数が低

い傾向にあった。しかし、最近では RGB の蛍光体を織り交ぜる等の技術が進み、図-2.2.6 に示す高演

色 LED ランプ（平均演色評価数 Ra92）のように、R1～R15 まで演色評価数がほぼ均等に高い数値を

得る高い演色性の LED 照明器具も出現し、様々な色の再現性の高い LED 照明器具も開発されるよう

になってきている。 

注記．※6 平均演色評価数 Ra は、表-2.2.2 の演色評価数の計算に用いられる 15 試験色の内 R1～R8 までの

8 試験色を平均演色評価用とし、対象となる光源と自然光（基準光）で照明した時の色ずれの大きさを数

値化したものであり、その平均値としてあらわされる。基準光で見た時を 100 とし、色ずれが大きくな

るに従って数値が小さくなる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2.6 高演色性 LED 照明器具の演色評価数グラフ 

表-2.2.2 演色評価数の計算に用いられる色

区分 演色評価数
近似的

マンセル記号
昼光下の色の見え方

Ｒ１ 7,5R　6/4 Lightgrayish red

Ｒ２ 5Y　6/4 Dark grayish yellow

Ｒ３ 5GY　6/8 Strong yellow green

Ｒ４ 2.5G　6/6 Moderate yellowish green

Ｒ５ 10BG　6/4 Lightbluish green

Ｒ６ 5PB　6/8 Lightblue

Ｒ７ 2.5P　6/8 Lightviolet

Ｒ８ 10P　6/8 Lightredish purple

Ｒ９ 4.5R　4/13 Strong red

Ｒ１０ 5Y　8/10 Strong yellow

Ｒ１１ 4.5G　5/8 Strong green

Ｒ１２ 3PB　3/11 Strong blue

Ｒ１３ 5YR　8/4 西洋人の肌色（Light yellowish pink)

Ｒ１４ 5GY　4/4 木の葉の色（Moderate olive green)

Ｒ１５ 1YR　6/4 日本人の肌色（JISのみの規格）

平
均
演
色
評
価
用

特
殊
演
色
評
価
用

(Ra82)



Page-10 
 

 (1) 演色性の改善 

演色性を改善する策として採用されている方法を紹介する。 

1 例目は図-2.2.7 に示すように、可視選択吸収フィルタを採用し、450nm 付近（青）と 580nm 付近

（黄）の光を吸収し、全体の分光分布バランスを適正化する方法により、平均演色評価数 Ra90 以上の

高演色数値を確保し、自然な色を再現している。2 例目は、青色 LED 素子から緑色及び赤色の光を作

り出す蛍光体の開発を進め、青／緑／赤の光の 3 原色を発生する LED モジュールを開発して平均演色

評価数 Ra90 以上の LED 照明を製品化している例である。図-2.2.8 に照明用 LED モジュールの発光

色と演色性を改善する蛍光体の組合せ（例）として、青色 LED 素子から緑色及び赤色の光を作り出す

蛍光体の発光スペクトルと従来タイプの発光スペクトルを比較したものを示す。 

2 例とも演色性を改善するために光の吸収や蛍光体の量を増やすなどの方法を採用するため、LED

の発光が阻害され発光効率が低下するなど課題がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 蛍光体での効率改善 

青色 LED 素子や近紫外 LED 素子では 2.1.3 項に記載したように，白色光など LED 素子そのものの

発光色以外の光を得るために蛍光体を使う。青色 LED チップと組み合わせる蛍光体としては，図-2.2.8

に示すように、黄色蛍光体，黄色蛍光体と赤色蛍光体，緑色蛍光体と赤色蛍光体などがあり、蛍光体材

料には，YAG（イットリウム・アルミニウム・ガーネット）系，TAG（テルビウム・アルミニウム・

ガーネット）系，サイアロン（ケイ素・アルミニウム・酸素・窒素）系，BOS（バリウム・オルソシリ

ケート）系などを使用する。 

LED モジュールを青色 LED 素子と蛍光体で構成するとき，最も多い手法は、蛍光体を封止樹脂材

料の透明のシリコーン樹脂などに蛍光体を混ぜ合わせて青色 LED 素子を覆う手法であるが、この方法

では蛍光体によって波長を変換された光が，他の蛍光体に当たって乱反射することが多く、この乱反

射を繰り返すうちに光が減衰して効率低下に繋がってしまう問題があった。改善策として図-2.2.9 に、

蛍光体粒子の大きさを改善して乱反射を少なくする方法や、青色 LED 素子の発光面に蛍光体を直接塗

布する方法を示す。後者の LED 素子に直接蛍光体を塗布する構造にすると，LED 素子表面部分にし

か蛍光体が存在しなくなり、表面部分を通過した後の光は蛍光体で乱反射することがない。加えて，青

色 LED 素子の発光と蛍光体が作り出す光が同一面から放射するため、レンズを組み合わせた際にきれ

いな配光が得られる，などの利点がある。 

演色性の向上と器具効率の改善は、相反する関係にあり、今後の課題ではあるが、CIE（国際照明委 

図-2.2.7 可視選択吸収フィルタを採用し
不必要な光を吸収して高演色性を得ている(例) 
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員会）では用途に応じた平均演色評価数の基準を設け、光源の演色性に対しても一定の要求※7 を行

っており、演色性の向上は照明器具にとって必要な要件となっている。また、JIS Z 9110-2010 の照明

基準総則※8 では長時間執務を行う事務所などでは Ra80 以上が規定されており、照度基準を満足する

だけでなく、光の質の向上も求められている。 

注記．※7 CIE の出版物 13.2-1974「光源の演色性評価方法 第 2 版」は、従来光源の蛍光ランプだけを対象

にしており、厳密には LED 光源の演色評価数を評価でないこと、LED 光源下の色の見え方が Ra 数値

と異なるなどの指摘があることから、CIE では新たな演色性評価方法の検討を行っている。現段階では

新たな演色性評価方法は決定していないが、今後演色性評価方法について新しい評価基準が導入される

可能性がある。 

※8 JIS Z 9110:2010（照明基準総則）の基本的な照明作業要件（屋内作業）では、従来の照明基準にグ

レア制限値と演色性の基準が加わり、長時間作業を行う執務空間については、良い照明環境を得るため

に UGR16 又は 19、Ra80 以上の基準が設けられた。 

 

 

 

2.2.5 発光効率 

白色LEDパッケージにおい

て、ベースである青色 LED チ

ップの発光効率の向上や、

LED パッケージの放熱技術の

向上により、2016 年時点で

180lm／W を超える発光効率

のLEDパッケージが生産され

ている。白色 LED パッケージ

は色温度により効率に差はあ

るものの、図-2.2.10 に示すよ

うに将来さらに各要素技術が

進歩し250lm／W以上の発光効率を有

する白色 LED パッケージが出現する

と予測されている。 

ただし、ここでいう発光効率はあく

図-2.2.8 照明用LEDモジュールの発光色と
演色性を改善する蛍光体の組合せ 図-2.2.9 LED モジュールと蛍光体の構成方法

図-2.2.10 白色 LED パッケージの発光効率推移予測
LED 照明推進協議会ホームページより 
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までパッケージとしての発光効率の値であり、照明器具の発光効率ではない。照明器具の発光効率に

ついては 3 章の 3.9.2 器具組込時の効率を参照されたい。 

 

2.2.6 高輝度・高視認性・不快グレア・UGR 

LED 照明は輝度が高く高視認性であるため、光源を直視して使用する信号機などに向いている。視

認性が良好で屋内外を問わずに幅広く使えること、超高輝度タイプは昼間でも充分な視認性を持つ明

るさを放つため、情報表示板等から特殊照明までの応用性を持つ。 

不快グレアとは視野内に高輝度の光（反射光を含む）を発するものがあるとき、これが他の物体を見

えにくくしたり、不快感を与える状態を言う。LED 照明器具は従来光源の照明器具と比較して、指向

性が強く光束が拡散しにくいため、不快グレアが起こり易く、人により目の痛みが起る場合がある。現

在販売されている照明器具メーカーの主力製品の一部にも眩しさを感じさせる輝度の高い製品があり、

未だ十分に改善されているとは言い難い。このグレアを解決するには、より拡散性の高いカバーなど

を採用し、光束を拡散させる必要があるが、器具効率と輝度対策は相反する関係にあり、カバーなどを

取付ければ lm／W 値は低下する。 

当初メーカーでは、光の質よりも省エネ性能を重視する傾向があり、多少のグレアは LED 照明の特

性であり仕方ないとの考えがあったが、現在は JIS Z 9110:2010（照明基準総則）にも不快グレア※9に

関する記載があり、各メーカーは光学制御レンズや拡散カバーなどに工夫を加え、不快グレアの低減

と高輝度を両立させる努力を行っている。 

UGR は CIE（国際照明委員会）の技術委員会により、既存のグレアインデックスを基に実用的なグ

レア評価方法として開発されたものである。グレアインデックス UGR は図-2.2.10 に示す算出式で求

められ、計算により求められた数値は評価数として表-2.2.3 に示すグレア感と対比される。評価数とグ

レア感の関係は感覚の問題であるため、人種、民族、生活習慣、気候風土により変わると考えられてお

り、日本での研究ではグレアインデックスと日本人のグレア感覚の違いが表-2.2.4 に示す関係で纏め

られている。 

また、一般のオフィス空間で採用されている蛍光ランプ Hf32W の下面開放形器具では 750lx を超

える照度では UGR 限界値 19 を大幅に超える数値（25～30）になるため、LED 照明に移行する事を

含め UGR 限界値とグレア感の関係については今後の課題であると考える。 

注記．※9 グレアを数値化し、人に与える影響度を一覧化したものが、JIS Z 9110 に記載されており、ここで

は、不快グレアを作業上の誤り・疲労・事故等の原因になると定義している。長時間作業する執務空間

などは UGR16 又は 19 が要求される。図-2.2.10 に不快グレア（屋内）の算出式を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2.2.11 不快グレア（屋内）の算出式
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2.2.7 周辺温度特性 

LED モジュールは周辺の温度条件によ

る光束の変動はほとんどない。図-2.2.11

に周辺温度と相対光束特性のグラフを示

すが、低温においても光束が低下しない

ため、従来使用できなかった蛍光灯等に

代わって、寒冷地向け照明器具や冷蔵庫・

冷凍庫等の低温場所向け照明器具の開発

も進んでいる。低温環境で使用するため

には、照明器具やランプの結露対策、防

湿・防水性能の向上が不可欠であるが、－

40℃～＋35℃と広範囲の温度条件で使用

できる器具も開発されている。 

 
2.2.8 高速応答性 

LED チップは半導体の電子と正孔の再結

合による直接的な発光現象を利用しているため、応答時間が数十~百ナノ秒と非常に短く、応答時間 0.1

秒程度の白熱電球や放電の安定化のため様々な付加回路を有する蛍光灯や放電灯よりも遙かに早い。 

 

2.2.9 点滅での優位性 

最近、省エネルギーを狙って、人感センサー等による不在時の消灯制御を採用し点滅の頻度が増え

るケースが多い。蛍光ランプは人感センサー等を利用したこまめな点灯で、短いサイクルの点滅回数

が多くなれば、ランプ始動時でのエミッター（電子放出物質）の消耗が激しく、寿命を犠牲にすること

になる。一方 LED モジュールは応答性に優れており、点灯時の立ち上がりが早く、点灯直後の照度不

足が発生しないことや、点滅に伴う寿命への影響を受けない等の優位性を持つ。 

 

2.2.10 耐衝撃性 

LED モジュールは半導体素子と樹脂が基本構成であるため、ガラス管を用いている白熱電球や蛍光

灯に比べて、振動や衝撃に強いという特徴がある。そのため、振動の激しい製造機械の機側照明器具や

作業環境の厳しい工場等、その特長を生かす分野への応用が期待されている。 

 

 

 

 

図-2.2.12 LED 照明器具の周辺温度－相対光束特性
LED 照明推進協議会ホームページより 

UGR段階 グレアの程度

28 ひどすぎると感じ始める

25 不快である

22 不快であると感じ始める

19 気になる

16 気になると感じ始める

13 感じられる

10 感じ始める

表-2.2.3 UGR 段階とグレア感 

グレアインデックス(GI) 日本人グレア感覚 不快グレアの程度

31 38 ひどすぎる

28 35 ひどすぎると感じ始める

25 32 不快である

22 28 不快であると感じ始める

19 25 気になる

16 21 気になると感じ始める

13 18 感じられる

表-2.2.4 日本人によるグレアインデックスと UGR の関係
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2.2.11 低出力時の効率特性 

省エネルギーの目的で、初期照度補正や、作業に合わせた適正な照度補正を行える調光システムを、

オフィス等の照明計画で採用するケースが多く見られるようになってきている。しかし蛍光灯器具は

低出力時に効率が低下するため、調光しても期待通りの省エネルギー効果が得られない場合がある。

一方、白色 LED モジュールは、駆動電流を変えることにより全光束が大きく増減する。この時の発光

効率は、駆動電流が増加すると低下し、電流が減少すると向上する傾向になる。図-2.2.12 に一例であ

るが、コンパクト蛍光灯 FHP45W-2 と LED 照明の出力と効率の関係をグラフにしたものを示す。こ

のグラフから解るように、この LED 照明の場合は出力を 25～80%の範囲で低下させた時に効率が向

上する特性を有しており、通常の調光範囲では効率の低下が生じないため、省エネルギーに最適な照

明器具と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.12 小型でコンパクト 

LED 照明は半導体材料からなる固体光

源であるため小型・軽量であり、省資源性

の高い器具と云える。LED 照明は点光源

として扱うことが可能であり、照明器具と

してデザイン性に富んでいるため、従来の

光源では実現困難な狭いスペースへの組

込みや、自由自在な形状の照明設計が可能

である。しかし建築化照明を計画するに当

たっては、デザイン性を優先するあまり、

放熱特性を無視した計画を行うことがな

いように留意することが必要である。図-

2.2.13 に建築化照明計画の一例を示す。これは放熱性や施工性を考慮した場合の一例であるが、LED

照明は長寿命であっても故障しないとは言えないので、将来の器具取替えを考慮した計画を行うこと

が重要であり、メーカーと事前にこの点を踏まえた打合せを行うこと。また、LED 照明は指向性が強

く、色のバラツキがあることから、美しい間接照明を計画するためには、LED 照明の特徴を理解して

行うことが必要である。 

注記．出力 100%時の効率を 100%と設定した時の各出力での効率 
（出典：パナソニック㈱エコソリューションズ社データより） 

図-2.2.13 白色 LED 照明とコンパクト蛍光ランプ 
FHP45W の出力と効率の関係 

図-2.2.14 LED 照明を利用した建築化照明の例

パナソニック㈱エコソリューションズ社カタログより
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2.2.13 色のばらつき 

LED 照明器具は、半導体の製造工程、

蛍光体の塗布工程、器具又はランプの組

立工程など多くの工程を経て製造され

る。このため各工程における製造条件の

差異が累積して、光色や明るさにばらつ

きが生じることがある。複数個の LED

照明器具で一つの面を照らすようなウ

ォールウォッシャーやコーブ照明など

では、各 LED モジュールの色の違いが

表れやすく、違和感を覚えるだけでなく

クレームの原因になることもある。青色

LED チップと黄色蛍光体を用いる白色

LED モジュールでは、製造過程で生じ

る青色LEDチップの波長ばらつきや黄

色蛍光体量のばらつきが原因で、色温度

に大きなばらつきが生じるのは止む得ないことである。メーカーでは色温度のばらつきの少ない LED

モジュールを得るために、完成品の色温度を測定して適合品を選別し器具組込み時に目立たなくする

方法や、蛍光体を封止樹脂と共に成形して一定の厚みにする方法を採用して、色温度のばらつきを極

力抑える努力を行っている。また、用途に応じて管理範囲を定めてばらつきの管理などを行っている。

しかし、この方法では白色 LED モジュールの不適合品が減らず、コスト低減化の障害になっているた

め、青色 LED チップの製造工程でのばらつきをランク分けして、それに合わせて黄色蛍光体の量を調

整することにより、色温度のばらつきを蛍光灯並みの 5SDCM※10以内を目指しているメーカーもある。 

LED 照明の場合も蛍光ランプ同様に、昼光色（D）、昼白色（N）、白色（W）、温白色（WW）、電球

色（L）と表記され、光色の範囲は JIS Z 9112 によって図-2.2.14 に示すように決められているが、個々

の LED チップ・モジュール・製造時期などにより、光色や明るさが異なることがあり、LED チップ

の性格上、若干のばらつきは仕方のないことと割り切る必要がある。カタログ表記の光束、相関色温

度、平均演色評価数、配光特性などの数値は参考値であり保証値でないことを認識しておく必要があ

る。 

注記．※10 5SDCM：基準監督者が等色と判断する色温度範囲。 

 

2.3 寿命 

2.3.1 寿命の定義 

LED は固体発光方式のため、従来の光源である白熱灯のようにフィラメントの断線等により点灯し

なくなることがないが、LED チップを封止している樹脂等の劣化によって光の透過性が低下し光束減

退が発生する。図-2.3.1 に温度、光、水分、酸素等の外的要素による LED モジュールの劣化現象を示

す。従来の LED モジュールは表示用途が中心であり、視認できる光の強さを基準に、光束維持率が

50%の点を寿命としていたが、照明器具用途で使用される場合が増えたことから、JIS C 8105-3:2011

照明器具－第 3 部：性能要求事項通則にて「一般照明用器具の光源として使用する場合の LED モジュ

ールの寿命は、照明器具製造者が規定する条件で点灯したとき、LED モジュールが点灯しなくなるま

での総点灯時間又は全光束が、点灯初期に測定した値の 70％に下がるまでの総点灯時間のいずれか短

い時間」と定義している。 

図-2.2.15 LED 照明の各光色とばらつきイメージ
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2.3.2 劣化のメカニズム 

白色 LED 照明の光束減退の主な原因は、LED チップ自身の特性変化、有機化合物である封止樹脂

の透過率の低下、蛍光体の特性変化、及び器具・ケース等における反射率の低下等があげられるが、

その中で封止樹脂及び蛍光体の劣化が大きな原因であると言われている。劣化は、次に示す要因によ

り引き起される。 

• 使用温度が高い。 

• 光量が大きい。（＝電流が大き

い。） 

• 光の波長が短いほど封止樹脂の

劣化が加速する。（紫外線成分が

多い。） 

• 温度と湿度の複合要素により蛍

光体の劣化が進む。 

以上の要因の中で放熱性が重要であり、図-

2.3.2 に放熱性と光束維持率との関係を示すよ

うに、放熱性は大きく寿命に影響を与える。 

(1) 光による劣化 

LED チップをカバーしている封止樹脂や接着剤等の有機系部材が LED チップから放射される光に

より劣化を起こし、透過率や反射率を低下させるため次第に光出力が減少すると考えられている。青

色 LED チップの発光スペクトルは、短波長側でも 400nm 程度あるため、直接劣化が起こるわけでは

なく、有機部材中の官能基や不純物が光を吸収してフリーラジカルを生成し劣化を開始する。この劣

化現象は有機部材中に含まれている酸素によって促進され、さらに光放射と共に発生する熱によって

なお一層加速される。劣化によって発生したフリーラジカル※11は光や熱を受けてさらに次の劣化を引

き起こすので、劣化は自動的に進行する。特に照明用 LED チップでは光出力が大きいため光劣化は

LED モジュールの寿命を左右する問題となる。 

注記．※11 フリーラジカルとは電子対を作っていない不対電子を持つ原子または分子を言い、不安定な物質

である。 

蛍光体
・変換効率低下

チップ
・発光効率低下（表面汚損・欠陥増加）

ケース
・光反射率低下（変色）

チップ接着剤
・光反射率低下(変色)

樹脂
・バルク光透過率低下（黄変、白濁）
・チップ界面剥離（全反射損）

フレーム
・光反射率低下（酸化変色）

全ての劣化要素に温度が関係し、放熱対策が重要となる。
併せて樹脂、ケース、チップ接着材及び蛍光体は紫外線成分等の光が影響する。

図-2.3.1 外的要素による LED モジュールの劣化現象

出典：LED 照明信頼性ハンドブック,第 2 部実務編,p24,LED 照明推進協議会 

図-2.3.2 放熱性と光速維持率の関係 
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3 章 ランプ及び器具について 

LED 照明は半導体材料からなる固体光源であり、コンパクトで軽量であるため点光源として扱う事

ができ、様々な建築空間にマッチした器具デザインが可能である。点光源を追及したものや、面光源の

利点を生かした器具など幅広い種類の器具が開発されており、発売当初は従来の照明器具の代替とい

った製品が主流であったが、最近では LED 照明の特性を生かした器具が登場している。各社の器具ラ

インアップも進んでおり、蛍光灯器具の製造を中止するメーカーが出始めるなど、LED への全面的な

移行が進んでいる。図-3-1-1 に 2011 年度から 2016 年度の各照明器具出荷台数比較を示すが、防災用

器具を除いて従来光源と LED 光源の出荷台数は完全に逆転し、確実に LED 照明器具へ移行が進んで

いることを表している。 

また、JIL5004-2015「公共施設用照明器具」2016 年版の改定では、従来光源である白熱電球、蛍光

ランプ、高輝度放電ランプ（HID）を用いた照明器具の多くを LED 照明器具へ移行している。 

当ワーキングでは従来光源器具の代替の観点から、大分類については、ベースライト形、ダウンライ

ト形、シーリングライト形等、代表的な器具形式の分類を行い、中分類でタイプ分類並びに埋込型と直

付型の分類、細分類では LED ランプ一体形と LED ランプ交換形に分類を行った。LED 照明の長寿命

の特長（器具寿命とランプ寿命が同程度の寿命を持つ）から、LED ランプ交換形のニーズは従来器具

から LED 照明に移行する過渡的段階でのニーズと考える向きもあるが、色温度の選択や高い光束維持

率を維持するための早期交換ニーズ等があることを考慮し、LED ランプ一体形と LED ランプ交換形

を分類した。図-3.1.2 に LED 照明器具の分類概念を示す。 

本項ではベースライト形、ダウンライト形、シーリングライト形、投光器形及び屋外灯などや非常用

照明器具（電池内蔵型）、誘導灯などの防災照明で、従来の照明器具に代わって主流になると想定され

る代表的な器具の種類と、一般照明用電球（以下白熱電球と云う）や蛍光灯ランプの代替品として急速

に需要を伸ばしている直管形 LED ランプや電球形 LED ランプなどのランプ類並びに、制御装置、ノ

イズ、高調波、フリッカ及びちらつき、力率改善、突入電流、省エネルギー性、調光・調色装置、照明

制御、市場動向について述べる。 
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図-3.1.1 各照明器具の出荷台数の推移（（一社）日本照明工業会自主統計数値）より
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表-3.1.1～表-3.1.4 に各社の代表的なベースライト形、ダウンライト形、投光器形及び高天井形 LED

照明器具の形名とスペックをまとめたので、参考にされたい。

図-3.1.2 LED 照明器具の種類と分類



表-3.1.1 (1) 　各社の代表的なベースライト形照明器具　（パナソニック㈱）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色
性

調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

Hf32形　1灯高出力相当
埋込XLX430PENZ
LA9

20.6 3,100 150.4

Hf32形　2灯高出力相当
埋込XLX460PHNZ
LA9

36.3 6,680 184

Hf32形　1灯定格出力相当
埋込XLX420PENZ
LA9

16.3 2,420 148.4

Hf32形　2灯定格出力相当
埋込XLX450PHNZ
LA9

26.8 4,940 184.3

Hf86形　1灯相当
埋込XLX860PENJ
LA9

39.8 6,200 155.7

Hf86形　2灯相当
埋込XLX830PHNJ
LA2

70.5 12,990 184.2

LDL20　1灯用（FL20型相
当）

NNF21700 LT9 12.0 910 75.8 W=190　ﾘﾆｭｰｱﾙ向け器具

LDL20　2灯用（FL20型相
当）

NNF22666 LT9 20.0 1,780 89.0 W=220　基本灯具

LDL40　1灯用
埋込XFL312DT
LT9

33.0 3,450 104.5 W=190　ｺﾝﾌｫｰﾄ15ﾀｲﾌﾟ

LDL40　2灯用 NNF42666 LT9 62.0 6,840 110.3 W=220　基本灯具

LDL40　3灯用 NNF43770 LT9 95.0 10,020 105.5 W=220

Hf32形　1灯高出力相当
直付XLX430AENZ
LA9

20.6 3,200 155.3

Hf32形　2灯高出力相当
直付XLX460AHNZ
LA9

36.3 6,900 190

Hf32形　1灯定格出力相
当

直付XLX420AENZ
LA9

16.3 2,500 153.3

Hf32形　2灯定格出力相
当

直付XLX450AHNZ
LE9

26.8 5,100 190.2

Hf86形　1灯相当
直付XLX860AENJ
LA9

39.8 6,400 160.8

Hf86形　2灯相当
直付XLX830AHNJ
LA2

70.5 13,400 190.0

LDL20　1灯用 NNF21000　LT9 12.0 950 79.2

LDL20　2灯用 NNF22000　LT9 20.0 1,880 94.0

LDL40　1灯用（Hf32W高
出力相当）

NNF41038 LT9 33.0 3,720 112.7

LDL40　2灯用（〃） NNF42001 LE9 62.0 7,440 120

FHP23形　3灯～4灯相当 XL363PEVJ LA9 21.0 2,910 138.5 □350タイプ、乳白パネル

FHP32形　3灯～4灯相当 XL373PEVJ LA9 44.0 6,550 148.8 □450タイプ、乳白パネル

FHP45形　3灯～4灯相当 XL383PEVJ LA9 59.0 8,670 146.9 □600タイプ、乳白パネル

FHP23形　3灯～4灯相当 XL463PEV LA9 21.0 3,020 143.8 □350タイプ、乳白パネル

FHP32形　3灯～4灯相当 XL473PEV LA9 44.0 6,740 153.1 □450タイプ、乳白パネル

FHP45形　3灯～4灯相当 XL483PEV LA9 59.0 8,980 152.2 □600タイプ、乳白パネル

シ
ス
テ
ム
天
井

タ
イ
プ

□600タイプ T3AM85001-K 31.6 4,050 128.1 84 約5～100 40,000 □600タイプ、乳白パネル

そ
の
他

低温用　ストレートタイプ NNFJ46800　LE9 55.0 4,820 87.6 70 調光不可 40,000
-40℃～+35℃まで対応
防湿・防雨・防塵型

※記載内容は、パナソニック㈱のカタログ2017のものを抜粋

埋込型

ベ
ー

ス
ラ
イ
ト
形

照明器具の種類

ス
ト
レ
ー

ト
タ
イ
プ

直付型

ス
ク
エ
ア
タ
イ
プ

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

その他ラインアップ

埋込型

直付型

埋
込
型

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

その他ラインアップ

直
付
型

LED
ﾗｲﾄﾊﾞｰ
一体形
(iDｼﾘｰ

ｽﾞ)

LED
ﾗｲﾄﾊﾞｰ
一体形
(iDｼﾘｰ

ｽﾞ)

約35～100

約25～100

約10～100

約25～100

84

83

反射笠付型器具、片反射笠付型器具、笠なし器具、スリムベース、
防湿・防雨形など

富士型器具

83

84

83 約10～100 40,000

約10～100 40,000

40,000

ライトバー交換可
W=100,150,190,220,300

40,000

40,000

Cチャンネル回避型、長円形タイプ、フリーコンフォート、クリーンルーム向、
防湿・防雨形など

ライトバー交換可
W=80,150,230,250

約35～100

40,00083 約10～100

約10～100

約10～100
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表-3.1.1 (2) 　各社の代表的なベースライト形照明器具　（東芝ﾗｲﾃｯｸ㈱）

形名
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色
性

調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

Hf32形　2灯高出力相当 LEKR415693N-LD9 43.0 6,600 153.4

Hf32形　2灯定格出力相
当

LEKR415523N-LD9 32.5 4,900 150.7

FLR40形2灯省電力タイプ LEKR415403N-LD9 24.8 3,800 153.2

Hf32形　1灯高出力相当 LEKR415323N-LD9 19.5 3,100 158.9

Hf32形　1灯定格出力相
当

LEKR415253N-LD9 17.0 2,350 138.2

FLR40形1灯省電力タイプ LEKR415203N-LD9 13.6 1,900 139.7

LDL20　1灯用（Hf16W高
出力相当）

LER21800-LD9 15.0 1,590 106
W=150
システムアップ基本灯具

LDL20　2灯用（Hf16W高
出力相当）

LER22800-LD9 23.0 2,180 94.7
W=220
システムアップ基本灯具

LDL20　2灯用（Hf16W高
出力相当）

LER22540-LD9 27.0 3,200 118.5
W=300
システムアップ基本灯具

LDL40　1灯用（Hf32型高
出力相当）

LER41478K-LD9 26.5 3,320 125.2
W=190
埋込下面開放

LDL40　2灯用（Hf32型高
出力相当）

LER42478K-LD9 51.0 6,580 129
W=300
埋込下面開放

Hf32形　2灯高出力相当 LEKT412693N-LD9 43.0 6,900 160.4

Hf32形　2灯定格出力相
当

LEKT412523N-LD9 32.5 5,200 160.0

FLR40形2灯省電力タイプ LEKT412403N-LD9 24.8 4,000 161.2

Hf32形　1灯高出力相当 LEKT412323N-LD9 19.5 3,200 164.1

Hf32形　1灯定格出力相
当

LEKT412253N-LD9 17.0 2,500 147.0

FLR40形1灯省電力タイプ LEKT412203N-LD9 13.6 2,000 147.0

LDL20　1灯用（Hf16W高
出力相当）

LET-21307-LD9 15.0 1,680 112.0

LDL20　2灯用（Hf16W高
出力相当）

LET-22307-LD9 27.0 3,290 121.8

LDL40　1灯用（Hf32W高
出力相当）

LET-41307-LD9 26.5 3,500 132.0

LDL40　2灯用（Hf32W高
出力相当）

LET-42307-LD9 51.0 6,770 132.7

FHP32形　4灯相当 LEKR740852N-LD9 57.5 8,000 139.1

FHP32形　3灯相当 LEKR740652N-LD9 47.5 6,400 134.7

FHP32形　3灯相当
省電力タイプ

LEKR740452N-LD9 34.0 4,400 129.4

FHP32形　4灯相当 LEKT750852N-LD9 57.5 8,600 149.5

FHP32形　3灯相当 LEKT750652N-LD9 47.5 6,850 144.2

FHP32形　3灯相当
省電力タイプ

LEKT750452N-LD9 34.0 4,700 138.2

2灯用タイプ
中光束タイプ

LERC62402N-LD9 34.0 4,900 144.1

2灯用タイプ
高光束タイプ

LERC62602N-LD9 51.0 7,400 145.1

そ
の
他

低温用　ストレートタイプ
LDL40　2灯用（Hf32型高
出力相当）

LET-42502-LJ9 54.0 6,120 113.3 83 調光不可 40,000
-40℃～+10℃まで対応
防湿・防雨・防塵型

※記載内容は、東芝ライテック㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

照明器具の種類

ベ
ー

ス
ラ
イ
ト
形

約5～100

約20～
連続調光

83

約5～100

83

シ
ス
テ
ム
天
井

タ
イ
プ

直付型

ス
ク
エ
ア
タ
イ
プ

ス
ト
レ
ー

ト
タ
イ
プ

埋
込
型

LED
ﾊﾞｰ

(TENQO
Oｼﾘｰｽﾞ）

LED
ﾊﾞｰ

(TENQO
Oｼﾘｰｽﾞ）

直
付
型

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

約5～100 □60040,000埋込型

83
埋
込
型

直
付
埋
込
兼
用
型

LED
ﾊﾞｰﾀｲﾌﾟ
(TENQO
Oｼﾘｰｽﾞ）

LED
ﾊﾞｰﾀｲﾌﾟ
(TENQO
Oｼﾘｰｽﾞ）

約5～100

83

その他ラインアップ

その他ラインアップ
ムーンベース、片反射笠、反射笠器具、笠なし器具、PAKO、直付下面開放器
具、ソフトライトM、直付システムアップ、人感センサー内蔵、スクールソフト、黒板

40,000

Cチャンネル回避型器具、スクールソフト、黒板灯、防湿・防雨型など

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

逆富士器具

40,000

40,000

□450 ,□600
バッフルタイプ有り

□570,□720
バッフルタイプ有り

83

W=70,120,230,300
直付形
LEDバー交換可

40,00083

40,000

W=100,150,190,220,300
埋込下面開放
LEDバー交換可

40,000

83 約5～100

約20～
連続調光
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表-3.1.1 (3) 　各社の代表的なベースライト形照明器具(3)　（三菱電機照明㈱）

形名
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色
性

調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

Hf32形　1灯高出力相当
MY-B430331/N
AHZ

21.0 3,100 147.6

Hf32形　2灯高出力相当
MY-V470301/N
AHZ

36.7 6,900 188

Hf32形　1灯定格出力相
当

MY-B425331/N
AHTN

16.7 2,420 144.9

Hf32形　2灯定格出力相
当

MY-B450301/N
AHTN

26.5 4,940 186.4

Hf86形　1灯定格出力相
当

MY-B965231/N
AHTN

40.0 6,200 155 約10～100

LDL20　1灯用
EL-LFB25011
AHJ(13N4)

13.0 1,240 95.3 W=190

LDL20　2灯用
EL-LFB25022
AHJ(13N4)

23.0 2,490 108.2 W=300

LDL40　1灯用
EL-LYB4041B
AHX(39N4)

28.0 3,730 133.2 W=190

LDL40　2灯用
EL-LYB4242B
AHX(39N4)

53.0 7,340 138.4 W=300

Hf32形　1灯高出力相当
MY-V430330/N
AHZ

21.0 3,200 152.3

Hf32形　2灯高出力相当
MY-V470330/N
AHZ

43.0 6,900 160.4

Hf32形　1灯定格出力相
当

MY-V425330/N
AHTN

16.7 2,500 149.7

Hf32形　2灯定格出力相
当

MY-V450330/N
AHZ

32.5 5,200 160.0

Hf86形　1灯相当
MY-V965230/N
AHZ

40.0 6,400 160.0

Hf86形　2灯相当
MY-V914230/N
AHZ

82.8 13,400 161.8

LDL20　1灯用
EL-LKV2251
AHJ(13N4)

13.0 1,290 99.2

LDL20　2灯用
EL-LKV2252
AHJ(13N4)

23.0 2,600 113.0

LDL40　1灯用
EL-LKV4321B
AHX(39N4)

28.0 3,900 139.2 20～100

LDL40　2灯用
EL-LKV4382B
AHN(39N4)

51.0 7,780 152.5 -

クラス300
（FHP32W×2相当）

EL-SK3010N/3
AHTZ

21.1 3,120 147.8 □350

クラス600
（FHP32W×3相当）

EL-SK6010N/4
AHTZ

42.1 6,400 152.0 □450

クラス1200
（FHP45W×4相当）

EL-SK12010N/5
AHTZ

80.5 12,050 149.6 □600

クラス400
（FHP42W×2相当）

EL-SC4010N/4
AHTZ

29.6 4,480 151.3 □530

クラス600
（FHP32W×3相当）

EL-SC6010N/4
AHTZ

42.1 6,580 156.2 □530

クラス1200
（FHP45W×4相当）

EL-SC12010N/6
AHTZ

80.5 12,420 154.2 □720

クラス350
EL-G35202N/6
AHTJ 27.8 3,660 131.6

クラス600
EL-G60202N/6
AHTJ 44.5 5,670 127.4

低温用照明
LDL40　1灯用

EL-LRYWH4011A
AHJ(25N5)

21.0 2,350 111.9 83 40,000
-25℃～+35℃まで対応
防湿型

低温用照明　クラス600
FHF32W×2高出力相当

EL-LR6030N AHN 36.8 5,460 148.3 85 50,000
-40℃～+35℃まで対応
防湿・防雨・防塵型

※記載内容は、三菱電機照明㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

40,000

埋込型

その他ラインアップ

ベ
ー

ス
ラ
イ
ト
形

直
付
型

ス
ト
レ
ー

ト
タ
イ
プ

そ
の
他

直付型

埋
込
型

埋込型

シ
ス
テ
ム
天
井

タ
イ
プ

直付・半埋込
型

ス
ク
エ
ア
タ
イ
プ

照明器具の種類

LED
ﾗｲﾄﾕﾆｯﾄ
一体形
(Myｼﾘｰ

ｽﾞ)

調光不可

20～100

約5～100

約5～100

83

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

LED
ﾗｲﾄﾕﾆｯﾄ
一体形
(Myｼﾘｰ

ｽﾞ)

85

83

LEDﾗﾝﾌﾟ
交換形

その他ラインアップ

その他ラインアップ 色温度可変など

調光不可

85

逆富士タイプ

ライトバー交換可
W=150,230

40,000

ライトユニット交換可
W=100,150,190,220,300

40,000

調光不可

85 約5～100 40,000

オプション取付可能タイプ、Cチャンネル回避形など

40,000

反射笠タイプ、トラフタイプ、下面開放タイプなど

約5～10083

40,000

600グリッド

約5～100 40,00083
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表-3.1.2（1）　各社の代表的なダウンライト形LED照明器具　（パナソニック㈱）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色性
調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

ワンコア（ひと粒）タイプ
1000形タイプ
XNDN9934SS LZ9

65.2 9,060 139.0 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
1000形タイプ
XNDN9934SN LZ9

80.4 9,790 121.8 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
750形タイプ
XNDN7534SS LZ9

52.4 7,145 136.4 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
750形タイプ
XNDN7534SN LZ9

64.3 7,580 117.9 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
550形タイプ
XNDN5524SS LZ9

39.4 4,920 124.9 39.8

ワンコア（ひと粒）タイプ
550形タイプ
XNDN5524SN LZ9

49.9 5,400 108.2 70.5

ワンコア（ひと粒）タイプ
350形タイプ
XNDN3524SS LZ9

26.9 3,455 128.4 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
350形タイプ
XNDN3524SN LZ9

32.8 3,665 111.7 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
250形タイプ
XNDN2538WSK LZ9

16.3 2,125 130.3 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
250形タイプ
XNDN2519WNK LE9

20.6 2,240 108.7 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
200形タイプ
XNDN2038WSK LE9

12.9 1,725 133.7 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
200形タイプ
XNDN2019WNK LZ9

16.4 1,820 110.9 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
150形タイプ
XNDN1619WS LZ9

9.9 1,075 108.6 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
150形タイプ
XNDN1619WNK LZ9

13.3 1,480 111.2 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
100形タイプ
XNDN1038WSK LZ9

6.1 860 140.9 70

ワンコア（ひと粒）タイプ
100形タイプ
XNDN1019WNK LE9

7.9 915 115.8 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
60形タイプ
NDN06100 LE1

5.0 540 108.0 85

ワンコア（ひと粒）タイプ
40形タイプ
NNN71009 LE1

6.4 390 60.9 70 -

※記載内容は、パナソニック㈱のカタログ2017のものを抜粋

表-3.1.2（2）　各社の代表的なダウンライト形LED照明器具　（三菱電機照明㈱）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色性
調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

ミライエ　クラス900
EL-D9011NS/6W
AHTZ

74.4 10,770 144.7

ミライエ　クラス900
EL-D9012NS/6W
AHTZ

74.4 10,760 144.6

ミライエ　クラス700
EL-D7017NS/5W
AHTZ

62.0 8,090 130.4

ミライエ　クラス550
EL-D5518NS/3W
AHTZ

45.4 6,120 134.8

ミライエ　クラス550
EL-D5519NS/3W
AHTZ

45.4 5,800 127.7

ミライエ　クラス550
EL-D5523NS/6W
AHTZ

45.4 6,020 132.5

ミライエ　クラス350
EL-D3529NS/3W
AHTZ

30.1 4,440 147.5

ミライエ　クラス200
ＥＬ-Ｄ00/1(200NM)
AHZ

15.6 1,840 117.9

ミライエ　クラス150
ＥＬ-Ｄ00/1(150NM)
AHZ

13.2 1,540 116.6

ミライエ　クラス100
ＥＬ-Ｄ00/1(100NM)
AHZ

7.5 930 124

ミライエ　クラス60
ＥＬ-Ｄ00/1(060NM)
AHZ

6.1 740 121.3

※記載内容は、三菱電機照明㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

75

85

約5～100

調光タイプ(ライコン別売)
約5～100

40,000

60,000

40,000

照明器具の種類

照明器具の種類

ダ
ウ
ン
ラ
イ
ト
形

ダ
ウ
ン
ラ
イ
ト
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表-3.1.2（3）　各社の代表的なダウンライト形LED照明器具　（岩崎電気㈱）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色性
調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

レディオック　クラス60
EDL06001W/NSAN
9

5.8 740 127.5

レディオック　クラス60
EDL06001W/WWSA
N9

5.8 640 110.3

レディオック　クラス100
EDL10003W/NSAZ
9

7.6 960 126.3

レディオック　クラス100
EDL10003W/WWSA
Z9

7.6 830 109.2

レディオック　クラス150
EDL15003W/NSAZ
9

13.4 1,580 117.9

レディオック　クラス150
EDL15003W/NSAN
9

12.9 1,580 122.4 -

レディオック　クラス200
EDL20003W/NSAZ
9

15.9 1,900 119.4

レディオック　クラス200
EDL200013DWW/S
A9

15.9 1,620 101.8

レディオック　クラス350
EDL35013W/NSAZ
9

30.1 4,440 145.0 75

レディオック　クラス350
EDL35013W/WSAZ
9

30.6 3,960 129.4 85

レディオック　クラス550
EDL55013W/NSAZ
9

46.6 6,120 131.3 75

レディオック　クラス550
EDL55013W/WSAZ
9

46.6 5,530 118.6 85

レディオック　クラス700
EDL70013W/NSAZ
9

63.0 8,410 133.4 75

レディオック　クラス700
EDL70013W/WWSA
Z9

63.0 7,330 116.3 85

レディオック　クラス900
EDL90015W/NSAZ
9

76.0 10,220 134.4 75

レディオック　クラス900
EDL90015W/WWSA
Z9

76.0 8,880 116.8 85

レディオック　ユニバーサル　クラス75 EDU10001/W 8.6 650 75.5 85

レディオック　ユニバーサル　クラス100 EDU10001/W 12.0 830 69.1 85

レディオック　ユニバーサル　クラス150 EDU15002W/W 17.8 1,710 96.0 85

レディオック　ユニバーサル　クラス200 EDU20002W/W 22.3 2,120 95.0 85

レディオック　ユニバーサル　クラス300 EDU35002W/W 30.1 3,090 102.6 85

レディオック　ユニバーサル　クラス350 EDU35002M/W 41.2 3,860 93.6 85

※記載内容は、岩崎電気㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

-

約25～100

約5～100
85

約5～100

照明器具の種類

ダ
ウ
ン
ラ
イ
ト
形

40,000

Page-24



表-3.1.2（4）　各社の代表的なダウンライト形LED照明器具　（山田照明）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色性
調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

Line50　φ50 DD-3447-N 10.3 679 65.9 82
PWM1.5 10
0　位相
0 2~100

Line50　φ50 DD-3457 11.6 369 31.8
PWM1.5~10
0

Line75　φ75　半鏡面コーン DD-3362-W 6.5 438 67.4

Line75　φ75　白バッフル DD-3364-W 6.5 433 66.6

Unicorn+　φ75　鏡面コーン DD-3179-N 16.0 1,436 89.8

Unicorn+　φ75　白バッフル DD-3183-N 16.0 623 39.0

Unicorn+　φ75　グレアレス DD-3181-N 16.0 687 42.9

Unicorn+　φ75　ウォールウォッシャー DD-3436-N 16.0 719 44.9

Unicorn+　φ100　鏡面コーン DD-3190-N 30.0 2,857 95.2

Unicorn+　φ100　ピンホール DD-3330-N 30.0 1,660 55.3

Unicorn+　φ100　半鏡面コーン DD-3192-N 30.0 2,770 92.3

Unicorn+　φ100　白バッフル DD-3307-N 30.0 2,135 71.2

Unicorn+　φ100　グレアレス DD-3305-N 30.0 2,110 70.3

Unicorn+　φ100　ウォールウォッシャー DD-3437-N 30.0 1,948 64.9

Unicorn　φ100　鏡面コーン DD-3131-N 22.0 1,065 48.4

Unicorn　φ100　グレアレス DD-3133-N 22.0 1,107 50.3

Unicorn　φ100　ウォールウォッシャー DD-3135-N 22.0 876 39.8

Morph　φ75　グレアレス DD-3383 14.5 418 28.8

Morph　φ75　白バッフル DD-3383 14.5 418 28.8

Morph　φ75　ウォールウォッシャー DD-3387 14.5 329 22.7

Morph　φ100　白バッフル DD-3350 28.4 1,461 51.4

Morph　φ100　グレアレス DD-3347 28.4 1,474 51.9

Morph　φ100　ウォールウォッシャー DD-3390 28.4 1,143 40.3

※記載内容は、山田照明のカタログ2016-2017のものを抜粋

表-3.1.2（5）　各社の代表的なダウンライト形LED照明器具　（大光電機）

品番
消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色性
調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]
備　　考

高気密SB形　プルレス　色温度切替タイプ DDL-4811FW 8.4 680 81 83 約1～100

高気密SB形　調色調光　信号線不要タイプ DDL-CD004W 9.0 630 70 83 約5～100

超浅型タイプ DDL-4762WW 8.5 720 84.7 83

COBタイプ DDL-5007WW 8.5 780 91.7 83

※記載内容は、大光電機のカタログ2017-2018のもの抜粋

照明器具の種類

ダ
ウ
ン
ラ
イ
ト
形

85
位相0.1~100

85 PWM5~100

PWM10~100

PWM5～10083

83

約1～100

82

位相1～100

40,000

照明器具の種類

ダ
ウ
ン
ラ
イ
ト
形

50,000

60,000
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表-3.1.3　各社の代表的な投光器形照明器具

メ
ー

カ
照明器具の種類 品番または形名

消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色
性

調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]

電源
ユニッ

ト
備　　考

マルチハロゲン灯Lタイプ
400形相当

NNY24600K LF9 188.0 18,300 97.3 60,000

水銀灯1000形相当 NNY24610K LF2 354.0 32,800 92.7

マルチハロゲン灯Lタイプ
1000形相当

NNY24625 LF2 593.0 53,700 90.6

マルチハロゲン灯Lタイプ
2000/1500形相当

NNY24640 LF2 1,075.0 98,500 91.6

1kW効率重視形ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞ
ﾗﾝﾌﾟ（専用安定器点灯形）
器具相当

LEDS-50407NM-LJ2 505.0 62,000 122.7

1.5kW効率重視形ﾒﾀﾙﾊﾗｲ
ﾄﾞﾗﾝﾌﾟ（専用安定器点灯
形）器具相当

LEDS-70405NM-LJ2 939.0 82,000 87.3

2kW効率重視形ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞ
ﾗﾝﾌﾟ（専用安定器点灯形）
器具相当

LEDS-12503NM 1,200 130,000 108.3 80 別置

その他ラインアップ 狭角形、広角形、重耐塩形、

250形
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ器具相当

LEDS-10401WM-LDJ 157.0 13,600 90.6

400形
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ器具相当

LEDS-20401WM-LDJ 235.0 20,400 90.6

その他ラインアップ 狭角形、広角形、重耐塩形

クラス600
（HID150W相当）

EL-S6003N/H AHN 75.0 6,430 85.7 70

クラス1500
（水銀ランプ400W相当）

EL-S15030N/W AHJ 114.0 14,400 126.3

クラス3000
（水銀ランプ700W相当）

EL-S30030N/W 2AHJ 228.0 28,500 125

310Wタイプ
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ700W相当

E30501W/NSAN8 313.0 34,000 108.6

560Wタイプ
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ1000W相当

E30601W/NSAJ2 560.0 61,500 109.8

830Wタイプ
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ1500W相当

E30711W/NSAJ2 826.0 102,000 123.4

1100Wタイプ
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ2000W相当

E30801W/NSAJ2 1,120.0 122,000 108.9

※記載内容は、パナソニック㈱のカタログ2017のものを抜粋

※記載内容は、東芝ライテック㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

※記載内容は、三菱電機照明㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

※記載内容は、岩崎電気㈱のカタログ2017年のものを抜粋

岩
崎
電
気
㈱

固定出力
広角配光、屋内・屋外、
昼白色

その他ラインアップ 中角タイプ、超広角タイプ

70 40,000 別置

パ
ナ
ソ
ニ

ッ
ク
㈱

-

三
菱
電
機
照
明
㈱

70

その他ラインアップ 1/10ビーム27°、1/10ビーム38°、1/10ビーム38°、1/10ビーム53°、1/10ビーム75°

固定出力

その他ラインアップ

広角配光、防雨形、
白色

内蔵

狭角配光、中角配光

内蔵
中角形、耐塩形、

昼白色

75

60,000

東
芝
ラ
イ
テ

ッ
ク
㈱

70

70 約5～100 60,000

1/10ビーム角27°、
昼白色

内蔵

40,000

- 40,000

内蔵
中角形、耐塩形、

昼白色
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表-3.1.4　各社の代表的な高天井形照明器具

メ
ー

カ
照明器具の種類 品番または形名

消費
電力
[W]

器具
光束
[lm]

固有
エネルギー
消費効率
[lm/W]

演色
性

調光
範囲
[%]

光源
寿命

[時間]

電源
ユニッ

ト
備　　考

1500形
水銀灯400形1灯
器具相当

NNY20710 LZ9 94.7 16,100 170

2000形
ﾏﾙﾁﾊﾛｹﾞﾝ灯400形1灯
器具相当

NNY20720 LZ9 125 21,000 168

2500形
水銀灯700形1灯
器具相当

NNY20730 LZ2 145 25,000 172.4

3000形
水銀灯1000形1灯
器具相当

NNY20735 LZ2 186 32,000 172

4000形
ﾏﾙﾁﾊﾛｹﾞﾝ灯1000形1灯
器具相当

NNY20740 LZ2 239 42,000 175.7

5000形
水銀灯700形2灯
器具相当

NNY20750 LZ2 290 50,000 172.4

250形ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ
器具相当

LEDJ-10026N-LD9 68.7 10,800 157.2

400形ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ
器具相当

LEDJ-20034N-LD9 137.4 21,600 137.4

1000形ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ
器具相当

LEDJ-40046N-LD9 275 43,200 157.0

クラス1000
水銀ランプ250W相当

EL-C10030N 70.6 11,000 155.8

クラス1500
水銀ランプ400W相当

EL-C15030N 114.4 17,300 151.2

クラス2000
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ400W相当

EL-C20030N 150.7 23,800 157.9

クラス3000
水銀ランプ700W相当

EL-C30030N 228.6 34,200 149.6

クラス1000
水銀ランプ250W相当

EHCL07007W/NSAJZ9 73.7 11,000 149.2

クラス3000
水銀ランプ700W相当

EHCL21007W/NSAJZ2 210.0 33,000 157.1

クラス4000
ﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ1000W相当

EHCL32007W/NSAJZ2 275.0 44,000 160

※記載内容は、パナソニック㈱のカタログ2017年4月現在のものを抜粋

※記載内容は、東芝ライテック㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

※記載内容は、三菱電機照明㈱のカタログ2017-2018のものを抜粋

※記載内容は、岩崎電気㈱のカタログ2017年のものを抜粋

その他ラインアップ 中角タイプ、拡散タイプ（クラス1000無）、白色タイプと電球色は受注生産

広角タイプ、直付形、昼白
色

岩
崎
電
気
㈱

70 可 60,000 内蔵

中角配光、電源別置形、耐塩、低温

75 5～100

三
菱
電
機
照
明
㈱

約10～100

東
芝
ラ
イ
テ

ッ
ク
㈱

その他ラインアップ

その他ラインアップ

70

広角タイプ

広角タイプ、昼白色

広角配光、直付形、昼白
色

パ
ナ
ソ
ニ

ッ
ク
㈱

内蔵

その他ラインアップ 光源寿命60,000時間タイプ（中角）、光源寿命40,000時間タイプ（中角、広角）

直付型
中角タイプ、昼白色、
落下防止ワイヤー

60,000 内蔵約5～8570

60,000

60,000 内蔵
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3.1 LED 照明器具 

3.1.1 ベースライト形 

ベースライト形は、器具形状からストレートタイプ、スクエアタイプ及びシステム天井タイプに分

類され、取付方式から埋込型、直付型に分類される。更に、長寿命の観点から LED ランプの交換を意

識しない LED ランプ一体形と、既存の蛍光ランプ器具と同様にランプを交換する事が可能な LED ラ

ンプ交換形に分類される。スクエアタイプでは 350 角、450 角、600 角と建築材との整合性などの観

点から従来の蛍光灯器具同様のサイズのものが主流になっている。同様にストレートタイプに於いて

もスムーズなリニューアルに対応出来るように、現行の蛍光ランプ器具と同系の寸法を採用するケー

スが多く見られる。最近では器具本体とライトバー等を組み合わせた一体型ベースライトが登場して

おり、施工性の良さと多彩なバリエーションにより主流となりつつある。 

ベースライト形は、グロースタータ式やラピッドスタート式の蛍光灯の代替品としてリニューアル

工事向けが最初であったが、最近はインバータ方式の高効率高周波点灯形蛍光灯（Hf）の代替品とし

て、器具光束 13,000lm 超の高出力器具が出現している。発光効率も 2010 年の段階では 85lm／W を

超える器具が製品化されている程度であったが、2016 年では高周波点灯形蛍光灯（Hf）の 110lm／Ｗ

を凌ぐ 190lm／W の高効率器具が製品化されている。コスト面でまだ高周波点灯形蛍光灯には及ばな

いが、長寿命・連続調光機能等の特性と、LED 素子の開発と共に性能が目覚ましく向上しており、従

来の照明器具に匹敵する LED 照明器具のラインアップが揃っている。表-3.1.1 に各社のベースライト

形 LED 照明器具の特長を示す。 

 

3.1.2 ダウンライト形 

ダウンライト用ランプは白熱電球やクリプトン電球を用いているものが主流だったが、省電力・長

寿命の観点から、近年はコンパクト形蛍光ランプが主流となっている。最近では、LED の高効率化と

共に、コンパクト形蛍光ランプの代替として高出力タイプのダウンライト形 LED 照明器具が各社ライ

ンアップされている。 

全般照明の代替器具として LED 照明器具が取り沙汰される先駆けはダウンライト形であり、当初は

廊下など演色性を重視する必要のないところで採用されたこともあって、演色性よりも発光効率が重

視され、ランニングコストを含めたトータルコスト面で、比較的高くないイメージでの価格設定がな

され普及に繋がっていった。このようにダウンライト形は、最も早くから発売されていた器具種であ

るため、研究開発も進んでおり、光学制御レンズの進歩によるムラの少ない光や、高演色性（Ra85 以

上）の光を持つ器具など日々技術開発が成されている。また、放熱技術の進歩により LED モジュール

の高密度実装化が可能になり、HID400 形に相当する器具の出現や、集積型 LED モジュールを採用し

120lm／W を超える器具の開発など、器具の種類の中では一番実用に足る器具と言える。表-3.1.2 に

各社のダウンライト形 LED 照明器具の特長を示す。 

 

3.1.3 シーリングライト形 

シーリングライト形 LED 照明の出現により、高効率インバータ丸型蛍光灯器具が主流であった住宅

照明は様変わりをしようとしている。LED 照明の調色・調光機能を利用して、生活のリズムに合わせ

たサーカディアン照明制御※1など、新たな光演出が盛んに研究されている。 

注記．※1 人間の身体は約 25 時間周期で睡眠と覚醒を繰り返すリズム（サーカディアンリズム）を持ってい

ることがわかっているが、1 日 24 時間周期と生体リズムには 1 時間のずれがあるが、太陽の光を受ける

ことで体内時計をリセットし、ずれを調整していると云われている。オフィスや家庭に於いて人体リズ

ムに沿った光環境を演出することにより、健康的な生活空間を作る研究が行われている。 
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3.1.4 スポットライト形 

スポットライト形 LED 照明は、光の直進性を利用して照射する中心部の明るさを強くでき、ベース

照明と組合せても映えるスポット光を作り出すことが可能である。調光機能により最適な明るさの調

整が可能であるだけでなく、調光機能付きスポットライト形 LED 照明複数台で照射物への明るさを加

減することにより、効果的な陰影を作り出し立体感のある照明演出が可能である。また、赤外線・紫外

線をほとんど含まないため、照射物を傷めない光である点も重要である。 

尚、スポットライト形 LED 照明により連続して壁面などを照射する場合は、色むら※2に注意が必要

である。最近では、配光制御の技術が開発され、色むらのない光を実現した器具が登場し始めている。 

注記．※2 色むらの対策は『4.8 特殊環境対応器具について （9）モジュール内の組替技術について』を参照 

 

3.1.5 投光器形 

投光器形の LED モジュールは、HID 代替として開発が進められ、最近では 2kW 形メタルハライド

ランプ相当の製品も市場に出回るようになってきている。長寿命で省メンテナンス性を有することや、

光の照射角を狭くすることが可能であり、不必要な光や光の漏れを極力少なくすることができ、光害

対策面で有利であること。また、紫外線をほとんど放出しないため、誘虫性が低く周辺の生態系への影

響が少ないこと、待機時間が無くすぐ明るくなる等の特徴がある。表-3.1.3 に各社の投光器形 LED 照

明器具の特長を示す。 

 

3.1.6 高天井形 

投光器形同様に HID 代替として開発が進められているものと、蛍光灯の延長線上で面光源として開

発が進められているものとあるが、どちらも 60,000 時間を超える長寿命であることから年間点灯時間

によっては、従来の HID ランプのように交換のための昇降装置を考慮する必要がないなどの利点があ

る。また、瞬時点灯・瞬時再点灯が可能で、従来の HID ランプでは補完設備を考慮する必要があった

施設でも、その必要がなく幅広い用途が考えられる。表-3.1.4 各社の高天井形 LED 照明器具の特長を

示す。 

 

3.1.7 屋外灯 

LED モジュールは、その構造上光の指向性が高く、高輝度・低立体角の光源であり、言い換えると

「強い細い光」であるため、当初の屋外灯に使用された LED ランプは不快グレアが強く、固有エネル

ギー消費効率を高めるため色温度が高く、まぶしい割には暗く感じる視認性の良くない光であった。

また、既存の屋外灯のランプを LED ランプに取り換えたことによる受信障害の発生、フリッカ（ちら

つき）の発生、防湿対策や放熱対策不足の LED 照明器具によるランプの変色などのトラブルの報告が

あり、従来光源に追いつくのにはまだ時間が要する印象があった。しかし、LED 街路灯の進歩は目を

見張るものがあり、最近では各メーカーで品揃えの多様化、高効率化が図られたことにより、従来器具

の生産を終了するなど、LED 照明への移行が進んでいる。 

(1) 街路灯 

LED 街路灯は従来光源に比べ、制御装置の小形化が可能で、LED モジュールの組合せで光源を製作

するため、デザイン性に優れており、既存のポールが使用できるなどリニューアルに向いている。ま

た、トラブル時の全不点灯を避けるため複数の制御装置※3 でシステムを構成し、制御装置にトラブル

が発生しても全消灯にならない方式などが、比較的簡単に製作できるなどの利点がある。 

LED 化については、環境省が主体となった「小規模地方公共団体における LED 街路灯導入促進事

業」などが 2012 年に実施されたことにより、従来光源から LED 照明へ移行を促進する動きが活発化

している。（一社）日本照明工業会では LED 光源の街路灯が普及し始めたことを勘案して、2013 年 8

月 15 日に「LED 防犯灯、街路灯の性能要求事項について」を作成しホームページに公開している。
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その中から表-3.1.5 に LED 街路灯の性能要求事項を示す。 

注記．※3 高速道路向け照明で、複数の制御装置でシステムを構成し、制御装置にトラブルが発生しても、正

常な制御装置と LED 照明が出力を上昇させ、不足分の光束を補い照度を低下させない製品もある。 

 

項  目 要求事項 基準規格 試験規格 

寿命 光源寿命 光束維持率 70％で 40,000h 以上 JIL 5004 JIS C 8155 附属書 C

ＥＭＣ 高調波電流 クラスＣ JIS C 61000-3-2 JIS C 61000-3-2 

  耐雷サージ クラスＸ（大地間：15kV、線間：2kV） JIS C 61000-4-5 JIS C 61000-4-5 

安全性 構造等 JIS C 8105-2-3 － － 

その他の性能 性能 JIS C 8105-3 附属書 A － － 

 

(2) 防犯灯 

防犯灯は歩行者・車などが安全に、安心して通行できるように、通行量、周囲の明るさ、犯罪の発生

する危険性の割合などに応じて、照度を設定する必要がある。防犯の観点からは明るさと・暗がりのむ

らが出来ないようにする必要があり、最近問題になっている光害※4についても配慮が必要である。表-

3.1.6 に防犯照明の推奨基準を示すが、少なくともクラス B の明るさの確保が望まれているが、LED

照明の出現により指向性の強い光源に対応する基準として、新たにクラス B＋が追加された。 

また、LED 照明などの高効率照明の出現により、電力会社の電気料金区分にも変化が生じている。

定額電灯・公衆街路灯 A が「20W までの 1 灯につき」から、「10W までの 1 灯につき」と「10W をこ

え 20W までの 1 灯につき」の 2 つに分けられ、10W 以下であれば従来の 2／3 程度の電気料金で利用

できるように 2011 年 12 月 1 日からなっている。表-3.1.7 に（一社）日本照明工業会がホームページ

に公開した「LED 防犯灯、街路灯の性能要求事項について」の内、防犯灯の性能要求事項を示すが、

10W 以下の場合クラス B+で防犯灯設置間隔性能が 12m 以上を求められている。最近の LED 照明の

技術開発を反映して、すでに 17m を超える器具が製品化されている状況である。 

注記．※4 光対策ガイドライン（環境省）では、良好な「照明環境」の形成が、漏れ光によって阻害されてい

る状況又はそれによる悪影響を「光害」と定義し、狭義には障害光による悪影響をさすとしている。LED

照明は指向性の強い光源であるため、公害対策に適した照明器具と云われている。 

 

クラス 照明の効果 平均水平面照度 
道路中心線上の鉛直面照

度の最小値(1) 

道路両端の鉛直面照度の

最小値(2) 

A 
4m 先の歩行者の顔の概

要が識別できる 
5 lx 以上 1 lx 以上 規定しない 

B 
4m 先の歩行者の挙動・姿

勢などがわかる 
3 lx 以上 0.5 lx 以上 規定しない 

B+ 
4m 先の歩行者の挙動・姿

勢などがわかる 
3 lx 以上 0.5 lx 以上 0.5 lx 以上 

注記：照度測定方法は原則として JIS C 7612（照度測定方法）による。  

注(1) ：道路の道路軸に沿った中心線上で、道路面から 1.5m の高さの道路軸に直角な面の照度（鉛直面照度）の最小値。 

注(2) ：道路の道路軸に沿った道路両端から 0.5m 内側において、道路面から 1.5m の高さの道路軸に直角な面の照度（鉛 

     直面照度）の最小値。 

（公社）日本防犯設備協会_技術標準_防犯灯の照度基準_SES E 1901-4 より 

 

 

表-3.1.5 LED 街路灯の性能要求事項

表-3.1.6 防犯照明の推奨基準   

参考文献：（一社）日本照明工業会_LED 防犯灯、街路灯性能要求事項について』よ
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3.1.8 防災照明 

(1) 非常用照明器具 

これまで非常照明の光源は、白熱灯と蛍光灯のみに限定されていたため、LED は大臣認定制度を活

用することで発売されてきたが、平成 29 年 6 月の告示改正（建設省告示第 1830 号）により、JIS C 

8159-1:2013 に規定する直管 LED ランプ及び JIS C 8154:2015 に規定する LED モジュールが新たに

光源に追加された。2017 年 10 月の時点では、直管 LED ランプ搭載ベースライト非常用照明器具、直

管 LED ランプ搭載階段灯非常用照明器具、LED 非常用照明器具専用型が発売されている。なお、電

源別置型の非常照明器具は今回（平成 29 年）の告示改正により LED が光源として認められたため、

今後製品化予定である。 

非常用照明器具としての基本要求事項 4 項目を以下に示すが、LED 照明にとって放熱対策が最も重

要であり、高温環境での使用が難しい。 

① 直接照明で、床面において水平面照度で 1 lx（蛍光灯の場合は、高温環境で照度が低下する

ことを踏まえて 2 lx）以上確保できること。尚、地下街の地下道は 10 lx 以上であること。 

② 常用電源が断たれた時、予備電源により即時点灯する光源を有すること。 

③ 火災時において温度が上昇した場合にあっても 30 分間点灯を維持できるものであること。 

④ 照明カバー、その他付属するものを含み、主要な部品は不燃材にて造り、また覆うこと。 

表-3.1.7 防犯灯の性能要求事項

参考文献：（一社）日本照明工業会_LED 防犯灯、街路灯性能要求事項について』より 
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(2) 誘導灯 

誘導灯及び誘導標識の基準（平成 11 年 3 月 17 日 消防庁告示第二号）で、誘導灯の構造及び性能

は、JIS C 8105-1 及び JIS C 8105-3 に規定されているほか、構造では 10 項目の基準に適合している

ことが求められている。熱に関係する構造面での基準は 2 項目であり、以下の通りである。 

① 表示面及び照射面に用いる材料は、JIS C 8105-1 の耐炎性に適合するものであること。 

② 次に掲げる温度は、それぞれにおいて定める温度に適合するものであること。 

 誘導灯の表面及び器具に内蔵する巻線の点灯時の温度は、定格電圧の 130%の電圧を加え

た場合において、JIS C 8105-1 に定める温度以下であること。 

 器具に内蔵するインバータの表面の点灯時の温度は、最大使用電圧を加えた場合において、

135℃以下であること。 

この基準は放熱対策が重要な LED 照明

器具でも適合可能であるため、平成 21 年

9 月 30 日改正の消防関連法規「長時間定

格誘導灯の設置義務拡大」※5を機に、LED

誘導灯が多用されるようになり、冷陰極蛍

光ランプを光源とする誘導灯に代わって

普及した。 

LED 光源は、直進性が強く、直線方向

へ光を照射するに最適の避難誘導光源で

あり、図-3.1.3 の誘導灯の消費電力比較に

示すように、高い省エネ性（蛍光ランプの

1/10、冷陰極蛍光ランプの 1/2の消費電力）

を持ち、蛍光ランプのようにランプ割れの

心配もなく、光源寿命が 60,000 時間と長くランプ交換の必要が無いなどのメリットを持つ。更に、水

銀レス・カドミウムフリー（ニッケル水素電池化が進んでいる）など、脱有害物質の面からも配慮され

た防災照明といえる。 

注記．※5 消防法令の改正「消防法施行規則等の一部を改正する省令」、「誘導灯及び誘導標識の基準の一部を改

正する告示」（平成 21 年 9 月 30 日改正、平成 22 年 9 月 1 日施行）により、誘導灯の非常電源を 60 分間、

有効に作動できる容量以上とする防火対象物に、延べ面積 50,000m2 以上、地階を除く階数が 15 階以上で

延べ面積 30,000 m2、延べ面積 1,000 m2 の地下街などの防火対象物に加えて、地下駅舎の乗降場・階段・

通路などが防火対象物として新たに追加された。また、平成 11 年以前に建てられた対象外の防火対象物に

も、60 分間有効に作動できる容量の誘導灯の設置が義務づけられた。 

 

3.2 LED ランプ 

LED ランプは、既存の照明器具をそのまま使用できる簡便さから、急速に使用台数が伸びてきてい

る。直管 LED ランプの場合は、改造なしで直管蛍光ランプの代替として取り付けるタイプもあるが、

大半は器具を改造して取り付けるタイプであり、電球形 LED ランプのように既存の白熱電球に代替し

て使用することができ、使用者自らランプを交換できるタイプが大半である。どちらも手軽又は、比較

的簡単な工事で、省エネルギーが図れる手法として急速に普及が進んでいる。図-3.2.1 にランプ類の出

荷台数の推移をグラフに示す。このグラフによると、2014 年度以降は LED ランプの出荷台数が減少

しているが、これはライトバー等の一体型照明器具の急速的な普及によるものであり、この傾向は2017

年現在においても一段と大きくなっている。図-3.2.2 に LED 照明器具・LED ランプの出荷推移をグ

ラフに示す。 

 



Page-33 

        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2
0
1
5
年

度
と
2
0
1
6
年

度
の

比
率

（
%

）

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

一
般
照
明
用
電
球

ハ
ロ
ゲ
ン
電
球

直
管
蛍
光
ラ
ン
プ

（
2

0

W
）

直
管
蛍
光
ラ
ン
プ

（
4

0

W
）

環

形

そ
の
他
蛍
光
ラ
ン
プ

Ｈ
Ｉ
Ｄ
ラ
ン
プ

電
球
形
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
プ

直
管
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
プ

2010年 2011年 2012年
2013年 2014年 2015年
2016年 前年比

出
荷

台
数

（
千

台
）

図-3.2.1 ランプ類の出荷台数の推移（経済産業省機械統計数値より） 

※直管 LED ランプに一体型 LED ベースライト（ライトバー等）は含まない 

図-3.2.2 LED 照明器具・LED ランプの出荷推移
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3.2.1 直管 LED ランプ 

直管 LED ランプは、図-3.2.3 の国内市場動向に示すように、2016 年でも数量ベースでは直管蛍光

ランプの約 9%と少ないが、金額ベースでは 64%と依然として割高である。その直管 LED ランプには、

口金が従来の直管蛍光ランプと同じものがあって、一部の使用者に蛍光ランプの直接的な代替品であ

るかのように誤認され、それに起因した問題も生じている。また、LED ランプの製造業者及び販売業

者の中には、今まで照明装置とは関係が薄い分野から参入している業者があり、照明装置に対する安

全性及び性能に対する認識が必ずしも十分でないことから、製品への苦情も発生している。このため

経済産業省では、使用・消費者の安全性向上並びに、省エネ性能の優れた LED 照明の普及の観点から、

誤使用を防止する専用口金について日本工業規格化※6を進めている。また、（一社）日本照明工業会で

は、直管蛍光ランプの代替として使用されている LED ランプの性能が必ずしも十分でない製品が市場

に出回っており、日常生活の視環境を損なう危険性があるとして、2013 年 4 月 17 日に「高品質照明

用 LED 光源における性能要求事項」※7を制定し、LED 光源の性能を確保することを薦めている。 

直管 LED ランプを大別すると、従来の蛍光灯ランプと同じ口金を採用し構造的に互換性を有するタ

イプと、専用口金を採用したタイプに分かれる。 

 
注記 ※6 LED 専用口金 GX16t-5 を採用した直管 LED ランプ（LDL：JEL801（2010）にて定義）の安全

性について、日本工業規格を 2013 年 4 月 22 日に制定。（第 5 章参照） 

※7 「高品質照明用 LED 光源における性能要求事項」は、電球形 LED ランプや直管 LED ランプの性

能が十分でなく、置換えることにより必要な照明条件が実現できない問題が生じていることから、この

ような問題を解決するため、LED 光源の性能を確保するための要求事項を定めたもの。 

  
 

 

 図-3.2.3 直管ランプ類の国内市場動向 

（経済産業省機械統計数値及び日本照明工業会自主統計数値より） 
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3.2.2 電球形 LED ランプ 

電球形 LED ランプは、白熱電球と同じねじ込み式口金（E17、E26 等）を有している器具であり、

白熱電球と取替え可能な製品である。既存のねじ込み式口金を持つ照明器具（例：白熱電球タイプのダ

ウンライト）を LED 器具に取替えたいが、予算面や器具耐用年数の関係から器具本体だけでも既存の

ものを利用したい場合に、ランプのみの取替で簡単にできるため、ランプ程度なら購入可能という消

費者へ向けた製品である。また、取替え時に工事を伴わず、一般消費者自身で交換可能な点も受け入れ

られている要素である。廊下・トイレ等の点灯時間が短く点滅回数が多い場所では、電球形蛍光灯に比

べて立ち上がりが早く、点滅による劣化が少なく、高速応答性に優れているため、早くから取り入れら

れている。 

表-3.2.1 に各種電球タイプの光源別比較に示すように、電球形蛍光灯以上の性能を有する製品が販

売されており、最近は 110lm／W の製品も開発されている。さらに各メーカーでラインアップが出揃

ってきており、電球形ランプの生産を中止するメーカーが出てくるなど電球形 LED が更に普及してい

くものと考えられる。 

また、図-3.2.4 に各種

電球タイプ 60 形相当品

のイニシャル及びライ

ニングコスト（10 年間）

の比較をグラフに示す

が、白熱電球であれば半

年以内、電球形蛍光灯に

対しても 3 年程度で逆

転する結果となってお

り、コスト面でも優勢が

認められている。（備考：

年間点灯時間2,000時間

で検証） 

 

 

 

項  目 白熱電球 電球形蛍光灯 
電球形 LED ランプ

（昼白色） 

電球形 LED ランプ

（電球色） 

光  束 810 lm 780 lm 810 lm 810 lm 

消費電力 54W 12W 7.3W 7.8W 

効  率 15 lm/W 65 lm/W 111 lm/W 103.8 lm/W 

寿命（時間） 1,000 10,000 40,000 40,000 

質  量 32g 70g 70g 70g 

市場価格 200 円前後 800 円前後 1,300 円前後 1,300 円前後 

 

 

 

 

 

 

表-3.2.1 各種電球タイプ 60 形相当品の光源別比較（メーカー資料による） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
経過年数 （年）

イ
ニ

シ
ャ

ル
・
ラ

ン
ニ

ン
グ

コ
ス

ト
 （

円
）

白熱電球

電球形蛍光ランプ

ＬＥＤ電球（電球色）

ＬＥＤ電球（昼白色）

図-3.2.4 各種電球タイプ 60 形相当品の光源別の 
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3.2.3 一体型 LED ベースライト（ライトバー等） 

 一体型 LED ベースライトは、器具本体と電源内蔵型 LED ユニット（以下、ライトバー等）の組み

合わせによって構成される製品である。ライトバー等は明るさ、光色やセンサなどの付加機能を持っ

たバリエーションがあり、用途により選定が可能である。また、器具本体のラインアップも豊富でライ

トバー等との組み合わせにより様々な空間に対応している。最近では、LED ベースライトの新定番製

品として、省エネが求められるオフィスなど様々な市場へ提案されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2.6 従来蛍光灯との消費電力の比較 

（Panasonic 施設・屋外・店舗照明  

総合カタログ 2016 より） 

図-3.2.5 一体型 LED ベースライト iD

シリーズの特徴（Panasonic 施設・屋

外・店舗照明 総合カタログ 2016 より）

 

図-3.2.7 従来蛍光灯との総費用（イニシャル＋ランニング）比較 

（Panasonic 施設・屋外・店舗照明 総合カタログ 2016 より） 
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3.3 制御装置（点灯用直流電源回路） 

LED モジュールは、白熱電球や蛍光ランプに比べて非常に低い電圧と小さな電流で点灯するため、

制御装置が必要になる。表-3.3.1 に LED モジュールの代表的な点灯回路方式を示す。定電圧電源方式

は一般に広く出回っている方式で安価で入手し易いが、LED モジュールはわずかな電圧変動でも電流

値が大きく変動し、光にばらつきが生じるだけでなく、電流増加により寿命を損なう恐れがある。この

ため定電圧電源方式の場合は別に定電流回路を追加するなどの対策が必要になる。一方、定電流回路

方式は LED モジュールの順電流を一定にする方式で、回路構成はやや複雑であるが、熱損失を抑制で

き、効率よく点灯させることができる。高輝度且つ高出力を要求される照明用 LED モジュールの点灯

回路方式には定電流回路方式が必須である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 ノイズについて 

LED 照明器具は、制御装置にスイッチング電源による電流制御方式を採用するなど、高周波で電源

回路を駆動している部分があるため、電磁放射対策を意識していない設計の製品については、ノイズ

（雑音）放射が多く出る可能性がある。ノイズ障害については、東北地方の商店街に設置された街路灯

の電球を LED 照明器具に取替えたところ、街路灯が点灯している間、アナログテレビや FM ラジオに

ノイズが入る受信障害が発生したと、2010 年（平成 22 年）4 月の新聞に報道された。この事例では、

町や LED 照明器具を製造したメーカーが協力して解決したが、同様の電波障害による不具合が他の地

域などでも発生している。電気を使用する製品は基本的にノイズを発生するため、電波の受信に多少

なりとも影響をもたらしている。LED 照明器具は、前述のようにスイッチング電源を使用しているも

のが多く、未対策だとノイズが発生する可能性は高い。また、対策済みの器具でも、テレビやラジオな

どとの距離や電波の状況、使用する照明器具の数など幾つかの条件が重なることで、稀に電波障害を

引き起こすことがあるので留意する必要がある。 

国内で販売される電気機器は、電気用品安全法における技術基準で求められている試験により、雑

定電圧点灯方式

定電流点灯方式
スイッチング電源による

電流制御方式
① 定電流
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等
価

回
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スな方式。

一定の電流を流
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る方式。
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整流することによって、安定した
直流電源を出力する方式。最も使
用されている方式。

特
徴
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がバラツキや自
己発熱により変
化した場合、順
電流も変化する
ため明るさに影
響を及ぼす。ま
た、抵抗Rの熱
損失の発生も考
慮する必要があ
る。

シンプルな構成
だが、順電流の
設定自由度がや
や小さい方式。
また、自己発熱
により電流が低
減する特性を持
つため、場合に
よっては温度補
償などの対策も
必要となる。
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が、比較的安定
した順電流を確
保しやすい方式。
定電圧ダイオー
ド（ZD）の替わ
りに抵抗を用い
る場合もある。

3端子レギュレータの動作電圧と
LED順電圧の合計以上の入力電圧
が必要で、3端子レギュレータが
負担する電力が大きいと効率が
低下すると共に、発生する熱の
放熱対策が必要となる。

高速にスイッチングするためノイ
ズが発生し易く、高調波対策や力
率改善などの回路が必要になる。
定電流方式に較べると部品点数が
増え複雑になるが、入力電圧範囲
が広く、高効率である。
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表-3.3.1 LED 照明用制御装置の点灯回路

出典：「LED 照明ハンドブック 第 3 章設計ガイドライン 3.3 回路設計」,p8～p10,LED 照明推進協議会 
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音端子電圧、雑音電力及び、雑音電界強度の値が基準値を満足することが求められている。技術基準で

は“蛍光ランプ”は雑音電界強度と雑音端子電圧、“照明器具など”については雑音端子電圧と雑音電

力の試験が求められており、表-3.4.1 の基準値が定められている。LED 照明器具は電気機器製品であ

りながら、一部の機器（別置の LED 電源ユニット、電気スタンド、庭園灯器具など）を除いて電気用

品安全法の規制対象外となっていたため、妨害波対策に関してはメーカーの自主規制に任せている状

態であった。しかし、電気用品安全法施行令改正（平成 23 年 7 月 6 日公布、平成 24 年 7 月 1 日施行）

により規制対象品として追加されたことにより、当面は従来の“蛍光ランプ”あるい“照明器具など”

の区分で試験が行われると予想されるが、定められている雑音端子電圧、雑音電力及び雑音電界強度

の各基準値を遵守することが求められて行くことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照明器具が発生するノイズなどの無線妨害対策の許容値については、国際無線障害特別委員会の定

める規格（CISPR）も存在する。これは無線障害の原因となる各種機器からの妨害波の許容値を、国

際的に合意することにより国際貿易を促進することを目的としたもので、日本もこの委員会には参加

しており、国内では総務省を中心に審議体制が整っている。“照明器具など”については CISPR pub15

（電気照明及び類似機器の無線妨害波特性の許容値及び測定法）があり、妨害波電圧や放射妨害波に

ついて許容値が定められている。表-3.4.2 に電気用品安全法における技術基準及び、CISPRpub15 に

準拠した許容値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.4.1 照明器具の電気用品安全法における適用基準 

項目 対象品目
基準値（測定距離が3mの場合）

周波数範囲 限度値

雑音端子電圧

蛍光ランプ※1)及び照明器具等
526.5kHz～5MHz
5MHz～30MHz

56dB以下
60dB以下

照明器具等（半導体素子を内蔵する制
御装置を有するもの）

526.5kHz～
30MHz

74dB以下

雑音電力

照明器具等 30MHz～300MHz 55dB以下

照明器具等で、半導体素子を内蔵する
制御装置を有するもの※2)

30MHz～300MHz 55dB以下

雑音電界強度 蛍光ランプ※1) 150kHz～
1,000MHz

40dB以下

注記. ※1) 定格消費電力が40W以下で、高周波点灯専用形蛍光ランプは除く。
※2) 装置内部の動作周波数又はクロック周波数が9kHzを超えないものは除く。

表-3.4.2 LED 照明器具における電気用品安全法及び CISPR の EMC 許容値基準 

No. 項目 基準 周波数範囲
許容値

CiSPR 電気用品安全法

1 雑音端子電圧

CiSPR15

電気用品安全法

9kHz～50kHz
50kHz～150kHz
150kHz～500kHz

500kHz～526.5kHz
526.5kHz～5MHz
5MHz～30MHz

110dB(μV)
90-80dB(μV)
66-56dB(μV)

56dB(μV)
56dB(μV)
60dB(μV)

56dB(μV)
60dB(μV)

2 雑音電力 電気用品安全法 30MHz～300MHz 55dB(μV)

3
雑音電界強度
（LLA法）

CiSPR15 9kHz～70kHz
70kHz～150kHz
150kHz～3MHz
3MHz～30MHz

88dB(μV)
88-58dB(μV)
58-22dB(μV)

22dB(μV)

4
雑音電界強度
（10m法）

CiSPR15 30MHz～230MHz
230MHz～300MHz

110dB(μV)
110dB(μV)
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3.5 高調波について 

制御装置の電源ユニットは、図-3.5.1 に示すように AC／DC 変換には、スイッチング用の整流器の

直後に、平滑用のコンデンサが挿入されたコンデンサインプット型が多く採用されている。コンデン

サインプット型のスイッチング回路の入力電流は、図-3.5.2 に示すように、電圧波形のピーク付近だけ

電流が流れるパルス形状に近い電流波形になるので、波高値が高く、同じ周波数の正弦波に比べて高

調波電流が多く発生する。また、調光スイッチは 3.4.2 項に記載しているように、双方向サイリスタや

トライアックで位相制御を行い調光しているため、図-3.5.3 の電流波形になり高調波を発生する。高調

波電流が電気機器や設備に流れると、その設備機器に余分な熱が発生して機器に損傷を与えたり、誤

動作させたりする。また無駄なエネルギーが消費されることから社会的な問題となっており、国際的

な規格 IEC61000－3－2 が 1995 年に制定された。欧州では、それに整合するかたちで、欧州規格（欧

州電気標準化委員会）EN61000－3－2 が制定され、2001 年 1 月より施行されている。また、日本で

は、資源エネルギー庁の「電力用基盤強化懇談会」で電力系統の高調波環境目標レベルとして、総合電

圧歪み率が高圧配電系で 5%、特高系で 3%と定められ、これを受け IEC 規格の整合性を基本とし、特

定需要家向けの「高圧または特別高圧で受電する需要家の高調波抑制対策ガイドライン」と「家電・汎

用品高調波抑制対策ガイドライン」※8（平成 6 年 9 月 30 日付けで通産省公報）が決定され通達され

た。規格では現在 JIS C 61000-3-2（2011）「電磁両立性－第 3-2 部：限度値－高調波電流発生限度値」

が適用されており、電圧 300V 以下の商用電源に接続している定格電流 20A 以下の家庭・汎用機器に

対して、高調波電流の発生限度を規定されている。発生限度の値については機器を分類し、各々のクラ

スの機器に対して適用されており、照明機器はクラス C の機器に対する限度値が適用されている。 

施工に際しては LED 照明用の制御装置の仕様が、JIS C 61000-3-2（2011）「電磁両立性－第 3-2 部：

限度値－高調波電流発生限度値」に対応しているかの確認が必要であり、メーカーに対して仕様書を

提出させるのも一つの方法である。※9しかし、白熱電球などの高調波の少ない「線形負荷」から LED

照明などの「非線形負荷」に代わると、高調波が増加することが予想され、「高調波抑制対策ガイドラ

イン」で制定する高調波環境目標レベルを対策無しでは守れない可能性も出てくるため、照明器具の

性能を注意深く見て行く必要がある。 

注記． ※8 日本工業規格 61000-3-2(2003)が制定されたことに伴い、「家電・汎用品高調波抑制対策ガイドラ

イン」は、2004 年 9 月 6 日付け 16 製安第 15 号にて廃止された。 

※9 最近ではアクティブ平滑フィルタなどの高調波対策用の回路を採用した制御装置も市販される

ようになってきている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

～

ＡＣ電源
(１００Ｖ）

ＡＣ／ＤＣ変換
(ＡＣ１００Ｖ→ＤＣ

１４１Ｖ）
ＬＥＤ光源

ＤＣ／ＤＣ変換
(ＡＣ１４１Ｖ→ＤＣ

１２Ｖ）

コンデンサ

コンデンサ

図-3.5.1 LED 照明器具の制御装置の電源回路図

参考文献： 
中西康夫．電設技術,「LED の基礎知識」,p.32,2009 年 9 月号
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3.6 フリッカ及びちらつき 

当初の LED 照明器具や廉価な商品及び制御装置を軽量にする必要がある直管形 LED ランプなどに

は、定電流ダイオード方式の制御装置が多く採用されている。図-3.6.1 に定電流ダイオード方式の波形

と、スイッチング電源により電流制御方式の平滑化された波形を示すが、定電流ダイオード方式の電

圧波形は整流の平滑化（波形の凹凸具合をならして、波形を直線に近づけること）が十分でなく脈流が

顕著に見られる。この脈流は波形に隙間（電圧 0V の部分が顕著）あり、完全に点滅している状態でも

ちらつきが気になる。一般化している「スイッチング電源回路」でも平滑回路で除ききれない波形の乱

れ（リップル）が残る場合がある。調光方式の LED 照明器具の場合には注意が必要である。 

因果関係は明確になっていないが、フリッカやちらつきは目の感度が高い人には気になり、場合に

よっては眼精疲労や体調不良を訴えることがある。また、ちらつきは人の目に気になるだけでなく、ビ

デオ撮影やデジカメ撮影時にも影響を及ぼすため、ベース照明で使用している場合は注意が必要であ

る。(一社)日本照明工業会では対策として、ランプの出力電流波形のリップル率を 1.3 未満とし、波形

の周波数を 100Hz 以上と要求している。また、平成 24 年 1 月 13 日改正された電気用品の技術上の基

準を定める省令では、「一般照明に使用する LED ランプ又は LED 照明器具にあっては、光出力はちら

つきを感じないものであること」と定められた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.5.2 コンデンサインプット型
の整流回路の電圧・電流波形 

図-3.5.3 トライアック位相制御 
の調光回路の電圧・電流波形 

(1) 交流の波形（正弦波）

(2) 全波整流回路による波形

(3-1) 定電流ダイオード方式の波形
（脈流）

(3-2) スイッチング電源による波形
（平滑回路後にリップルが残る）

(3-3) スイッチング電源による波形
（完全な直流波形）

電圧

時間

電圧

時間

電圧

時間

電圧

時間

電圧

時間

※廉価なLED照明に多く使用され、完全に点滅
しているため、ちらつきが気になる。

※一部の4線式調光タイプのダウンライト形LED
やベースライト形LEDはリップル（脈流）が残り、
ちらつきを感じるものもある。

※外付の制御装置や調光しない制御装置は、
ほぼ完全な直流波形のものを選定する。

図-3.6.1 制御装置の電圧波形とちらつき
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3.7 力率改善について 

IEC 規格では LED 照明器具についての力率の基準は特に規定されていない。しかし、有効電力 25W

を超える場合には、高調波クラス C の規制がされており、これを満足させるには力率を１に近づける

必要がある。LED 直流電源（スイッチング電源）にはコンデンサ・インプット型と力率改善回路搭載

型があるが、整流器の直後に平滑用のコンデンサが挿入されたコンデンサ・インプット型が主に採用

されている。このコンデンサ・インプット型の整流方式では、入力電流の流れる区間が狭く、入力電流

の実効値が大きくなるため、皮相電力が大きくなり、力率が悪くなる。また、この入力電流は波高値が

高く、同じ周波数の正弦波に比べて高周波成分（高調波）を多く含んでいる。入力電力が 25W を超え

る照明機器は、JISC61000-3-2:2011（クラス C）による高調波規制を満足する必要があり、これを改

善するために力率改善回路搭載型が考案された。これは入力に流れる電流を正弦波に近づけ高調波電

流を抑制することで、力率改善となるのである。 

LED 直流電源の種類 

① コンデンサ・インプット型 

商用電源を整流後、コンデンサで平滑した回路 

入力電力が 25Ｗを超える場合は、高調波対策が必要となる。 

② 力率改善回路搭載型 

入力に流れる電流を正弦波に近づけ高調波電流を抑制することで力率改善を行う。 

力率改善について海外メーカーでは対策をしていないところがありコストを低く抑えられるが、国

内メーカーは品質確保のためこの力率改善対策をしているがためにコストアップとなっている。ただ

し、電球形 LED ランプでは大きな進み力率（進み 50～60%）の製品があり、単相負荷全体の力率改善

が必要であるという調査結果が出ている。これは電球形 LED ランプが小型のため、力率改善回路を収

納できるスペースを設けられないためである。 

 

3.8 突入電流について 

LED 照明器具の不具合の中で、LED 照明の特徴である突入電流によるものがある。制御装置内の 

平滑用コンデンサが挿入されているため、これを充電する電流によりスイッチ投入時に大きな突入電

流が流れる。突入電流対策や力率改善について海外メーカーでは対策をしていないところがあり、コ

ストを低く抑えられるが、国内メーカーは対策をしているがためにコストアップとなっている場合が

ある。また、2012 年以降、この問題を解決したコンデンサレス形という LED 照明器具も普及してい

る。そして、突入電流の大きい器具となると、ブレーカー、マグネット、リモコン、スイッチ等の動作

に悪影響を及ぼす。その場合、ブレーカー1 回路あたりの合計容量では設置台数に余裕があった場合で

も、1 回路あたりの設置台数に制限が出る。メーカーによりカタログ、承認図、施工要領、設計資料に

1 回路あたりの設置可能台数を記載している場合がある。2016 年現在では、この対策を施した LED 照

明器具が増え、台数の制限を気にしなくても良い器具は増えつつある。しかしながら未対策と対策済

器具の両方とも存在するので注意を要する。 

 

3.9 省エネルギー性 

3.9.1 CO2削減に向けた様々な方針・規制 

平成 20 年 5 月 30 日に公布された省エネ法改正では、業務・家庭等の民生部門におけるエネルギー

使用量の削減を図るために、エネルギー管理義務の導入規制の単位が事業所から事業者単位に、住宅・

建築物に係る措置の強化が 300m2 以上へと変更・強化された。この背景の中で、図-3.9.1 に示すよう

に高い電力消費量である照明の省エネ化は CO2削減には欠かせない状況になっている。 

また、エネルギーを多く使用する機器毎に省エネ性能を向上するために、1999 年より「トップラ

ンナー方式」が導入されて目標基準値は更に引き上げられ、省エネ機器の導入強化が図られている。 
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照明器具についても蛍光灯器具がその対象になっており、5 章の 5.11 照明のトップランナー基準に

示すように 2013 年に電球形 LED ランプのトップランナー基準が策定された。これにより、照明器

具の省エネルギーに対する目標が明確になり、省エネ性能の向上が急速に進んできた。              

                               

  

3.9.2 器具組込み時の効率 

白色 LED は急速な勢いで発光効率が向上しており、これに比例して器具組込み時の効率（固有エネ

ルギー消費効率※10）の改善も進み、190lm／W の製品も生産されるようになっている。しかし、図-

3.9.2 に示すように LED モジュールを器具に組込んだ時の効率（固有エネルギー消費効率）は約 70～

75%程度に低下する。また図-3.9.3 に各光源の固有エネルギー消費効率を示す。 

注記．※10 固有エネルギー消費効率（lm／W）とは、照明器具から放出される全光束を定格消費電力で除し

たものをいう。LED 照明の場合は、LED 照明器具から放出される初期光束を消費電力で除した数値を

いう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資源エネルギー庁                  
2009 年民生部門機器別エネルギー消費量より 

図-3.9.1 電力消費量における照明用電力消費量のウェイト 

（一財）省エネルギーセンター            
オフィスビルの部門別エネルギー消費より 

図-3.9.2 器具組込み時の総合効率（一例） 
出典：LED 照明推進協議会資料 2008 年 4 月現在 
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3.9.3 光学制御により高い器具効率 

LED 照明は均一な配光を得るために光学制御レンズを使用している。このため光はほぼ正面にのみ

照射されるため、従来のランプのような配光による光ロスがほとんど無く、高い器具効率を持ち省エ

ネに貢献できる。図-3.9.4 にコンパクト蛍光灯ダウンライト（FHT 57W）とダウンライト形 LED 照

明器具（白熱灯 60W 相当）の比較を示すが、諸元値ではコンパクト蛍光灯ダウンライトに比べて劣る

ものの、実際の直下における照度では同等もしくは上回る数値を得ている。 

このように LED 照明の光は

直進性が強いため、配光特性を

生かし、光を必要とする場所だ

けを照らすことが可能であり、

光を抑制することにより、無駄

な光を極力無くし、必要とする

箇所に適切に配光することがで

きる。LED 照明は拡散光を前提

として照明計画が行われていた

全般照明の概念を変える可能性

を有していると言える。但し、光

の直進性により空間に漏れる光

が少なくなり、明るさ感が無く

なる場合があるので注意が必要

である。 

 

図-3.9.4 蛍光灯ダウンライトとダウンライト形 LED 
の照射面での照度の比較 

図-3.9.3 各照明器具の固有エネルギー消費効率の現状 
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3.9.4 色温度と演色性と効率 

JIS Z 9110:2010 の照度基準総則には新し

くグレア対策と演色性について記載されて

いる。これにより、事務所等の執務空間では

UGR16,19※12 と Ra80 以上が規定されてお

り、照度基準を満足するだけでなく、光の質

の向上も求められている。LED 照明では器

具効率と演色性は相反する関係にあり、例と

して演色性 Ra70 の LED 照明を Ra80 まで

引き上げるためには、表-3.9.2 に LED 照明

の光色タイプ別の演色性と効率の関係を示

すように、白色タイプでは効率が 10%程度、電球色タイプでは７％程度ダウンする。最近は Ra80 以

上（推奨値）を満足する LED 照明で高効率タイプの LED 照明も開発されており、高効率タイプで推

奨値を満足する高演色性タイプの LED 照明が市場に出回ってきている。また、執務空間に使用する器

具の色温度は 5000K を標準としているが、執務内容によっては低い色温度を必要とする場合もあるた

め、色温度と器具効率の関係も理解しておく必要がある。図-3.9.5 に全般照明で使用するダウンライト

形 LED 照明の色温度と平均器具効率の例を示すが、器具効率は色温度 5000K（昼白色）のものが一番

良く、色温度が低くなるに従って器具効率が悪くなる傾向にある。執務空間や長時間いる居室空間に

おいては、演色性だけでなく作業内容に合わせた色温度を選択し、バランスの取れた光環境を考慮す

る必要がある。 

注記．※12 UGR（Unified Glare Rating）：照明器具の輝度・光源の大きさ、光源の位置、天井面・壁面等の

光源の発光面の背景となる周辺の明るさを評価し、不快グレアを数値化したもの。CIE（国際照明委員

会）により基準化された。 

 
 

3.10 調光制御・調色制御 

LED 照明の調光の制御方式には、パルス幅制御と振幅制御、DMX 信号方式、その他海外の照明制

御規格による調光方式などが有る。又、2013 年以降の近年、調光の応用技術で色温度の変化をさせる

調色に対応する機器の割合が増えてきている。 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

5000 4000 3500 3000

器
具

光
束

lm

色温度

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

5000 4000 3500 3000

器
具

効
率

lm
/W

色温度

FHT42W
-4相当

FHT57W
-3相当

FHT42W
-3相当

FHT42W
-2相当

FHT42W
相当

FHT32W
相当

図-3.9.5 ダウンライト形 LED 照明の色温度と器具光束及び平均器具効率の関係 

光色タイプ
演色性

（平均演色評価数）
効率（光出力）

の比較

白色タイプ
色温度：約5000K

Ra70程度 100にした場合

Ra80程度 約90

Ra90程度 約75

電球色タイプ
色温度：約3000K

Ra70程度 約70

Ra80程度 約65

Ra90程度 約55

表-3.9.2 LED 照明の光色・演色性と効率 
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3.10.1 パルス幅制御（PWM 調光制御：Pulse Width Modulation） 

パルス幅制御は点灯周波数制御方式とも呼ば

れ、専用の制御信号にて LED チップの点灯時間

と消灯時間を制御する事で明るさを調整する方

式で、点灯時間を長くすれば明るくなり、点灯時

間を短くすれば暗くなる。この点灯時間と消灯時

間の長さを決めるのが PWM 調光信号であり、図

-3.10.1 に示すようにパルスの幅を調整すること

で調光率※11 を制御している。パルスが ON にな

っている割合をデューティ比（＝t／T）と呼び、

デューティ比 100%ならば普通の点灯と同じで一

番明るく、デューティ比 50%になると少し暗めに

点灯しているように見える。残像現象により人間の目では連続点灯しているよう見えるが、点灯と消

灯を繰り返す周波数が低いとちらつきを感じるため、PWM 調光信号の周波数は十分に高める必要が

ある。一般照明用途の LED モジュールの場合は 200Hz 程度でも問題は生じないが、その反面、カメ

ラなどの機械・装置には通用せず、特に高速度カメラなどで撮影すると全く写らない場合があるので、

こうした用途の対策の場合には 1kHz 以上の周波数の器具を採用している。一般照明用途でも 1kHz

程度の周波数の PWM 調光信号を採用しているメーカーもある。 

PWM 調光信号を作り出すスイッチング回路には、直流を異なる電圧に変換するチョッパ制御が用

いられており、施設照明用途に使用される LED 制御装置には、ほぼ半導体素子を用いたスイッチン

グ電源が採用されている。 

注記．※11 調光率とはランプが出力する光束の比率を言う。 

 

パルス幅制御の長所としては、 

1) 非調光の制御回路を基本にしているためローコストで調光対応が可能である。 

2) 調光により電源波が歪むことはない。 

3) PWM 調光信号は小さな電流なので、熱・騒音の発生が少ない。 

短所としては、 

1) PWM調光信号の周波数が低い場合はちら

つきが起こる。 

2) 調光比を下げていくと、若干脈流が残り、

ちらつきが気になる場合がある。 

3) 調光比 5～10%が調光下限となることであ

る。 

 また、配線に関しては、図-3.10.2 に示す様に、 

電源線の他に、信号線が加わり 4 線式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.10.1 PWM 調光信号とデューティ比

図-3.10.2 PWM 調光制御回路(4 線式) 
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3.10.2 振幅制御（位相調光制御） 

振幅制御は、LED の直流電源の値を制御することで明るさを調節する方式で、図-3.10.3 に示すよう

に、入力された交流波形の一部分を切り出す角度を制御して明るさを調整するため、位相調光制御と

も呼ばれている。トリガーを与えるタイミング（ターンオン）が早ければ（角度が小さければ）明るく

なり、タイミングが遅ければ（角度が大きくなれば）暗くなる。位相を作り出す回路にはサイリスタを

逆並列に組合せた双方向サイリスタ（トライアック）が採用されている。2) 振幅制御は調光比を下げ

て行ってもちらつきが気にならず、広い調

光範囲を実現できる。LED で 0～100%調光

が可能なタイプは振幅制御を採用している

ものが多い。制御回路が特殊になるため、

コストは PWM 制御タイプより高くなる。

2 線式の為、配線は白熱灯と同様に施工が

でき、リューアルの際は、配線の引き直し

の必要はない。  

また、LED 照明器具には、図-3.10.5 の

LED チップの順方向電圧（Vf）－順方向電

流（If）特性が示すように、電圧（Vf）低い

と電流（If）が流れず発光しない非発光領域

がある。調光対応の LED 照明器具は、この

非発光領域においても発光するようにダミ

ー抵抗を付加して微小な電流が流れるよう

にし、入力電流が流れる領域ではダミー抵抗

を切り離す制御を行い、非発光領域から低電

流領域にかけても調光ができるようにして

いる。1) 

(1) 位相調光制御方式 

位相調光制御方式は、電源の投入される電

力の実効値で明るさが決まる。白熱電球との

整合性は良い（白熱灯とスイッチの方式が併

用出来る。）が、LED 照明又はランプの場合は、入

力される交流電流を点灯回路にて直流の順電圧と

順電流に変換して駆動するため、LED モジュール

に位相情報が正確に伝わらない。メーカーでは位相

情報を反映させるために、位相情報を PWM 信号に

変換する方法や供給電流に反映する方法を採用し、

明るさの設定を行っている。したがって LED 照明

およびランプは、同じ 2 線式であっても調光対応品

しか使用できない。 

参考文献 
1) 「LED 照明の適正使用ガイド～正しい普及促

進のための提言～」,p39,（社）日本電球工業会 
2) 鎌田征彦,高坂啓太郎,片野慈子,「LED 照明の省

エネ点灯電源と調光制御技術」,p18,東芝レビュ
ーVol.65,2010 年 7 月 
 

全点灯

タ－ンオン

暗い明るい

タ－ンオン

不点灯 点灯

図-3.10.4 位相調光制御回路(2 線式) 

図-3.10.3 振幅制御（位相調光制御）の原理 

図-3.10.5 LED の順方向電圧（Vf） 
－順方向電流（If）特性
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(2) 逆位相調光制御方式 

振幅制御は、発熱量が比較的少ないサイリスタスイッチを使用した位相調光制御方式が主流であっ

たが、電流値の少ない LED モジュール向けに、ノイズやちらつきを抑える目的で、トランジスタスイ

ッチ（FET）を使用した逆位相調光制御方式が開発された。位相制御信号のパルスを一旦ロジック IC

等に記憶し、次の電圧ゼロ点から、逆位相制御信号のパルスを発生させるものである。主電流回路に直

列逆接続されたスイッチング素子を備える主電流スイッチング部と，スイッチング素子のゲートに通

電し電荷を充電する正・負ゲート電荷充電部と，スイッチング素子のゲートを所定のタイミングで放

電するゲートオフ制御部と、放電するタイミングを決定する調光可変パルス発生回路部から構成され

る。保持電流維持回路を設ける必要が無く高効率である事と、商用電源の周波数に同期した音響ノイ

ズ（うなり音など）の発生が無いためノイズフィルターが不要である事、ちらつきが少ないなどの特徴

がある。 

 

 

             図-3.10.6 逆位相調光制御の波形 

             （パナソニックホームページより） 

 

 

3.10.3 その他照明制御装置を利用した調光 

多重伝送の一般的な照明制御や DALI1、DALI2、EcoSystem（ルートロン）などのオープン規格

の照明制御や DMX 方式のような特殊な方式を採用した照明制御の調光システムもあるが、詳細は

3.11.2 照明制御方式で述べる。 

  

3.10.4 調光における注意点 

LED 照明器具の調光に関しては、調光器具・装置の選定に制限がある場合が多い。機械式の壁付 

調光器具、電子式の壁付調光器具、センサー式天井付調光器具、調光制御盤、多重伝送式照明制御 

装置（照明制御盤）等の選択肢があるが、LED 照明器具の種類により、操作可能な調光器具・装置 

が限定される。特に種類の多いメーカーの場合、カタログでは器具の選定が不確実なことがあり、 

細かく調査しないと選定できないことがある。大型物件など多くの種類の照明器具を調光する場合、

個別にメーカーの照明器具担当、調光担当、照明制御担当と事前に打合せしたほうがよい。    

また、照明器具と調光器具・装置のメーカーが違う場合、調光の動作が補償されないことが殆ど

で、選定には注意が必要である。①100％連続調光、②連続調光で調光範囲に制限がある場合、③段
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調光と調光にも種類があり、配線も 2 線式と 4 線式に大別されるので、種類を考慮して LED 照明

器具や調光器具・装置を選定する必要がある。また、同じ部屋で複数のメーカーの LED 照明器具を

選定した場合、後述のオープンプロトコルを選択する場合など特殊な場合を除き、基本的には異な

る種類の調光スイッチが同じ場所に並んでしまう。ゆえに、調光方式や器具選定時にも外観や操作

性を考慮する必要がある。 

 

3.10.5 調色について 

2013 年以降、調光の応用で色温度を変化させる調色の普及率が高まってきている。調色方式には 

 は基本的に下記の 3 つの方式がある。 

             表-3.10.1  調色の基本的な方式 

 調 色 の 種 類 特 徴 備 考 

1 

 

LED モジュールが混光方式を採用する場合 

(１台の LED 照明器具内) 

・モジュールが複雑、高価 

・モジュール内の各チップ 

 の色で寿命が違う。 

 （特定の色が先に寿命を 

  終えてしまう。） 

・高演色性 

・通常の一般照明用 

 では不向き。 

 (基本的に演出用) 

2 単色の LED モジュールを、色温度を変えて 

２種類以上採用する場合 

(１台の LED 照明器具内) 

・上記 1 の方式と比較する 

とモジュールが単純 

・この方式が一般的に

なりつつある。 

3 複数の色温度の LED 照明器具を並べる場合 

(複数台を併用、通常必要数の２倍) 

・基本的に上記 2 の方式 

が出来る過渡期に使用。 

・LED 照明器具台数が 

 必要数の 2 倍以上。 

・結果として、照明 

器具の台数が多く 

なり、省エネには 

ならない。 

 

  LED モジュールが混光方式を採用する場合は、色の設定が自由でモジュール自体の色の選定は特 

に気にすることはないが、単色系を２色選定する場合は、昼光色と電球色の組合せで調色するのが

施設向けでは一般的である。 

  調色を行うには、専用の調色器、もしくは照明制御機器を用いる。また、理論的には調光器が複 

 数台(2 色であれば 2 台、光源の色温度の種類の台数)あるか、あるいは更に単純な方法では 1 色目 

の出力を固定し、2 色目を調光すれば調色は可能である。 

一般家庭ではスイッチ類で調色する場合が多いが、施設照明環境では時間軸で色温度を変えるケー

スが多く、後述の照明制御装置と組み合わせるのが一般的である。 

 

3.11 照明制御の最新動向 

3.11.1 照明制御の機能 

（1）サーカディアンリズムを利用した照明制御 

  サーカディアンとは、ラテン語のサーカ（およそ）とディアン（1 日）という言葉の由来からきて

いて、1 日の生体リズムを意味しています。人間の体は基本的には、太陽の光を浴びて行動すること

が長年の月日で蓄積され、遺伝子や脳の組織に組込まれている。日中に強い光を浴び、夜間は暗い光

を浴びる。このリズム（サーカディアンリズム）を崩すと、人間の体内でホルモンのバランスを崩し

睡眠などに障害がでる。照明制御の中には、このサーカディアンリズムに注目し調光を行い生体リ

ズムを助け、人間の能力向上と健康維持に役立てるシステムが存在する。例えば、事務所ビルの一例

では、朝の出社時間に強く明るい光を照射し、昼に近くになるにつれ徐々に減光を行う。昼休みは省
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エネと安らぎのために消灯し、午後の一番目の活動は再び強く明るい光を照射する。また、夕方にな

るにつれ徐々に減光し、定時後の残業時間は暗めの安らぎの光にする。この制御内容を制御装置本

体にアルゴリズムとしてインプットし、対象の照明器具の調光を行うケースが増えている。 

 

（2）調光・調色制御 

  2013 年以降、それまでの調光型だけの LED 照明器具に加え、単色型の複数組合せや、混光方式

（3 原色など）の LED モジュールを使用し、複数の光の加減を調整し、色温度を変更させる調色型を

併用した調光・調色型 LED 照明器具が普及している。調光・調色の制御は、壁形のスイッチや主装置

で制御する選択肢もある。 
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図-3.11.1 サーカディアンリズムを利用した調光・調色制御の参考例 

パナソニック カタログより 

（3）個別アドレス式(通信チップ内蔵型)、無線式（点滅区分自由設定） 

  2013 年以降、個別アドレス式の照明制御も増えている。照明器具は一般型と違い通信チップを内 

蔵した 専用の器具を使用する。個々の照明器具にアドレスを持たせることで、1台毎に調光、点滅、 

スケジュール等の指示ができる。複数の照明器具に対して細やかに変化をさせて制御したい場合や 

部屋の模様変えや間仕切り変更する場合でも、配線の変更を行わなくて済む。また、個別アドレス型 

に無線式を併用した商品があり、この場合は制御線が不要となる。制御内容の設定時でも、スマート 

ホン、タブレット端末など、無線式移動端末から専用ソフトでの操作により制御対象の照明器具に 

近い位置での操作が可能で、設定時の作業効率が増す。個別アドレス専用の照明器具の採用で器具 

の単価は増加するが、代わりに制御線は不要なためイニシャルコストは、ほぼ同等としている。(メ 

ーカー側の説明)  
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図-3.11.2 タブレットを利用した調光・調色システムの構成例 

パナソニック カタログより 

 

 

図-3.11.3 個別アドレスを利用した照明制御の参考例 

パナソニック カタログより 
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（4）大型事務所ビルのベース照明 

2008 年以降の大型事務所ビルのベース照明器具については、システム天井用のライン型 LED 照  

 明器具もしくは 600□程度のシステム天井に、グリッド（スクエア）型の LED 照明器具を取付ける 

ケースが多く見られる。この LED 照明器具は設備プレートを有する場合が多い。また、天井セン 

サーにより初期照度補正や外光補正による連続調光を行うのが通常である。さらに進化した設定  

の場合は、天井センサーに人感機能を併用し、照明制御装置（照明制御盤）にて、人感機能の ON、 

OFF や、調光の設定を時間により変動させて省エネを図る対策を取っている。BEMS（ビルマネー 

ジメントシステム）、中央監視と連動し、LED 照明器具で総合的な省エネを図るケースもある。 

 

（5）次世代型のセンサーを利用した照明制御 

次世代型の天井センサーでは、人感機能が熱線（温度）以外のカメラ型の認識機能などで感知す

るため、人がいるにもかかわらず動かないことで照明が消えるなどの誤動作が減少する。また、次

世代型の照明制御の主装置では、電源や制御配線は同一回路であっても、回路毎でなく器具毎（個

別アドレス式）の操作が可能であり、制御ソフトの内容も調光率％の指定だけでなく、色温度の指

定も可能となる。 

天井センサーからの情報も、これまでの 1 つのセンサーからだけの情報で動作するのではなく､複 

数の天井センサー相互間の情報を利用し、複数のセンサーからの判断での制御も可能となる製品が

ある。 

 

3.11.2 照明制御方式 

照明制御方式に関しては、従来からの多重伝送に加え、個々の照明器具に対し操作を個別に制御す 

る方式など、メーカー毎の独自の方式が有り多様化している。更に、2013 年以降、海外製の機器でメ

ーカー問わず共通で制御する場合なども、まれに見受けられる。動作は、通常の点滅に加え、対応機器

範囲内という制限はあるが、調光・調色制御や人感、照度などのセンサー連動、外部機器連動、などが

可能である。また、制御内容は、スケジュール、グループ、パターン、他設備連動、BACNet、LonWorks

のネットワーク接続（連動）などの従来からの動作に加え、計測や故障の検出、操作信号が無線化にな

る事や、操作ソフトの進化により時間毎の細やかな調光率や色温度の管理が可能になる場合や、主装

置、スイッチ部の地図式操作、グラフィック化など、更なる進化を続けている。 

 (1) 個別、オープンプロトコルについて 

 以前の LED 照明器具は、回路毎にまとめて、調光、点滅等の制御を行っていた。これに対し、 

2013 年以降、LED 照明器具 1 台 1 台に対し、個別に制御を行う機器の普及率が高まってきている。 

個別制御の対応器具は、通信用チップを個々の LED 照明器具に内蔵させる事により、個別の制御を

可能とする。又、スイッチや制御機器も専用の物を使用する。 

LED 照明器具に内蔵する通信チップのプロトコルについては、個別プロトコルと、オープンプロト

コルが存在する。(詳細は、表 3.11.1 を参照) 

2016 年 10 月現在では、日本国内の大半のメーカーは、個別プロトコルを採用しているが、全て同

一メーカーの対応機器に限定されるデメリットがある。今後、個別プロトコルのままを維持するか、オ

ープンプロトコルが普及するかは当面の課題でもある。 

また、通信速度の比較については表 3.11.1 に示す通り、国内メーカーの従来型（多重伝送）、次世代

型（個別プロトコル）の最大 10kbps に対し、海外規格のオープンプロトコル型は 1200bps 

（DALI1、DALI2）、0.5 秒以下（EcoSystem、ルートロン）と遅い。通常の点滅に関しては特に問題 

はないが、複数の回路を同時に点滅させる場合には違和感を生じる可能性がある。 
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表 3.11.1 LED 照明器具に内蔵する通信チップのプロトコルと照明制御について 

LED 照明器具 

の種類 
通信チップ無し 

個別プロトコル 

(各メーカー毎の 

 通信チップ内蔵) 

オープンプロトコル 

(統一準規規格の 

 通信チップ内蔵) 

照明制御の 

新旧ﾀｲﾌﾟ 

従来型(多重伝送) 次世代型(個別制御) 次世代型(個別制御) 

電 源 線 
回路毎(従来通り) 回路毎(制御区分に特に関係し

なくても良し) 

回路毎(制御区分に特に関係し

なくても良し) 

照明器具への 

信 号 線 

電源線に組込み 又は、 

回路毎の専用線 

(2 線式又は、4 線式) 

※選択は機種による。 

各照明器具の個別の専用線 

(無線式又は、有線式) 

※デジタル伝送の場合は、 

 信号線の共用は可能 

各照明器具の個別の専用線 

(無線式又は、有線式) 

※デジタル伝送の場合は、 

 信号線の共用は可能 

部屋の間仕切り 

変更等に対する 

信号線の変更 

信号線の変更必要 信号線の変更は必要無し 

(機器設定の変更のみ必要) 

信号線の変更は必要無し 

(機器設定の変更のみ必要) 

照明器具側 

の通信 

送りのみ 基本的に双方向 

（照明器具側の故障の 

検出が可能） 

基本的に双方向 

（照明器具側の故障の 

検出が可能） 

通信速度 約 15～40msec／フレーム 

（最大 10kbps） 

約 15～40mse／フレーム 

（最大 10kbps） 

DALI1、DALI2 

：1,200bps 

EcoSystem（ルートロン） 

：点灯 0.5 秒以下 

価 格 安価 高価(普及率により変動) 高価(普及率により変動) 

照明制御

の種類と 

LED 照明 

器具の 

選択肢 

点 滅 
基本的に 

複数メーカーの選択が可能 

自社対応機器のみ可能 規格対応メーカー、あるいは準

規機器内での選択が可能 

調 光 
基本的に 

自社対応機器のみ可能 

自社対応機器のみ可能 規格対応メーカー、あるいは準

規機器内での選択が可能 

調 色 
基本的に 

自社対応機器のみ可能 

自社対応機器のみ可能 規格対応メーカー、あるいは準

規機器内での選択が可能 

備 考 

従来型 

(国内、海外メーカー) 

国内主力メーカー DALI1、DALI2 

EcoSystem（ルートロン） 

などの統一規格に準規するメ

ーカー機器 

（通常準規しないメーカーの 

LED 照明器具でも、専用 

ドライバーユニットを 

使用する事により、対応が 

可能となるケースあり） 
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(2) DMX 信号方式 

 一般の家庭や施設向けではなく非常に特殊な場合ではあるが、演出にこだわった調光・調色を特色

とした照明制御方式として DMX 信号方式がある。舞台照明業界で広く使われているデジタル伝送方

式の DMX512（USITT1990：米国劇場技術協会技術員会）信号を LED 照明の調光制御に採用するメ

ーカーが一部で出てきている。DMX512 信号は RS485 準拠のバス信号であり、理論上は 2 芯シール

ドケーブル１本で調色、調光の指定など、最大 512 チャンネルの照明制御ユニットの制御ができ、各

チャンネルの信号は 256 段階で制御することが可能である。国際的な統一規格のため、メーカー間で

互換性があることが最大の長所である。また、対応速度も 250 kbps と速く瞬時の点滅には非常に適し

ている。（但し通信は、双方向では無く、送り信号のみ） 

欠点としては、バス信号のため負荷に対する配線は一筆書きとなるようにせねばならないこと、演

出の幅が広いため、制御の設定が煩雑になることが挙げられる。実際の配線については、DMX 専用コ

ントローラー～DMX 専用中間機器～DMX 専用照明器具間をキャノンコネクタ(5 ピンもしくは 3 ピ

ン)の付いた DMX ケーブルと、DMX 端子を各々接続する。5 芯(コモン、データ 1、データ 2、データ

1 補助、データ 2 補助)の内、実質 3 芯(コモン、データ 1、データ 2)しか使用しておらず、コネクタや

端子は、5 芯と 3 芯があり、規格としての統一性はやや低い。(応急的に対応可能な 5 芯と 3 芯の変換

コネクタもあり) また、規格としては 2008 年に改定を行い、最新は DMX512A となっている。 

 

3.11.3 照明制御の将来について 

(1) 知的照明制御(知的照明システム)について 

 LED を利用した照明制御として、人工知能(自律分散最適化アルゴリズム)を使用した知的照明制御

(知的照明システム)が研究・開発されている。 

 人間の執務環境として最適と感じる照度・色温度は各個人共通ではなく、個人の好みや体調により

異なるとので､個別に最適な照度・色温度を設定・調整することにより、個人最適と全体最適を自動的

に実現し、執務環境の改善と省エネルギーを図るシステムである。また、相乗効果として目の疲労やス

トレスを軽減する効果もある。 

 その一例として、事務所ビル内に 600 角グリッド型システム天井用 LED 照明器具(直管型 4 灯用器

具､昼白色と電球色を 2 灯ずつ設置)を使用した場合を例に挙げる。各執務者の机上の LED 照明器具を

各自のパソコンと照度計により、照度・色温度の設定(照度範囲 300～900lx 程度､色温度範囲 3,000～

5,000K 程度)し、各 LED 照明器具の光束と色温度を加減することで調光・調色を行う。また、併用で

昼光センサーや人感センサーによる離席時の減光やＯＦＦ設定により、最大で就業時常時点灯の電気

使用量の約 50 半分程度の省エネ効果がある。 

 人工知能の利用は非常に注目度が高く、今後更なる研究・開発や実用的な普及が期待される。 

 （同志社大学、三菱地所株式会社、森ビル株式会社 発表資料より） 

(2) 今後普及が期待される制御信号方式 

オフィスなどの執務空間に要求される照明は、長らく効率重視型が続き変わることがなかったが、

最近は創造性重視型へとシフトしており、従来の机上面一律な無変化の全体照明方式でなく、仕事の

種類やライフスタイルに合わせた適光適所が求められるようになってきた。更に、従来の照明器具で

は難しかった色彩の変化についても、LED 照明の演色性向上により可能になってきており、サーカデ

ィアンリズムに沿った色温度の変化や明るさを作り出すことが求められるようになっている。また、

3.11 以降の節電・省エネの観点からきめ細かなエネルギー管理が求められおり、照明器具個別制御も

欠かせない要素になっている。そのため照明器具には個々に電源配線だけでなく、制御信号配線も必

要になっており、本項では、新築工事だけでなく既存改修工事も考慮して、制御信号配線の省力化技術

について紹介する。 
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1) 電力線搬送方式（PLC） 

電力線搬送通信は、電力線を通信回線として利用する技術で、PLC 又は PLT とも呼ばれ、既に一般

家庭用において有線 LAN の替わりとして普及が始まっている。この技術を施設照明用途で実現できれ

ば、既存の施設の改修時又は新築の場合でも、信号配線が不要で電力線だけで、調光・点滅制御が可能

となる。LED 照明の場合は点滅制御だけでなく調光や調色制御などの高機能制御が要求される場合が

考えられるので、この方式に期待するものが大きい。しかし、この方式は、もともと高い周波数の電気

信号を流すことを想定していないため、他の機器から発生するノイズによる誤動作や、逆に電力線が

アンテナになり他の信号機器（無線通信や医療機器など）に影響を及ぼすなど可能性があるため、検証

を進めている段階で施設用途での実用化にはまだ至っていない。 

 

2) 無線による制御信号方式 

a. Bluetooth 通信 

Bluetooth（ブルートゥース、ブルーツース）は、デジタル機器用の近距離無線通信規格であり

WPAN（Wireless Personal Area Network）の標準規格の１つで、数 m から数十 m 程度の距離の情

報機器間で、電波を使い簡易な情報のやりとりを行うのに使用される。IEEE によって規格名 IEEE 

802.15.1 で標準化され、2.4GHz 帯を 79 の周波数チャネルに分け、利用する周波数をランダムに変え

る周波数ホッピングを行いながら、半径 10~100m 程度のパソコンなどのマウス、キーボードをはじ

め、携帯電話、スマートフォン、PDA での文字情報や音声情報といった比較的低速度のデジタル情報

の無線通信を行う用途に採用されている Bluetooth 搭載機器と通信を行う。モバイル通信における廉

価な通信端末用の規格であり、それほど厳密な送受信の制御や秘匿性は考慮されていない。 

Bluetooth は当初、赤外線短距離通信である IrDA（Infrared data Association）の完全置換えして

普及が試みられたが、使いにくさが強調され普及の妨げとなった。現在では簡易なデジタル無線通信、

および指向性の少なさとしての利便性が認識され、多様な分野で普及が進んでいる。無線 LAN に比べ

て実用範囲が狭いが、無線接続の状態を意識せずに常時接続したままでの使用状況に適している。反

対に IrDA は意図して接続するのに適しており、これらは互いを補完している。 

Bluetooth は 2.4GHz 帯を使用するため、同じ周波数帯を共用する一部の無線 LAN とは干渉が起こ

り、併用時には無線 LAN が著しく速度低下を起こすという問題が発生することもある。 

b. 赤外線通信 

赤外線通信とは、電磁波の一種である赤外線を利用して実現される無線データ通信のことである。

赤外線は、可視光線の赤色光よりも波長が長く、電波よりは短いという特徴を持っている。赤外線通信

を行うためには、基本的に赤外線送信部を機器の受信部に向けて、遮蔽物の無い状態で操作する必要

がある。テレビ・エアコン及びビデオなどのリモコンなどで多く利用されている赤外線リモコンは、異

なるメーカー間に共通する規格はなく、互換性がないが、通信速度は 300～1200 ビット/秒程度、赤外

線ビームの広がりは 5 度以下、通信距離は 5～10m 程度であることが多い。 

ノートパソコンや携帯機器向けの赤外線通信規格としては、標準化団体によって定められた IrDA

（Infrared data Association）がある。通信可能距離は最大 1m 程度で、赤外線ビームの広がりは 30

度程度である。 

c. 無線 LAN（WLAN、WiFi） 

無線 LAN の方式には IEEE 802.11 シリーズと IEEE 802.15 シリーズがあるが、IEEE 802.15 シリ

ーズを無線 PAN（WPAN：Wireless Personal Area Network）と分類する事もある。パソコンや PDA

などにおいて一般的に利用される方式で、Wi-Fi（ワイファイ）とも呼ぶこともあるが、これは IEEE 

802.11 機器に関する業界団体である Wi-Fi Alliance による相互接続性の認定の名称である。 

日本においては、1992 年（平成 4 年）に電波法令上の小電力データ通信システムの無線局とされ、

技術基準が定められた。 これにより免許は不要であるが、技術基準適合証明を要することとされた。



Page-56 

現在では IEEE 802.11 諸規格が整備されており、その技術規格に準拠した機器で構成されるネットワ

ークのことを一般的に「無線 LAN」と呼んでいる。 

IEEE 802.11 シリーズは時代に合わせて規格の追加や修正が行なわれており、近年では主に高速化

が進められている。IEEE 802.11b では 2.4GHz 帯の電波を使用し、最高 11Mbps の伝送速度を達成し

ている。その後 5GHz 帯を使用した、伝送速度が 54Mbps という IEEE 802.11a も規格化され、更に

IEEE 802.11b と互換性を持ちながら 2.4GHz 帯で 54Mbps という IEEE 802.11g も規格化された。

2009 年には規格上の最高伝送速度 600Mbps を達成する IEEE 802.11n が規格化され、さらなる無線

LAN 通信の高速化が図られている。IEEE 802.11 シリーズは、消費電力が IEEE 802.15 シリーズに

比べると大きく、低消費電力の無線 LAN を利用した照度センサーなど開発されているが、端末装置で

の使い分けが必要であると考える。しかし、既存のネットワークの利用や Wi-Fi アクセスポイントの

利用などが簡単であり、PC やスマートフォンの利用も可能であるため、業界では Wi-Fi 対応の調光器

の規格を策定し、専用のアプリを開発し無料配布を考えており、近い将来にオフィスの自分の席でス

マートフォンを操作して好みの照明に調整できる時代が来ると考える。 

d. ZigBee 

ZigBee とは、無線 LAN よりも狭い範囲（数ｍ～数十ｍ）で使う無線ネットワークは WPAN（Wireless 

Personal Area Network）の標準規格の１つで、センサーネットワークを主目的とする近距離無線通信

規格である。低速で転送距離が短く転送速度も低速である代わりに、安価で消費電力が少ないという

特徴を持つ。基礎部分（電気的な）の仕様は IEEE 802.15.4 として規格化されている。論理層以上の

機器間の通信プロトコルについては ZigBee Alliance が仕様の策定を行っている。 

ZigBee のデータ転送速度は、使用する無線周波数帯によって異なり、表-3.7.1 に示すように、2.4GHz

では 250Kbps、902-928MHz では 40Kbps、868-870MHz では 20Kbps となる。900MHz 帯を用いた

ものは主に米国向け、800MHz 帯を用いたものは主に欧州向けの仕様であり、電波法の関係から日本

国内で利用できるのは ISM（Industry Science Medical：産業科学医療用バンド）として開放されてい

る 2.4GHz 帯を用いた仕様のみである。現在、幾つかのメーカーにてスマートフォンなどの無線端末

を利用した LED 照明制御システム※12など、ZigBee を利用した近距離無線通信規格の実用化に向けて

開発などが行われている。 

注記．※12 ZigBee AllianceはLED 照明制御を対象にした新しい無線ネットワーク規格の「ZigBee Light Link」

の開発を進めており、LED ランプや LED 照明器具、センサー、タイマー、スイッチなどを無線で連携させ

る無線通信プロファイルである。このプロファイルに対応したデバイスであれば、インターネットに接続さ

れたタブレット PC やスマートフォンを使用して制御でき、他の ZigBee 対応機器と連携できる特徴がある。 

e. EnOcean 

EnOcean（エンオーシャン）技術の特長は、エネルギーハーベスト（環境発電）技術※13を応用した

バッテリーレス無線発信技術にあり、主な応用製品はビルオートメーションで用いられる照明スイッ

チ、空調制御機器であるが窓の開閉検知、動体センサー、あるいはファクトリーオートメーション用の

フットスイッチ、押しボタン、プルスイッチ、その他多岐に亘る。従来の無線スイッチに対して内蔵バ

ッテリーが不要なため、ここにきて応用可能な製品が飛躍的に拡大している。周波数帯は 1GHz 以下

の利用頻度の低い有効な周波数帯（ライセンスフリーの周波数帯：欧州・中近東 868 MHz、北米・

日本・アジア 315 MHz）を利用することで通信の衝突による通信時間の遅延を防いでおり、WLAN

等の他のワイヤレスシステムと干渉することなく共存が可能である。開発元である EnOcean 社では

EnOcean 技術を採用した各製品・機器間の相互運用を図るため、コミュニケーションプロファイルの

規格化、標準化を進めており、エネルギーハーベスト技術を含め、今後注目される技術であり制御通信

方式と言える。 

注記．※13 エネルギーハーベスト（環境発電）は極めて微量な周囲のエネルギーを電気エネルギーに変換し、

無線用の電力として無線信号を生み出す技術であり、製品として最も一般的なものは、スイッチを押す
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メカニカル・物理的動作を電磁石の技術を利用して発電エネルギーとして利用する技術であり、多くは

照明スイッチなど簡便さが要求されるものに利用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.12 市場動向 

 2020 年には国内 SSL 器具出荷比率（フロー※17）は、図-3.12.1 に示すように 100％に近づくと

推測される。市場数量規模は、2006 年の過去最高レベルへの回復を期待するも、大きな市場拡大

は望めない。一方、世界市場は人口増加に伴う新興国での照明市場は増加すると予想されている。 
LED 器具の増加により図-3.12.2 の通り 2009 年から平均器具単価は上昇し、過去最高レベルまで

に販売金額も回復したが、2012 年をピークに単価下落が始まり、今後、数量の大幅な増加が見込

めないとすれば、出荷金額は横ばいからやや減少傾向に推移すると予測される。 
国内光源市場は、光源の長寿命化、LED 光源の器具一体化等により、減少傾向にある。2013 年

時点での LED ランプ占有率は 2.4％（フロー）と器具に比べて低いが、今後、LED ランプへの置

き換えは、加速すると推測される。しかしながら、トータル数量は減少していくものと推測され

る。（（一社）日本照明工業会 照明成長戦略 2020 より） 
注記．※17 比率（フロー）については８章を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

以下に主な照明分野の動向を述べる。 

3.12.1 店舗照明分野 

LED モジュールの高出力化及び演色性の向上により、商業施設のベース照明としてダウンライト形

LED 照明が主流となっている。従来器具に相当する製品がほぼラインアップされており、需要が急速

に拡大している。また、スポットライトの分野ではダイクロハロゲンランプ相当や CDM ランプ相当

の製品も作られ、本格的な照明として使用されるようになってきている。LED 光源のスポットライト

は、省エネだけでなく照射光に赤外線や紫外線が少ないことから、被写体に優しい光として期待され

図-3.12.1 一般照明器具 日本市場出荷動向予測 図-3.12.2 国内照明器具 平均単価推移 

表-3.11.2 代表的な無線による制御信号方式
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ている。一方、ディスプレイライトは照明光源と集光レンズの組合せなどにより、ショーケース用のス

ポットライトや棚用のダウンライトなどに用いられているが、従来光源では照射面の温度が高くなり

すぎ、照射できないケースなどもあったが、LED 光源の出現により照射可能になるなど、新しい演出

が可能となっている。 

 

3.12.2 オフィスビル分野 

LED 照明の省エネ・長寿命性や次世代オフィス照明としての可能性を踏まえて、ビルオーナー・設

計者等から従来の蛍光灯器具に代わるベース照明として LED 照明への要望が高く、各メーカーは高効

率のストレートタイプやスクエアタイプの高効率器具を市場に投入している。また、蛍光灯器具の代

替として直付形、埋込形、システム天井形などのラインアップも充実している。政府は 2020 年までに

出荷ベースで 100％にする目標を掲げており、各メーカーでは住宅だけでなく倉庫やオフィス向け製

品の開発や販売にも力を入れ始めている。 

また、ワークスタイルに合わせて照度だけでなく色温度も変化させることが可能な LED 照明器具も

開発されており、知的生産性の向上と省エネを両立させる研究も為されている。また、LED 光源の光

の直進性を利用して必要な場所に光を集中させたり、分散させる研究も進んでおり、従来の面で捉え

ていた明るさを、立体で捉える研究も進んでいる。 

 

3.12.3 住宅照明分野 

経済産業省が 2012 年までにエネルギー効率の低い白熱電球の製造・販売中止を打出したことによ

り、白熱電球の代わりとして電球形蛍光ランプが使われてきたが、電球形 LED ランプの高効率化と低

コスト化および各メーカーの製品ラインアップが揃ったことを理由とし、今後は、さらに LED 電球の

普及が進んでいくものと考えられる。また、主照明として一般的に普及し使用されている丸形蛍光灯

シーリングライトの代わりとして、明るさだけでなく光色もシーンに合せて可変できるなど演出面か

ら、LED ランプ一体形のシーリングライトが主流になっており、従来の光源では不可能であった視環

境が作れるようになっている。 

LED照明の出現により点光源・面光源双方の特徴を生かし、一室一灯の平面を重視するあかりから、

一室複数灯の立体的なあかりを演出する手法が増えてきている。これは、必要な場所を灯し、必要のな

い場所を消すことで無駄なあかりを灯すことなく省エネを図る手法であり、今後主流となっていくも

のと考えられる。 

施工対応の面で見ると、住宅の天井はブローイング工法やマット敷工法などの断熱工法が採用され

ている場合があるので、断熱工法に対応したダウンライトを採用する必要がある。ダウンライトが白

熱電球から LED に代替されるに従って、断熱工法に対応したダウンライト形 LED 照明や電球形 LED

ランプが製作されるようになっている。 

 

3.12.4 屋外照明分野 

LED 照明は、長寿命化、高効率・高出力化により従来の水銀ランプや蛍光灯ランプに代わって

街路灯や防犯灯等の屋外照明用途の全般に広がっている。特に次の 6 つのメリットから各自治体に関

心を持たれており、今後この市場は伸びていくものと考えられる。 

1) 長時間点灯するためランプ交換コストの削減等ランニングコスト低減に繋がる。 

2) 直進性により必要とする場所だけを明るくでき、省エネ性に優れている。 

3) 照明範囲外への余分な光を抑制することが可能で、光害が発生しにくい。 

4) 低温時の光束低下が少ない。 

5) 連続調光を生かした、薄暮時などの省エネ点灯が可能である。 

6) 誘虫性の光をカットでき周辺環境に害を与えにくい。 



Page-59 

3.12.5 その他分野 

医療関係で病室向けベッドライトなどでは、集光レンズ付き LED 光源を採用することにより、手元

に十分で周辺に光を漏らさない明りの確保と、照射方向に熱がほとんど出ないため熱さを感じさせな

いベットライトの製品化が可能になっている。併せて、灯具が小さく軽量にすることが可能であり、操

作性が優れた製品も開発されている。 

 

3.12.6 価格について 

LED 照明は、従来形の蛍光灯器具・HID 照明器具に比べ、コスト面では課題が残る。LED の長寿

命化による光源の交換コストや高効率化による節電効果を考えると、ランニングコストでは従来光源

に十分勝るが、イニシャルコストでの割高感は依然として存在する。今後は、従来の照明器具メーカー

だけでなく、半導体関連メーカーなど幅広い分野の様々なメーカーの参入などにより更なるコストダ

ウンが進んでいくものと考えられる。 

コスト高の要因は LED チップ自体のコストと考えられがちであるが、放熱装置、配光制御レンズ、

制御装置などが必要になること、また、青色 LED チップと黄色蛍光体のそれぞれに色のばらつきが存

在するため、生産後に偏りを選定することも割高の要因となっている。また、LED チップのコストに

ついては、日本では特許がコストダウンの足枷になっている面もある。しかし、青色 LED チップや白

色 LED チップの基本特許は 1990 年代前半に出願されており、2010 年以降は徐々に出願から 20 年の

特許有効期間が切れる。特に大手 5 社（日亜化学工業、豊田合成、OSRAM opto、米 Cree、Philips 

Lumileds）の基本特許が、2012 年以降逐次失効し始めたため、周辺特許の有効期間は依然と残るもの

の、特許網を潜って海外製 LED モジュールが大量に流入し始めている。価格競争が激化する一方、ロ

ーコスト優先で、各規格・基準に定められた性能を満たさない品質の海外製品が、市場に蔓延すること

が予想されたため、更なる規格や法的な規制を強化している。国内メーカーに関しては、誘導灯とダウ

ンライト（電球交換形を除く）は完全に LED 化が進み、2015 年以降はこれまで使われてきた非常照

明、直管形蛍光灯も徐々にラインアップを減らし、完全 LED 化によりコストダウンにつなげている。 
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4 章 現状と課題 

LED 照明は従来の照明器具にない特徴を有し、急速に発展している。全般照明及び部分照明を問わ

ず、従来光源の代替として浸透しつつある。ここで、最新の動向、問題点、考察、特徴等の総合的な見

解を述べる。 

 
4.1 グレアの動向について 

LED 照明は、本来の特性として光の指向性がある。垂直方向の光が多く、水平方向の光が少ない。

指向性の関係で、同じ照度で設定したとしても、他の光源に比べ暗く感じる事がある。逆に光を直視す

ると、グレア（まぶしさ）を感じる。過去の事例をとると、従来光源と同様な設置をした場合でも、ま

ぶしいというクレームは非常に多い。グレア対策としては、反射板の形状変更やプリズムパネルの採

用により光を拡散させて光の指向性を変える方法、もしくは反射率を抑えた反射板や乳白パネル、深

埋込型などの採用により光を直視させない方法が主流である。特にスポーツ施設や精密な作業をする

場所の場合、機種の選定には十分に注意が必要である。 

 

 
図-4.1.1 まぶしさを抑えた反射板の採用 

パナソニックカタログより 
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4.2 制御装置の寿命とランプ（チップ）寿命についての見解 

 LED の寿命というと 2017 年時点においてランプ（チップ）寿命は、40,000 時間（器具によっては

60,000 時間）というのが通常である。一方、制御装置の寿命をメーカーに問合せると各社 10 年という

回答が返ってくる。また、各メーカーのカタログベースで調べてみると、制御装置（安定器）の寿命に

ついては、約 10 年（累計約 30,000 時間）を越すと故障率が増え、約 13.3 年（累計約 40,000 時間）

経過時には、故障率が約半分という記載になっている。これらの内容は JIS C 8105-1｢照明器具－第 1

部：安全性要求事項通則｣及び JISC8108 の解説が根源となっている。内容に関しては、高速劣化試験

を基に算出されている内容で、LED の制御装置に特化するものではない。したがって、LED の制御装

置の寿命は、蛍光灯の安定器の寿命とほぼ同等と考えてよいと思われる。ただし、省エネ性を考慮すれ

ば、古い機種を長期間使用するよりも、こまめにリニューアルした方が性能が良く、電気料金によるラ

ンニングコストを抑えられる可能性はある。 

 

 

図-4.2.1 照明器具の交換の目安 

パナソニック カタログより 
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図-4.2.2 照明器具の累積故障率と適正交換時期の目安（その 1） 

パナソニック カタログより 

 

 

図-4.2.3 照明器具の累積故障率と適正交換時期の目安（その 2） 

東芝ライテック カタログより 
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4.3 電気用品安全法の取扱いとランプソケット（G13 口金等の使用）について 

 平成 24 年 7 月 1 日より LED 照明器具(電気用品名：エル・イー・ディー・電灯器具)が電気用品安

全法の規制の対象となった。これに伴い適合品の器具には PSE マークが付くようになった。また、直

管 LED ランプ専用器具については、経済産業省が開設している Web site「電気用品安全法のページ」

にて平成 24 年 6 月 29 日付で、「直管 LED ランプを専用に使用する灯具に対する技術基準要求につい

て」の文章が公開され、これに対し、（一社）日本照明工業会より直管 LED ランプにおける電気用品

安全法技術基準の適合可否について（図-4.3.1）の見解が発表されている。これに伴い、G13 口金等を

使用した照明器具は各社のラインナップからは激減し、直管 LED ランプを専用の GX16t-5 や R4 口

金を使用した器具や、ライトバーなどの一体型器具が主流になった。しかし依然として、2017 年時点

において G13 口金を使用したメーカーが一部存在している。これは G13 などの口金に関して、LED

ランプ専用器具での使用は禁止するという法的規制はなく、各協会の見解や各メーカーの独自の安全

基準に委ねられていることが背景にある。 

 

 

 

図-4.3.1 直管 LED ランプにおける電気用品安全法技術基準の適合可否について 

（一社）日本照明工業会 資料より 
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4.4 空間の明るさ感の検証ソフトについて 

LED は他の光源と光の波長や照射の方向性などが違い、一概に平均照度を計算して比較しただけで

は、従来光源と同等の明るさといえないことがある。2012 年に LED の固有照明率の見直し（JIL5004-

2012）が行われ、それ以前の平均照度計算より精度は向上されている。照度分布図である程度の配光

を判断するという方法はあるが、物件や部屋の重要度により、単純な平均照度計算や照度分布図だけ

でなく空間の明るさについて詳細の検証をした方が実際に見た時に近い判断ができ、設計･施工検討上

での精度が増す。空間の明るさの検証には基本的に 2 つの方法がある。 

4.4.1 照明器具メーカー独自の計算方法や指標により空間の明るさ感を検証する方法 

照明器具メーカーで採用している空間の明るさ感を検証する方法として、自分の目に写る間接光の 

量を全て数値化する方法が有る。平均照度計算では、床面もしくは、机上面の平均した照度のみの 

計算だけであるが、この方法では天井、壁、床、その他部屋の形状、反射率などの条件を全て考慮 

し、実際に人間の目に近い光の量を計算し明るさ感を数値化している。一般的に依頼する場合の条 

件として、①部屋の大きさ（縦、横、柱などの条件）、②天井高さ、③選定する器具、光源④器具を 

配置する位置もしくは、目標の平均照度、⑤空間のどこの位置から、どちらを見た場合かなどを設 

定し計算の依頼をする。計算結果では、平均照度と明るさ感が逆転する場合が多々有り、実際の肉 

眼で見たイメージに近い結果となる。また、同じ空間でも見た目の方向により計算結果が異なる。 

 

 

図-4.4.1 空間の明るさ感の検証ソフトの参考例（その 1） 

パナソニック資料 Feu（フー）より 

 

図-4.4.2 空間の明るさ感の検証ソフトの参考例（その 2） 

東芝ライテック資料 Weluna（ウエルナ）より 

また、事前に写真を撮影したデータを解析して空間の明るさ感を算出しているメーカーもある。 
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図-4.4.3 空間の明るさ感の検証ソフトの参考例（その 3） 

岩崎電気資料 QUAPIX（クオピクス）より 

 

4.4.2 市販品やフリーソフトで配信されているソフトにおいて、空間の明るさ感を検証する方法 

ソフトの種類によっては、（1）で記述したメーカー独自の空間の明るさ感の算出方法に近い物も 

存在するが、中には設計中の CAD データの利用などで 3Ｄの空間のシュミレーションを行い、実際 

の人間の目で見たイメージに近い再現する高度なレベルの物も存在する。3D のデータという事も 

あり、空間中のある地点から色々な方向を見た場合の映像が再現できる。さらに視点の移動もでき 

るので、設計時点でも施工後に自分でその空間を歩いたかの様なシュミレーションが可能である。 

また、変換した別の画像で配光や照度の色による表現も可能である。 

 

 

 
図-4.4.4 空間の明るさ感の検証ソフトの参考例（その 4） 

独、DIAL（ダイアル）社資料 DIALUX（ダイアルクス）より 

 これらの空間の明るさ感の検証ソフトは、製作した各メーカー独自の指標であり、1つの空間で複数

のメーカーの製品を採用した場合などは計算上に不都合がでる可能性がある。今後は、空間の明るさ

感を示す新たな統一された指標が期待される。さらに大型現場などで詳細の検証を要求される場合、
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モックアップによる検証をした方が、グレア（まぶしさ）や、光の雰囲気、複数の光源を使用した場合

の合成の検証ができ、多くの問題が解決され確実性が増す。 

 

4.5 直管型ランプによる選択枝（ランプ交換型と一体型） 

 直管型の LED 照明器具の場合、ランプ交換型とライトバー等の一体型がある。一体型の器具の場合、

イニシャルコストは割安となる。一体型の制御装置はメーカーにより本体に組込まれているものと、

ライトバー等に組込まれているものが存在し、ライトバー等に組込まれている場合はランプ寿命＝制

御装置寿命となる。その他の制御装置の寿命は、蛍光灯の安定器と同等と考えると、交換時期により器

具費用が変動する。表-4.5.1 は、電気代などのランニングコストや、照度の設定を除外し、15 年間に

かかるランプ交換型と一体型の器具費用のみの比較として試算を行った。 

 
       表-4.5.1 ランプ交換型と一体型の照明器具費用の比較（15 年） 

 

4.6 ランニングコストにおいての注意点 

 LED 照明器具の場合、モジュールが熱による劣化で寿命が極端に短くなる場合がある。また、制御

装置の寿命は 10 年（8～15 年で交換時期）とカタログベースで書かれているが、基本的には蛍光灯の

安定器と同等と考えてよい。ランプと制御装置が一体型の器具の割合が増えてきているので、長期的

なランニングコスト計画の場合、蛍光灯とは違い安価なランプ交換のみの計画とならないケースもあ

るので注意する。大型店舗等で、寿命が原因となる不点灯が連続して発生した場合、ライトバーなどの

一体型器具（フレームを残した、はめこみ型）や特殊な形状をした LED 照明器具を交換する際に、採

用していた器具の交換部品が製造中止になるケースが懸念される。特に同種類の LED 照明器具の部分

交換ではなく全数交換となった場合、膨大な予算が急に必要になることが考えられる。 

種類 ランプ交換型

会社 A社 A社 B社
型番 NNF42040LE9 直付XLX460AENC LEKT412691N-LS9
スペック

色温度（K）

光束（ｌｍ） 7,440
ランプ寿命

制御装置 本体組込 ランプ組込 本体組込

本体＋ランプ定価（円） 44,500 27,800 27,800
本体定価（円） 15,500 2,800 7,300
ランプ定価（円）※2本分 29,000 25,000 20,500
制御装置交換時期設定（40,000時間）※13.33年 133,500 77,800 83,400
制御装置交換時期設定（5年） 180,000 152,800 105,300
制御装置交換時期設定（10年） 133,500 77,800 83,400
制御装置交換時期設定（15年） 118,000 － 76,100
※年間3000時間の使用で照明器具を15年使用した場合の1台あたりの照明器具の費用（定価）

※ランプ寿命は40,000時間、但しA社の5年、10年の一体型はライトバー等に制御装置があるので、ランプ寿命＝制御装置寿命とする。

※制御装置交換時期設定は最大15年とした。

一体型（ライトバー等）

HF32Wｘ2高出力相当

5,000
6,900

40,000時間（13.33年）
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4.7 LED 化により無くなりつつある従来光源について（2017 年 10 月時点） 

（一社）日本照明工業会の照明成長戦略では、2020 年にフロー（出荷）SSL（半導体照明）化の目

標 100％ということで、急速に従来光源の数が減り LED 化が進んでいる。状況を種類別に表-4.7.1 に

示す。特に、誘導灯、非常照明（電池内蔵型）、ツイン系のダウンライトでは、LED 化が進み従来型の

器具がなくなりつつある。その他の種類の器具も、2020 年迄にほぼ LED もしくは他の SSL（有機 EL

など）になると思われる。 

 

      表-4.7.1 照明器具の LED 化の状況について（2017 年 10 月時点） 

 

  またその反面、ベース照明としては使われない一部の特殊器具（殺菌灯、電撃殺虫器等）などは

LED 化が遅れている。 

 

4.8 特殊環境対応器具について 

4.8.1 防爆型 LED 照明器具 

  油やガスなどの危険物を扱う施設では、爆発的雰囲気の空間に対して防爆型照明器具を使用する

が、現状ではほぼ従来光源であり、LED 照明器具はほとんど採用されていなかった。2017 年 10 月

の時点では各社ともラインナップが増えつつある。参考までに表-4.8.1 に参考とする各社ラインナ

ップの状況を調査した。 

 

図-4.8.1 防爆型照明器具の参考例 

岩崎電気カタログより 

 

L　E　D　化　の　状　況　等
新型器具のコンパクト型 ・冷陰極ランプ型生産終了⇒LED化

・冷陰極ランプの交換
・交換用の表示パネル等のラインナップ

電池内蔵型 ・ミニﾊﾛｹﾞﾝ系のラインナップ減⇒ほぼLED化

電源別置型 ・建築基準法の告示が一部改正され今後ＬＥＤ化が進み、従来型は減少する。

ツイン型蛍光灯 ・ツイン蛍光灯のラインナップ激減⇒ほぼLED化
演出系特殊IL系 ・ハロゲン系なども依然残るが、LED化進む
口金利用 ・電球型蛍光灯なども依然残るが、LED化進む

一般型照明 直管型蛍光灯 ・蛍光灯のラインナップ減、生産終了品多数⇒LED化進む
高天井型器具 セード型など ・生産終了品多数⇒LED化進む

外　　灯 ポール灯など ・生産終了品多数⇒LED化進む

器　具　種　類

誘導灯
従来型の交換

非常照明

ダウンライト

生産終了品多数
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      表-4.8.1 防爆型 LED 照明器具の各社ラインナップの状況（2017 年 10 月時点） 

 
 

4.8.2 紫外線（UV）帯域対応型 LED 照明器具 

  通常一般的な LED 照明器具は、380nm 以下の可視光域の光を殆ど含まない。LED チップの素子  

 材料を変更することにより、紫外線（UV）域の発光を可能としている。また、紫外線域の使用方法

が複数あり、用途により器具（波長域）の種類を使い分ける。また、人体への影響としては、280nm

～315nm の範囲の光の波長で日焼けをおこす。波長の長い帯域の物は人間の皮膚の内部構造に到達

し、肌の老化の恐れが有る。長時間直視すると、眼球にも影響を及ぼし視力障害を起こすので取扱い

には注意が必要である。これらの対策としては、保護メガネや衣類等の着用で直接光を浴びないよ

うにする方法がある。長所に関しては、紫外線効果による特徴により環境、医療、工業など様々な分

野に多用される。短所に関しては、通常の LED よりは寿命が短く、発光効率も遥かに劣り、高価と

いう面がある。下記に用途別の種類や使用例を記載する。 

  1）殺菌、滅菌、消毒 

    250nm 付近の深紫外線域の短い波長の光は、大きなエネルギーを持っていて殺菌、滅菌、消 

   毒などの効果がある。紫外線が細菌の DNA の再生機能を低下させ増殖を抑制する。使用例は、 

   光触媒との組合せによる空気清浄器用光源、手術機器やブラシなどの衛生機器の表面殺菌、水 

   処理（消毒）、捕虫などがある。 

  2）特殊な識別 

    紫外線に反応する特殊なインクをある物質に塗付けを行った場合、通常は全く目立たないが、 

紫外線を含んだ光（俗にいうブラックライト）を照射した場合にのみ反応し、その物質の仕分 

けや判定が可能とする技術がある。また、紫外線と他の波長の光を使用し、光の吸収度を測定

し分析する技術にも応用している。使用例としては、紙幣の認証、工業製品などのバーコード、

物質の分析、果物や郵便物の選別、蛍光探傷試験などがある。 

 

 

会社名 分類 防爆の種類
パナソニック 該当無し。（同社カタログ上は、星和電機製が記載）
東芝ライテック 直管ランプ型＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 安全増

直管ランプ型＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 耐圧
直付型(白熱灯類似型）＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 耐圧
高天井型(HID類似型）＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 耐圧

岩崎電機 直管ランプ型＜直吊、パイプ吊、ブラケット、スタンド、ポール＞ 耐圧
高天井型(HID類似型）＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 耐圧
高天井型(HID類似型）＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 安全増
誘導灯（片面、両面）＜直吊、パイプ吊＞ 耐圧

三菱電機照明 高天井型（セード型）＜直吊、パイプ吊＞ 安全増
星和電機 直付型(白熱灯類似型）＜直吊、パイプ吊、ブラケット＞ 耐圧

直管ランプ型＜直吊、パイプ吊、ブラケット、スタンド＞ 耐圧
直管ランプ型 粉塵防爆
直付型（四角） 粉塵防爆
高天井型 粉塵防爆
直管ランプ型（クリーンルーム用）クラス1000 耐圧
高天井型 耐圧
投光器 耐圧
非常用　直付 耐圧
誘導灯（片面、両面、C級、B級BL形）＜直吊、パイプ吊＞ 耐圧
透視灯 耐圧
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  3）樹脂の硬化 

    紫外線によりオリゴマー、モノマー、光重合開始剤などの感光性をもった樹脂（インク、接 

   着剤など）と反応し、樹脂を硬化させる。インク硬化（印刷）や精密接着など不具合が許され 

   ない機器への作業も可能としている。使用例としては、インクジェットプリンターのインク乾 

燥、木材に塗布されるニスの乾燥、写真感光、小型カメラへのレンズ貼付、液晶パネルの貼り 

合わせなどがある。 

4）白色 LED への応用 

    通常の一般的な白色 LED 照明器具は、青色 LED モジュールに黄色の蛍光体を組み合わせた 

   色を含まない物が主流である。（表-2.1.1、（1）参照）この方式は、効率や価格面でいえば非 

常にすぐれた方式であるが、実際は擬似的に作った白色の光であり、人間の目には青白く不自 

然な色に見える。これに対し、従来の蛍光灯の様に内部で発光した紫外線を蛍光体に当てる方 

法も理論上は可能であり、方式としては理想的ともいえる。2017 年時点ではまだ発展途上中で 

はあるが紫外線 LED と RGB 蛍光体を組み合わせた高演色性の LED 照明器具（表-2.1.1、（3）

参照）も実現しつつある。 

参考文献 

ナイトライド・セミコンダクター社・日亜化学社・DOWA エレクトロニクス社 資料より 

4.8.3 高天井型 LED 照明器具 

  高天井型器具は、セード型、バンク型、スポット型、ダウンライト型など多くのラインナップが 

 普及している。2017 年 10 月時点では、以前と比較すると特にセード型、バンク型ではかなり飛躍 

的改善がみられる。1 台あたりの光束が増えることによる高容量・高出力化、器具の小型・軽量化、 

高効率化(lm/W)が大きく向上している。  

             

4.8.4 高色彩型 LED 照明器具 

          図-4.8.2 高天井照明器具 三菱電機照明カタログより 

 

人の肌や商品、食料品の色を鮮やかに見せる技術として高色彩型 LED 照明器具がある。これは、

LED チップの素子材料の変更等により、一般的な LED 照明器具の分光スペクトルの設定の状態か

ら光の波長を変更させ、色温度を変更することにより色彩度を変化させる技術である。より綺麗に

見えるということで、一般的に平均演色評価指数（Ra）が上がるのが通常である。その他、簡易的

な方法としては、色温度を変更するフィルターを一般の LED 照明器具に取付けても技術的には可能

である。コスト的にはやや割高ではあるが、価格差に相当する効果がある。 
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図 --4.8.3 人の肌や物の彩度を考慮した器具の

食品の彩度を考慮した器具の分光スペクトルの参考例 

パナソニックカタログより    

図--4.8.4 食品の彩度を考慮した器具の  

分光スペクトルの参考例

パナソニックカタログより 
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4.8.5 スポーツ向け LED 照明器具 

  1）スポーツ照明に要求される水準について 

    スポーツ照明において、要求される水準については、まず競技に必要な要求照度を確保する 

ことである。LED 照明器具の場合、従来光源に比べ必要照度が確保出来たとしても、配光が異  

なり、空間の明るさ感の違いや、競技スペース、観客スペースへの相互的な影響など注意する 

必要がある。次に、まぶしさなどにより、競技の邪魔になる要因がないか検証し、可能な限り 

対策することも必要である。また、競技者側の視点では急激な移動や方向の転換、また観客側 

の視点ではあらゆる方向や角度から観戦するなど総合的に考慮する必要がある。それから、器 

具の落下防止や、破損による光源の飛散など、安全性に関しても対策する必要がある。 

    なお、要求される照度については同じ競技の場合でも、グレード（プロ・アマ、大会の規模、

観客の有無、開催場所）などの要因で変動するため、設計に採用する際は、設定について十分考

慮することが望ましい。 

          表-4.8.2 スポーツ照明の要求水準についての参考例 
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  2）スポーツにおける照明とまぶしさの相関関係について 

スポーツをする上で、光源を原因とするグレア（まぶしさ）は不快感を覚えるが、全く避けること

はできない。特に野球などの球技では LED 照明器具に変更してグレアが増し、外野手がフライのボ

ールを追いにくく、ナイターでもサングラスをかけるということが実際にある。極力、競技に支障

のない照明器具の選定や配置を考えることが重要である。グレアの要素と対策としては表-4.8.3 が

ある。 

           表-4.8.3 グレアの要素と対策 

パナソニック資料 スポーツ施設の照明より 

 

  また、電灯を交流電源で点灯した場合、ランプから発せられる光はフリッカ（ちらつき）を生じ

る。この現象はストロボコピック現象と呼ばれ、ボールのスピードの速い競技を行う場合はこのこ

とが問題となる場合がある。ストロボコピック現象の程度を表す方法にフリッカインデックスがあ

り、この数値の大小によって程度の判断が可能である。（表-4.8.4 参照） 

一般的にテニス、野球、バレーボールなどの球技においては、ランプのフリッカインデックスが 

0.1 以下であればストロボコピック現象は問題ないとされている。単相配線の場合は、マルチハロゲ 

ン灯または蛍光灯ランプや LED 照明器具などをインバータにより高周波点灯すればフリッカの影 

響は殆どないといえる。水銀ランプを使用する場合や、高圧ナトリウムランプ、メタルハライドラ 

ンプなどで特にフリッカを減らす必要がある場合は、三相配線で 3 灯のランプを各相で点灯し、各 

ランプの光が重なり合うように（最低 2 台）照明器具を配置すれば、ストロボコピック現象は改善 

される。LED 照明器具に関しては、従来光源に比べそうした位相差処理をしなくても十分対応でき 

るという利点がある。テニスコート、野球場、陸上競技、サッカー場、ラグビー場、屋内運動場、 

水泳プール、スキー場、アイススケート場など照度基準の準規規格として JISZ9127 があるので考

慮する。 

 

        参考文献 パナソニック スポーツ施設の照明より 
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表-4.8.4 光源別によるフリッカインデックスの参考値 

 

パナソニック資料 スポーツ施設の照明より 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

  図-4.8.5 フリッカインデックスの求め方 

パナソニック資料 スポーツ施設の照明より 

配線方式 フリッカインデックス

水銀ランプ ０．２４

高圧ナトリウムランプ

ハイゴールド（効率本位形） ０．１９

ハイカライト（演色本位形） ０．２５

メタルハライドランプ

マルチハロゲン灯（Ｓ） ０．１１

マルチハロゲン灯（ＳＣ） ０．１６

スカイビーム ０．１８

セラミックメタルハライドランプ ０．２１

蛍光ランプ ０．０７

ＬＥＤ ０．０７以下
＊

  ＊インバータにより

     高周波点灯される場合

水銀ランプ ０．０２以下

高圧ナトリウムランプ

ハイゴールド（効率本位形） ０．０２以下

ハイカライト（演色本位形） ０．０２以下

メタルハライドランプ

マルチハロゲン灯 ０．０２以下

スカイビーム ０．０２以下

セラミックメタルハライドランプ ０．０２以下

光        源

三    相

単    相

面積１

面積１＋面積２
● フリッカインデックス ＝
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              図-4.8.6 球技のグレア抑制 

                 東芝ライテック カタログより 
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              図-4.8.7 空中のボールの視認性 

                 東芝ライテック カタログより 

 
              図-4.8.8 テニスコートの照明条件 

                 東芝ライテック カタログより 
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■スポーツ照明の照度基準 

スポーツ施設照明の目的は競技者・観客・テレビ観戦者などが安全・円滑かつ快適に競技・観戦また 

はテレビ撮影をできることにあります。JIS Z9127-2011「スポーツ照明基準」では 3 つの運動競技の 

区分でそれらを実現するために照度(lx)、均斉度、グレア制限値および平均演色評価数などの推奨基 

準が示されています。 

 

一例 ------------------------------------------------------------------------------------ 

■野球 JIS Z9127-2011｢スポーツ照明基準｣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■サッカーの推奨照度              

 

 

■陸上競技の推奨照度 

  
 

 

 

 

     

         

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 観客のいる国際、国内、地域全体又は特定地域における最高水準の運動競技会。最高水準のトレーニング
Ⅱ 観客のいる地域全体又は特定地域における一般的な運動競技会。高水準のトレーニング
Ⅲ 観客のいない特定地域の運動競技会、学校体育又はレクレーション活動。一般のトレーニング

運動競技
の区分

●参考｢競技団体による照明基準｣ 

●参考｢競技団体による照明基準｣ 

JIS Z9127-2011｢スポーツ照明基準｣では、メディア対応が行われる施設では、平均演色評価数

Ra80 以上が望ましいとされている。 

内野 外野 内野 外野
Ⅰ

公式競技
Ⅱ

一般競技
Ⅲ

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

運動競技区分

軟式野球（屋外）
維持平均照度[ｌｘ] 均斉度

（最小／平均）

200 0.5以上 0.3以上

軟式
野球

750 500 0.6以上 0.5以上

500 300 0.5以上 0.5以上

300

内野 外野 内野 外野
Ⅰ

公式競技
Ⅱ

一般競技
Ⅲ

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

均斉度
硬式野球（屋外）

（最小／平均）

0.7以上

運動競技区分

硬式
野球

500

300

1000

750

500

750

維持平均照度[ｌｘ]

0.6以上

0.5以上

0.5以上

0.5以上

0.3以上

　競技団体 　基準
　スタジアム基準より

　（公財） 　・照度：1500[ｌｘ]以上
　日本サッカー協会 　　（Ｊリーグ基準、フィールドから1[ｍ]の高さの水平面照度）

　･色温度：5000[Ｋ]以上（野外スタジアムの場合）
　・Ｒａ≧６５（テレビ放送試合、未放送試合を問わず）

　競技団体 　基準
　（公財） 　第1種・第2種公認陸上競技の基本仕様
　日本陸上競技連盟 　・照度：平均1000[ｌｘ]程度（1.22[ｍ]の高さ）

　フィニッシュラインは1500[ｌｘ]以上を確保する

均斉度
（最小／平均）

Ⅰ
公式競技

Ⅱ
一般競技

Ⅲ
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

100 0.3以上

運動競技区分

500 0.7以上

200 0.5以上

維持平均照度[ｌｘ]

図-4.8.9 スポーツ照明の照度基準例

東芝ライテック カタログより 

均斉度
（最小／平均）

Ⅰ
公式競技

Ⅱ
一般競技

Ⅲ
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

100 0.3以上

運動競技区分

500 0.7以上

200 0.7以上

維持平均照度[ｌｘ]
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  3）設計参考例 

 

図-4.8.10 スポーツ照明の設計参考例（1） 

                 東芝ライテック カタログより 
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図-4.4.11   スポーツ照明の設計参考例（2） 

                 東芝ライテック カタログより 
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 4）スポーツ照明における 3D シミュレーション技術 

  前述の通り、スポーツ照明においては競技者、観客が多ければ多いほど、更には競技のグレードが

高ければ高いほど、配光、空間の明るさ感や視点への相互的な影響などに注意する必要がある。 

光源や観測点が多い場合、一概には総合的な判断が出来ない。通常の明るさ感を見るシミュレーシ

ョン技術もあるが、それとは別のスポーツにおける空間、競技者、観客の観点に特化したシミュレーシ

ョン技術が存在する。大半は照明器具メーカーがソフトを開発しているため、有償化している可能性

が高い。建築物の 3D の CAD データと照明器具の選定と配置、設置角度を決定すれば、通常は数週間

程度で検証できる。検証費用に関しては、殆どがデータ入力等の労力であり、その後の追加検討などが

多いほど、ほぼ比例して増大する。出戻りの少ない、効率の良い依頼の方法を取れば、その分費用は抑

えられる。成果物に関しては、実際にその空間にいるかの様なシミュレーションが実現する。また、各

座標や方位からの視点など様々な検証が実現出来る。さらには、輝度やグレアの判定、スタジアムなど

で、光の演出をした場合の効果、光害などの検討が可能である。 

 

     図-4.8.12  スポーツ照明における 3D シミュレーション技術参考例（1） 

パナソニック資料 ｢スポーツ VR｣より 
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     図-4.8.13 スポーツ照明における 3D シミﾕレーション技術参考例（2） 

パナソニック資料 ｢スポーツ VR｣より 
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5）スポーツ照明における実際の施工について 

  前述で設計時に観客が多ければ多いほど、さらには競技のグレードが高ければ高いほど、配光、 

 空間の明るさ感や視点への相互的な影響などを注意する点を述べたが、施工においても同様であり、 

施工時の注意点を以下に示す。 

① 施工前の照明器具選定では、たとえ同じメーカーの同型の照明器具であったとしても、光束、

色温度、配光角、パネル、保護カバー等などのオプションならびに、調光の対応・非対応、支

持材など様々なバリエーションが存在するので、最終的に選定する器具の仕様を確認し検証

を行う。 

② 設計時点で光のシミﾕレーションにより検証しているのであれば、施工時に細かな配光角など

も含め忠実に再現することが重要である。 

③ 着工前に設計時と異なる施工要因が判明した場合、早い段階で再検討をすることが重要であ

る。 

④ 器具設置後に照度、配光、輝度、グレア、光害など様々な視点（場所）から現地検証を行い、

競技や観戦で影響が出ないかの細かな配光角の調整などを行う。 

⑤ 施工完了後に競技への支障の懸念による再変更などで、工事金額の膨大な増が発生すること

のない様に事前に注意が必要である。 

その他実際にあった例では、野球のフライのボールが最後まで追いにくいなどの例もあったが、 

一概に照明器具や配光などの電気工事だけの要因だけではなく、建物の色、太陽の角度や当該以外 

の建築物によるものなど様々な要因がある。施工前の段階で阻害する要因を見つけた場合には、で 

きる限り早い段階での対応が必要である。 

 

 4.8.6 クリーンルーム用 LED 照明器具 

 クリーンルームは、図-4.8.14 に示すように、一般的にインダストリアルクリーンルーム（ICR）と

医療・薬品関連などのバイオロジカルクリーンルーム（BCR）に分類される。前者は主に室内を加圧

することで、塵埃の侵入を防いでいる。後者は、加圧する場合と減圧する場合があり、加圧して塵埃や

細菌の侵入を防ぐ場合と、減圧して危険物質、細菌などの室外流出を防ぐ場合がある。また、部屋の設

定グレードにより機密性や器具形状の要求が変動する。清浄度の基準が厳しくなれば機密性が高くな

り、空気の流れを妨げず、照明器具やランプに塵埃が付着させないことが要求される。 

 

 
            図-4.8.14 クリーンルームの分類 

 パナソニックカタログより 

● 半導体関連 ● コンピュータ ● 医療関連 ● 薬品関連

・フォトレジスト ・磁気テープ ・手術室 ・製薬工程

・エッチング工程 ・磁気ドラム ・ＩＣＵ、ＣＣＵ ・注射剤、ワクチン

● 時計精密機器 ● 電子機器 ● 動物実験室 ● バイオハザード

電子計測器 防止施設

● 光学機器 ・ブラウン管 ● 食品関連

・レンズ研磨 ・プリント板製版 ・牛乳、酒、乳酸菌

・加工、組立 ・食肉加工

インダストリアルクリーンルーム バイオロジカルクリーンルーム
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図-4.8.15 にクリーンルーム用照明器具の気密

性のテストデータを示す。 クリーンルーム室内

の加圧（減圧）を維持するため、照明器具の気密性

や取付部分のパッキン構造などに配慮している。 

その試験条件は以下の通りである。 

 ●試験条件 

  差圧 5ｍｍＡｑ室内から天井裏への  

空気流量（ｌ/ｈ）を測定＊パネル枠 

取付状態 

 

 表-4.8.5 にクリーンルーム清浄度の基準 

ISO14644-1（2015）と旧米国連邦規格との比較 

を示す。米国連邦規格は 2001 年に ISO に改めら 

れ廃止となったが、まだクラス 100 やクラス 1000 

と呼ぶケースが多いが、今後は ISO 規格が中心に 

なっていく。 

 

表-4.8.5 クリーンルーム清浄度の基準 ISO14644-1（2015）と旧米国連邦規格との比較  

 

また、表-4.8.6 や表-4.8.7 に示すように、2017 年の 10 月時点では既に、クリーンルーム用 LED 照

明器具が各社の多種・多様なラインナップとして製品化されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.8.15 クリーンルーム用照明器具の気密性のテストデータ

パナソニックカタログより 



Page-83 
 

表-4.8.7 クリーンルームの用途別照明器具の選定例 

 

パナソニックカタログより 

 

100 1,000 10,000 100,000

・結晶精製　 ・フォトレジスト　 ・拡散
・エッチング工程 　・位置あわせ

・表面処理 　・組立 　・金属蒸着　 ・検査

・原材料　 ・研磨 　・梱包 　・半製品ストック

・ブラウン管 　・高信頼管

・リレー類組立　 ・プリント板製版
・コンデンサ 　・精密計測器

・一般計測器組立 　・試験 　・検査　 ・調整

・磁気ドラム　 ・磁気テープ 　・機構部品

・周辺機器加工組立 　・部品保管
・総合組立　 ・試験

・レンズ研磨　 ・目盛彫刻
・医学用カメラ加工、組立

・カメラ組立 　・シャッター組立 　・露出計組立

・試験　 ・検査　 ・大型機器組立

・電子時計、部品組立
・ベアリング挿入　 ・ミニチュアベアリング

・時計組立　 ・精密測定器組立

・普通ボールベアリング　 ・測定機器の組立

・注射液　 ・アンプル挿入

・製薬工程

・無菌手術室　 ・手術用器具保管

・ＩＣＵ　 ・ＣＣＵ　 ・術後回復室
・新生児室、未熟児室

・一般手術室　 ・分娩室

・無菌病室　 ・薬剤室

・一般病室　 ・診療所

・血液、血清（血液センター）

・牛乳、酒、乳酸菌飲料

・食肉加工

・加工工程

・無菌動物室　 ・細菌実験室

・放射能研究室、ＲＩ関係　 ・感染動物室

・無塵衣クリーニング

清浄度クラス
用  途

半導体工業

工        程

薬品関連

時計、
精密機械

カメラ、
写真光学機器

コンピュータ

電子機器
電子計測器

その他

食品関連

医療（病院）
関連
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4.8.7 イエローランプ LED 照明器具 

  LED 照明器具は 2 章で示すように、380nm 以下の波長の光の成分が少なく、他の光源と比べ低

誘虫性や退色性に優れているという特徴がある。しかし、分光的には低誘虫や退色性についての 

光の成分が全くない訳ではない。これらの対策として、イエローランプ LED 照明器具が製品化され 

ており、イエローランプの種類には低誘虫用と半導体工場向けがある。低誘虫用はガラス管内面に 

黄色顔料の層が付着されており光源色は黄色となってしまうが、特に誘虫を意識する屋外の電飾や 

看板ならびに食品工場の軒下や出入口用に適している。半導体工場向けは、黄色顔料の層が付着さ

れたガラス管の外側に黄色熱収縮樹脂被膜をコーティングした製品で、500 nm 以下の波長の光をカ

ットしている。こちらは半導体工場や IC 工場、感光材料を扱う場所のセーフティライト（写真フィ

ルム、印画紙以外）として使用されている。 

 

 

 

        図-4.8.16                   図-4.8.17 

低誘虫用イエローランプ           低誘虫用イエローランプの分光分布 

三菱電機照明 カタログより           三菱電機照明 カタログより 

 

 

 

        図-4.8.18                    図-4.8.19 

半導体工場向けイエローランプ       半導体工場向けイエローランプの分光分布 

三菱電機照明 カタログより          三菱電機照明 カタログより 
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4.8.8 モジュール内の色度の組替技術について 

  色のばらつきについて、2 章で色を選別しばらつきを抑える技術を紹介しているが、LED 照明器

具の光源の色を決定する技術は非常に難易度が高く、青色 LED の上にかぶせる黄色蛍光体の数ミク

ロンの厚みの差で大きく変動する。高精度の機械の採用でも、常に一定の細かい色の差を出す技術

は不可能に近い。例えば JIS 上の電球色といっても、固体の製品の差が出てしまう。 

また、LED 照明器具は器具を作るメーカーと LED モジュールを作るメーカーが異なる場合が多

い。照明器具を作るメーカーが LED モジュールを買付け、LED 照明器具を製作するが、買付けの

際に JIS 上の色別毎での買付けとなる。買付けた LED モジュールの中で一定の部分的な選択をし

て色を作り出すと、他の部分は無駄となってしまう。また、選別して何種類かの色分けをしたとこ

ろで、JIS 上は同色であるにもかかわらず、何色もの製品の種類がでてしまう。この問題を解決した

技術で、モジュール内の色度の組替えという技術がある。図-4.8.12 に示すように、買付けた LED

モジュールを 15 種類程度に選別し、単体モジュールの色の規則的な配列の組替えによりモジュール

の複合体（LED 照明器具）となった際は、色のばらつきを抑えることができるというものである。 

 

 
図-4.8.20 色度層別実装システム 

                        三菱電機照明カタログより 
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4.8.9 電磁波低減用 LED 照明器具 

  照明器具からは電磁波が発生し、結果としてノイズとして現れる。ノイズの詳細に関しては、IEC 

（国際電気標準会議）の特別委員会で国際無線障害特別委員会の定める規格（CISPR）等を含め詳 

細は 3 章に記載している。医療施設、半導体工場、通信施設等で使用する精密機械に与えるノイズ 

の影響を考え、電磁波低減用の LED 照明器具が製品化されている。3 章に記載している CISPR15

（照明装置に関する規格）の他、CISPR11（産業、科学、医療機器に関する規格）や CISPR22（情報 

技術装置に関する規格）に適合する製品が存在する。又、規格としては、IEC の 610000 シリーズ 

にも照明装置、医療機器、情報技術装置などの耐ノイズ性に関する規格が定められている。 

 

 

表-4.8.8 ノイズに関する規格の種類と検証試験項目の一覧表 

                             三菱電機照明カタログより 

 

 

 

        図-4.8.21 電磁波低減器具の性能値（2017 年時点） 

                           三菱電機照明カタログより 

雑音端子電圧 放射磁界強度 放射電界強度 雑音電力

電気用品安全法（照明器具） 適用 適用

CISPR15（照明装置） 適用 適用

CISPR11（医療機器など） 適用 適用 適用

CISPR22（情報技術装置） 適用 適用

※電気用品安全法とCISPR規格では測定方法が異なるため一概に比較はできません。
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            図-4.8.22 電磁波低減器具の参考例 

                             三菱電機照明カタログより 

 

 

4.8.10 低温用(冷蔵、冷凍) LED 照明器具 

  LED チップの基本的な特性として、高温には弱く、低温に強いという特徴がある。（周囲温度特 

性は 2 章図-2.2.9 を参照）しかし、実際は各メーカーの低温用 LED 照明器具のラインナップは比較 

的少ない。これは、気密性による制御装置への影響や、温度に対する函体の機械的強度が影響する。 

低温用 LED 照明器具の利点としては、従来の低温用蛍光灯照明器具が、点灯操作してから完全に

点灯するまでに長時間（約 20～40 分）かかり、急な点灯が不可能であるのに対し、LED の場合は

即点灯が可能である。照明制御自体の考え方も変わり、こまめに消灯が可能になることから省エネ

にも大きく貢献できる。また、LDL40 形のランプの場合には各社色温度選択のバリエーションが豊

富であり、電球色、昼光色、昼白色などの選択肢が可能となる場合が多い。実際の低温用倉庫の用途

の種類と温度域の分類については、図-4.8. 23 に記載する。それに対し、現状（2017 年 10 月時点）

の各社ラインナップの状況は、表-4.8.9 の様になっており－40℃以下での LED 照明器具の対応は

難しい。また、直管形以外の形状の器具は非常に少ないので、今後の製品化が望まれる。 
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図-4.8.23 低温用倉庫の用途の種類と温度域の分類について（パナソニックカタログより） 

 

 

表-4.8.9 低温用 LED 照明器具の各社ラインナップの状況（2017 年 10 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社名 本体構造 ランプ等構造 対応の温度 寿命（h） オプション
パナソニック 直付型（直管） LDL40　ｘ　1 亜鉛鋼板 ガラスランプ 35℃　～　-25℃ 40,000

直付型（直管） LDL40　ｘ　2 亜鉛鋼板 ガラスランプ 35℃　～　-25℃ 40,000
直付型（ライトバー） LED一体型 亜鉛鋼板 ポリカーポネイト 35℃　～　-25℃ 40,000
直付型（ライトバー） LED一体型 亜鉛鋼板 ポリカーポネイト 35℃　～　-40℃ 40,000
直付型（ライトバー） LED一体型、防水 ＳＵＳ アクリルパネル 35℃　～　-40℃ 40,000

東芝ライテック 直付型（直管） LDL40　ｘ　1 鋼板 ガラスランプ 35℃　～　-25℃ 40,000
直付型（直管） LDL40　ｘ　2 鋼板 ガラスランプ 35℃　～　-25℃ 40,000
直付型（直管）、カバー付 LDL40　ｘ　1 繊維強化ポリエステル ガラスランプ、アクリルカバー 10℃　～　-40℃ 40,000
直付型（直管）、カバー付 LDL40　ｘ　2 繊維強化ポリエステル ガラスランプ、アクリルカバー 10℃　～　-40℃ 40,000

三菱電機照明 直付型（直管） LDL40　ｘ　1、防水 鋼板 ガラスランプ -25℃　対応 40,000 ガード、パイプ吊

直付型（直管） LDL40　ｘ　2、防水 鋼板 ガラスランプ -25℃　対応 40,000 ガード、パイプ吊

岩崎電機 放電灯類似型<直付、吊下、位置BOX付> LED　23W アルミダイカスト ポリカーポネイトカバー 35℃　～　-40℃ 60,000
放電灯類似型<直付、吊下、位置BOX付> LED　42W アルミダイカスト ポリカーポネイトカバー 35℃　～　-40℃ 60,000(一部40,000)

放電灯<大型> LED　180W アルミダイカスト 強化ガラス 35℃　～　-40℃ 40,000

器具種類
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4.9 ブルーライトについて 

4.9.1 ブルーライトによる傷害 

自然光、人工光を含めた光には、青色光による網膜への傷害の問題がある。主な原因は光の中でも、

青色光による網膜細胞の疲労による機能低下である。その網膜細胞を疲労させる度合いは、光のエネ

ルギー積算量（エネルギー強度と時間の積）に比例する。光のエネルギー強度は波長の短い方が大きい

が、人間の目の場合、紫外線（ほぼ 400nm 以下）は目の水晶体で吸収されて網膜には到達しない。し

たがって、網膜に到達する光の中で最も波長の短い青色光（波長がほぼ 400nm～500nm の光）が網膜

損傷を引き起こし易くなる。 

通常の状態では、細胞が疲労しても新陳代謝の過程を通じて細胞が修復されて疲労が回復し、その

機能が維持される。しかし、光の入射が長時間継続したり、光の強度が大き過ぎると細胞の疲労が十分

回復せず、その機能が回復する前に悪化する過程をたどり、視力低下やひどい場合には失明のリスク

を生じることがある。青色光をできる限り目に入れないことで、網膜損傷を回避できる。白色系の光源

（昼白色、昼光色）は青色の光の要因（LED モジュールの蛍光体など）が多く、暖色系の（電球色）

は少ない。また、3.11.1（1）で示したサーカディアンリズムを利用することにより網膜細胞の疲労を

抑制できることがわかっている。 

4.9.2 傷害レベルの計算結果     

家庭、事務所、工場、店舗などの一般的な空間において、LED のほかに白熱電球や蛍光ランプ、HID

（高輝度放電）ランプなど、いろいろな種類の光源が用いられている。これらの光源はそれぞれ異なっ

た光のスペクトルを有しており、光の色も様々である。また、発光面積と発光部の輝度も種々異なって

いるので、目への影響も光源によって異なる。 

ランプ及びランプシステムの光生物学的安全性については、IEC 62471/CIE S009 及び JIS C 7550：

2011「ランプ及びランプシステムの光生物学的安全性」で計算方法と評価方法が定められており、青

色光網膜傷害についてもこの中で定められている。各種光源の青色光による網膜傷害のリスクの度合

いを表す実効放射輝度の一例を図 2.2 に示す。この図は、発光面積と発光部の輝度を同じ条件にして

比較した結果で、自然光（6500 K の昼光）の実効放射輝度を 1 とした場合の相対的なリスクの度合い

を示している。 

これを見ると、白熱電球、電球色の 3 波長形蛍光ランプと電球色の LED ランプ（青色 LED＋黄色

蛍光体）はほぼ同等のリスクの度合いであり、自然光（6500 K の昼光）と昼光色の 3 波長形蛍光ラン

プ、昼光色の LED（青色 LED＋黄色蛍光体）もほぼ同等のリスクの度合いであることがわかる。 

図-4.9.1 各種光源の青色光網膜傷害のリスク比較（一例） 

（注）市販製品の分光分布を JIS Z 8724 にて測定し、平均的な製品のリスクの度合いを 

JIS C 7550 に基づいて計算 
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4.9.3 その他研究について 

 2014 年 12 月の東北大学大学院農学研究科の発表では、LED の青色光を当てると、昆虫が死ぬこと 

を発見した事が発表された。通常、紫外線の中でも波長が短い UVC（100～280nm）、UVB（280～

315nm）は、生物に対して強い毒性を持つ事が知られている。しかし、比較的複雑な動物に対しては、

長波長の紫外線 UVA（315～400nm）でも、致死させる強い毒性は知られていない。総合的な見解で

は、光の波長が短いほど、生物への殺傷力が強くなると考えられていた。 

 この今回の発表については、これまでの常識を覆すもので可視光の昆虫に対する強い毒性を示して

いる。更に、ある種の昆虫では、紫外線よりむしろ青色光の方が強い殺虫効果が得られる事、又、昆虫

の種により効果的な光の波長が異なる事も明らかになった。 

推測される殺虫メカニズムとしては、昆虫の種により有効波長が異なり、その殺虫効果は人の目に

対する傷害メカニズムと似ている。すなわち、種によって吸収しやすい光の波長が異なり、その光が昆

虫の内部組織に吸収され、活性酸素が生じ、細胞や組織が傷害を受け死亡すると推測される。 

  参考文献 1）（一社）日本照明工業会、（一社）日本照明委員会、（一社）照明学会、 

        （特定非営利活動法人）LED 照明推進協議会 

        LED 照明の生体安全性について～ブルーライト（青色光）の正しい理解のために～ 

       2）東北大学大学院農学研究科 資料 

        ｢青色光を当てると昆虫が死ぬことを発見(新たな害虫防除技術の開発に期待）」より 

 

4.10 廃棄処分 

在来形照明器具が LED 照明器具に更新されてきているが、その LED 器具の特徴として長寿命が挙

げられる。しかし、どんなに長寿命の器具であってもいつか廃棄される時がきて、器具内の LED 素子

（とくに赤色 LED）は毒性有害物質のヒ素（As）を含んでいるため、廃棄処分が問題となってくると

思われる。最近では、あるメーカーはヒ素に代わる代替品を使用しているようであるが、全てのメーカ

ーが使用しているかは不明であり、既設品についてはヒ素を使用してきた事実がある。この大量に発

生するであろう LED 素子の廃棄処分については、今後検討する必要がある。 

4.11 不点の定義 

従来の電球形照明器具や蛍光灯器具ならびに放電灯では不点は器具のいずれかの機器が電気的もし

くはその他の要因で点灯しない状態に陥った場合を不点灯（不点）というと推測する。しかしながら、

LED 照明器具は LED 素子が複数で形成されているものが多く、この LED 照明器具の不点という定

義についてはあいまいではないだろうか。不点は照明器具を構成する LED 素子の何％が不点になった

ときをいうのか、国土交通省でも課題として認識されているようである。しかし、明確な基準がないの

が実態であり、製造業者でも明確な定義はしていないようである。今後検討する必要がある。 

 

4.12 新技術について 

4.12.1 水冷式 LED 照明器具 

  LED モジュールは、理論的には殆ど熱を発生しないことになっている。その反面、高温には弱く  

 温度上昇により極端に寿命が短くなる可能性がある。また、電源装置側は逆に熱を発生しやすく、 

 電源内蔵器具では温度上昇の要因となりうる。さらに、設置する環境により、天井材や吸音材など 

で極端に放熱性が悪い場合や、工場など設置場所の温度環境が悪い場合もある。これらの問題に対 

して通常の LED 照明器具は放熱板を設けたり、換気用のスリット、熱伝導率の良い材料の採用など 

による空冷方式を採用しているが、冷却能力を優先し水冷式を採用しているメーカーも存在する。 

水冷式冷却装置の内部構造は、開放式ではなく密閉式とし循環系以外は水がもれない構造になっ

ている。冷却方式はメーカーにより多様であり、下記の方式がある。 
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 1）ラジエーターと水タンク、水流ポンプを使用するもの 

  2）水冷式ヒートパイプで内部に熱の対流を起こし、放熱器を使用するもの 

  3）器具の内部を衛生設備工事などの水流の配管が通過するもの 

  4）その他方式 

 

4.12.2 有機 EL 

  有機 EL とは有機エレクトロルミネッセンスの略で、発光を伴う物理現象であり、有機発光ダイ 

オード（LED）や発光ポリマーと呼ばれる場合もある。大別すると有機 EL 照明と有機 EL ディス  

プレイに大別される。両者とも薄膜構造で前者は全体的な層の積重ねであるが、後者の有機 EL ディ 

スプレイは、細かい 1 つ 1 つの画素からなる素子の構成で、それぞれの素子に制御をかける必要が 

あり非常に複雑である。TV、時計ならびに携帯電話の表示画面利用に使用されるが、TV 利用では 

画面を大きくする技術が難しく、2010 年頃、国内大手メーカーは一度、製造から撤退をした。2017 

年になり再度国内大手メーカーは発売を開始している。これは、海外メーカーから、ディスプレイ 

を購入し、それを加工して製作している為、実現している。以前の 2010 年ごろのＲＧＢの各色を発 

光させる方式とは違い、新規版では、白色光でバックライト的に使い、色については表面のフィル 

ターで着色し使用している。表示画面利用では画面の彩度では他の方式に劣るが、消費電力が非常 

に低く電池が長持ちする利点があり、多用されている。ただし、画面に残像が残る焼き付きという 

欠点も存在する。 

有機 EL 照明の構造は有機物の薄膜の層が何層も重ね合わさっていて全体の有機層は数百ナノメ

ートルという極めて薄い層になっている。その有機層をプラスとマイナスの電極で挟み、そこに電

流を流し発光させる。発光原理は、電極の両端から電子と正孔を注入し何層かの膜を通過して、中

心の発光層で結合した際、有機物が高いエネルギー（励起状態）となり、その後低いエネルギー状態

（基底状態）と変化しエネルギーを光として放出する。ディスプレイのように 3 原色で可変させて

色を変える物はほぼ無く、照明用は単色が基本で白色の物が殆どである。また、薄膜であるため電

源装置を除く本体部分は非常に軽く、人間の手で軽く力を加えても湾曲する。設置方法については、

厚みが殆ど無いために大きさの制限を受けにくい。スタンド照明などに使用しても薄膜が特徴的と

なる。発光源については、点では無く面となり偏りが少なく、受光側は均一とした光となる。一般の

LED 照明器具と比較した場合、2017 年時点では発光効率、寿命、価格面では遥かに劣るが、今後の

発展が期待される。 

 

4.12.3 LED 用の照度計について 

  LED 照明の調光において PWM 変調方式を採用した場合、パルス幅で時間あたりの ON と OFF

の割合で調光している。この場合、人間の目に見えない速さで発光強度が激しく変動しているため、

従来の照度計では変動する光を正確に測定できないことがあり、測定結果に誤差を生じていた。こ

の問題に対応した照度計も製品化されている。 

参考文献 コニカミノルタ社資料より 

4.13  DALI について  

 3 章の 3.11.2 照明制御方式において、オープンプロトコルについて述べているが、ここでは DALI

の詳細について記載する。 

 DALI とは 1990 年ヨーロッパの主要照明メーカー（Philips,Osram,Helver,Tridonic）が国際規格

IEC に準拠したオープンプロトコルとして全世界へ発表している。2012 年 DALI の更なる発展のため

に ZVEI（ドイツ電気・電子工業連盟）において DALI 事業部会を発足した。以降、国際的企業 100 社

を超える DALI のメンバーと 1,000 社を超える照明企業の参画となっている。ZVEI（ドイツ電気・電
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子工業連盟）の 2017 年調査によると、ヨーロッパ内で 70％のシェアを超えている。 

オープン型の照明制御であり、照明器具メーカーを選ばず、混在して制御が可能である。(図-4.13.2

参照)また、双方向通信であり、制御側の調光などの指示に対し照明器具側の状態（点滅、調光率、不

点灯などの故障）も監視が可能である。(図-4.13.1 参照)さらに DALI に準拠していない国内メーカー

の位相制御や PWM 制御の照明器具でもコンバーター（他にもインターフェイス、ドライバ、モデム

などメーカーにより表現上の違いあり）を介することにより、大半のシステムは制御が可能となる。

(図-4.13.3、図-4.13.6 参照) 

       ・国際規格 IEC60929 及び IEC62386 に準拠した通信規格 

           参考文献  神田通信機 資料による 

 

 

 

 

 

 

 

           図-4.13.1 DALI の状態確認のイメージ 

              Helvar 社（神田通信機）資料による 
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           図-4.13.2 DALI 通信と個別（独自）通信の違い 

                Helvar 社（神田通信機）資料による 

 

           図-4.13.3 DALI 通信と制御の集約（DALI 以外でも対応）のイメージ 

                 Helvar 社（神田通信機）資料による 
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            図-4.13.4 DALI 最少構成のイメージ 

                Helvar 社（神田通信機）資料による 

 
            図-4.13.5 DALI 拡張システム構成のイメージ 

                  Helvar 社（神田通信機）資料による 
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 DALI の最小構成は(図-4.13.4)の様になり、ルーターと HUB を追加することで更なる拡張が可能と

なる。(図-4.13.5) また、他設備への連動はマスターコントローラー経由で可能となる。(図-4.13.6) 

 

 

            図-4.13.6 DALI と他設備連動のイメージ 

                 Helvar 社（神田通信機）資料による 

 

 その他 DALI には、ライセンスとして DALI1、DALI2 の 2 通りが存在する。DALI2 は、DALI1 の

進化形であり、調色などでは信号形式が異なる。DALI1 では、1 つの色を作り出すために複数の信号

を出していたのに対し、DALI2 では 1 つの信号で対応可能である。 

         表-4.13.1 DALI1、DALI2 の信号の違い（参考例） 

 

 

 

 

 

 

 

           図-4.13.7 DALI1、DALI2 のロゴマーク 

                Helvar 社（神田通信機）資料による 

 

 

調色の種類（例） DALI 1 DALI 2
2色調色 2アドレス 1アドレス

RGBW（3原色＋補色　白） 4アドレス 1アドレス
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 また、システムを設計する場合に想定される疑問点・質疑点を表-4.13.2、表-4.13.3 にまとめたの

で参考にしていただきたい。 

表-4.13.2 DALI 制御で想定される疑問点・質疑点（その 1） 

 

番
号

疑問点　・　質疑内容　等 見解　・　回答　等　（2017年10月時点）

1
DALI加盟のメーカー、機器類であれば、問題無く、

動作が可能か。
基本的には問題無く、接続・動作が可能。但し、昨今、海外製の安価な製品も市場
に出廻っている関係で、事前のマッチングテストを行ってからの導入が望ましい。

2
DALI 1と DALI2の違いについて

（メーカー仕様書上、カタログ上等の見分け方）

カタログ、仕様書でライセンスロゴ、表記などの違いなどで見分ける。ただし2017年

の現状では、本国協会の管理課題でもあり、各メーカーの全ての製品に表示され
てはいない。(特別に認定制度などは無く、自己的に主張のみとなっている。）

3
DALI 1と DALI2の違いについて

（システム上の動作の違いについて）
①調色対応の柔軟性向上
②コントロールデバイス（スイッチ・センサー等）の標準化

4
DALI 1と DALI2の違いについて

（相互利用、共存についての可能性）

互換性有り。＝　DALI 1照明器具 - DALI 1制御、DALI 1照明器具 -DALI 2制御、

　　　　　　　　　   DALI 2照明器具 - DALI 2制御

互換性無し。＝　DALI 2照明器具 - DALI 1制御

※見解のまとめ
　 DALI 2の制御機器であれば、DALI 1、DALI 2の照明器具の互換性有り。

　 DALI 1の制御機器であれば、DALI 1の照明器具のみ対応。

　⇒制御機器メーカーによっては、新型機器は既にDALI 2化しているので、
　　 基本的に全ての動作が保証されているところもある。

5
DALI 1と DALI2の違いについて

（現場の既設機器等での見分け方）
現状、現場の既存器具を見ただけの、見分け方の確実な方法は無く、既設の施工、
導入業者などへの確認が必要。

6

メーカー選定上の注意について

（照明器具、制御装置、スイッチなどのメーカー統一
　など必要性　他）

DALI規格自体は最大64アドレス、拡張が必要な場合はDALIマスタのメーカーを

揃える必要有り。

※見解のまとめ
　 基本的に照明制御の機器類、スイッチ等はメーカーを統一する必要性有り。
　 照明器具のメーカー選定は、フリーとして良い。
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表-4.13.3 DALI 制御で想定される疑問点・質疑点（その 2） 

 

 

番
号

疑問点　・　質疑内容　等 見解　・　回答　等　（2017年　10月時点）

7
DALI関連の各メーカーにおいて、制御機器の呼び

名が違いがあり。、システム上の法則、決まり等が
あるか。（ドライブ、モデム、インターフェースなど）

国内で標準化された呼称はなく、メーカーによって表現が異なるのが現状。
（機器の選定には注意が必要。）

8

例えば国内のDALIに準規していないメーカーの照明

器具で、DALI変換ドライバなどを中間に設置した場合

に、動作は可能か。又、動作するおおよその確立は？

駆動方式で定電流・定電圧制御とも、規定値が合致すれば、ほぼ駆動は可能。
但し、2017年現在は大容量のDALIドライバが少なく、高天井器具などのDALI化は
非常に難しい状況。今後、改善が期待される。

9
使用電源の選択枝について知りたい。
又、切換が出来るとすれば、何を交換すれば良いか。
（国内、国外）

2017年現在、把握している情報では、国内でのDALI電源メーカーは1社（MU社）。

又、照明器具メーカー独自に対応しているメーカーが3社（H社、M社、YD社)。

海外から電源を調達し、DALI化しているところが複数社程度。

※実際のイメージでは、「照明器具のDALI化」＝「電源のDALI化」と言っても

　 過言ではない。

10 動作上で起こり得る問題点や、注意点を知りたい。
信号消費電流に関する注意が、配線設計時に必要。センサーなどの追加により
トータル電流がオーバーする可能性がある。

11
設計上の選定機器の注意点について
（確実に動作するかの確認など。）

基本的にDALI対応器具であれば、全ての器具は制御可能である。過去に使用した

事の無いメーカーの組合せでは、施工前のマッチングテストは極めて重要である。

レアなケースではあるが、場合により1つの信号で、複数の照明器具が動作するなど
過去のテスト時の不具合事例はある。その様な場合においては、制御機器の組合せ
や、設定など調査、修正し、詳細の調整を行う事により問題解決となる。

12

各機器等の不具合が出た場合など、責任分解の
考え方について

　（・照明器具　・制御機器　・スイッチ類　・施工
　　・総合動作　など。）

オープン化を考えた場合、本件が最も難易度の高い課題である。
施工中の段階では、照明制御の施工を担当するメーカー代理店に、照明制御及び
照明器具の仕様調査及び動作検証、設定調整を管理してもらう事が理想である。

但し、機器側に故障が出た場合や、施工後の引渡し以降の一定の時期を経過
してから出る不具合、海外製機器の使用など、どう対応するかの問題がある。

施工前の段階で、管理責任、保証内容、費用面など、ある程度の取決めなど
する事が望ましい。
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表-4.13.4 DALI 制御で想定される疑問点・質疑点（その 3） 

 

番
号

疑問点　・　質疑内容　等 見解　・　回答　等　（2017年10月時点）

13
利点、欠点について
（上記以外）

◇クローズ制御　（DALI以外、国内主要メーカーなど。）

・全ての照明器具、照明制御機器を1つのメーカーで統一できる場合

　⇒メーカ保証や責任分解の関連（信頼度　高）
　⇒特定の機能向上を早く採用できる点
　⇒クローズ制御に利点。

◇オープン制御　（DALIなど。）

・全ての照明器具、照明制御機器を1つのメーカーで統一できない場合
　⇒自由な製品選択（DALI以外のセンサー等も含む）と組み合わせが可能な点
　　（自由度　高）
　⇒オープン制御に利点。

◇その他
・採用する制御機器のグレードにより異なる為、一概には言えないが、イニシャル
　費用では、大手メーカーのクローズ制御より、オープン制御の方が安くなる可能
　性が高い。

14
国内メーカーの対応
（上記項目9に記載の電源メーカー以外）

◇照明器具メーカー　⇒　KI社、I社は積極的な対応事例有り

　　　　　　　　　　　　　  ⇒　その他メーカーは案件により特注対応

◇コントローラー　　　 ⇒　NF社の製品有り。

15 その他、応用的な使用方法　（その1）
DALIネットワークケーブルで距離制限（300ｍ、1.5m㎡）を超えた場合は、LAN（光

ケーブル）に変換し、対応などを行う。

16 その他、応用的な使用方法　（その2）
DALIとその他のシステム　の中間の接続には、KNX（ヨーロッパを中心に標準化

されている、ビル及びホームオートメーションの規格）を使用する。

17 その他、応用的な使用方法　（その3）
コントローラー、コンバーター等は、盤内に設置としない場合、天井内設置は可能
である。その際、木板取付とはせず、BOX内（放熱対策を施した物）設置が望ましい。

18 その他、応用的な使用方法　（その4） ルートロン、ECOSYSTEMの一部改造により、DALI対応が可能となる。

19 その他、応用的な使用方法　（その5）
多重伝送（2線式）照明制御（ON、OFF対応）の下部に、DALI制御（調光のみ）

を設置する事は、技術的に可能である。（外部接点接続を利用する。）

20 その他
DALIという言葉は、多少普及しつつある。オープン・クローズ制御のそれぞれの

利点を踏まえながら、適切に選択できる知識が今後必要となる。
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4.14  LED 照明を利用した植物工場について  

 一般的な畑などによる農業を行う上では、日照時間や日照量、降水量や台風による水害などにより、

収穫量の変動や、時には災害による想定外の被害となる事が有り、常に安定した生産を得られない。こ

れを回避する考え方として植物工場が有る。建築物の中で、人工的に環境を作り、単位面積あたりの大

量の配置と、環境操作による効率の良い作業により、生産サイクルの加速、生産量の増加を図る。 

また、光、CO2 や水などの環境をコントロールすることにより、野菜の味や日持ちも変えることが可

能である。 

光環境の視点で植物工場を大別すると、下記の 2 種類に分かれる。 

① 完全密封型（採光無し） 

② 太陽光併用型（自然採光もしくは光ダクトや集光パネルなどによる採光など） 

とくに、光源で人工的な環境を作る上では、従来光源に比べ LED 照明器具は適している。 

植物工場に LED 照明器具を採用する場合の利点は下記のようなものがある。 

1） 発光効率が良く、省エネが期待出来る。 

2） 光源自体の発熱がない為、棚の段が増やせたり、排熱の上でも有利。 

3） 配光技術で、必要な部分だけの照射が可能。 

4） 配光パネルやレンズなどにより、均一な照射が可能。 

5) 特に植物は赤と青の色を必要とするため、LED はチップの青、赤の配列変更がし易い点を利用

して、調光・調色技術により光のバリエーションを作り、植物の種類ごとに最適な光を作り出す

ことが可能である。 

今後も、この分野において光源の応用技術のさらなる開発が期待される。 

 

4.15  LED 照明通信について  

 従来光源とは違い、LED 照明器具によりさらに有効利用することが可能となった分野として可視光

通信がある。これは可視光（380nm～780nm）を使い、人間の目では認識できないレベルの LED 照

明の利点を使った超高速点滅により大容量通信が可能となった。（ただし、照明通信対応の照明器具に

よる。）特に、空港や駅などの公共照明を利用したサイネージなどの情報通信、あるいは水中、海上や

大空間での LAN などの整備が難しく、その他の光（自然光、人工光）による通信障害が影響されにく

い場所、その他電磁波を利用した通信の利用が不可能な場所（発電所、病院、通信施設、データセンタ

ーなど）に適している。主な特長として下記の点が挙げられる。 

① LAN 環境がなくても、代用が可能。 

② 通信の光が見えているため、発信源の特定が容易。 

③ 照明器具が通信機器となり、その他の信号の発信源が不要。 

（公共用の受信部は、携帯端末などの設定により利用可能、USB 付の専用受光部によるパソコン 

への取り込み、その他 CCD の ITV カメラによる高速解析による受信などもある） 

④ 可視光なので、人体や精密機械への影響は少なく比較的安全である。 

⑤ 電磁波の影響は受けない。 

⑥ 見通しがよくないと、通信が不可能となる欠点がある。 

（但し、電磁波の様に情報漏れが少なく、光さえ遮断さえすれば、簡単に情報が漏れないという 

利点があるが、これは利点でもあり、欠点でもある。 

⑦ 太陽光、もしくは光のノイズを受け易い場所では、不向きである。 

⑧ 1 つの照明器具からの通信は、下り専用となるので、上り通信を考える場合は、何か他の対策が

必要である。 

⑨ 通信としての高速化は難しい。 
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4.16  LED の種類と制御に関するまとめ  

 前項目において、LED の様々な制御について述べて来たが、各々種類も多く、各項目に分散 

している為、全体を通しての解釈としてここにまとめる。各メーカーに問合せをしても、社外秘の項

目が多く新技術の導入などにより必ずしも当てはまらない場合もあるが、LED の制御を理解する上 

で表-4.16.1～表-4.16.4 を参考として頂きたい。 

表-4.16.1 LED の種類と制御に関するまとめ（その 1） 

 
 

 

 

 

 

 

記載箇所 解　釈　等 備　考

(P2)用語の整理
・LEDチップ、モジュール､ランプ､器

具の用語の使い分け
2.1.3､表2.1.1

白色LEDモジュールの主な方式

と比較

①励起方式⇒単色LED

②混光方式⇒三原色､補色LED
⇒現在では、4原色の物も

存在する。

チップの制御電源

の安定化
2.3.2劣化のメカニズム

・チップ電圧､電流の安定化には

　周囲温度が大きく影響

点灯用の直流電源

を作る為の技術

3.3制御装置

表-3.3.1

LED照明用制御装置の

点灯回路

①   定電圧点灯方式

②   電流点灯方式
1）  定電流ダイオード
2）  トランジスタ

3）3端子レギュレータ

③スイッチング電源による電流制御方

式

ノイズ除去対策
3.4ノイズについて

表-3.4.2
・電気用品安全法及びCISPRの

　EMC許容値範囲

※基本的に各メーカーの

　対策

　回路は社外秘

高調波対策 3.5高調波について
・JIS及びIEC基準の記載

・図-3.5.1～図3.5.3に参考回路を記載

※基本的に各メーカーの

　対策

　回路は社外秘

ちらつき対策 3.6フリッカ及びちらつき
・交流電源をダイオードやスイッチン

グにて直流電源に変換した際の弊害を

記載

※基本的に各メーカーの

　対策

　回路は社外秘

LEDの定義

モジュールの種類

概　要

電源回
路を安
定化さ
せるた
めの制

御
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表-4.16.2 LED の種類と制御に関するまとめ（その 2） 

 
 

種　別 概　要 記載箇所 解　釈　等 備　考

力率改善 3.7力率改善について

①コンデンサ･インプット型

②力率改善回路搭載型

※海外製品は､未対応の物有り

※電球型は進み力率(50～60％)の物有

り(スペースの問題で力率改善回路が

納まらない)

※基本的に各メーカーの

　対策

　回路は社外秘

突入電流対策 3.8突入電流について

・平滑用コンデンサの充電電流で

　スイッチ投入時に突入電流が発生

　⇒ブレーカ､リモコン等に悪影響

　⇒回路毎のLED照明器具の接続台数

　　の制限有り

　⇒解決策としてコンデンサレス形

　　が普及

※基本的に各メーカーの

　対策

　回路は社外秘

パルス幅制御

(PWM調光制御)
3.10.1パルス幅制御

・パルス信号による調光比を

　デューティ比として表現

　⇒4線式

　(電源線2本＋信号線2本)

・制御の長所、短所を記載

※国内全体比で約70％
がこの方式を採用

振幅制御

(位相調光制御)

3.10.2振幅制御

(位相調光制御)

・電源(正弦波)を切取る事により、点

　灯時間を変動させ、調光　⇒2線式

　①位相調光制御方式

　⇒位相情報が正確にモジュールに

　　伝わらない。

　②逆位相調光制御方式

　⇒ノイズフィルタ不要

　⇒ちらつき少ない。

※国内全体比で約20％が

　この方式を採用

※スイッチ部の低電流時

　の非発光領域の改善で

　双方向サイリスタ
 　(TRIAC)を入れ、立

　上がり時間を早くし

　ている。

その他照明制御装

置を利用した調光

3.10.3その他照明制御装置を利

用した調光

・ 多 重 伝 送 ､ DALI1 ､ DALI2 ､

EcoSystem（ルートロン）DMX方式

など

※詳細は、照明制御に

　記載

※DMX方式は

　特殊な設備ではあるが

　国内全体比で約10％が

　この方式を採用

注意点 3.10.4調光における注意点
・方式等の選択肢の注意点

・メーカー選定の注意

調色について 3.10.5調色について

・基本的に下記のいずれかの方式を

　利用

①LEDモジュールが混光方式を採用

　する場合

②単色のモジュールを色温度を

　変えて2種類以上採用

　（1台のLED照明器具内）

③複数の色温度のLED照明器具を

　並べる場合

①は、高価、演出用

②は、一般的

③は、②が出来る迄の

　過渡期の対応。

※③は照明台数が多くな

　り省エネにはならない。

※2色以上を調光もしく

　は、1色目を固定し

　2色目を調光で調色

　となる。

調光制
御・調
色制御

電源回
路を安
定化さ
せるた
めの制

御
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表-4.16.3 LED の種類と制御に関するまとめ（その 3） 

 

種　別 概　要 記載箇所 解　釈　等 備　考

機能

(サーカディアンリ

ズムの導入)

3.11.1(1)

サーカディアンリズムを利用した

照明制御

・サーカディアンリズム

　⇒1日の生体リズムの意味

　⇒太陽の光を意識し、人間の遺伝子

　　や脳の組織に組込まれるリズムを

　　利用

　⇒生体リズムに合わせ、調光や調色

　　をする。

　⇒照明制御主装置等にプログラミン

　　グする。

※使用例

・事務所ビル(執務室)

　⇒照度・人感センサーを

　　使用し、調光夜間は、

　　人感連動

・商業施設(共用エリア)

　⇒プログラム制御により

　調光・調色

機能

(調光・調色制御)
3.11.1(2)調光・調色制御

・3.10.5と同様

・タブレット端末利用した

　参考例(サーカディアンリズム併用)

機能

(個別アドレス式､

無線式)

3.11.1(3)

 個別アドレス式､無線式

・LED照明器具1台毎に、

　個別アドレスを使用

　(通信チップを器具に内蔵)

　⇒1台毎に点滅、調光、スケジュー

　ル等の指示

　⇒対象器具のグループを変更して

　も､配線変えの必要無し。

・有線式⇔無線式

※通常は、システム全体を

同一メーカーで統一する。

(オープンプロトコルの場

合は､例外)

※システムの台数上限値に

　注意

※スマートホン、タブレッ

　ト端末併用

機能

(大形事務所ビルの

参考例)

3.11.1(4)

大型事務所ビルのベース照明

・次世代型照明制御

・BEMS(ビルマネジメント)連動

・中央監視連動

機能

(次世代型の セン

サー)

3.11.1(5)

次世代型のセンサーを利用した照

明制御

・天井センサーの人感機能が熱線(温

　度)ではなく、カメラ型の認識機能

　などを使用。

　⇒誤動作を抑制・調光・調色・複数

　のセンサー情報で、相互の情報を使

　用。

・個別アドレス

制御方式

(個別・オープンプ

ロトコル)

3.11.2(1)個別・オープンプロトコル

・次世代型(個別制御)のLED照明器具

　と照明制御の選択肢

　①個別プロトコル

　②オープンプロトコル

　・表3.11.1にて比較

　・通信速度の比較については、国

　　内メーカーの従来型（多重伝

　　送）、次世代型（個別プロトコ

　　ル）の最大10kbpsに対し、海外

　　規格のオープンプロトコル型は

　　1200bps（DALI1、DALI2）、

　　0.5秒以下

　　（EcoSystem、ルートロン）と

　　遅い。

※個別プロトコルは国内主

　力メーカー

※オープンプロトコルに

は
DALI1,DALI2EcoSystem

　（ルートロン）などがあ

　る。

※通常の点滅に関しては特

　に問題は無いが、複数の

　回路を同時に点滅させる

　場合など、場合により見

　た目で、目立つ可能性が

　ある。

照明制
御全般
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表-4.16.4 LED の種類と制御に関するまとめ（その 4） 

 

 

種　別 概　要 記載箇所 解　釈　等 備　考

制御方式

(DMX制御)

3.11.2(2)
DMX信号方式

・デジタル信号

　(1伝送最大512チャンネル

　<1芯あたり256チャンネル>)

・理論上2線式(シールド線)

・実際は、5芯又は3芯でキャノンコネ

　クタで接続

・国際規格の為、互換性が高い

※一般向けではなく、特殊

　なケース。舞台照明業界

　で多く使われる。

※2008年にDMX512A規格

に改定

将来について

(知的照明制御)

3.11.3(1)

知的照明制御(知的照明システム)

について

・知的照明システム

　（人工知能を利用した参考例）

※今後更なる研究・開発や

　実用的な普及が期待され

　る。

将来について

(制御線の代 替な

ど)

3.11.3(2)

今後普及が期待される制御信号

方式

表-3.11.2

代表的な無線による制御信号方

式

①電力線搬送方式(PLC)

②無線によ制御信号方式

　1)Bluetooth通信

　2)赤外線通信

　3）無線LAN(WLAN､WiFi)

　4）ZigBee

　5）EnOcean

DALIについて 4.13DALIについて

・DALIとは

・DALI通信と個別（独自）通信の違

い

・DALI通信と制御の集約（DALI対応

　以外でも対応）のイメージ

・システム構成

・他設備連動

・DALI1、DALI2の違いについて

・DALI制御で想定される疑問点、質

疑

　点について

※DALIに対する理解度を

　深める為、概要を追加

　した。

注 意事
項

寿命についての見

解

4.2 制御装 置の 寿命 とランプ

(チップ)寿命についての見解

・ランプ（チップ）寿命は、40,000

　時間（器具によっては、60,000時
　間）

・一方、照明器具（制御装置）の寿命

　は、JIS及びメーカーカタログで

　は、温度条件や1日の使用時間で左

　右するが、どの数字を見ても、ラ

　ンプ（チップ）寿命よりも短い。

　（高速劣化試験の結果）

・前者、後者で寿命の見解が矛盾す

　る。

・ランニングコスト計算な

　どには、注意が必要。

・高速劣化試験の結果が

　ベースであり、実際の寿

　命に関して今後、検証が

　必要。

・こまめにリニューアルし

　た場合でも、器具性能が

　向上するので、結果、省

　エネに繋がる場合もあ

　る。

照明制
御全般
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5 章 関連法規・規格との整合性と動向 
 

5.1 適用する法規・規格及び基準の概要 

LED 照明設備に関する主な法規及び基準は電気事業法をはじめ図-5.1.1 に示すとおりで、以下にそ

の概要を示す。尚、照明設備の設置及び工事に当たっては関係各種法規・規格及び基準を遵守又は準じ

ることが必要になる。 

 
 

5.1.1 電気事業法 

電気事業及び電気工作物の保安の確保について定められている法律である。この電気事業法に基づ

き、電気工作物の技術基準を定める経済産業省令が電気技術基準（電気設備に関する技術基準を定め

る省令）である。電気技術基準は平成 9 年に全面改訂され、その具体例が「電気設備の技術基準の解

釈」として公表されている。また、需要場所における電気工作物の設計、施工、維持、管理に関して、

電気設備の技術基準の解釈や関係法規を更に具体化し、補完した民間規格として内線規程などがある。 

その内線規程は平成 28 年 9 月に改訂され、新たに LED 照明器具という節が追加された。以下に、

その条とそれぞれ対応する技術基準の省令を紹介する。 

3218 節 LED 照明器具 
3218-1 適用範囲（対応省令：第 56，59 条） 
3218-2 分岐回路（対応省令：第 56 条） 

LED導入促進に関する法律

日本照明工業会規格（JLMA・JEL・JIL）その他のJISに準じる規格

電気事業法

省エネ法（エネルギーの使用の
合理化に関する法律）

日本照明工業会ガイド

低炭素投資促進法エネルギー（環境適合製品の
開発及び製造を行う事業の促進に関する法律）

グリーン購入法（国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律）

電気設備技術基準

特定電気用品

作業場の照度基準

照明学会技術指針（JIEG）･
技術基準（JIEC）･技術規格（JIES）

特定以外の電気用品

日本工業規格（JIS）

照
明
設
備
に
関
す
る
法
規
･

基
準 消  防  法

建築基準法

電気用品安全法

工業標準化法

JNLA制度

労働安全衛生法

図-5.1.1 LED 照明設備に関する法規・基準 
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3218-3 LED 照明器具への配線（対応省令：第 56，57 条） 
3218-4 LED 制御装置（対応省令：第 59 条） 
3218-5 LED 制御装置と LED 照明器具との間の配線（対応省令：第 10、11、56、57 条） 
3218-6 ショーウィンドー、ショウケース及びこれらに類するものの内部の LED 制御装置と

LED 照明器具の間の配線（対応省令：第 56，57 条） 
3218-7 エスカレーター内の LED 制御装置と LED 照明器具の間の配線（対応省令：第 10、11、

56、57 条） 
3218-8 配線と他の配線などとの離隔距離（対応省令：第 56，57、62 条） 
3218-9 屋側又は屋外の施設（対応省令：第 59 条） 
3218-10 接地（対応省令：第 10，11 条） 
3218-11 メタルラス張りなどとの絶縁（対応省令：第 59 条） 

 

5.1.2 電気用品安全法 

電気用品の製造、販売等を規制すると共に、電気用品の安全性の確保につき民間事業者の自主的な

活動を促進することにより、電気用品による危険及び障害の発生を防止することを目的として定めら

れている。LED 照明器具及び LED ランプ（一部を除く）は「特定電気用品以外の電気用品」対象で

ある。尚、LED 関連機器の中で制御装置や電源装置を単独で使用する場合は、「特定電気用品」対象と

なる。 

 

5.1.3 工業標準化法 

適正かつ合理的な工業標準の制定及び普及により、工業標準化を促進することによって、鉱工業品

の品質の改善、生産能率の増進その他生産の合理化、取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を

図り、あわせて公共の福祉の増進に寄与することを目的として制定された法律。日本工業規格（JIS）

は、同法律に基づき日本工業標準調査会の答申を受け、大臣が制定する工業標準である。 

 

5.1.4 建築基準法 

国民の生命・健康・財産の保護のため、建築物の敷地・設備・構造・用途についてその最低基準を定

めた法律である。安全性・安定性の基準を設けることで、国民の生活をより快適かつ安全なものになる

ことを目的とする法律である。 

 

5.1.5 消防法 

この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとと

もに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、も

つて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする法律である。 

 

5.1.6 労働安全衛生法 

この法律は、労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体

制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関す

る総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の

安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進する

ことを目的とする法律である。作業場所の照度の最低値が、同法の労

働安全衛生規則第 604 条（照度）に定められている。 

 

 

作業の区分 基 準

精密な作業 300 ℓx

普通の作業 150 ℓx

粗な作業 70 ℓx

表-5.1.1  

作業場所の最低照度基準

（労働安全衛生規則より）
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5.1.7 省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律） 

省エネ法は、石油危機を契機として昭和 54 年に、「内外のエネルギーをめぐる経済的社会的環境に

応じた燃料資源の有効な利用の確保」と「工場・事業場、輸送、建築物、機械器具についてのエネルギ

ーの使用の合理化を総合的に進めるための必要な措置を講ずる」ことなどを目的に制定された。 

 

5.1.8 国土交通省の道路照明基準 

国土交通省より平成 23 年 9 月に LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）が公表された。 

内容としては、設計基本条件、設計要領（連続照明、局部照明＜交差点、横断歩道＞、トンネル）、 

制御装置、モジュール性能、モジュールの寿命、ランニングコスト算出などの基準が記載されている。

その後、平成 27 年 4 月に内容の基準が改訂された。主な改定内容は、LED 照明器具の性能向上によ

る適用範囲の拡大であり、その対比表を表-5.1.2 に示す。 

 

            表-5.1.2 道路照明基準の主な改訂基準の比較 

平成23年　9月　公表 平成27年　4月　改訂
全体の適用範囲 道路照明 1～2車線の一般国道、高速自動車国道 3車線の一般国道、高速自動車国道を追加

トンネル照明 基本照明のみ適用 入口部・出口部照明の適用条件を追加
歩道照明 設計条件無し 歩道等の設計条件追加

・平均路面照度　　　　　：　5ｌｘ、10ｌｘ
・照度均斉度　　　　　 　：　0.2以上
・歩道幅員　　　　　　　　：　3.5ｍ
・片側配列、灯具間隔　：　30ｍ

道路照明 配光 カットオフ配光 セミカットオフ配光を追加
（カットオフ配光：自動車運転者に対するグレアを （セミカットオフ配光：自動車運転者に対するグレア
　　　　　　　　　　 厳しく制限した配光） 　　　　　　　　　　　　　をある程度制限した配光）

道路・トンネル照明 LEDモジュール色相関色温度 5,000K　～　7,000K 4,500　±　2,000K
器具性能の見直し LEDモジュールの寿命 光束が点灯初期の70％になった時点 光束が点灯初期の80％になった時点

基本照明のLEDモジュール・制御装置の定格寿命 60,000時間 90,000時間
入口部・出口部照明のLEDモジュール・制御装置の定格寿命 なし 75,000時間
制御装置の耐雷サージ性能（コモンモード） 4ｋV 15ｋV

項目

 

平成 27 年の改訂では、道路照明（3 車線の一般国道、国が管理する高速自動車国道）及びトンネル

入口部・出口部照明ならびに歩道照明への適用条件が追加され、道路における LED 照明の適用範囲が

拡大された。また、LED モジュールの色相関色温度についても見直しが行われ、寿命や耐雷サージに

ついても表に示す通り、詳細に決定された。 

  
5.2 電気事業法及び電気設備技術基準との関係 

電気事業法施行令第 1 条第 1 項三号に電気工作物から除かれる工作物として、「電圧 30V 未満の電

気設備であって、電圧 30V 以上の電気設備と電気的に接続されていないもの」と規定されている。LED

照明は直流 12V 等の低い電圧で点灯するため、電圧 30V 未満の電気設備であることから電気工作物の

分類に入らないと解釈されて、電気工事士以外でも工事ができると誤解されている場合がある。特に

制御装置（電源部）別置型で、複数の LED 器具に制御装置から電気を供給するような場合であって、

制御装置の電源が電力系統に直接接続されている場合は、制御装置の二次側回路の電圧 30V 未満でも、

電気工作物と見なされるので注意を要する。 
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図-5.2.1 に示すように、電気設備と見なされる場合と見なされない場合があるので、注意する。 

(a) バッテリー等で点灯する場合で電力系統から縁が切れている場合は電気工作物と見なされない。 

(b)電力系統から直接電気を受けるものは 30V 未満でも電気工作物になるため、工事においてこの点

を明確に理解し、電気設備の技術基準に従った適切な施工が要求される。 

(c)コンセントを介して接続する器具の場合でも、制御装置と器具間の配線接続工事は、電気工作物

に準じる扱いが必要であり、有資格者（電気工事士等）による施工が望ましい。 

また、制御装置（電源部）から照明器具までの配線は専用のコネクタ付ケーブルを使用するのが望ま

しいが、これ以外を使用する場合は 30V 未満の二次側回路であっても、メーカーが指定する電線・ケ

ーブル同等の性能を有するもの（例：器具内コード等で 0.75mm2 以上のサイズ）を使用し、配線分岐

箇所又は接続箇所はボックス内で圧着端子やコネクタ等を使用しておくことが安全性、メンテナンス

性を考慮した場合に望ましい。また制御装置一次側 AC 電源回路と二次側 DC 回路を誤って接続した

場合は機器の故障、損傷、火災の危険性があるので注意する。 

電源別置形の場合で、入力電圧が低圧の制御装置に D 種接地が必要になるが、照明器具には法規上

必要でない場合もある。しかし強電電線の近くに設置する場合などは混触による感電事故防止のため

接地を設けることが望ましい。 

最近 LED モジュールを組み込んだディスプレイやサイン灯での漏電・発煙事故等の報告がなされて

いるが、その中には電気工事の資格を持たず、電気に関する知識を持たない者が施工した例もあり、区

分を明確にして安全性を確保する必要がある。また、事務機メーカー等が提供する間仕切りパネル等

に、タスク照明として LED ランプを組込むケースがあるが、電気工作物であるか否かの区分を明確に

して対応する。 

 

5.3 電気用品安全法と LED ランプ・LED 照明器具に関する改正 

LED を利用した光源や照明器具は、白熱灯や放電灯（蛍光灯、HID など）とは点灯の原理、構造な

どが異なることから表-5.3.1 に示す「照明器具の形状・用途により分類される電気用品」については電

気用品の対象になるが、表-5.3.2 に示す「光源の種類により分類される電気用品」には該当しなかった。

このため安全性や品質性能が満たされていない製品が市場に流出する可能性があり、消費者側からは

安全・品質確保の観点から、メーカーからは安全設計の観点から法制度の整備が求められていた。 

図-5.2.1 電気事業法施行令と LED 照明
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このような背景を踏まえて関係機関などで検討が進められ、平成 23 年 7 月 1 日に電気用品安全法施

行令の改正※2が閣議決定され、LED ランプ及び LED 照明器具について規制対象品目として追加され

た。併せて、平成 24 年 1 月 13 日に電気用品の技術上の基準を定める省令及び電気用品安全法施行規

則が改正され、LED ランプ等の技術基準（解釈付）、施行規則（別表第二）、施行規則（別表第五）、

技術基準解釈（雑音の強さ）が定められた。 

これにより LED ランプと LED 照明器具の製造業者は、平成 24 年 7 月 1 日以降に製造又は輸入す

るものについては、技術基準に適合する製品を生産し、基準への適合を示す PSE マーク等（自主検査

のみで表示できる特定電気用品以外を対象とした丸形マーク）を製品に表示することになった。 

技術基準の改正概要は、共通事項として従来の照明器具と同じ基準の適用と、個別事項では「構造」、

「絶縁性能」、「平常温度上昇」等の事項の他、LED 特有の特性である長寿命などによる経年劣化や寿

命末期の安全性、ちらつきを無くす周波数などの基準が追加された。表-5.3.3 に電気用品の技術上の基

準を定める省令第一項基準の事項（別表第八）を、表-5.3.4 に LED ランプ及び LED 照明器具全般に

共通に追加された基準と解釈を示す。 

注記．※1 参考資料-3「事故事例等を受けた電気用品安全法の政省令改正について：経済産業省製品安全課」 

※2 参考資料-4「電気用品安全法施行令の一部を改正する政令について：経済産業省商務流通グループ

製品安全課」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.3.3 電気用品の技術上の基準を定める省令第一項基準の事項（別表第八） 

エル・イー・ディー・ランプ（ＬＥＤランプ） エル・イー・ディー・電灯器具（ＬＥＤ照明器具）

共通事項 (1) 材料
(2) 構造
(3) 部品及び付属品
(4) 消費電力等の許容差

(5) 雑音の強さ
(6) 電圧変動による運転性能
(7) 二重絶縁構造
(8) 漏えい電流測定
(9) 表示

個別事項 イ 構造
(イ)口金等の導電部は、銅又は銅合金であること。
(ロ)口金のかん合部の寸法は、JIS C 7709-1に適
合すること。

～（中略）～
(ニ)一般照明用に使用するエル・イー・ディー・ラン

プにあっては、光出力は、ちらつきを感じないもの
であること。
(ホ)供用期間中、発煙、発火等火災に関連する故

障が発生しない設計であること。
ロ 絶縁性能
ハ 口金の接着強さ

イ 構造
(イ)屋外用のものにあっては、防水構造であること。

～（中略）～
(ヌ)一般照明用として光源にエル・イー・ディーを使

用するものにあっては、光出力は、ちらつきを感じな
いものであること。
(ル)供用期間中、発煙、発火等火災に関連する故障
が発生しない設計であること。
ロ 絶縁性能

ハ 平常温度
ニ 熱変形
ホ 耐熱衝撃性
へ 機械的強度

表-5.3.1 照明器具の形状・用途で 
分類される電気用品 

電気用品名

電気スタンド

装飾用電灯器具

広告灯

ハンドランプ

庭園灯器具

充電式携帯電灯

表-5.3.2 光源の種類により分類される電気用品 

電気用品名 光源の種類

白熱電球 白熱電球

蛍光ランプ 蛍光灯

家庭用つり下げ形蛍光灯 蛍光灯

その他の白熱電灯器具 白熱電球

その他の放電灯器具 放電灯（蛍光灯、HID灯等）
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図-5.3.1 に今回拡張された範囲を示すが、「エル・イー・ディー・ランプ（LED ランプ）」について

は、「(10) 定格消費電力が 1W 以上のものであって、1 の口金を有するものに限る」※2、一方「エル・

イー・ディー・電灯器具（LED 照明器具）」については、「(12) 定格消費電力が 1W 以上のものに限り、

防爆型のものを除く」※4とあり、「ランプの入力電流が直流であるもの（AC／DC 変換の制御装置が非

内蔵のもの）」、「2 の口金を有する直管 LED ランプや環状形 LED ランプ」、「E39 口金のもの（家庭用

に販売されていないもの）」、「コネクタ接続であるもの（JIS C 7709-1 に規定される口金を有していな

い）」、「定格消費電力が 1W 未満のもの（政令指定外）」は対象とならない。これは、今回の狙いが急速

に家庭に普及している電球形 LED ランプだったことと、直管 LED ランプを対象にするためには、直

管特有の技術基準について検討が必要になることから今回の改正では対象外となった。 

しかし、直管 LED ランプを専用に使用する照明器具は「エル・イー・ディー・電灯器具」に含まれ

るとされ、電気用品に追加されることになったため、使用者によって直管ランプを取り付け、又は取り

外しができる器具については、省令第 1 項技術基準（参考資料-5「直管 LED ランプを専用に使用する

灯具に対する技術基準要求について」を参照されたい。）により、ランプの取替え時や清掃時の容易さ

や確実さ、並びに安全が確保できる構造であることが要求されている。尚、この技術基準に適合してい

ない器具や安全性について実証できない器具については、ランプを使用者により取り外せない構造に

することが要求されている。 

今回、電気用品安全法の規制対象品目として追加されなかった品目についても。経済産業省並びに

関係団体では、継続して電気用品安全法の適用対象とすべく準備が進められている。現段階では法規

制外でも、機種の選定に当たっては、関連する技術基準に準拠した製品の選定が必要であり、製造者の

安全基準、試験内容、性能評価データ等を確認することが重要である。国内の照明器具製造者の場合

は、従来 JIS 等の技術基準に準拠した試験が照明器具に実施されており、LED 照明についても準拠し

た試験がなされ、それを基に性能評価データが整備されていると考えても差し支えないが、照明器具

製造者以外の新規参入者又は規格の異なる海外等の製造者の場合には、第 3 者機関（JNLA 制度等で

認定された試験所・事業所）にて評価された性能評価データを提出させることも一つの方法である。 

注記．※4 電気用品安全法施行令別表第 2 第 9 号（10），(12)より引用。 

 
 
 
 

表-5.3.4 LED ランプ及び LED 照明器具全般に共通に追加された基準と解釈 

追加された基準 技術基準 解釈

光出力のちらつき
（フリッカー）対策

光出力はちらつきを感じないものである
こと。

繰り返し周波数が100Hz以上で光出力
に欠落がない、又は、繰り返し周波数が
500Hz以上のものは「ちらつきを感じな
いもの」と解釈

供用期間中、発煙
発火

供用期間中、発煙、発火等火災に関連
する故障が発生しない設計であること

過入力状態の試験及び外郭の耐火性に
合格するものであれば適合するものと解
釈

異常温度上昇 ランプ制御装置出力回路の露出充電部
を短絡したとき、器体外部に炎が出るこ
となく、木台の温度が160℃以下で、絶
縁抵抗が0.1MΩ以上であること※3

注記．※3 電気スタンドやハンドランプ等は、LED制御出力回路の直流低電圧が露出する場合が考えられ、筆記具や
ネックレス等によって。短絡してしまう状況を想定した試験に対応できること
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5.4 日本工業規格（JIS） 

LED 照明の正しい普及促進のためには、LED 光源・モジュール・電源・器具を開発する際に必要な、

既存光源や照明器具の評価と整合が可能な LED 向けの測定方法・安全基準・性能要求事項の整備が必

要であり、日本も経済産業省、照明関連 3 団体（日本照明工業会、照明学会、日本照明委員会）を中心

に基準・規格の策定を加速させる動きにある。 

表-5.4.1 に一般照明用 LED 光源、制御装置及び LED 照明器具を対象とした発行済み JIS 規格の一

覧を、表-5.4.2 に発行予定の JIS 規格の一覧を示すが、LED 光源、制御装置及び LED 照明器具に関

する安全仕様や性能要求事項等、器具及びランプとして必要な基本事項が規定されており、他の JIS

製品規格についてもほぼ規格化されてきている。 

また、一部の JIS を高機能化する動きがでてきている。この高機能化とは、これまでの JIS は最低

限守るべき規格であったが、一部の分野で従来よりも高いレベルが求められ、製品の差別化を図るこ

とが我が国の製品の競争力強化に資すると考えられるからである。これを促進するためには、より高

い品質、性能を持つ製品や技術を評価する基準を付加的に JIS に盛り込むこと（高機能化）が適切な

分野においては、当該 JIS の制定や改正を促進する。 

 

図-5.3.1 電子発光体照明器具（エル・イー・ディー・照明器具）
と電気用品安全法の従来の範囲と今回（平成 23 年 7 月）拡張された範囲
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規　格 規　格　名　称 規定（改正）

JIS C 7550 ランプ及びランプシステムの光生物的安全性 2011.12.20

JIS C 7550（追補1） ランプ及びランプシステムの光生物的安全性 2014.3.20

JIS C 7709-0
電球類の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性

第0部　電球類の口金・受金及びそれらのゲージ類の総括的事項（追補4）
2012.1.20

JIS C 7709-1～3

追補5
電球類の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性

第1～3部　口金、受金、ゲージ
2012.1.20

JIS C 7709-1～3

追補7
電球類の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性

第1～3部　口金、受金、ゲージ
2013.11.20

JIS C 7709-1～3

追補8
電球類の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性

第1～3部　口金、受金、ゲージ
2014.11.20

JIS C 7709-1～3

追補9
電球類の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性

第1～3部　口金、受金、ゲージ
2015.7.21

JIS C 7801
一般照明測光法　（照明用途の発光ダイオードＬＥＤは除く）

2012.6｡20

JIS C 7801追補2
一般照明測光法　（照明用途の発光ダイオードＬＥＤは除く）

2014.3.20

JIS C 8147-1 ランプ制御装置-第1部：通側及び安全性要求事項 2012.2.24

JIS C 8147-2-7 ランプ制御装置-第2-7部：非常時照明用制御装置の個別要求事項 2014.11.20

JIS C 8147-2-13
ランプ制御装置-第2～13部　直流又は交流電源用ＬＥＤモジュール用制御装置の

個別要求事項(安全規格）
2014.2.20

JIS C 8152-1 照明用白色発光ダイオ－ドの測光方法-第1部　ＬＥＤパッケージ 2012.6.20

JIS C 8152-1

追補1
照明用白色発光ダイオ－ドの測光方法-第1部　ＬＥＤパッケージ 2014.3.20

JIS C 8152-2
照明用白色発光ダイオードの測光方法

第2部　ＬＥＤモジュール及びＬＥＤライトエンジン
2012.6.20

JIS C 8152-2

追補1
照明用白色発光ダイオードの測光方法

第2部　ＬＥＤモジュール及びＬＥＤライトエンジン
2014.3.20

JIS C 8152-3 照明用白色発光ダイオード（ＬＥＤ）の測光方法-第3部：光束維持率の測定方法 2013.7.22

JIS C 8153 ＬＥＤモジュール用制御装置-性能要求事項 2015.10.20

JIS C 8154 一般照明用ＬＥＤモジュール-安全仕様 2015.10.20

JIS C 8155 一般照明用ＬＥＤモジュール-性能要求事項 2010.9.21

JIS C 8156 一般照明用電球形ＬＥＤランプ（電源電圧50Ｖ超過）-安全仕様 2011.2.21

JIS C 8157 一般照明用電球形ＬＥＤランプ（電源電圧50Ｖ超過） 2011.12.20

JIS C 8158 一般照明用電球形ＬＥＤランプ（電源電圧50Ｖ超過） 2012.11.20

JIS C 8159-1 一般照明用ＧＸ16ｔ-5口金付直管ＬＥＤランプ-第1部:安全仕様 2013.4.22

JIS C 8159-2 一般照明用ＧＸ16ｔ-5口金付直管ＬＥＤランプ-第2部:性能要求事項 2013.12.20

表-5.4.1 一般照明用 LED 光源、制御装置及び LED 照明器具発行済み JIS 規格一覧 
（１）LED 光源及び LED 制御装置関連      
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（２）LED 照明器具関連 

 

 

また、LED 照明器具は JIS C 61000-3-2(2011)「電磁両立性－第 3-2 部：限度値－高調波電流発生限

度値（1 相当たりの入力電流が 20A 以下の機器）」に適用される機器に該当し、この規格ではクラス C

に分類される。クラス C では有効入力電力が 25W を超える機器を対象とした高調波電流発生限度値

規　格 規　格　名　称 規定（改正）

JIS C 8105-1 照明器具-第1部：安全性要求事項通則 2017.3.21

JIS C 8105-1

追補1
照明器具-第1部：安全性要求事項通則 2013.11.20

JIS C 8105-2-1 照明器具-第2-1部：定着灯器具に関する安全性要求事項 2017.3.21

JIS C 8105-2-2 照明器具-第2-2部：埋込み形照明器具に関する安全性要求事項 2014.12.20

JIS C 8105-2-3 照明器具-第2-3部：道路および街路照明器具に関する安全性要求事項 2011.9.20

JIS C 8105-2-4 照明器具-第2-4部：一般用移動灯器具に関する安全性要求事項 2017.3.21

JIS C 8105-2-5 照明器具-第2-5部：投光器に関する安全性要求事項 2017.3.21

JIS C 8105-2-7 照明器具-第2-7部：可搬形庭園灯器具に関する安全性要求事項 2017.1.20

JIS C 8105-2-8 照明器具-第2-8部：ハンドランプに関する安全性要求事項 2017.3.21

JIS C 8105-2-9

追補1
照明器具-第2-9部：写真および映画撮影用照明器具に関する安全性要求事項（アマチュア用） 2017.3.21

JIS C 8105-2-12 照明器具-第2-12部：電源コンセント取付形常夜灯に関する安全性要求事項 2014.12.22

JIS C 8105-2-13 照明器具-第2-13部：地中埋込み形照明器具に関する安全性要求事項 2014.12.22

JIS C 8105-2-17

追補1
照明器具-第2-17部：舞台照明、テレビ、映画及び写真スタジオ用照明器具に関する安全性要

求事項
2017.3.21

JIS C 8105-2-19 照明器具-第2-19部：空調照明器具に関する安全性要求事項 2017.3.21

JIS C 8105-2-22 照明器具-第2-22部：非常時用照明器具に関する安全性要求事項 2014.11.20

JIS C 8105-3 照明器具-第3部：性能要求事項通則 2011.12.20

JIS C 8105-5 照明器具-第5部：配光測定方法 2011.12.20

JIS C 8105-5

追補1
照明器具-第5部：配光測定方法 2014.3.20

JIS C 8106 施設用LED照明器具・施設用蛍光灯器具 2015.10.20

JIS C 8112 LED卓上スタンド・蛍光灯卓上スタンド（勉学用・読書用） 2014.8.20

JIS C 8113 投光器の性能要求事項 2015.10.20

JIS C 8115 家庭用LED照明器具・家庭用蛍光灯器具 2014.8.20

JIS C 8121-2-2
ランプソケット類-第2-2部：プリント回路板ベースＬＥＤモジュール用コネクタに関する

安全性能要求事項
2009.3.20

JIS C 8121-2-3
ランプソケット類-第2-3部：直管LEDランプソケット（ＧＸ16ｔ-5）に関する

安全性要求事項
2015.3.20

JIS C 8131 道路照明器具 2013.11.20

表-5.4.2 一般照明用 LED 光源、制御装置及び LED 照明器具 発行予定 JIS 規格一覧 

規　格 規　格　名　称

JIS C 8105-2-20 照明器具-第2-20部：ライティングチェーンに関する安全性要求事項

JIS C 8105-2-21 照明器具-第2-21部：ロープライトに関する安全性要求事項

JIS C 8156 一般照明用電球形ＬＥＤランプ（電源電圧50Ｖ超）-安全仕様
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が示されている。 

注記．※5 電球形 LED ランプは既存の白熱電球に代替して使用することができ、簡便さから普及が進んでいる

が、配光が白熱電球と異なる事などから、白熱電球と完全互換ができない製品が存在しており、混乱を避け

るため形式ら性能表示等の統一が必須であるとし、(一社)日本照明工業会では、平成 22 年 7 月 16 日に

「JEL800：電球形 LED ランプの形式付与方法」と「ガイド-008：電球形 LED ランプ性能表示等のガイド

ライン」を制定した。 

注記．※6 JIS C 8158 は、この規格及びガイドが JIS 化されたものである。また、JIS C 8159-1 は (一社)日本

照明工業会が工業会規格 JEL801 を基に 2013 年 4 月 22 日に JIS 化したものである。 

 

(一社)日本電設工業協会としては、LED 照明に関する事項について、国が定める工業標準（規格）

としての日本工業規格（JIS）を統一的な安全、性能、品質、環境等に於ける重要な工業標準（規格）

として捉えている。LED 照明に関する JIS については現在かなり整備されてきており、表-5.4.1 及び

表-5.4.2 のように JIS には安全性能事項と性能要求事項が記載されているので、関連する事項を遵守

し施工に当たって頂きたい。 

 

5.5 製品試験所登録制度 

 LED ランプ及び LED 照明器具の適切な普及が行われ

るためには、明るさ（光束）や演色性などの光性能が、正確

に測定され正しい性能が消費者に伝わることが重要である。

従来光源（電球、蛍光灯類）の場合は、ガラス加工技術や内

部を真空にする技術が必要であり、限られたメーカーで製造

されていた。そのため製造業者内で測光技術が伝承されてお

り、ある精度に収まっていたが、LED の場合は照明の知識

がなくても照明器具を製作できるため、測光技術の無い事業

者が測定を行うことがあり、ばらつきが大きくなる場合があ

った。したがって、性能表示の中には実態と乖離した性能表

示の商品が市場に流れ込むケースがあった。 

正しい光の測定には、図-5.5.1 に示す積分球などの測定装

置を整備するだけでは不十分であり、測定技能や試験実施方

法の妥当性が公的機関により認定された試験施設が必要で

ある。そのため、（一社）日本照明工業会では JNLA 認定性

能試験所制度ならびに JLMA 日本照明工業会指定試験所制

度の確立と JNLA 試験データの活用を奨めている。ここで

は、以下にこの２つの制度について述べる。 

 

5.5.1 JNLA 認定性能試験所制度（Japan National Laboratory Accreditation system） 

JNLA 制度とは、工業標準化法に基づく製品試験を行う者（試験所）を対象とした登録制度で、工業

標準化法第 57 条に規定する国際標準化機構及び国際電気標準会議が定めた試験所に関する基準

（ISO/IEC 17025（JISQ17025）)を用いて、試験事業者の登録を行うものである。JNLA 制度で登録

された試験事業者は、試験を実施するのに必要な技術能力を有していることを評価・確認されたとし

て、JNLA 標章付き試験証明書・成績書を発行することができる。※7、※8 

2017 年 10 月現在、JNLA 制度に基づいて、JISC7801（電球形 LED ランプ）等の光性能試験を実

施できる試験所として、表 5.5.4 に示す 18 機関が独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）認定

センター（IAJapan）より認定されている。 

図-5.5.1 全光束測定装置（積分球） 
（一社）日本照明工業会資料より 
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注記．※7 トップランナーの判断基準となるエネルギー消費効率に用いられる全光束及び消費電力の測定につ

いては、工業標準化法第 57 条第 1 項の規定に基づき登録を受けた JNLA に登録された登録試験事業者

の測定によるとされている。 
※8 エコマーク商品認定基準の環境に関する基準と証明方法の中で、ランプ効率については、※4 同様

に JNLA に登録された登録試験事業者による試験結果の提出が求められている。 
表-5.5.4 照明用 LED 製品の光測定に対する JNLA 登録試験事業者  

 
 
5.5.2 日本照明工業会（JLMA）指定試験所制度 

LED照明製品の適切な普及のためには、照明環境に不可欠な光性能（明るさ(全光束)や演色性など)

を正確に測定し、正しい性能を消費者に提示することが重要である。 

そこで、LED製品の品質を確保する仕組みとして、測光能力を有する試験所を明確にし，性能要求

事項の適合性評価など適正な試験サービスの提供と，試験結果を共有できる事業環境の醸成を目的に、

日本照明工業会内に工業会指定試験所制度を発足させた。 

この制度の運営組織は、工業会指定試験所制度に関する規則を基に、申請試験事業者の工業会指定

認可を判定する中立者で構成された工業会指定試験所委員会と，測光能力を確認する技能試験等の計

画・実施、及び総合判定結果の同上委員会への上程を担当する専門家で構成された工業会指定試験所

分科会で成り立っている。 
2017 年 10 月現在、表 5.5.5 に示す合計 18 機関が工業会指定試験所として指定されている。日本照

明工業会では、今後ともより良い LED 照明製品が普及するよう指定試験所の増強に向けて支援活動を

登録番号 登録年月日 試験事業所の名称 登録区分の分野

110324JP 平成23年12月16日 パナソニック株式会社　エコソリューションズ社 電気

120336JP 平成24年11月21日 東芝ライテック株式会社 電気

Z80112JP 平成25年4月12日 一般財団法人電気安全環境研究所　横浜事業所 電気

130345JP 平成25年10月4日 大塚電子株式会社 電気

140357JP 平成26年6月23日 徳島県立工業技術センター 電気

Z80115JP 平成26年8月4日 一般財団法人日本品質保証機構 北関西試験センター 電気

140359ＪＰ 平成26年10月27日 日本電気計器検定所 電気

140360ＪＰ 平成26年10月27日 三菱電機照明株式会社 電気

140361ＪＰ 平成26年10月27日 地方独立行政法人　東京都立産業技術研究センター 電気

150364ＪＰ 平成27年3月30日 地方独立行政法人　大阪市立工業研究所 電気

150371JP 平成27年4月22日 日立アプライアンス株式会社 電気

150372JP 平成27年7月3日 株式会社遠藤照明 電気

160377JP 平成28年6月1日 日亜化学株式会社 電気

000135JP 平成29年2月1日 株式会社コスモス・コーポレイション松坂事業所 電気

170380JP 平成29年3月22日 オーデリック株式会社　品質管理部　光特性分析係 電気

170382JP 平成29年5月8日 アイリスオーヤマ株式会社　試験評価センター測光試験所 電気

170387JP 平成29年7月19日 星和電機株式会社　生産本部　照明事業部　光学試験所 電気

170390JP 平成29年10月4日 岩崎電気株式会社　評価試験センター 電気
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動を継続していく。             

また、JNLAの登録試験事業者は経済産業省から移管された独立行政法人製品評価機構のIAJapanが

認定した事業者であり、工業会指定試験所はあくまで日本照明工業会として指定した試験所である。

トップランナーなどの試験評価は18のJNLA登録試験事業者にしかできない。日本照明工業会として

は、2020年にはJNLA登録試験事業者を20社程度に増やしていく予定である。 

2017年10月現在、照明器具製造業者としてJNLAの登録試験事業者に認定されているのは、表-

5.5.4に示すパナソニック、東芝ライテック、三菱電機照明など10社のみである。JNLAの登録試験事

業者や工業会指定試験所に認可されていない製造業者は各社独自で品質検査試験をしたり、都立産業

研究所や工業会指定試験所に検査を依頼しているのが実状である。現在、他の製造業者も工業会指定

試験所としての認可取得を目指している。 

表-5.5.5 日本照明工業会指定試験所 

5.6 日本照明工業会（JLMA）の規格       

5.6.1 一般照明用LED光源類及び器具類共通 発行済みJLMA規格 

日本照明工業会はJLMA500（LED関連試験規格のJNLA認定技術基準）を平成25年11月8日に制定

指定番号
（試験所番号）

指定年月日 試験所の名称
外部への試験
サービス提供

JLMA131001 2013年10月17日 東芝ライテック株式会社 ○（受付ける）

JLMA131002 2013年10月17日 パナソニック株式会社 ○（受付ける）

JLMA131003 2013年10月17日 一般財団法人電気安全環境研究所　横浜事業所 ○（受付ける）

JLMA131004 2013年10月17日 大塚電子株式会社　光計測評価センター ○（受付ける）

JLMA140201 2014年2月19日 岩崎電気株式会社 ☓（受付けない）

JLMA140501 2014年5月21日 日亜科学工業株式会社 ○（受付ける）

JLMA140801 2014年8月20日 地方独立行政法人　東京都立産業技術研究センター ○（受付ける）

JLMA141101 2014年11月19日 徳島県立工業技術センター ○（受付ける）

  JLMA150201 2015年2月18日 一般財団法人日本品質機構　北関西試験センター ○（受付ける）

JLMA150202 2015年2月18日 日本電気計器検定所 ○（受付ける）

JLMA150501 2015年5月20日 地方独立行政法人　大阪産業技術研究所森之宮センター ○（受付ける）

JLMA150502 2015年5月20日 日立アプライアンス株式会社 ☓（受付けない）

JLMA150801 2015年8月19日 株式会社遠藤照明 ☓（受付けない）

JLMA150802 2015年8月19日 三菱電機照明株式会社 ☓（受付けない）

JLMA151101 2015年11月25日 オーデリック株式会社 ☓（受付けない）

JLMA160801 2016年8月17日 コイズミ照明株式会社 ☓（受付けない）

JLMA161101 2016年11月22日 星和電機株式会社 ☓（受付けない）

JLMA170501 2017年5月10日 株式会社コスモス・コーポレイション ○（受付ける）
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した。                      

表-5.6.1 一般照明用LED光源類及び器具類共通 発行済みJLMA規格 

 

これは、JNLA認定審査で用いる技術基準のうち、下記の補足事項を規定したものである。なお、

この基準で補足する内容は、試験規格の適用範囲、試験装置の仕様、試験方法、試験結果の記載方法

などを含む。 

JISC7550   ランプ及びランプシステムの光生物学的安全性 

JISC7801   一般照明用光源の測光方法 

JISC8105-5  照明器具―第5部：配光測定方法 

JISC8152-1  照明用白色発光ダイオード（LED）の測定方法―第1部：LEDパッケージ 

JISC8152-2  照明用白色発光ダイオード（LED）の測定方法―第2部：LEDモジュール及び 

LEDライトエンジン 

5.6.2 日本照明工業会 照明器具類関係規格（JIL）の規格  

日本照明工業会はJLMA規格に引き続き、照明器具類関係規格JIL7002（ランプ及び制御装置・製

品アセスメントマニュアル）を平成29年3月10日に制定した。       

   表-5.6.2 照明器具類関係規格 発行済みJIL規格 

 

5.7 日本照明工業会光源類規格（JEL）及びガイドライン 

LED ランプが発展し、より良い視環境が実現されるためには、LED ランプそのものの性能改善も重

要だが、安易に従来のランプに置換えられるのではなく、LED ランプがその特長を存分に生かし、安

全且つ適切に活用されることが重要であるとし、 (一社)日本照明工業会では、照明関係団体と協力し

て安全性や品質性能に関する基準、測定の基準等、JIS 原案作成に力を注ぐと共に工業会規格並びにガ

イドラインを整備してきた。表-5.7.1 に発行済の一般照明用 LED 光源、制御装置及び LED 照明器具

の工業会規格を、表-5.7.2 にガイドラインを示す。   

表-5.7.1 一般照明用 LED 光源、制御装置及び LED 照明器具 発行済み JEL 規格一覧 

 

 

規格番号 規　格　名　称 制定（改正）

JLMA　500 LED関連試験規格のJLNA認定技術基準 2014.10.24

規格番号 規　格　名　称 制定（改正）

ＪＩＬ　7002 ランプ及び制御装置・製品アセスメントマニュアル 2017.3.10

規格番号 規　格　名　称 制定（改正）

ＪＥＬ　600追補1 光源製品の正しい使い方と表示方法 2017.3.10

ＪＥＬ　601 光源製品の安全確認試験通則 2016.2.12

ＪＥＬ　801（追補1） 一般照明用ＧＸ16ｔ-5口金付直管ＬＥＤランプシステム 2016.2.12

ＪＥＬ　802（追補1） 一般照明用Ｒ4口金付直管ＬＥＤランプシステム 2016.2.12

ＪＥＬ　803－１（追補１） GZ16口金付制御装置内蔵形直管ＬＥＤランプ（一般照明用）ー第1部安全仕様 2014.7.11

ＪＥＬ　803－2（追補１） GZ16口金付制御装置内蔵形直管ＬＥＤランプ（一般照明用）ー第2部性能要求事項 2014.7.11

ＪＥＬ　803－2（追補２） GZ16口金付制御装置内蔵形直管ＬＥＤランプ（一般照明用）ー第2部性能要求事項 2016.2.12

ＪＥＬ　907（追補1） 電球類の口金、受金及びそれらのゲージ 2014.3.20
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表-5.7.2 一般照明用LED光源、制御装置及びLED照明器具 発行済みガイドライン一覧 

 

 

5.7.1 日本照明工業会光源類規格（JEL  801） 

－一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ランプシステム－ 

従来の G13 タイプの口金を使用する直管 LED ランプは、ランプの誤装着時のトラブルや器具改造

後の互換性の問題などを有している。ヨーロッパにおいて改造を要しない磁気式スタータ形蛍光灯を

代替対象とした直管 LED ランプ規格化の検討が進められているが、日本は磁気式ラピッドスタート形

や電子式が主流であるため、この規格を無条件で取り入れると、安全上の重大な障害となる可能性が

高い。従って(一社)日本照明工業会では、誤使用時の危険を無くすと共に、先行的に標準化を進めると

して、直管 LED ランプに関する日本照明工業会規格 JEL801 一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ラ

ンプシステム―を制定/改正した。 

この規格は、従来から使用していた G13 タイプの口金に変えて、新たに LED ランプ向け口金とし

て L 形ピン口金 GX16t-5 を規格化したもので、図-5.7.1 に示すように L 形ピン口金 GX16t-5 は G13

タイプの口金とは形状が異なり、片方にしか給電端子を備えてなく、他方は接地端子になっている。従

って、誤挿入の恐れが無く、LED ランプ専用として作られたものである。JEL801 の規格で求められ

ている直管 LED ランプ、制御装置及びソケットに対する安全性、互換性及び性能についての要求事項

の概要は次のとおりである。

 

(1) ランプの要求事項 

1) 周囲温度が 10～50℃の範囲で正常に動作すること。 

2) ランプの制御装置は内蔵されていないこと、ランプへの給電は直流定電流であること。 

3) ランプの口金と対になるソケットはランプ落下防止の機能を備えたものとすること。 

ガイド番号 規　格　名　称 制定（改正）

ガイドＢ　005 ランプ及び制御装置・製品アセスメントマニュアル 2014.3.20

ガイドＢ　008 電球形ＬＥＤランプ性能表示等のガイドライン 2013.7.12

ガイド　010 直管ＬＥＤランプ性能表示等のガイドライン 2012.10.5

ガイドＢ　011 高品質照明用ＬＥＤ光源の性能要求指針 2014.7.11

ガイドＡ　102 照明器具の銘板等の表示 2013.11.8

ガイドＡ　134 ＬＥＤ照明器具性能に関する表示についてのガイドライン 2013.7.12

ガイドＡ　137-3 高品質ＬＥＤ防犯灯の性能要求指針 2014.4.18

図-5.7.1  GX16t-5 付直管 LED ランプシステムの形状
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4) 通電用の口金以外の露出している金属部分には接地できる機能を備えていること。 

 

(2) ランプの安全性要求事項 

1) ランプには JEL907※9に規定する口金を使用し、互換性を確保する。 

注記．※9 日本照明工業会規格 JEL907 は「電球類の口金・受金及びそれらのゲージ」に関する規格

を示し、GX16t-5 の口金・受金及びそれらのゲージについて規定する。 

2) 口金には 1.0Nm のねじりモーメントを加えた場合 6 度を超えて回らないことや、ランプの

質量は 500g を超えないことなど、構造と接合について規定した。 

3) 周囲温度差 50K（絶対温度）における熱収縮変化は 2.0mm 以下であり、自重によるたわみ

は中央部で 10mm 以下と熱収縮及びたわみについても規定した。 

4) その他、ランプの感電保護、高湿放置後の絶縁抵抗及び耐電圧性、耐熱性、耐燃焼性など、

安全性を重視した事項を規定した。 

(3) ランプの性能要求事項 

1) ランプの演色性は、JIS Z 9112 の演色評価数の規定に適合すること。 

2) ランプ配光は下方立体角 120°の範囲に 70%を超えて光束を集中させないこと。 

3) その他、始動特性、電気特性について、1)・2)以外の光学特性などを規定した。 

(4) 制御装置の要求事項 

1) 出力電流波形について、ランプ電流波形のリップル率は 1.3 未満とし、波形の周波数は 100Hz

以上であると規定した。 

2) 定格入力電圧の一定の変動に対して、ランプ出力電流の変動は定格値の±20%未満であること

と規定した。 

表-5.7.3 に、一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ランプシステムの要求事項を数値にまとめたも

のを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.7.3 日本照明工業会光源類規格 JEL 801
「一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ランプシステム」の概要 

項目 内容 項目 内容

全光束 2,300lm以上 ランプ電圧 95V（最大）～45V（最小）

演色性（Ra） 80以上 最大ランプ電力 33.3W

配光 120°以内の光束が70%未満 給電部口金 GX16t-5

ランプ電流 DC330mA 機械的保持 GX16t-5及び接地端子
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5.7.2 日本照明工業会光源類規格（JEL 802） 

－一般照明用 R4 口金付直管 LED ランプシステム－ 
図-5.7.2 に示すランプシステムは、直管 LED ランプを固定するためのものとして、両端部に従来

の蛍光ランプ用 G13 口金部（ソケット部）をそのまま使用し、給電ケーブルから通電する「外部給
電方式」を採用している。DC 電源非内蔵タイプに属し、電源と直管 LED ランプを専用のコンタク
ト口金で接続し給電する方式である。既存の G13 口金部はランプの支持のみに使用するため、ラン
プ誤装着での感電や短絡などの事故には繋がらない。このシステムは G13 口金部（ソケット部）の
改造を伴わず、そのまま G13 口金を使用することができ改造も簡単である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 給電部口金及び機械的保持 

給電部口金に専用のコネクタであるくぼみ形コンタクタ口金 R4 を使用し、既存の G13 口金はラ

ンプの機械的保持に使用する。 

(2) ランプの要求事項、安全性要求事項、性能要求事項、及び制御装置の要求事項 

各要求事項については、5.7.1(1)～(4)に記載の L 形ピン口金 GX16t-5 付直管形 LED ランプシス

テム（一般照明用）と同じ要求事項に適合することが求められている。 

表-5.7.4 に、一般照明用 R4 口金付直管 LED ランプシステムの要求事項を数値にまとめたものを示

す。直管 LED ランプについては、この規格以外でも、安全性・互換性が確保されれば、日本照明工業

会規格として標準化することを認めており、今後複数の方式が提案されることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.7.3 電球形 LED ランプの形式付与方法及び電球形 LED ランプ性能表示等のガイドライン 

電球形 LED ランプは、既存の白熱電球、電球形蛍光ランプなどの代替として使用することができ、

省エネルギーと長寿命化が実現できるので、手軽な省エネルギー手法として急速に普及が進んでいる。

しかし、仕様や性能表示が各メーカーで異なるなどの問題が存在し、現状では消費者に解りにくい状

態である。 (一社)日本照明工業会では、電球形 LED ランプの性能表示などがまちまちで消費者が正し

表-5.7.4 日本照明工業会光源類規格 JEL 802
「一般照明用 R4 口金付直管 LED ランプシステム（一般照明用）」の概要 

項目 内容 項目 内容

全光束 2,300lm以上 ランプ電圧 95V（最大）～45V（最小）

演色性（Ra） 80以上 最大ランプ電力 33.3W

配光 120°以内の光束が70%未満 給電部口金 R4

ランプ電流 DC330mA 機械的保持 G13形状

図-5.7.2 一般照明用 R4 口金付直管 LED ランプシステムの形状 

出典：日本照明工業会規格 JEL802 より 
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く認識出来ず、混乱を招くのを避けるため、工業会規格 JEL800 及び工業会ガイド-008 を平成 22 年

7 月 16 日に制定した。ガイド-008 については、LED ランプの急速な市場展開に合わせて平成 25 年 7

月 12 日に改正した。要点は次の 3 点である。 

1) 光源としての性能を明確に表示する。 

2) 白熱電球など代替表示の条件を定める。 

3) 他の光源や照明器具との比較表示するためのルールを定める。 

 

(1)  電球形 LED ランプの形式付与方法 JEL800 

(一社)日本照明工業会では、各社の電球形 LED ランプが市場にスムーズに受け入れられるために

は、形式の統一が不可欠として、工業会規格として定め、ランプの形式付与方法について規定した。

その概要を表-5.7.5 に示す。なお、JEL800 は JISC8157 制定と同時に廃止となった。 

 

 

 

(2) 電球形 LED ランプ性能表示等のガイドライン 日本照明工業会ガイド-008 

このガイドラインは、電球形 LED ランプの性能表示、代替表示及び比較表示の方法を統一するこ

とによって、消費者に電球形 LED ランプの正しい認識と選択を容易にすることを目的に制定するも

のであり、一般照明用電球代替するものについては。JIS C 7501 の白色仕上げタイプ及びそれを補

完するために追加した市販ランプの定格初光束以上であるものに対しては、例えば「電球○○W 相

当」などと表示することができると定められた。表-5.7.6 に一般照明用電球や小形一般照明用電球及

びボール電球の代替ランプに対し適用する表示区分を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.7.5 日本照明工業会規格 JEL 800 電球形 LED ランプの形式付与方法 
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5.7.4 高品質照明用 LED 光源の性能要求指針（日本照明工業会ガイド-B011） 

直管 LED ランプや電球形 LED ランプの中には、性能が十分でない製品も存在し、このため日常生

活の安全性や作業性を損なう危険性があるとして、(一社)日本照明工業会では、「高品質照明用 LED 光

源の性能要求指針」を平成 26 年 7 月 11 日に制定した。この指針は LED 光源の性能を確保するため

の要求事項を定めたものであり、直管 LED ランプと電球形 LED ランプ各々の次の事項に対して性能

要求事項が定められている。 

1）適用範囲 

2）性能項目及び要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3） 性能項目を確認するための試験規格及び参照規格 

4） 必要に応じて指定する試験条件 

5） 試験の合否を判定するための、試料数及び合格基準 

6）試験の実施主体※10 

性能要求指針の詳細については、「高品質照明用 LED 光源における性能要求指針（PDF）」が JLMA

のホームページに公開されているので参照されたい。 

注記．※10 工業標準化法第 57 条第 1 項の規定に基づく JNLA 試験機関データ（5.4 項参照。）によることと

している。但し、現在 JNLA 試験機関が整備中であるため暫定措置として、（一社）日本照明工業会が指

性能項目 直管LEDランプ 電球形LEDランプ

ランプ効率 80ﾙｰﾒﾝ／W 70ﾙｰﾒﾝ／W

全光束
40形 2,300ﾙｰﾒﾝ
20形 1,000ﾙｰﾒﾝ

JIS C 8158の附属書Bに規定した定格
光束に適合すること

光源色の区分
JIS Z 9112で規定する色区分のうち、
D,N,W,WW,L

←

演色性
平均演色評価数Raは80
特殊演色評価数R9は0以上が望ましい

←

寿命
定格寿命 40,000時間
但し、定格の1/4の点灯時間で、光束維持
率が91.5%

←

安全性
JEL 801
JIS C 8159-1又はJEL 802に適合すること

JIS C 8156に適合すること

表-5.7.6 一般照明用電球、小形一般照明用電球及びボール電球代替表示区分 

一般照明用電球代替表示区分
（JIS C 7501／口金E26）

小形一般照明用電球代替表示区分
（JEL 118／口金E17）

ボール電球代替表示区分
（JIS C 7530）

区 分 定格初光束 区 分 定格初光束 区 分 定格初光束

電球20形相当 170 lm 小形電球25W形相当 230 lm ボール電球25W形相当 180 lm

電球30形相当 325 lm 小形電球40W形相当 440 lm ボール電球40W形相当 400 lm

電球40形相当 485 lm 小形電球50W形相当 600 lm ボール電球60W形相当 700 lm

（電球50形相当） 640 lm 小形電球60W形相当 760 lm ボール電球100W形相当 1,340 lm

電球60形相当 810 lm 小形電球75W形相当 1,000 lm

（電球80形相当） 1,160 lm 小形電球100W形相当 1,430 lm

電球100形相当 1,520 lm

（電球150形相当） 2,400 lm

（電球200形相当） 3,330 lm
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定する試験機関データによることができるとしている。 

5.8 不当景品類及び不当表示防止法について 

不当景品類及び不当表示防止法（略称：景品表示法）第 6 条の規定に基づく消費者庁の措置命令が

平成 24 年 6 月 14 日に、電球形 LED ランプ 12 社の 54 製品に対して出された。消費者庁が景品表示

法違反と認定した商品パッケージは、白熱電球の「60W 形相当」などと表記しているにもかかわらず、

実際の明るさが足りないことが判明したもので、同庁と公正取引委員会による合同調査によるもので

ある。このように、不当表示品が市場に出回らないようにするための措置も進んでいる。 

 

5.9 LED 照明器具の導入促進に関する法律 

5.9.1 低炭素投資促進法 

「エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律」で低炭素型製品の開発・

製造を行う事業者に対する㈱日本政策金融公庫を活用した低利・長期の資金供給と、中小企業がリー

スによるエネルギー環境適合品の導入を行いやすくするために、新たな保険制度の創設を講じるもの

であり、平成 22 年 5 月に制定された。この法律の第 2 条 3 項各号のエネルギー環境適合品（告示）の

3 項四号に発光ダイオードを光源とする照明装置が規定されている。 

しかし、現在は低炭素促進法による LED 照明に関する補助は、再生可能エネルギ―、スマートマン

ションへの MEMS 導入、次世代自動車充電インフラ整備等への補助に移項されてきている。 

 

5.9.2 グリーン購入法 

グリーン購入法は循環型社会を形成するためには、再生品等の供給面の取組みに加えて、需要面か

らの取組みが必要であるという観点から、平成 12 年 5 月に循環型社会形成推進基本法に基づき「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律」として制定され、平成 13 年 4 月 1 日に施行された法

律である。そして、平成 28 年 2 月には「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」が策定された。

この基本方針は、国および独立行政法人が環境負荷の低減に資する原材料、部品、製品及び役務の調達

を総合的かつ計画的に推進するための基本的事項を定めるものである。その特定調達品目には、照明

器具では蛍光灯照明器具に加えて LED 照明器具、LED を光源とした内照式表示灯及びランプでは電

球形状のランプが加えられた。また、公共工事では道路照明に LED 道路照明が追加された。その判断

基準は以下のとおりである。 

(1) LED 照明器具 

1) 固有エネルギー消費効率が表-5.10.1 に示された基準を満たすこと。 

2) 演色性は平均演色評価数 Ra が 80 以上であること。ただし、ダウンライト及び高天井器具

の場合は平均演色評価数 Ra が 70 以上であること。 

3) LED モジュールの寿命は 40,000 時間以上であること。 

4) 特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質の含有情報がウェブサ

イト等で容易に確認できること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.9.1 LED 照明器具に係る固有エネルギー消費効率の基準

 

光 源色 固有エネルギー消費効率

昼 光色・昼 白 色・白 色 110lm/W以上

温 白色・電 球色 75lm/W以上
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(2) 電球形 LED ランプ 

1)ランプ効率が表-5. 9.2 に示された光源色の区分ごとの基準を満たすこと。ただし、ビーム開

きが 90 度未満の反射形タイプの場合はランプ効率が 50 lm／W 以上であること。 

2)演色性は平均演色評価数 Ra が 70 以上であること。 

定格寿命は 40,000 時間以上であること。ただし、ビーム開きが 90 度未満の反射形タイプ

の場合は 30,000 時間以上であること。 

 

 

 

(3) LED を光源とした内照式表示灯 

1)  定格寿命は 30,000 時間以上であること。 

2) 特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質の含有情報がウェブサ

イト等で容易に確認できること。 

対象となる LED 照明器具は、照明用白色 LED を用いた、つり下げ形、直付け形、埋込み形、壁付

け形及び卓上スタンドなどの器具であり、LED ランプについては電球形状ランプが対象となる。新た

に規格化された L 形ピン口金 GX16t-5 付直管形 LED ランプ器具についても対象であるが、5.910.1 項

の低炭素投資促進法同様に、従来の蛍光灯ランプと構造的に互換性を有する LED ランプ（G 形口金）

を装着する照明器具については、誤装着による安全性の懸念、不具合等の可能性のため、当面の間対象

外となっている。 

 

5.10 導入補助及び助成事業 

導入補助及び助成事業には、大きく経済産業省によるものと環境省によるものの２種類がある。 

5.10.1 経済産業省管轄の導入補助事業 

経済産業省のエネ合、設備単位の更新、ZEB、ZEH、住宅の断熱改修が「省エネルギー投資促進に

向けた支援補助金」として統合された。これは工場・事業場における省エネ効果の高い設備の入替を支

援するとともに、平成 29 年度は新たに「エネルギー原単位改善」に資する取組や、省エネ効果が高い

設備単体の更新を支援するほか、複数事業者間でのエネルギー使用量の削減の取組を重点的に支援す

ることになっている。 

5.10.2 環境省管轄の導入補助事業 

(1)地域における LED 照明導入促進事業 

地域における LED 照明導入促進事業として、小規模地方公共団体（人口 25 万人未満）の地域を対

象に、二酸化炭素削減効果が高い LED 照明（地域内の街路灯や商店街の屋外照明）の普及を促進する

ために実施する調査並びに導入事業を行うことを目的としている。これを、表-5.10.1、表-5.10.2 に示

注記．1.固有エネルギー消費効率とは、照明器具の全光束（定格光束：lm）を照明器

具の入力電力（定格消費電力：W）で除した数値（lm／W） 
   2.ダウンライトのうち、光源色が昼光色、昼白色及び白色であって、かつ器具

埋込穴寸法が 300ｍｍ以下のものについては、固有エネルギー消費効率の基

準を 85lm／W 以上とする。 
   3.高天井器具のうち、光源色が昼光色、昼白色及び白色のものについては.固有

エネルギー消費効率の基準を 100lm／W 以上とする。 

表-5.9.2 電球形 LED ランプに係るランプ効率の基準 

注記．調光・調色対応ランプについては、表の全光束別・光源色別の区分のランプ効

率から 5lm／W を差し引いた値とする。 

光 源色 ランプ効率

昼 光色・昼 白 色・白 色 80lm/W以上

温 白色・電 球色 70lm/W以上
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す。 

表-5.10.1 街路灯等の LED 照明導入促進事業 

 

 

表-5.10.2 商店街における街路灯等の LED 照明導入促進事業 

 
(2)PCB 使用照明器具の LED 化による CO2 削減推進事業 

昭和 47 年以前に製造された PCB 使用照明器具を一定以上の CO2 削減効果のある低炭素型製品

（LED 一体型器具）の交換に関し、これにより生じる PCB 廃棄物の早期処理が確実な場合に限り、 

低炭素型製品の導入及び設置に係る費用の一部を支援する。これを、表-5.10.3 に示す。 

表-5.10.3 PCB 使用照明器具の LED 化による CO2 削減推進事業 

 

なお、これらの補助事業の事業期間は原則単年度事業であり、公募期間も例年 1 ヶ月程度であるた

め、関係省庁や各地方公共団体等のホームページを定期的に閲覧して時期を逃さないようにしてもら

いたい。 

 

5.11 LED 照明のトップランナー基準 

5.11.1 LED 照明の普及状況とエネルギー消費の現状 

家庭における電気使用量の約 13%を照明が占めており、LED 照明等の高効率照明器具への取換えは

省エネの推進のみならず、電力需給の観点からも重要な課題である。東日本大震災以降の節電意識の

高まりから、LED 照明・LED ランプはこの 5～6 年で急速に普及し、従来器具に変わって LED 照明

の時代に変遷してきた。 

 

5.11.2 トップランナー基準の策定の必要性について 

LED 照明の固有エネルギー消費効率［lm/W］は、LED チップ、蛍光体、封止材といった材料の性

能向上のみならず、それらを組み込んだ LED モジュールの放熱・本体設計、光学設計等による効率改

善や器具側の配光の改善等が見込まれており、2017 年時点で 190［lm/W］の照明器具が商品化されて

おり、今後もさらに向上することが見込まれている。このためトップランナー基準を策定し、製品全体

の省エネ性能の向上を図るとともに、安全性や省エネ性能の観点から、消費者の適切な製品選択を可

能とする環境整備を進めることが必要である。 

 

5.11.3 トップランナー基準の進捗状況 

経済産業省により平成 25 年 11 月 1 日に電球形 LED ランプのトップランナー基準が策定された。

表-5.11.1 に電球形 LED ランプの目標基準値を示す。目標達成年度は平成 29 年である。 

 一方、経済産業省は一体型 LED 照明器具のトップランナー基準案の策定を、日本照明工業会に要

求しているが、この一体型 LED 照明器具の市場は Hf から LED への更新率はまだ低いため、日本照

明工業会としては普及拡大を第一と考えており、普及がある程度進む 2017 年以降に検討を始めるこ

とになるであろう。 
尚、電球形 LED ランプの適用範囲は、JIS C 8158 で規定する種類及び形状を表す記号が A形の内口

事業内容 補助対象 補助割合
①LED照明導入調査事業 小規模地方公共団体 3/4又は定額（上限600万円または800万円）
②LED照明導入補助事業 民間事業者 1/3～1/5（上限1200万円または2000万円）

事業内容 補助対象 補助割合
LED照明導入補助事業 民間事業者 1/3（上限500万円）

事業内容 補助対象 補助割合
LED照明導入補助事業 民間事業者 1/2
事業実施期間 平成29年度～平成31年度
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金が E26 及び E17 のものを対象とする。A形以外の T形や G形については、市場での割合がそれぞれ極

端に低いため、適用範囲から除外された。 

 

 

 

 

 

5.12 国際規格化の動き 

5.12.1 国際規格化の概要 

LED 光源の国際標準化に関する国際機関としては、電気関係を担当している国際電気標準会議

（ IEC:International Electrotechnical Commission）とそれ以外を担当する国際標準化機構

（ISO:International Organization for Standardization）があり、照明分野の国際化規格については

国際照明委員会（CIE:Commission Internationale de l’Eclairage）がある。一方、IEA（国際エネル

ギー機関）は電気製品の高効率化を目的とした国際協力協定（4E:Efficient Electrical End-use 

Equipment）を平成 20 年 3 月に発足させ、その中で固体素子照明（SSL:Solid State Lighting）の高

効率化を目標とした SSL Annex を設け、照明器具の性能測定方法の国際標準化をテーマとして取り上

げ、国際的な試験所認定制度や認証制度の確立を図っている。これら照明に関する国際標準化の動き

の中で、IEC は主にハード面を担当しており、機器の安全性に関する標準化や機器の性能に関する標

準化を優先して取組んでいる。また CIE は主にソフト面を担当しており、光学特性の測定・評価方法

の標準化や照明基準の標準化を対象としている。 

現在、LED 照明の国際標準化は IEC が中心となって検討が進められており、関係各国は IEC の

TC34 委員会に参画して審議を進めている。TC34 はランプ類及び関連機器の専門委員会であり、専門

委員会の下部組織である SC34A 分科委員会でランプ類の審議がなされている。表-5.12.1 に LED 照明

に関する国際規格（IEC）と日本工業規格（JIS）の状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 光原色･記号 加重平均値 ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ値 目標基準値
ﾄｯﾌﾟ値から

の改善分

加重平均値

からの改善分

昼光色　D 5,700 ～ 7,100

昼白色　N 4,600 ～ 5,500 77.1 ｌｍ/Ｗ 104.4 ｌｍ/Ｗ 110.0 ｌｍ/Ｗ 5.4 ％ 47.7 ％

白色　W 3,800 ～ 4,500

温白色　WW 3,250 ～ 3,800

電球色　L 2,600 ～ 3,250
8.2 ％ 60.8 ％

1

2

相関色温度(K)

61.3 ｌｍ/Ｗ 91.1 ｌｍ/Ｗ 98.6 ｌｍ/Ｗ

表-5.11.1 電球形 LED ランプの区分とエネルギー消費効率の加重平均値・ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ値・目標基準値

注記. 1) 加重平均値は 2011 年度（一社）日本照明工業会自主統計出荷データ（大手 7 社）を基に算出。 

     2) ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ値は同上のデータの最大値を示す。 

3) エネルギー消費効率は、電球形 LED ランプの全光束をランプの消費電力で除して得られる数値とする。 
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また、最近１年間に規格制定、改正された主な LED の国際規格（IEC 規格）を表 5.12.2 に示す。 

 

 

5.12.2 直管 LED ランプの国際標準の動向について 

直管 LED ランプの国際規格として、現在 TC34 委員会の SC34B 分科委員会の中で、表-5.12.1 に示

す IEC 62776（Double-capped LED lamps for general lighting services－Safety specifications）が

検討されている。これは、既設のグロースタータを用いた磁気式（銅鉄形）安定器を使用した蛍光ラン

プ用照明器具を対象としたもので、グロースタータ部分を変更し直管 LED ランプを使用する、無改造

タイプ（レトロフィットタイプ）のもの対象としたものである。我が国で使用されている蛍光灯照明器

具にはグロースタータを用いた磁気式（銅鉄形）安定器以外のラピッドスタート式安定器や電子安定

器などが多数使用されているので、この規格を無条件に取り入れると、安全上の重大な障害となる可

能性が高い。従って、IEC 62776 の審議に参加し、日本の実情反映に務めるとともに、JIS C 8159 を

IEC に提案し、国際標準化を進めている。この委員会の国際議長には我が国の技術者が就任しており、

この規格化は順調に進み 2016 年には下記内容で規格化される予定である。なお、GX16t-5 口金、受

表-5.12.1 LED 照明に関連する国際規格（IEC）の規格と日本工業規格（JIS） 

製品別 国際規格（IEC） 対応するJIS規格

LED modules IEC 62031:LED modules for general lighting-safety 
specifications

JIS C 8154 一般照明用LEDモジュール－安全仕様

LED connectors IEC 60838-2-2:Miscellaneous lamppholders-Part2-
2:Particular requirements-Connectors for LED 
modules

JIS C 8121-2-2 ランプ ソケット類-プリント回路
板ベースLEDモジュール用コネクターに関する安
全要求事項

LED control gear IEC 61347-2-13:amp controlgear-Part2-13
Particular requirements for D.C. or A.C. supplied 
electronic control gear for LED modules

JIS C 8147-2-13 ランプの制御装置第2-13部 直
流又は交流電源用LEDモジュール用制御装置の個
別要求事項

LED lams >50V
Self-ballasted

IEC 62560 self-ballasted LED-lamps for general 
lighting services by voltage>50V-safety 
specifications

JIS C 8156 一般照明用電球形LEDランプ（電源電
圧50V超）－安全仕様

IEC 62560 self-ballasted LED-lamps for general 
lighting services by voltage>50V-performance 
requirements

JIS C 8157 一般照明用電球形LEDランプ（電源電
圧50V超）－性能要求事項

LED lamp 
non-self-ballasted

IEC 62663-1 検討中
（安定器非内蔵LEDランプ）

なし

LED double capped 
lamp（LED tubes）

IEC 62776 検討中
（直管LEDランプ）

なし

注記.平成24年2月時点の状況

表-5.12.2 最近制定、改正された LED 照明に関連する国際規格（IEC） 

規格番号 規格名称 発行年月 対応するJIS規格

ＩＥＣ62031

第1版

ＩＥＣ60838-2-2

第1版追補2

ＩＥＣ61342-2-13

第1版

ＩＥＣ62560

第1版

ＩＥＣ62560

第1版

ＩＥＣ62663-1

第1版追補1
JISC8156

JISC8154

JISC8159-1

JISC8155一般照明用LEDモジュール-性能要求事項

一般照明用電球形LEDランプ　50V超-安全仕様

2014.6.19

2014.9.19

2014.9.25

2014.12.11

2014.12.16

2015.4.17

一般照明用LED製品及び関連装置-用語及び規格

一般照明用LEDモジュール-安全仕様

一般照明用OLEDパネル-安全性要求事項

直管蛍光ランプのレトロフィット用に設計された直管LEDランプ-安全仕様
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金、ゲージ、ソケットについても同時に規格化される予定である。 

IEC 62931 

一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ランプ－安全仕様 第 1 版；日本提案 

1.1 適用範囲 

・GX16t-5 口金を有する制御装置非内蔵の直管 LED ランプ 

・既存の蛍光ランプ用照明器具への誤装着防止のための新規口金/受金を採用。 

専用の照明器具が必要。 

 

 

5.13 海外の動向 

5.13.1 米国の標準化の動きと米国エネルギー省（DOE）のレポート（CALiPER） 

2005 年頃以降、米国エネルギー省（DOE）により主導的に LED 照明に関する標準化が進められて

おり、次世代高効率一般照明用光源の開発として、基礎研究→製品開発→製造→商業化の推進に取り

組んでいる。また、標準化に関しては米国規格協会（ANSI）、米国保険業者安全試験所（UL）、米国電

機工業会（NEMA）の他、米国標準技術局（NIST）が全面的なバックアップを行い、規格整備を含め

て DOE による LED 照明器具の省エネ製品認証が行われている。その際 DOE では CALiPER※11

（Commercially Available LED Product Evaluation and Reporting）プログラムを使って各種 LED

照明器具の性能評価を行っている。その中で直管形 LED ランプについては、「2009 年時点では、まだ

現行の蛍光ランプに比べて性能が低く蛍光ランプ代替としては不十分であると評価を行っている。ま

た、メーカースペック書に記載されている内容を満たさない製品も多く散見される」とレポートして

いる。 

注記．※11 CALiPER Benchmark Report「Performance of T12 and T8 Fluorescent Lamps and Troffers 

and LED Linear Replacement Lamps：January 2009」にて性能評価結果を公表している。 

また、米エネルギー省(DOE)は、米国内の活用可能な資源全てを活用するといったオバマ政権によ

る包括的エネルギー戦略の一環で、米国の家庭や企業の電力コスト削減を図るべく、LEDや有機EL

のような高効率固体照明(SSL)製品の生産コストの削減を目指し、企業によるイノベーティブな照明

プロジェクトに対し資金提供を行うと発表した。LEDや有機ELは、エネルギー効率が従来の照明器

具の約10倍、耐久年数においては最大25倍とされる。また、これらの製品により2030年までには照

明に要する電力がほぼ半減し、年間で最大300億ドルまで節約が可能になると考えられる。 

このプロジェクトは、LED の製品品質のばらつきを減らすのに役立つ計測ツールの開発を目的と

しており、性能の向上、生産コストの削減、ばらつきのない一定したカラー品質と明るさを持つ白色

光の実現に役立つ。 

 

5.13.2 欧州における標準化の動きと欧州照明器具工業会のレポート 

器具メーカーは標準化制定に関する組織的な動きを行っており、標準的な電球形 LED ランプや器具

に関して、LED モジュールと制御装置がシステムと捉えられ、IEC（国際電気標準会議）においてオ

スラムを中心に国際標準化が行われた。これは既存光源を LED 照明に置替える場合を対象としたもの

図-5.12.1 L 形ピン口金 GX16t-5 付直管形 LED ランプシステムの形状 
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で、電球形 LED ランプの性能決定における適用範囲。使用温度範囲と寸法、寿命の定義などを定めた

ものである。 

また欧州照明器具工業会（CELMA）から「T8、T10、T12 直管蛍光灯器具用ランプ置換え LED ユ

ニット」に関してレポート（声明書）が平成 22 年 2 月 22 日に出されている。レポートの内容は、

LED ランプについてのリスクを指摘したものと、危険を回避するための勧告であり、安易な改造に

対して警告を促している。以下に要約を示す。 

1) 既設照明器具の改造は、適格な技術者が改造するのに適しているか調査して確認の上、技術者

が行うべきである。関連する安全規格及び性能規格に従って改造すべきである。 

2) 改造により元々の照明設計レベルが維持できているか、比較すべきである。 

3) 照明器具を改造した後、同等の電気的安全性が確保できているか製造ライン過程における最終

試験と同等の試験をすべきである。 

4) あらゆる観点から適正であると判断されて、初めて改造を行うべきである。 

なお、欧州でも我が国と同じように、欧州ランプ工業会（ELC）と照明器具工業会（CELMA）が統

合し欧州照明産業協会が発足している。 

 

5.13.3 韓国の規格化の動き 

国家プロジェクトとして 5 年間で LED 照

明の標準化を行う計画として、2007 年に

LED Korea 協会が発足し、各国に先駆け、

LED 照明の「製品規格」を政府主導のもとに

韓国産業規格（KS 規格：JIS 規格に相当）が

2009 年に制定され、2011 年に施行された。

韓国に於ける標準化は政府主導であり、LED

産業育成政策と密接に結びついている。韓国

が各国に先駆けて基準制定を急いだ大きな

目的は、国際標準委員会でリーダーシップを

とり、規格を戦略として利用することを一番

に考えたためである。韓国内ではこのような

標準化戦略とともに、15/30 プロジェクトを

韓国政府は推進しており、市場占有に向け

て、官民一体での取組む姿勢が強い。 

表-5.13.1 に LED に関する KS 規格の情報

を示すが、この特徴は「安全性要求事項」と

「性能要求事項」が同一の規格に入っている

ことである。この中で器具タイプや電球ラン

プ形については策定されたが、直管蛍光灯形

については見送られた。 

 

 

 

 

 

 

 

規格名称

KS C 7651
コンバータ内蔵型 LED ランプ（器具内蔵の白熱電

球の代替用）

KS C 7652
コンバータ外装型 LED ランプ（ハロゲン・ランプの

代替用）

KS C 7653
埋め込み型 LED 灯器具および固定型 LED 照明

器具

KS C 7655  LED モジュール駆動用 AC-DC コンバータ

KS C 7656 移動型 LED 照明器具

KS C 7657 センサー搭載 LED 照明器具

KS C 7658  LED 街路灯

KS C 7659 文字看板用 LED モジュール

KS C 7711  LED 地中埋込灯器具

KS C 7712  LED 投光灯器具

KS C 7713  LED 景観灯

KS C 7714  LED 航空障害表示灯

KS R 8037 自転車用 LED ランプ　安全及び性能要求事項

KS C 8016 一般照明用 OLED パネル　安全要求事項

KS C 8017 一般照明用 OLED パネル　性能要求事項

規格番号

表-5.13.1 LED 照明器具に関する韓国 KS 規格
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5.13.4 台湾の規格化の動き 

現在、台湾では活況で大きな

国際的な勢力を確立した半導

体産業の更なる発展を目指し

て、展開が図られており、規格

化の面でも台湾経済部（経済産

業省に相当）の標準検験局では

CNS 規格（JIS に相当）の中で

LED に関する標準化が進行中

で、既に数件の審議が完了し表

-5.13.2 のように規格化されて

いる。 

行政院の「2015 経済発展ビ

ジョン第一段階の三年衡刺計画（スパート計画）」中の「産業発展方案」では LED 産業をグリーン産

業の中でも重要分野の一つとしており、台湾の目標として、「LED の世界シェアを 2006 年には 10%か

ら、2014 年に 14%目標、2015 年には 23%目標」を掲げている。 

中台間における取組も積極的で「両岸（中台）LED 照明産業協力交流会」をもち、台湾はいち早く

中国との関係強化を進めている。両岸（中台）の協力について以下の 5 項目の提案をしている。 

 

1． 両岸で産業サプライチェーンを構築し、共同で「十城万蓋」の公共建設事業に参与 

2． 産業連盟を創設し、共同でワーキンググループと研究開発を推進 

3． 知的財産所有権を共有し、両岸の統一的な特許を制定 

4． 標準化制定に向けた共通の仕組みづくり 

5． 認証テスト、検証プラットホームの構築 

これらの協力事項を踏まえ、中国政府は街路灯を台湾から国内に導入する際には、台湾で行われ

る試験を通ったものは、中国での試験を受けることなく、中国内で販売ができるという体制を整え

た。中国では街路灯の普及を摂家欲的に進める中で、台湾は積極的姿勢を見せる。 

しかし、価格では、台湾製品は安いとはいえ、中国ではまだ割高な価格といわれているため、中国向

けへは中国における技術不足が指摘される製品である高輝度製品が中心となって輸出されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LED 照明 CNS 15233

CNS 15247

CNS 15248

CNS 15249

CNS 15250

15174 C4499

15357 C4507

15436 C4509

15437 C4510

15438 C4511 雙燈帽直管型 LED 光源－安全性要求

LED デバイス＆モジュール

 LED 模組之交, 直流電源電子式控制装置－性能要求

一般照明用 LED 模組－安全性規範

 安定器内藏式發光二極體燈泡（一般照明用）－安全性要求

輕鋼架天花板（ T-bar ） 嵌入型發光二極體燈具

表-5.13.2 LED 照明器具に関する台湾 CNS 規格他 
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5.13.5 中国の規格化の動きと認証制度 

中国政府が LED 照明を含む固体照明産業の発展支援を目的として 2004 年に設立した CSA（国家

半導体照明工程産業連盟）内に、2007 年に標準化促進のためのグループが設置され、規格化、標準化

の推進を行っている。また、中国の工業・情報化部 LED 照明標準化チームが LED 照明関連の標準化

について制定作業を行っており、表-5.13.3 に示すように既に数件の LED 照明用標準制定や CQC 認

証標準化制定が完了している。 

また、中国の安全認証制度には 2002 年 5 月 1 日に制定された CCC 強制認証制度により、CCC 認

証マークを取得していない製品の中国への輸出、中国国内での販売が出来なくなった。対象となる照

明器具製品には、安全と EMC について適用規格（照明器具の中国国家標準 GB7000 等）への適合が

求められている。LED 照明器具については、固定式汎用 LED 照明器具、可搬式汎用 LED 照明器具、

埋込式 LED 照明器具、「電源電圧 36V 以上、1000V 以下の LED 照明器具」などが対象となっている。

但し、直管形 LED ランプ、電球形 LED ランプは破壊しない限り分解することが出来なため、認証適

用範囲外となっている。 

2009 年に発表された「半導体照明省エネ産業発展のための意見」では、2015 年までの目標として半

導体照明産業の生産額の年平均成長率を 30%前後とすることを掲げた。合わせて自主創新能力を高め

る（MOCVD 設備、コア原材料、チップの 70%以上を国産化し、大規模チップメーカーを 3～5 社に

する）など、内需拡大、政府による投資、政策的支援、投融資環境の整備、企業の合併･再編の支援、

国際市場の開拓、自主イノベーション能力の構築など様々な取組みがなされている。 

標準化の制定については、2011 年末現在で国家規格が 12 件（用語、定義、試験方法、安全性など）、

表-5.13.3  LED 照明器具に関する中国 CQC 規格他 

CQC 31 - 465315-2010  LED ダウンライトのエネルギー認証規則

CQC 31 - 465137-2010 反射型安定器内蔵 LED ランプエネルギー認証規則

CQC 12-465138-2010 照明用安定器内蔵 LED ランプの安全及び EMC 認証規則

CQC 31 - 465392-2010 道路／トンネル用の LED 照明装置エネルギー認証規則

CQC 3127-2010 道路／トンネル用の LED 照明装置エネルギー認証技術規範

CQC 3128-2010 LED ダウンライトのエネルギー認証技術規範

CQC 3129-2010 反射型安定器内蔵 LED ランプのエネルギー認証技術規範

・ LED 照明用標準 「SJ/T」

SJ/T 11393-2009, SJ/T 11394-2009, SJ/T 11395-2009, SJ/T 11397-2009, SJ/T 11398-2009, SJ/T

11399-2009, SJ/T 11400-2009, SJ/T 11401-2009

GB 24819-2009, GB/T 24823-2009, GB/T 24824-2009, GB/T 24825-2009, GB/T 24826-2009, GB/T

24827-2009, GB 19510.14-2009, GB 19651.3-2008, GB 24906-2010, GB/T 24907-2010, GB/T 24909-

2010

・ LED 照明製品のエネルギー認証技術規範

・ LED 照明製品の認証規則

・ LED 照明関連標準 「GBおよびGB/T」
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工業規格 10 件（材料、デバイスなど）、技術 12 件（ランプ、試験方法など）が制定されている。 

これに合わせ 6 つの国家試験研究センター設立をはじめ、現在 3 つの施設を建設中であり、CQC 認

証 LED 製品 4 タイプが揃っている。しかし、中国では問題も多く、2010 年に発表された「半導体照

明省エネ産業発展のための意見」で下記の 4 つの問題点を挙げている。 

1． 特許と革新技術が不足 

2． 産業全体のレベルが低い 

3． 基準、検査・測定システムが未整備 

4． 低水準、非合理的な投資が深刻 

とくに 1 と 2 に挙げられる問題点ではチップメーカーの技術水準は台湾系メーカーに 3 年、米国・

日本系メーカーに 5 年遅れているといわれている。 

このように、中国 LED 産業は前工程での技術が不足しており、全国規模で LED 街灯化を推進す

るためには、台湾や日本あるいは韓国からの技術導入が必須であり、そこで台湾ではいち早く中国政

府との交渉を続けている。市場については現在、中国における LED 照明の普及は政府などの公共設備

を中心に普及しており、関係省庁や地方政府との関係づくりなどが中国市場開拓の架け橋とされてい

る。一般消費者向けに売られているのは、価格が既存照明の 10 倍程度高く、さらに品質も安定してい

ないため一般消費者向けの市場拡大はまだ先になると考えられている。 

 

 

参考文献 
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社）日本照明工業会 

2) 〃,p5,〃,〃   3) 〃,p9,〃,〃   4)  〃,p13,〃,〃 

3) 「LED 照明における東アジアの国際標準化の現状」石田のり子・田中武共著、広島工業大学紀要

研究編第 47 巻(2013)1-9 論文 
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6 章 設計・施工上の留意点 
 

6.1 器具・ランプでの留意点 

2010 年後半から LED 照明は、時代のニーズに相まって幅広い機種に亘り製作されるようになり、

ここ 1 年を見れば白熱電球、蛍光ランプ及び放電灯の代替として遜色ない種類の器具・ランプ類がラ

インナップされてきている。しかし、配光特性一つとっても従来光源の場合はそれぞれが持つ配光特

性にマッチした照明器具が作り出されており、配光特性の異なる LED ランプが全てを代替できるわけ

ではない。また、白熱電球、蛍光灯ランプ及び放電灯など光源（ランプ）と器具が分離であることが基

本で、光源（ランプ）と器具の組合せでと発展、浸透してきた照明器具であるのに対して、LED 照明

は電気エネルギーが直接光に変わる新しい仕組みを持つ固体光源であり、器具とランプが分離するラ

ンプ交換形はあるものの、器具とランプ一体形に特徴があるなど大きな違いがある。従って、器具・ラ

ンプの選定や使用時には従来光源に無い注意すべき点があるので、性状を理解して対応する必要があ

る。 

 

6.1.1 器具・ランプの使用上の注意点 

LED 照明は表-6.1.1 の適合範囲内で使用することになっている。これは蛍光灯器具、放電灯器具同

様の使用条件であり、モジュール・ランプだけでなく制御装置を含めた内部機器の使用条件である。 

 
 

 

 

 

 

 

 (1) 使用温度（周囲温度）について 

器具・ランプ共に表に示す適合使用温度内で使用すること。但し、自然現象により一時的に範囲を

超える場合や、上記温度と異なる環境で使用できることが仕様書・取扱説明書などで明記されている

場合は除く。適合使用温度以外での使用については下記に示すトラブルに繋がる。 

LED チップ自体は半導体であり、低温域で優れた特性を示すが、モジュールに内蔵する電子部品や

電源回路などがあり、特に 0℃以下の低温域での使用は、結露の発生やヒートサイクルにより、不点・

絶縁不良・発煙発火等が起きる恐れがある。また、高温域での使用は、不点・絶縁不良・発煙発火な

どに加えて、LED モジュール又はランプの寿命を損なう原因となる。（2.3.2 項の劣化のメカニズムを

参照。） 

 

(2) 粉塵・腐食性ガス等の影響を受ける場所での使用にについて 

LED 照明は内部に電子部品を有するため、腐食及び汚損等の恐れがある場所での使用は避けるよう

にする。特にメッキ工場や温泉浴場などの腐食性ガス、蒸気、液体などに曝される場所は使用しない。

また、器具上に枯葉、塵埃、虫の死骸などが溜まる可能性のある場所についても避けるようにする。 

LED 照明器具及びランプは点灯すると内部の空気が器具の発熱により膨張するが、消灯すると冷え

て収縮する。このため機密構造の器具であっても封止処理等が不完全な場合は呼吸状態が生じ、消灯

時に塵埃・ガス等が侵入し内部の電子部品などを汚損し破壊に至ることがある。 

 

(3) 多湿環境での使用について 

多湿部分については IPX5※1 相当の防水性能を有するモジュール又はランプがあるが、IPX5 以上の

表-6.1.1 照明器具の適合使用条件

項 目 器 具 ランプ（電源内蔵）

電源電圧 定格電圧±6℃ ←

周波数 50Hz・60Hz共用 ←

器具周囲温度 5℃～35℃ 5℃～40℃

相対湿度 85%以下 ←
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性能でも材質の耐候性能の点で、屋外では使用できないモジュール及びランプがあるので注意する。

この場合はモジュール及びランプでは屋外仕様に対応ができないため、照明器具本体を屋外仕様にし

て耐候性能をカバーする。 

また、IPX4 又は IPX5 等の器具を使用してモジュール又はランプの防水性を補う場合は、放熱対策

が十分なされていることが重要になる。 

注記．※1 水の侵入に対する保護等級で、防水性能の指標は”IPX”で表わされる。IPX-5 はあらゆる方向か

らの噴流水による有害な影響がない防噴流形の性能を有する。（表-6.1.2 の保護等級 IP と照明器具性

能を参照のこと。） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) 振動・衝撃の強い場所での使用 

LED モジュールはガラス製ランプに比べて壊れにくい性質があるが、器具の強度設計で耐強度基準

が決まるため、原則として衝撃の強い場所や常時振動のある場所での使用は、器具・ランプ等の落下

や劣化の要因になるため、避けるように計画する。 

 

(5) 可燃物近傍での使用について 

取付け面がビニルクロスなどの可燃物で施工されている場所への取付けや、器具・ランプなどを紙

や布などで覆ったり、燃えやすいものに近づけての施工は避けること。 

LED 照明は光の成分に熱線（赤外線）を殆ど含まず、光そのものは熱さを感じにくいが、LED 照明

は主要部品が半導体あるため、白熱電球や蛍光ランプよりも低い温度で動作させなければならず、熱

放射や熱対流による放熱はあまり期待できず、主に熱伝導により積極的に放熱させる設計になってい

る。そのため放熱部に近い器具の取付け部などが高い温度になる場合があるので注意が必要である。 

 

 

表-6.1.2 保護等級 IP と照明器具性能

防滴型器具
(IPX 1)

鉛直から落ちてくる水滴によって有害な影響を受けない。

防滴型器具
(IPX 2)

鉛直から15°以内からの降雨によって有害な影響を受け
ない。

防滴型器具
(IPX 3)

鉛直から60°以内からの降雨によって有害な影響を受け
ない。

防滴型器具
(IPX 4)

いかなる方向からの水の飛沫によっても有害な影響を受け
ない。

防滴型器具
(IPX 5)

いかなる方向からの水の直接噴流によっても有害な影響を
受けない。

防滴型器具
(IPX 7)

想定の圧力、時間で水中に没しても水が浸入しない。

防湿型器具
相対湿度90%以上の湿度の中で機器内部に正常動作を阻害
するような湿気の侵入がないこと。

防塵型器具
(IP 5X)

機器の運転を阻害する程度の塵埃の浸入はないが、塵埃に
対しての完全対策がなされていないこと。

防塵型器具
(IP 6X)

塵埃の浸入が全くないもの。

特
殊

用
途

防塵型器具
(IP 54)

外郭に対する全ての方向からの水の飛沫で有害な影響を及
ぼさないこと。

種類保護等級

水
の
浸
入
に
対
す
る
保
護

固
形
物
の
進
入

に
対
す
る
保
護

照明器具性能
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6.1.2 制御装置と LED モジュールの適合性 

各 LED モジュールは専用の制御装置（電源ユニット）を使用することを前提に設計されているため

に、他の制御装置は原則として使用できない。内照看板工事等で制御装置と LED モジュール組合せを

施工者で選定する例もあるが、制御装置と LED モジュールのメーカーが異なる場合は、その適合性を

計画段階で十分検討することが重要であり、それぞれのメーカーと綿密な打合せをする。 

 

6.1.3 直管 LED ランプ（従来品と構造的に互換性を有するタイプ）使用上の注意点 

従来品と構造的に互換性を有する直管 LED ランプは、表-6.1.3 及び表-6.1.4 に示すように、商用電

源直結形、既設安定器接続形及び DC 入力形の 3 タイプに分類できる。商用電源直結形直管 LED ラン

プ、既設安定器接続形直管 LED ランプ共に、口金が従来の直管蛍光ランプと同じものが採用されてお

り、一部の使用者に蛍光ランプの直接的な代替品であるかのように誤認され、それに起因する問題が

生じている。互換性、安全性の問題だけでなく、性能面でも問題のある製品が出回っているため (一社)

日本照明工業会では、2010 年 7 月に「直管 LED ランプなどの装着時、蛍光灯照明器具改造での注意

点」と題する声明書を公表して注意を促している。また、東京都も同様に、平成 22 年に「直管 LED

ランプの取付方法に関する調査」を行い、調査結果をホームページに公開し、直管 LED ランプに交換

する場合の注意点※2を促している。また、従来の蛍光灯ランプと構造的に互換性を有する直管 LED ラ

ンプは、当面の間グリーン購入法の対象外となっている。（詳細については 5.7.2 項のグリーン購入法

を参照のこと。）各3タイプ共に安全面での問題があるため、原則としては使用を控えるべきであるが、

敢えて使用する場合の注意事項や問題点を以下に示す。 

注記．※2 調査内容及び結果については「平成 22 年度調査報告書―直管形 LED ランプの取付方法に関する

調査―東京都生活文化局消費生活部 平成 23 年 7 月発行」に掲載し、併せてパンフレット「正しい組み合

わせで直管形 LED ランプを使いましょう」に、ランプの誤装着の防止や改造工事を伴う場合の注意を掲載

している。 

 

(1) 商用電源直結形の場合 

このタイプは LED ランプの両端間あるいは片側口金ピン間に商用電源を直接印加するタイプで、ラ

ンプ装着前に既設の器具内配線を切断し、結線をやり直す改造工事を要する。改造工事を施された器

具には、以前の蛍光ランプや種類の異なる直管 LED ランプが、再び使用されることが出来ないため、

発煙、発火、感電などの安全上の問題が残る。既設器具の安定器を撤去して商用電源を直結させる場合

は、表-6.1.3 に示すように、グロースタータ式、ラビッドスタート式、インバータ式各々に、異なる器

具内配線の改造工事が伴う。表中の配線改造図からも解るように、電源印加の個所、改造仕様も異なっ

ており、互換性が全くないため一旦改造された器具には、蛍光灯や種類の異なる直管形 LED ランプが、

再び装着されることを想定した安全対策が必要であり、安全性の確認が重要になる。尚、改造した場合

は適合ランプを明記したステッカーを器具に貼る等して、誤装着させない対策を行っている製造業者

もあるが、根本的な対策になっていない。現在のところ日本工業規格（JIS）において標準仕様を定め

た規格が存在しないため、（一社）日本照明工業会ではホームページに見解を公開する等、様々な方法

で注意を促すと共に、互換性と安全性を念頭に規格化を進めている。以下に使用上の問題点を列記す

る。 
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1) 器具配線の変更（改造）に伴う品質保証※2 が難しい。（「6.2 器具を改造する場合の注意点」

を参照のこと。） 

注記．※3 (一社)日本照明工業会では、製造者は安定器及び関連電気部品を含む器具全体でその性能、品

質について責任を負っているが、直管 LED ランプの装着に伴って改造された製品については、製

造者としての責任を負うことができないとしており、改造に係る事故、不具合についての責任は改

造実施者にあるとしている。 

2) 改造で安定器を取り除き商用電源直結とした器具に、再び蛍光ランプを取り付けた場合には、

負特性※4のためランプ電流が過大になり、電源短絡と同じような状態が発生する可能性があり、

過熱や発熱及び焼損の恐れがある。（表-6.1.4 の結線タイプ 1～3,7,8 が対象となる。） 

注記．※4 負特性とは、印加電圧の増加に対して電流が減少する特性であり、逆に電圧が減少すると電流

が増加する特性。蛍光ランプの場合には、安定器の二次電圧は始動時商用電圧より高いため、安定

器がないと電流が増加する。 

3) 異なる種類の直管 LED ランプを装着した場合にも不点灯や電源短絡等のトラブルが起こる可

能性がある。（表-6.1.4 の結線タイプ全てが対象となる。） 

4) 両端の端子から電圧を印加するタイプは、片方の端子にランプを差込んだ場合に反対側の端子

に電圧が印加され感電する恐れがある。（表-6.1.4 の結線タイプ 1,2,4～7 が対象となる。） 

5) 点灯管（グロー球）を外して使用するものは充電部が露出することになり、感電対策が必要と

なる。（表-6.1.4 の結線タイプ 4 が対象となる。） 

6) 定格入力電圧が 150V を超えているにもかかわらず、アース機構も二重絶縁構造を有しない製

品が多いので注意が必要である。 

 

表-6.1.3 各スタート方式の器具内配線工事

1灯用蛍光灯器具の場合 2灯用蛍光灯器具の場合

グ
ロ
ー
ス
タ
ー
タ
式

ラ
ピ
ッ
ド
ス
タ
ー
ト
式

イ
ン
バ
ー
タ
式

～

安定器
カット カット

グロー管（グロー管は除去）

結線

グロースタータ式

ＡＣ

～

安定器

グロー管（グロー管は除去）
グロースタータ式（２灯品）

グロー管（グロー管は除去）

安定器

ＡＣ

結線

ラビッドスタート式

安定器

～

カット

カット

カット

カット
カットカット

ＡＣ

結線結線

ラビッドスタート式（２灯品）

安定器

～

カット カット
結線 結線

カット

カット
カット
カット
カット

カット

ＡＣ

インバータ式

安定器

～

カット

カットカット
カットカット

ＡＣ

結線結線

インバータ式（２灯品）

安定器

～

カット カット
結線 結線

カット

カット
カット
カット
カット

カット

ＡＣ

カット
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(2) 既設安定器接続形の場合 

既設器具にそのまま装着するタイプは、接続する既設蛍光灯安定器のタイプによって、グロースタ

ータ式、ラピッドスタート式、及び電子式（インバータ式：高周波点灯方式）の 3 タイプがあり、例え

ば各タイプの中でも回路方式が一様ではなく、全ての回路方式に対応できる既設安定器接続形の直管

LED ランプはない。従って、既設蛍光灯の安定器と直管 LED ランプの組合せが適正で、且つ安全に

動作することの確認が重要である。一部の製品では電子式の器具には使用できない等の、使用できる

範囲を明記しているものもあるが、一般消費者には蛍光灯器具に使用している安定器の判別は難しく、

誤使用による混乱が起こらないような配慮が不可欠の製品である。しかし、一般消費者でも自由にラ

ンプを取替えることが可能なタイプであるため対応が難しく、直管 LED ランプに対する正しい知識を

持ってもらうしかないのが現状である。一部の製造業者では、安全上の懸念事項があることを公表し

て、注意※5を促している。 

注記．※5 照明器具と直管蛍光ランプ形 LED の組合せの問題点を記述した参考資料-2 を参照のこと。 

以下に使用上の問題点を列記する。尚、5.13.1 の項で記述したように国際規格 IEC 62776 として、

表に示す Type4 のグロースタータを用いた磁気式安定器を使用した蛍光ランプ用照明器具を対象とし

た無改造タイプの国際標準化が進んでいる。（ラピッドスタート式安定器や電子式安定器の多い日本で

は実情に合わない部分が多く問題が残る。） 

 

注記．※4 線間及び対地電圧が交流 30V（実効値）、直流 45V を超えない電圧の場合は、安全特定低電圧（JIS C 
8105-1:2005 規定）であり、規制対象外となる。 

表-6.1.4 直管 LED ランプの結線方式と誤挿入・感電等のトラブルの有無について
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1) 安定器は JIS で規定された蛍光灯ランプとの組合せを前提に設計・評価されており、異なるラ

ンプを装着された場合の品質・安全性の保証はできない。 

2) ラピッドスタート式安定器に、誤って商用電源直結形又は DC 入力形の直管 LED ランプを接

続すると、種類によっては安定器とフィラメント巻線間が短絡し事故に繋がる可能性がある。 

3) グロースタータ式など、点灯管（グロー球）を外して使用するものは充電部が露出することに

なり、感電対策が必要になる。 

4) 相当時間使用後の器具に、直管 LED ランプを装着した場合は、更に継続することによる安定器

等の経年劣化に起因する危険性が生じることが考えられ、期待寿命（例：40,000 時間以上）が

保証できない。蛍光灯器具の取替は 10 年が目安になっており、累積点灯時間は 30,000 時間が

目安になっている。従って長時間使用した蛍光灯器具に、そのまま直管 LED ランプを装着し使

用するのは、器具内の安定器が絶縁劣化により発煙事故・異常発熱による断線及びコンデンサ

の破損等、重大な事故につながる恐れがある。 

 

(3) DC 入力形の場合 

異なる種類の直管 LED ランプを装着した場合に、不点灯や電源短絡等のトラブルが起こる可能

性がある。 

 

(4) 共通 

1) 蛍光ランプ用ソケットの耐荷重質量（許容限界 500g）を超えているものは、振動による落下の

危険性があり、脱落防止等の金具が必要。（蛍光ランプに比べて直管蛍光灯ランプ形 LED は重

いものが多い。） 

2) 放熱部分が樹脂製のものは熱により膨張して管本体がたわみ、脱落する可能性がある。 

3) 器具の各部で樹脂製のものを使用している場合は、異常時の発熱により溶けて変形し、落下の

危険性があるため、耐熱性のある樹脂を使用する等の安全対策が必要である。 

 

6.1.4 直管 LED ランプ（従来品と非互換性のタイプ）使用上の注意点 

従来品と非互換性のタイプの直管 LED ランプは、他のランプの誤挿入を防ぐため新しい口金システ

ムを採用している。現在日本照明工業会「JEL 801 一般照明用 GX16t-5 口金付直管 LED ランプシス

テム」と、「JEL 802 一般照明用 R4 口金付直管 LED ランプシステム」の 2 タイプがあるが、2 タイ

プ共に異なる GX16t-5 口金と R4 口金を使用し、他のランプの誤挿入を防止している。 

従来器具の本体を再利用できるリニューアルキットもあり、従来の直管蛍光ランプ用器具からの更

新工事に使用できるようになっている。この場合には従来器具の改造に当たるため、事前に器具との

適合性や、加工又は特注対応の有無の確認が必要になる。尚、取替えに当たってはメーカーの指示する

施工要領に従って工事を実施すること。以外の工法で実施した場合には、メーカー側の原因で不具合

が発生しても補償を求められないケースもあるので注意する必要がある。 

使用上の注意点として、LED ランプは専用の制御装置（電源ユニット）を使用することを前提に設

計されているために、異なるメーカーの制御装置は原則として使用できない。異なるメーカー間での

使用の場合は、その適合性を計画段階で十分検討することが重要であり、それぞれのメーカーと綿密

な打合せをすること。 
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6.1.5 電球形 LED ランプ使用時の注意点 

(1) 寸法、形状、質量 

電球形 LED ランプは内 

部に制御装置を内蔵する 

ため、表-6.1.5 に大きさ等 

の比較を示すが、白熱電 

球に比べて最大径が大き 

いものが多い。また口金 

近傍の形状が白熱電球よ 

り太いものがあるために、 

一部の照明器具等に装着 

できない場合があるので、 

事前に確認が必要である。また、質量が白熱電球の 3～6 倍と重く、1 台の器具に複数のランプを装着

するような多灯型の器具には、重量対策が必要な場合もあるので注意する。 

 

(2) 発光効率 

表-6.1.6 に記載の LED ランプ（電球 50W・60W 相当品）の発光効率は、電球色系では 81～103.8 

lm／W であり、昼白色系では 81～111 lm／W と共に電球形蛍光ランプの効率を上回っているが、メ

ーカー間の性能差が大きいことと、公表数値と実測値に乖離が見られる製品もあるので、留意して選

定にあたる。また、高効率の昼白色系 LED ランプは、平均演色評価数 Ra が 80 未満で効率のみを追

求した製品もあるため、点灯した後に眩しいとか、物の見え方に違和感を覚える等のクレーム要因に

なる場合があるので注意が必要である。 

光の量（全光束）で白熱電球・電球形蛍光ランプの代替として LED ランプを選定する場合の適合機

種を（5.6.3 項に記述の電球形 LED ランプ性能表示等のガイドライン：日本照明工業会ガイド B-008

を基準に選定）、表-6.1.6 に示す。製品によっては消費電力を前面に打出し比較しているものもあるが、

LED ランプは技術の進歩に伴って、消費電力の低下が予想されるので、全光束数値を前提に比較し選

定することを推奨する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 色温度 

図-3.8.5 のダウンライト形 LED 照明の色温度と器具光束の関係図でも示したように、色温度の低い

暖色系の器具は色温度の高い器具に比べて、平均演色評価数 Ra は 80 を超える製品が主であり、演色

表-6.1.6 白熱電球・電球形蛍光ランプのワット区分
と電球形 LED ランプの光の量（全光束）の比較 

表-6.1.5 白熱電球と電球形 LED ランプ（60 形・50 形相当）の比較
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性を考慮した製品開発が行われているのが窺えるが、全光束が 22～33%程度低い。そのため温度を基

準として LED 照明を選定する場合には、色温度の低い暖色系のモジュール又はランプは色温度の高い

物に比べて、一般的に全光束が小さく照度不足になるケースあるので注意が必要である。最近は色温

度を変えても全光束、平均演色評価数が変わらないモジュールも開発されており、雰囲気に合わせて

モジュールを交換可能な製品も市場に出てきている。 

 

(4) 配光特性 

図-6.1.1 に白熱電球 60W と電球形 LED

ランプの配光例を示す。白熱電球は全般配

光でありビームの開きがおよそ 340 度であ

るのに対して、電球形 LED ランプは準全般

配光であり 180～240 度の範囲にある。図に

示す通り、それぞれ直下 1m での照度は白熱

電球で 66 lx（66 cd）、電球形 LED ランプ

で 113 lx（113 cd）であり、LED ランプの

方が高い照度が得られる。ある程度広い範

囲での平均照度を比べると下半球光束（水

平から下）は双方とも 413 lm であり、この

数値から同等の平均照度が得られる。この

観点から図に示すスペックの電球形LEDラ

ンプを“一般照明用電球 60 形相当”と称し

ている例もあるが、電球形 LED ランプの全光束は 472 lm であり白熱電球の 810 lm を下回るため“60

形相当”（電球形 LED ランプ性能表示等のガイドライン：電球工業会ガイド-008 を基準した場合）と

呼ぶことはできないので注意が必要である。このように、電球形 LED ランプは下方向主体に発光する

ためランプ光束が低くても水平面照度が優れて効率よく照明できる反面、空間全体に光が十分配分さ

れず、天井や壁面の照度が低くなり易く、白熱電球と同等の配光が得られるわけではないため、白熱電

球と雰囲気が大きく異なることがある 1)。電球形 LED ランプは光の直進性が強く、表-6.1.7 に示す狭

角配光形～全般配光形までの配光角を持つランプがあるため、使用用途や使用器具によって配光角、

光束値や直下の光度を理解した上でランプの種類を選定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 設置場所の注意 

電球形 LED ランプは形状が白熱電球に似通っているため、使用場所に制限があることが一般の消費

者に、理解されずトラブルが絶えなかった。その大半は防水対応品でないランプを浴室等、湿度の高い

所で使用することによる水での劣化や、放熱孔のないグローブ器具や、断熱施工型ダウンライトに装

着できないランプを取付けることによる熱劣化である。 

図-6.1.1 白熱電球と電球形 LED ランプの 
配光例と諸数値の比較 

出典：電球形 LED ランプ性能表示等の 
ガイドライン 008,(一社)日本電球工業会 

表-6.1.7 配光形の定義

配光形 定 義

全般配光形 口金上方鉛直点灯時の下方光度の1/2の範囲が180度以上

準全般配光形 口金上方鉛直点灯時の下方光度の1/2の範囲が90度以上180度未満

広角配光形 口金上方鉛直点灯時の下方光度の1/2の範囲が30度以上90度未満

中角配光形 口金上方鉛直点灯時の下方光度の1/2の範囲が15度以上30度未満

狭角配光形 口金上方鉛直点灯時の下方光度の1/2の範囲が15度未満

参考文献：「電球形LEDランプの選び方・使い方」日本電球工業会 2010年11月26日
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寿命の問題や、熱による損傷等の観点から放熱が重要であることから、密閉構造の器具には取付け

られなかったが、最近は密閉構造の器具に使用できる製品や、防水対応品も開発される等、製品のバリ

エーションも増えてきている。ただし、効率を追求する高出力型の製品には密閉対応品や防水対応品

が少ないので注意すること。また、防水対応品のランプであっても屋外で使用する場合は、ランプのカ

バー部分が樹脂であるため耐候性に適さないものもあり、防水カバー付器具等に取付ける等の対応が

必要になる。 

 

6.2 器具を改造する場合の留意点 

既設の白熱灯、蛍光灯及び放電灯等の器具のランプを LED ランプに取替える市場ニーズは、内装工

事を伴わない簡便さから、従来の照明器具から LED 照明器具に完全に移行するまでの間、継続される

と思われる。しかし、器具を改造したことにより火災等の事故が多発しているので注意喚起が必要で

ある。当協会では本来のランプ以外のランプを装着する目的での改造は推奨できないが、客先の要求

などでやむなく改造する場合を想定して、工事に伴うトラブルを未然に防ぐ目的で注意点及び留意点※

5を記載する。また、火災等の事故例を参考資料-6 に記載しているので、参考にされたい。 

注記．※5 記載内容は(一社)日本照明工業会の JLA2004「直管 LED ランプなどの装着時、蛍光灯照明器具改

造での注意点」より引用、詳細は JLMA2008「蛍光灯器具に取り付けできる直管 LED ランプの使用・

照明器具改造に関する注意点」（参考資料 2 にその抜粋を記載）を参照のこと。 

 
6.2.1 器具を改造した場合の補償責任 

照明器具製造業者は照明器具について内蔵部品を含め、その性能、品質、安全性について責任を負っ

ている。しかし、LED ランプ装着に伴う改造を施した器具については、器具製造業者に責任を求める

ことができず、改造に伴う事故並びに不具合については改造を施した者が責任を負うことになる。ま

た、改造を伴わない既存のランプを LED ランプに置換える場合について、事故並びに不具合が生じた

場合は、器具製造業者に責任を求めることができない。従って、改造する場合は施主と補償責任の範囲

を明確に協議し、書面などに残しておく必要がある。 

 

6.2.2 認定・評定及び検定品の改造 

法令等で規制された照明器具類（誘導灯は認定、非常用照明は評定、防爆器具は検定が必要な器具で

ある）は器具とランプが組合されて認定、評定及び検定が成されている。従って、適合ランプを LED

ランプに変えた場合はその効力がなくなるため、認定、評定及び検定を取り直さなければならない。 

 
6.2.3 器具を改造する場合の注意点 

(1) 改造時の確認事項 

1) 器具は電気用品安全法の技術基準に合致していること。 

2) 内蔵機器（安定器、レギュレータ等）の定格値（ランプ電流）以下であること。 

3) ソケット、端子等の定格値（電圧、電流）以下であること。 

4) 器具の安定器、ソケット等が経年劣化していないこと。 

5) 直管 LED ランプ等、ランプ挿入時に片側ピンへの接触に対して、感電に対する保護がとられ

ていること。（直管形蛍光ランプの場合、両ピン間の絶縁抵抗は 2MΩ以上であること。） 

6) 照度、配光、グレア、色温度及び演色性について、改造前の特性と比較して、問題が生じな

い性能を有していること。（使用環境で大きな差異が生じないこと。） 
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(2) 改造時に考慮すべき点 

1) 安定器、ソケット及び電線などの内蔵品については、経年劣化している場合があるため、で

きる限り改造時には交換する方が望ましい。 

2) 改造及び結線変更後は絶縁抵抗試験、耐電圧確認試験等を必要な試験を実施する。 

3) 改造後の定格値、ランプ型式、工事者名、工事日等の表示、または記録を保管する。 

4) 改造以前のランプの再使用ができるか否かの表示をする。（器具の改造を伴わない直管 LED

ランプのみ取替える場合で、従来のランプを使用可能であっても、その旨を示す表示を行う。） 

 
6.3 設計前に留意すべき点 

6.3.1 設計時の注意点 

(1) 照度計算の注意点 

照明設計における従来光源（蛍光灯、放電灯等）を基準とした照度計算方法には光束法と逐点法があ

り、一般に用いられる照度計算は照明器具の全光束から平均水平面照度を算出する光束法が主流であ

る。この光束法により算出された照度を基に JIS 照明基準に必要な照明器具の種類及び台数を選定す

る。LED 照明を用いた照度計算においても光束法を使用するが、光束法を用いて照度計算により設計

した一部の案件において、竣工後の初期照度が従来光源の白熱電球や蛍光ランプを使用した器具を採

用した案件よりも、全般的に明るいか、あるいは天井面のまぶしさ（器具そのものによるグレア）を強

く感じるといった事象が発生している。これは LED 照明が白熱ランプ、蛍光ランプ及び放電灯に比べ

て光の直進性（LED 素子から放出される光束が光源前方に集中する構造。）が強く、単に平均水平面照

度を算出するやり方では、床・机上面（水平面方向）に光束が集中し必要以上の明るさになったり、壁

面（垂直面方向）への光が不足し、空間の明るさ感が足りない雰囲気の悪い光環境しか作り出せない結

果になったりするためである。 

LED 照明の照度計算における問題点を整理すると下記のとおりである。 

① LED 照明の特徴である直進性を反映した照度計算法が確立されていない。 

② 従来光源は器具とランプが分かれているが、LED 照明は LED ランプを装着するランプ交換形

もあるが、光源と器具が一体形が基本であり定格光束の考え方が異なる。 

③ 照明率のデータが整備されていない。 

これらの問題を解決すべく、（一社）日本照明工業会の照明器具小員会では、JIL5004-2012「公共施

設用照明器具」※6の中で従来光源と LED の定格光束、照明率、保守率の違いを表-6.3.1 に示すように

定義した。尚、7.1.2 に改正概要と 7.1.3 に改正内容を盛込んだ計算例を示すので参照されたい。 

注記 ※6  JIL5004-2012「公共施設用照明器具」は照明器具小委員会にて立案され、公共施設用照明器具標

準委員会の承認を経て、2015 年 12 月に「公共施設用照明器具 2016 年版改定」として改正された。 
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これらは、従来光源の場合は光源（ランプ）と器具が分離であるのに対して、LED 照明器具は光源

一体形が前提となっている。直管 LED ランプや電球形 LED ランプを使用する器具の場合は、従来光

源同様の光束や照明率を使用することになる。 

LED 照明器具又は LED ランプによる設計の場合は、従来光源との違いを認識し照度計算を行う必

要があるが、光束法による平均水平面照度のみで照明計画を行う方法に無理がある場合は、CG（コン

ピュータグラフィックス）を利用した配光シミュレーション等の設計手法を採用することも有効な方

法である。現在、空間の明るさ感を指標として、LED 照明の特長を引き出す照明設計手法を行ってい

るメーカー（Feu：パナソニック、Weluna：東芝ライテック）や、輝度分布、視認性等の評価を画像

解析処理にて評価を行うメーカー（Quapix：岩崎電気）もあるが、統一した基準が無く LED 照明に

適した照明設計手法や評価手法が出てくるのが待たれる。 

 

 

 

表-6.3.1 定格光束と照明率の用語の定義について（JIL5004-2012 より引用） 

光源別 用　語 定　　　義 引用規格

ランプ定格光束
ランプを規定の条件で点灯した場合の製造業者などが公
表しているランプの初期光束

JIS Z 8113
照明用語

器具効率

特定の実用的な条件の下で、それ自体のランプと装置と
を用いて測定した、照明器具から放射される全光束の、
同じランプをその照明器具に入れないで点灯して、特定
の条件で同じ装置を用いて個々に測定した全光束の総和
に対する比。

JIS Z 8113
照明用語

器具光束
照明施設に取り付けられた照明器具の全光束の総和で、
ランプ定格光束に器具効率を乗じたものを云う。
       器具光束＝ランプ定格光束×器具効率

JIS Z 8113
照明用語

照明率（Ｕ）
照明施設の基準面に入射する光束のその施設に取り付け
られた個々のランプの全光束の総和に対する比。

JIS Z 8113
照明用語

定格光束

照明器具製造業者が規定する条件で点灯した場合のLED
照明器具から放出される光束（初光束）として製造業者
が指定した値。
従来光源の器具光束に相当する。

JIS C 8105-3 附属書Ａ

LED照明器具性能要求事項

固有照明率（Ｕ0）
照明施設の基準面に到達する光束の個々の照明器具から
の全光束の総和に対する比。
従来光源の照明率に相当する。

JIS Z 8113
照明用語

維持光束
定格光束に保守率を乗じたもの。初期照度補正形LED照

明器具の場合は初期照度補正期間でほぼ一定に保つ光束
（維持光束は照明設計で用いる光束としている）

照明器具工業会ガイド134
LED性能表示ガイド（案）

初期照度補正形
定格光束に保守率を乗じた光束以上で点灯開始し、初期
照度補正期間またはLEDモジュールの寿命時まで連続的

に出力をあげ、ほぼ一定の光束を保つようにしたもの。

照明器具工業会ガイド134
LED性能表示ガイド（案）

  ■ 維持光束＝定格光束×保守率

  ■ 保守率  ＝光源の設計光束維持率×器具の設計光束維持率（汚れ）

従来光源

ＬＥＤ
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(2) 固有エネルギー消費効率の定義について 

固有エネルギー消費効率（lm／W）とは、照明器具から放出される全光束を定格消費電力で除した

ものをいう。LED 照明の場合は、LED 照明器具から放出される初期光束を消費電力で除した数値をい

う。蛍光灯照明器具の場合は、エネルギー消費効率（lm／W）とよび、蛍光灯照明器具に装着する蛍

光ランプの全光束を定格消費電力で除したもの使用する。このようにエネルギー消費効率の算出式が

異なるため、LED 照明器具の固有エネルギー消費効率の値と、蛍光灯照明器具のエネルギー消費効率

の値を、そのまま比較はすることはできないので注意が必要である。但し、参考値として使用する場合

はこの限りではない。 

 

(3) 演色性での注意点 

JIS Z 9110 照明基準総則では、作業別の推奨表に平均演色評価数 Ra が加えられており、CIE（国際

照明委員会）でも用途により推奨する基準が定められている。このように 3.8.4 項「演色性について」

においても記載しているように、照明設計において照度とグレアに加え、演色性も重要な要素である。 

平均演色評価数 Ra は、表-2.2.2 に示す 15 試験色の内 R1～R8 までの 8 試験色を対象となる光源と

自然光（基準光）で照明した時の色ずれの大きさを数値化したものであり、その平均値としてあらわさ

れる。しかし、演色評価数は基準光とのずれの方向が適正な方向にあるかどうかは関係なく数値化さ

れるので、演色評価数が高くても好ましい色に見えない場合がある。青色発光 LED チップに黄色蛍光

体を用いて白色を作り出している白色 LED モジュールの場合は、平均演色評価数 Ra が 80 以上でも、

特殊演色評価用の試験色 R9（Strong Red:4.5R4/13）に対する演色評価数が低い場合は冷めた色見に

なるため、赤色蛍光体を混ぜて是正しているメーカーもある。このように、LED 照明の場合は、平均

演色評価数 Ra だけでなく、どの試験色に対する演色評価数が高いのかにより、被写体の見え方異なる

ため、演出を考慮する場合は、各試験色に対する演色評価数にも注目する必要がある。※7 

一例として図-6.3.2 に異なるメーカーの高演色性及び中演色性 LED ランプの器具と一般 LED ラン

プの器具の各演色評価数グラフを示す。同じ平均演色評価数 Ra85 の中演色性ランプの器具でもメー

カーが異なると、各演色評価試験色での数値が異なってくる。2 社の中演色性ランプのダウンライト

（Ra85）を比較してみると、R4、R7、R8 では 3～4 ポイント程度の評価数の差であるが、特殊演色

評価用の R10 で 8 ポイントの大きな差が生じている。個々の演色評価試験色で大差が生じても平均演

色評価数では Ra85 で片付けられてしまう。従って、演色性を重視する被写体の場合は、この点を考慮

して机上だけでなく、事前に実被写体を対象とする実験を行うのなどの配慮が必要になる。 

注記．※7 従来光源を対象とした演色性評価方法では、LED 照明の演色性が正しく評価できないとして、評

価基準が平均演色評価数等の算出に基になっている CIE（国際照明委員会）の『光源の演色性評価方法 

第 2 版』に替わって、英国 Reeds 大学で検討されている CRI-CAM02UCS (Color Rendering Index)と

NIST(National Institute of Standards and Technology；アメリカ国立標準技術研究所）で検討が進ん

でいる CQS(Color Quality Scale)の 2 方法について TC1-69 委員会（Technical Committee：国際標準

化機能の専門委員会）で検討がなされてきた。しかし TC1-69 では、現行方法の演色性評価方法では本

当に LED 照明の演色性評価が正しくできるのか、評価できない場合の新しい方法の在り方はなど、基

本的な考え方が整理されず結論がでないまま技術報告書を纏め完了しており、今後の新しい TC 会議の

設置が待たれるところである。 

図-6.3.1 エネルギー消費効率の定義について

≠
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(4) 色温度と視覚心理、視覚生理 

色温度 3000K は暖かみのある色で、4200K は落ち着きのある色、5000K は活動的な色と言われる

ように、照明の色温度変化が視覚心理、視覚生理等、人間に対して心理的影響を与えると言われてい

る。住宅向け LED 照明で調色・調光機能を利用して、生活のリズムに合わせたサーカディアン照明制

御※7 など、新たな光演出が盛んに研究されていることを 3.1.3 項「シーリングライト形」で記述した

が、同様にオフィスでの作業性向上を目的とした色温度と照明の関係等が盛んに研究されている。最

近は研究だけでなく、オフィス照明設計の中に「サーカディアン照明制御」※8、「知的オフィス照明シ

ステム」※9 など、照度制御が中心であった照明制御計画に、色温度を制御する技術を盛り込んだ計画

例も見られるようになってきている。 

LED 照明はモジュールの構成を変えることにより、自由に色温度を変えることが可能な器具を製作

することができるため、今後この面での研究も進んでいくものと考える。 

注記．※8 サーカディアン照明制御は次世代オフィスの省エネソリューションを提案するもので、「サーカデ

ィアンリズム」と呼ばれる約 24 時間周期の生体リズムと光の関係を照明制御に応用し、LED 照明の色

温度や明るさを変化させることで一層の省エネと同時に、快適性や知的生産性が維持できる新しいオフ

ィス環境づくりを目指すものである。 

注記．※9 知的オフィス照明システムとは、同志社大学三木教授の開発したシステムで、「人工知能により照

度・色温度可変型照明制御を行う知的照明システム」として 2008 年から 3 年間に亘り先導研究として

NEDO の支援事業として助成を受けて進められた研究である。知的オフィス照明システムは、様々なオ

フィス活動のスタイルに合わせて「適光・適所」を実現するためのシステムで、照明器具、照度センサ、

及び電力センサをネットワークに接続し、照度センサからの照度情報、PC からの色温度情報、及び電力

センサからの消費電力情報に基づいて、各照明器具を人工知能のアルゴリズムで制御することで、任意

の場所に働く人が要求する照度と色温度を提供する新時代のオフィス向け照明システムである。 

(5) コスト面での注意点 

従来光源の器具に比較するとまだコスト面で高い印象は強いが、図-6.3.3 に示すようにコスト面で

は 2012 年時点では 2008 年に比べて 40～50%程度に、出始めの 2006 年に比べると 10 分の 1 以下に

低下しており、今後集積型 LED の技術進歩や 200 lm／W を超える高出力 LED チップを使用した器

具が実用化されれば、更に器具コストの低下が予想される。LED 照明の導入にあたっては、これらの

動向に注意を払い検討する必要がある。また、比較的短期間で器具性能や価格が変動することが予想

されるため、計画・設計期間や施工期間が長期に亘る案件については、必要に応じて設計内容、器具ス

ペックや工事費に関する見直しを行い、適切な対応を講ずることが重要となる。 

 

図-6.3.2 各 LED ランプの演色評価数グラフ
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6.3.2 配線設計時の注意点 

(1) 突入電流を考慮した回路設計 

LED 照明は 1 灯の消費電力が小さいため、分岐回路 1 系統に多数器具を設置することがある。この

場合には制御装置内の平滑用コンデンサが挿入されているため、電源投入時の突入電流を考慮した回

路設計が必要になる。表-6.3.3 に電球形 LED ランプの突入電流とスイッチ・リレー類使用時の接続台

数（T 社例）を示し、図-6.3.4 には定格電流と突入電流倍率の関係を示す。突入電流が流れる時間によ

り図に示すように 2 種類に分かれる。突入電流が流れる時間が 0.1ms 以下と非常に短いランプの場合

は、定格電流の 180～450 倍と非常に大きな突入電流が流れる。一方突入電流が流れる時間が 0.3～

0.4ms と 3～4 倍程度流れるランプの場合は、定格電流の 30～110 倍の突入電流が流れる。これは平

滑用コンデンサの性状の違いによるものと推測されが、どちらの場合も突入電流は大きな値であるが、

非常に短い時間なので接続台数が少ない場合は、調光スイッチに内蔵された半導体素子の熱的強度を

超え破壊することはない。しかし、接続台数が多くなると半導体素子の熱的強度を超え破壊する場合

がある。回路設計にあっては、この点を踏まえてメーカーが指定している接続数に従って行うように

する。突入電流は人感スイッチ、光センサ、画像センサ、リモコン機器等に内蔵される半導体素子等に

も同様の影響を与えるので、併せて注意する必要がある。他メーカーも同様に接続できる LED 照明の

個数をカタログや取扱説明書に記載しているので、回路設計前に予め確認しておくこと。最近メーカ

ーからも突入電流に関する注意が促されているので、不明な点についてはメーカーに問い合わせを行

い、工事完了引渡しにトラブルが生じないようにしておく。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-6.3.3 電球形 LED ランプの突入電流とスイッチ・リレー類使用時の接続台数（例） 

出典：T 社カタログ数値より 

図-6.3.3 LED チップの発光効率と器具コストの変遷
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図-6.3.4 電球形 LED ランプの定格電流と突入電流倍率の関係（一例） 

注記．表-6.3.3 の電球形 LED ランプには代表的なランプ形状のものを抜粋して記載しているが、

グラフはこれらを含む 30 種類の定格電流と突入電流倍率の関係を分布図として示す。 

表-6.3.5 ﾍﾞｰｽﾗｲﾄ形 LED の特性(S 社製)

表-6.3.4 ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ形 LED の特性(S 社製)

図-6.3.5 低圧遮断器の動作特性と LED 器具の突入電流

機種名 ダウンライト形LED

定格電流 0.094A（200V 入力時）

突入電流 0.8A（200V 入力時）

突入電流倍率 8.56

突入時間 40ms

定格電圧 AC100～242V

消費電力 18.7W

機種名 ベースライト形LED

定格電流 0.34A（200V 入力時）

突入電流 2.4A（200V 入力時）

突入電流倍率 7.06

突入時間 25ms

定格電圧 AC100～242V

消費電力 68W
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また、表-6.3.4 にダウンライト形 LED の特性、表-6.3.5 にベースライト形 LED の特性を示す。電

球形 LED ランプに比べると、制御装置にピーク電流を抑える設計が採用され 2～16%程度に抑えられ

ているが、突入電流が流れる時間が長くなっている。表-6.3.4 のダウンライト形 LED 器具の例で、通

電後 40ms 経過時の突入電流値が定格電流の 8.5 倍程度であり、定格電流をベースに回路設計を行っ

た場合、1 回路に接続できる最大容量で配線設計を行うと、全灯一斉点灯時に図-6.3.5 に示すように低

圧遮断器の動作特性に近い部分が生じ、低圧遮断器が誤動作する可能性がある。この点を踏まえた配

線設計が必要である。 

 
(2) 漏電ブレーカでの誤動作 

4.7 項で高調波について記述しているが、LED 照明の制御装置はスイッチング電源方式が主流であ

るため、漏電ブレーカの種類によっては制御装置から漏れる高調波・高周波電流の影響で漏電ブレー

カが誤動作する場合がある。制御装置は高調波や高周波雑音・ノイズを抑制するために、フィルタが挿

入されており、フィルタを通して高調波・高周波電流が漏洩電流として流れている。電圧フリーの制御

装置は固定電圧の制御装置に比べて漏洩電流が大きくなる傾向にある。 

分電盤などに漏電ブレーカを設ける場合は、分岐回路に設ける漏電ブレーカの感度について考慮す

る必要はないが、主幹に漏電ブレーカを使用する場合は、LED 照明器具の漏洩電流の総和が影響し感

度が比較的高いものは誤動作する可能性があるので、感度の鈍いものを選定する。また、コンデンサ

（フィルタ類も含む）に流れる商用周波数漏洩電流や低次の高調波漏洩電流は、高調波対応形漏電ブ

レーカであっても漏電と検知する可能性があるので、選定にあたっては注意が必要である。 

 

 

6.3.3 調光スイッチ、点滅スイッチ等回路設計での注意点 

(1) 2 線式タイプの調光スイッチ 

白熱電球専用の調光回路に設置されている白熱

電球を LED 照明器具又は LED ランプに取替えた

場合に、白熱電球のようなスムーズな調光動作に

は成らず、ほとんど点灯しない状態からほぼ全点

灯に近い状態に移行し、調光にならない現象が起

きる場合がある。原因は図-6.3.6 に示す白色 LED

の順方向電圧(Vf)－順方向電流(If)特性で、一定の電

圧に達しないと電流が流れず、非発光領域の範囲

が広いためである。従って、白熱灯から LED 照明

に置換える場合は、器具を調光対応品又は制御装

置（電源装置）を調光対応品にする。※10 

注記．※10 調光対応でない LED 照明器具又は LED

ランプを使用した場合は、調光スイッチによ

る位相制御のため電源波形が歪み、チラツキ

の発生や過負荷により内蔵の電子部品が破損

又は短寿命になる恐れがある。また、6.5.2 項

で記述した突入電流が半導体素子の最大定格電流を超えることがあり、調光器が破損する恐れがある。 

 
(2) 4 線式タイプの調光スイッチ 

現状の LED 照明はメーカー間の互換性がほとんどないため、4 線式タイプの調光スイッチの場合、

同一調光回路に異なるメーカーの製品を混在させることはできない。 

40

20
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0.8 1.6 2.4 3.2 4.0

非発光 領域

ＶＦ（Ｖ）

IＦ
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低 電流領 域

Vf （V）

If
（
m

A
）

白熱電球の特性
（電圧に比例して電流が増加する）

白色LEDの特性
（一定の電圧に達しないと電流が流れない）

図-6.3.6 白色 LED と白熱電球の順電流-順電圧特性
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(3) 調光スイッチに接続する器具数 

1 台の調光スイッチに接続できる LED 照明及び制御装置は、各々仕様が異なるために、事前にメー

カーの施工説明書、仕様書等を確認のした上で、メーカーと打合せを行うこと。 

 

(4) 個々の調光対応 LED 照明で消灯タイミングが異なる 

複数の LED 照明を 1 つの調光スイッチに接続して使用する場合は、LED の特性（LED モジュール

動作電圧のばらつき等）により個々の灯具で消灯のタイミングに差が出ることがあるので注意する。 

 

(5) 調光範囲について 

従来の調光対応の LED 照明は、調光下限まで暗くすると突然消灯する等の不具合があったが、最近

は 5～100%の範囲であればスムーズに調光できる製品が主流で、メーカー指定の専用調光スイッチを

使用した場合では、白熱灯のように消灯状態（0%）から全点灯までスムーズに調光できるものも開発

され、白熱灯同様に LED 照明を使用した 0～100%の調光演出が可能になってきている。 

また、LED 照明は僅かな電流が流れているだけでも点灯するため、調光スイッチのつまみが不点灯

のポジションでも薄く点灯した状態になる場合がある。これは調光スイッチが完全に通電していない

状態にならないためで、この場合は調光スイッチに電源スイッチを付加するか、又は電源スイッチ内

蔵の調光スイッチに取替える必要があります。メーカーによっては IC を利用し、電源波形に応じて

LED モジュールに流れる電流値を IC により制御して、電源電圧が完全にゼロになる前に消灯するよ

うな仕組みを製品に組込んでいるものもある。 

 

 (6) 人感スイッチと調光スイッチの併用 

人感スイッチと調光スイッチを併用させる場合は、電流制御目標値が LED 照明器具のデューティ比

検出回路に直接信号として流れる必要があるため、4 線式タイプの LED 照明器具と調光スイッチの組

み合わせにする。４線式でも人感スイッチ、調光スイッチ及び LED 照明器具の組合せによっては使用

できないものが多いのでメーカーと事前調整が必要である。2 線式タイプの場合は調光対応 LED 照明

器具又は LED ランプであっても人感スイッチと調光スイッチを併用させることはできない。 

 

(7) 位置表示灯付スイッチ 

位置表示灯付スイッチは、オフ時にも微小な電流をスイッチ部に流して表示灯を点灯させる方式で

ある。スイッチがオフ時には LED 照明器具又は LED ランプが直列接続状態になるため、微小電流が

器具又はランプに流れるため、オフ時にぼんやり点灯することがある。最近は微小電流では点灯しな

いように制御を行っている製品もある。事前に位置表示灯スイッチと組合せ可能な器具を確認してお

くことが必要である。 

 

(8) 動作確認灯付スイッチ 

動作確認灯付スイッチは、オン時に電流をスイッチ部に流して確認灯を点灯させる方式である。従

って LED 照明器具又は LED ランプの定格電流が少ない場合は、確認灯に十分な電流が流れず点灯し

ないかあるいは薄暗く点灯するなどの不具合が起きることがある。この場合は適合容量にあった確認

灯に交換する。特に、既存が白熱電球などの電流値の大きな負荷を電流の少ない LED 照明器具又は

LED ランプに交換する場合は注意が必要である。 
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6.4 施工前に留意すべき点 

6.4.1 放熱対策 

LED 照明器具は LED モジュール及び制御装置双方からの

発熱があり、LED ランプは放熱板から熱発散があるため、放

熱を考慮した施工が重要になってくる。LED モジュールは構

造上から熱放射や熱対流による放熱があまり期待できないた

め、主に熱伝導により放熱させる設計になっている。また、

図-6.4.1 に代表的な電球形 LED ランプの構造を示すが、LED

ランプは熱伝導により放熱板（ヒートシンク）に熱を集め、

そこから放熱させる設計になっている。双方とも積極的に熱

伝導を利用して放熱させる仕組みであるため、この部分の放

熱対策がうまく行かない場合は、熱伝導率の高い電線・ケー

ブル類の芯線（銅の熱伝導率は 398W・m-1・K-1 で、空気の

16,500 倍）を伝わって熱発散が行われることになるので注意

が必要である。 

 

(1) 断熱工法での注意点 

断熱構造又は断熱工法※11 により施工される天井部分に取付けるダウンライト形 LED については注

意が必要である。図-6.4.2 に従来品の一般形ダウンライトの各断熱材との離隔距離を示すが、断熱工法

に対応していないダウンライト形 LED も従来品ダウンライト同様に離隔を守った施工方法を行う必

要がある。指定以外の施工では器具の寿命が損なわれたり、過熱して発火・発煙等のトラブルが発生す

る恐れがあるので注意すること。図-6.4.3 に S 形（断熱施工対応形）器具と M 形（一般形）器具の施

工法の違いを示す。最近ダウンライト形 LED においても SGI 形・SG 形（マット敷断熱工法対応）の

S 形埋込照明器具※12 が製品化されるようになってきたが、SB 形（ブローイング断熱工法対応）の器

具はまだ製品化されていない。しかし S 形埋込照明器具はまだ製品が少ないので注意が必要である。 

また、口金（E17・E26 等）が同じであるため白熱電球から電球形 LED ランプに取替え使用してい

る場合が見受けられるが、天井部分に断熱工法が採用されている場合はダウンライト周辺の断熱材を

取除き、断熱材との離隔を図-6.4.2 に示す値以上に取る等の施工が必要になる。Ｓ形のダウンライト

（口金 E17・E26）であっても、装着しようとする LED ランプがＳ形に対応していない場合もあるた

め、既設の施工法に合わせてランプを選択する必要がある。断熱施工表示は器具とランプの組合せに

対して登録表示しているものであり、登録されていないランプは使用できない。使用できるランプは

器具に貼付けられている銘板やランプ表示ラベルに記載されているので確認のこと。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-6.4.3 S 形ダウンライトと

一般形ダウンライトの比較 

図-6.4.2 一般形ダウンライト 
と各部材の離隔距離 

図-6.4.1 電球形 LED ランプの
構造と放熱板（ヒートシンク）

東芝ライテック資料より 
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注記．※11 「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の指針」により住宅等

で省エネを目的とした断熱工法を施した天井が増加しており、同基準（平成 18 年国土交通省告示第 378

号 3（2）イ（ニ））より、「断熱構造とする天井又は屋根に埋込み形照明器具を取り付ける場合にあって

は、断熱材で覆うことができるものを使用すること。」となっている。 

※12 SGI 形・SG 形（マット敷断熱工法対応）及び SB 形（ブローイング断熱工法対応）埋込照明器具

とは建物の施工時において断熱材の施工に対して特別の注意を必要としない器具であって、(社)日本照明

器具工業会規格（JIL5002-2000）に適合する器具をいう。SGI・SG・SB の断熱施工表示マークは、(社)

日本照明器具工業会が示す登録表示である。 

 
(2) 白熱電球用ダウンライトに電球形 LED ランプを装着する場合の注意点 

白熱電球用ダウンライトの受金（磁器製）付近の温度は 100℃を超えても支障がないように設計さ

れているが、電球形 LED ランプは 5～40℃の範囲で使用されることが条件で設計されている。白熱電

球に比べて熱に対するマージンが小さいため、取替る場合は器具内に熱溜まりができないか、換気に

必要な空間は十分取れているかなどの検討が必要になる。特に、60 形以上の電球形 LED ランプは白

熱電球に比べると表-6.1.5 に示すように大きくなるため、事前の調査と熱対策の検討は欠かせない。 

 

(3) 制御装置（電源装置）での注意点 

制御装置は内部に電子部品やコンデンサなど放熱対策を必要とする部品を有している。制御装置別

置形ダウンライトの場合は、ダウンライトの放熱装置と制御装置の位置関係を検討し、熱溜まりが生

じ装置の放熱を阻害したり、放熱装置の熱が伝導して制御装置に影響を及ぼさないような配置にする

必要がある。また、制御装置の中には設置する向きによって内蔵の部品に影響を及ぼすことを避ける

ため設置する方向を指定している

ものがあるので、取扱説明書などを

読んで理解しておく必要がある。 

(4) 電源用ケーブルでの注意点 

最近の LED 照明器具は放熱対策

などを改善され、図-6.4.4 に示すよ

うなケーブル外装を剥ぎ取って保

護チューブなどを挿入する必要は

なくなっているが、LED 照明器具の

場合は熱伝導による放熱が主であ

るため、放熱対策が上手く行かない

時に電源用ケーブル・電線を伝わっ

て熱発散が起きる場合があるので

注意が必要である。 

 

6.4.2 静電気対策 

LED 照明器具及びランプは製造工程では各種の帯電防止処置が施されており、器具そのものにも静

電気サージを吸収する保護素子が内蔵されるなど、製造段階での実用上の問題は少ないが、輸送時の

包装品による摩擦や、施工時の作業者の動作などによって静電気は容易に発生するため、静電気サー

ジ対策を施した LED 照明器具及びランプであっても、耐量を超えるサージが印加された場合は破壊に

至る可能性があるので注意が必要である。一般的には LED チップの静電気に対する耐電圧は 200-

2,000V 程度であるが、静電気放電時には表-6.4.1 に示すように数 kV-35kV ほどになるため、放電時の

電流値によっては LED チップが破壊される可能性がある。 

図-6.4.4 放熱対策で接続部のケーブル外装剥ぎ取り部に
保護チューブを挿入する例 

12±2mm 300mm

ケーブル

耐熱絶縁チューブを挿入した状態
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従来光源の蛍光ランプや白熱電球では静電気

による故障は考慮されて来なかったが、LED 照

明器具及びLEDランプでは静電気を極力発生さ

せないことや、身体が帯電した状態で入力端子部

に触ったりしない等の一定の配慮が必要になる。

特に冬場の乾燥した状態では高圧の静電気が発

生し易いので注意を払っておく。 

 

6.4.3 器具接続での注意点 

(1) 制御装置（電源部）別置形ダウンライトの場合 

別置形のダウンライト形 LED の接続方法は、基本的に従来のダウンライト形蛍光灯と接続法は変わ

らないが、図-6.4.5 に示すように、制御装置と器具本体がケーブルにより分離できないタイプや、コネ

クタ接続方式で分離できるタイプ等がある。双方とも制御装置の固定方法についても事前検討が必要

になる。制御装置器具本体がケーブルにより一体になっているタイプは、器具取付け時に制御装置も

同時に取付けるためそれを固定する受け部材を予め天井内に設けておく。一方、制御装置をコネクタ

等により分離できるタイプは、天井仕上げ前に天井内に制御装置を取付けることが可能で施工性に長

けているが、後から点検できるように取付け方法、取付け位置等を予め検討しておく。 

制御装置と器具間の接続ケーブルは付属品として同梱したものを使用するのが原則であるが、制御

装置 1 台に対して複数台の器具を接続する場合や、制御装置と器具間の距離などで、以外の電線・ケ

ーブルを使用する場合は、メーカー指定の電線・ケーブルを使用するか同等以上の性能を有する電線・

ケーブルを使用する。 

 

 

(2) 電源接続時の極性について 

制御装置（電源装置）別置形の LED 照明器具の場 

合は接続時の誤結線に注意する。メーカー指定のコネクタ付ケーブルを使用する場合には誤結線は

生じないが、他の電線・ケーブルを使用して接続する時は極性に注意が必要である。LED 照明は極性

があり順方向に電流を流さないと点灯しない。一般的に逆方向の耐電圧が低いため、大きな逆電圧が

加わると破壊して点灯しなくなる場合はある。 

また、制御装置（電源装置）別置形の LED ランプの中にも極性によっては点灯しない製品があるの

で注意が必要である。 

図-6.4.5 制御装置（電源部）別置のダウンライト形 LED 照明 

相対湿度 10～20% 65～90%

カーペット上歩行 35.0kV 1.5kV

ビニル製床歩行 12.0kV 0.25kV

作業台近傍の作業者 6.0kV 0.1kV

「LEDとLED照明の使いこなしのポイント」2012年3月
LED照明器具推進協議会Technical Reportより

表-6.4.1 静電気の発生電圧と相対湿度 
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6.4.4 屋外で使用する場合の注意点 

1) 直管形 LED ランプや電球形 LED ランプ等、ランプのみを交換して使用するタイプについて

は、防水仕様（防水性能 IPX5 相当以上の性能）以外の LED ランプを使用しない。IPX5 相

当の防水性能を有するランプでもグローブの材質によっては耐候性能が不足し、屋外で使用

できないものがあるので注意する。 

2) 屋外に使用する器具（JISC-8105-1 に規定している防水性能を有する器具）は、一般的に密

閉構造であるため、内部の温度上昇が大きく使用条件での内部温度に関しては事前確認が必

要である。直射日光による温度上昇がない夜間での使用だけでなく、試験点灯や自動点滅器

等の故障時の場合を想定して、昼間に点灯しても支障が生じないように検討する。 

3) 器具内の LED モジュールは電子部品であるため、静電気やサージ電圧等の高電圧によりダ

メージを受ける。取扱時の静電気対策や、誘導雷等のサージ対策を検討する。 

4) 振動・衝撃や腐食性ガスの多い場所、塩害地域での使用については対策を講じる。 

5) LED 照明器具はヒートシンクや制御装置等の重量物を含むため、組合せて使用するポールや

架台等は十分な強度を有する物を使用する。表-6.4.2 に示す JISC-8105-2-3「道路及び街路照

明器具に関する安全性要求事項」で規定された速度圧に耐えるものとする。 

 

 

 

 

 

6) 器具の施工要領書等に指定された取付け方向以外の使用はしない。 

7) 器具接続時の口出し線や接続線については熱伝導を考慮して折り曲げない。 

8) 接続器具については加熱による影響に耐える信頼性の高い接続器を使用する。 

9)  

6.4.5 耐震支持及び重量対策 

(1) LED 照明器具の耐震支持の考え方 

ベースライト形器具をスラブから支持する工法については、重量の面からも一般的であるが、それ

に比べてダウンライト形器具は、電球形蛍光ランプや白熱電球を問わず器具付属の引掛け支持金具に

より天井材に固定するだけで済ませている場合を多く見かける。ダウンライト形 LED 照明器具の場合

は、制御装置（電源部）や放熱体（ヒートシンク）など重量が増加する要素があるので注意が必要であ

る。特に、白熱電球タイプのダウンライト形器具をダウンライト形 LED 照明器具にリプレースする場

合は事前に重量の確認を行うこと。 

表-6.4.3 にダウンライト形 LED と従来品の質量比較を示すが、出始めのダウンライト形器具に比べ

ると、最近のダウンライト形器具はメーカーが制御装置や放熱体に工夫を加え軽量化を図っており、

従来品と比べて遜色ない重さになっている。しかし、HID ランプやコンパクト形蛍光ランプ多灯形の

ダウンライト形器具の代替品として、制御装置や放熱体の大きな高出力ダウンライト形器具なども製

作されており、計画及び施工に当たっては、事前に重量の確認と耐震対策の要否の検討は必要である。 

重量が大幅に増加する場合は、長期応力荷重に対する天井下地強度への問題が考えられ、短期応力

である地震に対する耐震支持対策※13も検討しなければならないことになる。公共建築工事標準仕様書

（電気設備工事編）では、その両方を考慮する必要があるとしている。長期応力荷重で例え落下しなか

ったとしても脱落に至ることは想定され、脱落により器具の破損や、端子部に応力が掛かることによ

る破損で、短絡や電気的接続が不完全になり発火する等の危険性も生じる。一方、短期荷重である地震

では、器具の落下などによる人身災害に至るおそれを考慮する必要がある。 

注記．※13 照明器具の被害は建物の機能には、大きな障害にはならないが、殆どの照明器具が天井に取り付

取付高さ 単位面積当たりの荷重 備考

6m以下 1.6kN／m2 風速51m相当

6mを超え15m未満 2.3kN／m2 風速60m相当

表-6.4.2 単位面積当たりの耐荷重
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けられているため、その被害の 47％を落下が占めていた。アンケート調査の数字からは判別できないが、

重量の軽いダウンライトの脱落が多く、電線にぶら下がっていて、落下に至っていない器具が多数あっ

たようである。しかし、落下は２次災害の心配があり、昼間の時間帯に地震が起きておれば、多くの人

が被害を受けていたと思われ、照明器具の落下防止対策が必要である。 

「語り継ぐ電気設備の震災対策（阪神・淡路大震災に学ぶ） 編集：電気設備の震災教訓調査委員会」よ

り抜粋。 

また、LED 照明器具は従来の照明器具と異なり、長寿命であるランプの交換をほとんど考慮する必

要がない。このため従来の器具ではランプ交換時に、取付け具合の確認などを行っていた点検作業が

無くなり、気が付かないまま支持金具の緩みなどで脱落又は落下するなどのことも想定されるので、

その点を考慮して取付ける必要がある。 

 

 
(2) 公共建築工事標準仕様書に準拠した施工法 

図-6.4.6 に示すように、公共建築設備工事標準図ではダウンライトの重量により支持方法が定めら

れているが、このことは意外と知られておらず、天井材に直接支持するだけで仕様書に準拠した施工

が行われていないことが見受けられた。この基準では、1.5kg 以下の器具では天井材への支持だけで構

わないが、1.5kg を超える器具では脱落防止金具による支持や脱落防止チェーン等の取付けとなって

おり、3kg を超える器具ではスラブから直接器具をサポートすることになっている。 

表-6.4.3 ダウンライト形 LED 照明器具と従来品の質量比較 

LED照明 従来光源

40形 白熱灯40Ｗ形器具相当 0.3kg 0.3kg

60形 パルックボール15Ｗ形器具相当 0.6kg 0.4kg

100形 コンパクト形蛍光灯FDL27Ｗ形器具相当 0.7kg 0.9kg

150形 コンパクト形蛍光灯FDL32Ｗ形器具相当 0.8kg 0.9kg

200形 コンパクト形蛍光灯FDL42Ｗ形器具相当 0.9kg 1.1kg

350形 コンパクト形蛍光灯FDL42Ｗ×2形器具相当 1.3kg 2.0kg

550形 コンパクト形蛍光灯FDL42Ｗ×3形器具相当 1.8kg 2.5kg

750形 コンパクト形蛍光灯FDL57Ｗ×3形器具相当 2.6kg

1000形 コンパクト形蛍光灯FDL42Ｗ×4形器具相当 2.8kg 2.8kg

300シリーズ 白熱灯40Ｗ形器具相当 0.3kg 0.3kg

500シリーズ 白熱灯60Ｗ形器具相当 0.3kg 0.3kg

1000シリーズ コンパクト形蛍光灯FHT24Ｗ形器具相当 0.7kg 0.7kg

1500シリーズ コンパクト形蛍光灯FHT32Ｗ形器具相当 0.9kg 0.9kg

2000シリーズ コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ形器具相当 0.9kg 0.9kg

3500シリーズ コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ×2形器具相当 1.0kg

6000シリーズ コンパクト形HID70Ｗ形器具相当 2.0kg

7500シリーズ コンパクト形蛍光灯FHT57Ｗ×3形器具相当 2.8kg

クラス60 白熱灯60Ｗ形器具相当 0.7kg 0.4kg

クラス100 コンパクト形蛍光灯FHT24Ｗ形器具相当 0.7kg 0.8kg

クラス150 コンパクト形蛍光灯FHT32Ｗ形器具相当 0.9kg 0.8kg

クラス200 コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ形器具相当 0.9kg 0.9kg

クラス350 コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ×2形器具相当 2.7kg 2.0kg

クラス550 コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ×3形器具相当 2.7kg 2.5kg

クラス700 コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ×3形器具相当 4.9kg 2.5kg

クラス900 コンパクト形蛍光灯FHT42Ｗ×4形器具相当 4.9kg 2.6kg

Ｍ社

メーカー LED形式 Ｗ相当
質量

Ｐ社

Ｔ社
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表-6.4.3 では製造業者呼称のコンパクト蛍光ランプ FDL27W・FHT32W や FHT42W 相当の高出力

器具で重量が 1.0kg を超えるものがあるが、公共建築工事標準図に記載されている基準を意識して

1.5kg を超える器具は少ない。地震時の安全性を考えると 1.5kg 未満の器具であっても施設の重要性

等を考慮して、脱落防止金具や落下防止チェーン等の耐震対策を採ることが望ましい場合もある。ま

た、6.1.2 項でも記述したように制御装置別置形の器具の場合は、地震等の振動で装置が動き回り天井

材を傷付けたり配線接続部に不要な張力をかける場合があるので、制御装置を天井材に乗せるだけで

なく野縁や野縁受等に固定することも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 天井の耐荷重と施工について 

1) 在来天井の場合 

照明器具の支持方法としてスラブからの固定は、ベースライト形等の 3kg を超える器具について一

般的に採用されていたが、1.5kg 未満のダウンライト形器具では、軽量であるため特に重量を考慮せ

ず、天井材に荷重をかける方法のみによる支持が行われていた。在来工法の場合は下地ボードの支持

方法や支持間隔並びに材料質、天井ボード自体に加わる荷重分布や、天井ボードの切り込み寸法によ

り様々に変化する耐荷重を厳密に定義するのは困難なため、天井材の耐荷重について天井材メーカー

からは明確な耐荷重を公表されていない。一つの目安として JIS A 6901：2005 において規定されてい

る「せっこうボード製品の曲げ強度試験」の結果から(2)で記述した公共建築工事標準仕様書に準拠し

た施工法で問題ないと判断できる※14。 

 

器具質量が 1.5kg を超え、3kg 以下の場合（脱落防止措置） 

図-6.4.6 公共建築工事標準図 電気設備工事編（抜粋） 

チェーン等による場合 チェーンによる場合 

器具質量が 3kg 超過の場合 
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注記．※14 図-6.4.7 に曲げ強度試験の方法を示す

が、ボードの両端を支持棒の上に載せ、中央

全スパンに集中荷重を加え、破壊したとき

の荷重値を測定することになっている。曲

げ強度試験の結果を図-6.4.8と図-6.4.9に示

すが、石膏ボードは薄いものはたわみが大

きく、支持間隔が広いものもたわみが大き

い。この数値は器具を取付けるための石膏

ボード自体への切込み位置や大きさが考慮

されてない場合であり、実際はこの試験結

果に加えて、切り込み時の位置や大きさを

考慮した多種類の試験をはじめ、天井材へ

の長期荷重についても考慮しなくてはなら

ない。従って、数十年後の時間的経過を想定

し器具の支持方法を決定することは大変困

難であるが、図-6.5.8，図-6.5.9 の石膏ボードの強度試験での荷重 20kg 以下のたわみ量から判断する

と、3.0kg を超えない器具であれば、仕様書に準拠した施工法で問題ないと判断できる。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

図-6.4.7 石膏ボードの曲げ強度試験の概要 
（（一社）石膏ボード工業会ＨＰより抜粋） 

図-6.4.9 石膏ボードの曲げ強度試験の結果 
支持間隔が 455mm の場合 

（（一社）石膏ボード工業会ＨＰより抜粋） 

図-6.4.8 石膏ボードの曲げ強度試験の結果 
支持間隔が 303mm の場合 

（（一社）石膏ボード工業会ＨＰより抜粋） 
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2) システム天井の場合 

システム天井は吊り間隔が長く、仕上げボード

1 枚だけでの施工になるため、たわみに関しては

注意が必要になる。システム天井のメーカーの中

には、照明器具等、直に天井に荷重をかける器具

に対しての耐荷重を公表しているものがあり、

1.0kg 未満の器具については天井材に補強を施す

ことにし、1.0kg を超える器具に対しては別途支

持を要求している。添付参考資料-7「天井材への

荷重負担について」に記載のメーカー報告書を参

照されたい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考文献 

1) 「電球形 LED ランプ性能表示等のガイドライン解説」ガイド-008-2011(2),p2,（一社）日本照明

工業会 

2) 「直管蛍光ランプ形 LED ランプなどの装着時、蛍光灯照明器具改造での注意点」 ,p2, 

JLA2004:2010/7,（一社）日本照明工業会 

図-6.4.10 システム天井ボード向け設備開口

の補強裏打ち方法 
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7 章 設計と施工の実務 
 
LED 照明は、従来光源の白熱電球や蛍光ランプ・放電灯（HID ランプ）と異なり、半導体結晶の中で電気

エネルギーが直接光に変化する仕組みを応用した固体光源で、可能性を含め従来光源等とは一線を画するとこ

ろはあるが、現段階では従来光源の代替光源としての役割が優先していることもあり、設計並びに施工の流れ

については大きな変化はない。従って、本項では従来光源の照明器具に則した流れで導入フローを整理した。 
7.1 章には設計の実務として、設計の流れをフローで示すと共に、従来光源と異なる点を中心に、LED 照明

の照度計算の実際について実例を交えて記述している。また、7.2 章には施工の実務として、工事着手から施

工計画、購買・資材管理計画、機器搬入、試験・検査、アフターフォローまでの流れをフローで示すと共に、

LED 照明器具の注意点を中止に記述している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7.1.1 LED 照明の導入フロー 
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7.1 設計の実務 
照明設計は、施設や被写体の目的や用途に適合した視環境を作り出すために行うものである。従って、施設

や対象となる物の目的や用途を明確にして、これにふさわしい照明設計を行うことが重要になるが、LED 照

明は新たな光源であるため、正しい使い方を理解されないまま使用される弊害が見受けられる。本項では LED
照明による設計を進める上で、従来光源の器具とはどこが異なるか理解してもらうため記述する。尚、照度計

算の注意点については、6.3.1 章(1)項に記載しているので参照されたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7.1.2 LED 照明の設計フロー 
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7.1.1 LED 照明の照度計算 
LED 照明の照度計算は従来型蛍光灯と同様に光束法により可能であるが、LED 特有の保守率や照明率を使

用する必要がある。表-7.1.4 に Hf 蛍光灯ベースライトと一体型 LED ベースライトの計算方法の比較（違い）

を示す。また以下に例として、一体型 LED ベースライト LRS3-6300 を用いた場合の LED 照明の照度計算の

考え方を示す。平均照度 E の算出は次式を用いて計算を行う。 

       
E ：平均照度〔lx〕 
F´ ：定格光束 
M ：保守率 
U0 ：固有照明率 
N ：台数 
A ：面積〔㎡〕 

 
(1) 定格光束 F´ 

照明器具製造業者が規定する条件で点灯した場合の

LED 照明器具から放出される光束として製造業者が指定

した値で、JIS C8105-3 附属書 A LED 照明器具性能要求

事項に規定されている。 
 
(2) 保守率 M 

保守率＝ 
光源の設計光束維持率×器具の設計光束維持率（汚れ） 
・光源の設計光束維持率：各メーカー値による 
・器具の設計光束維持率：0.85（表-7.1.1 より下面開

放形、周辺環境が普通の場合） 
  LED 照明の保守率については照明学会技術指針｢照明設計の保守率と保守計画 第 3 版 

 –LED 対応増補版―｣JIEG-001（2013）を参照のこと。 
(3) 維持光束について 
維持光束は、定格光束に保守率を乗じたもので、照明設計で用いる光束である。 
維持光束＝定格光束 F´×保守率 M 

【上記例】 
保守率＝0.90×0.85＝0.77 
定格光束が 6300 ㏐のとき 
維持光束＝6300×0.77＝4851 ㏐ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

参考文献：(一社)日本照明工業会 JIL5004
公共施設用照明器具 2013 年版改定説明会資料より

図-7.1.3 光源の設計光束維持率

照明器具種類 良い 普通 悪い

露出形 0.98 0.95 0.9

下面開放形 0.9 0.85 0.75

簡易密閉形 0.85 0.8 0.75

完全密閉形 0.95 0.9 0.85

表-7.1.1 屋内に設置した照明器具 
の設計光束維持率 

（照明学会技術指針 JIEG-001 より）

表-7.1.2 屋外に設置した照明器具 
の設計光束維持率 

（照明学会技術指針 JIEG-001 より）
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(4) 固有照明率 U0 （照明工業会 HP 掲載） 
室指数を下記の計算で求めた結果より、 
LED 照明器具の固有照明率を求める。 
 

室指数＝ 
 
 

【例】室指数を 3.76 とすると、表 7.1.5 の 
固有照明率Ｕ0及び表-7.1.3 の算出例より、 

固有照明率 U0 =0.91 
 

 

 

室指数 固有照明率U0

固有照明率
算出結果

3.00 0.87 0.87+（0.92‐0.87)
×(3.76‐3.0)≒0.91

4.00 0.92

表-7.1.3 固有照明率の算出例 

表-7.1.4 計算方法の比較（Ｈf 蛍光灯ベースライトと LED ランプ一体形ベースライト） 

表-7.1.5  JIL5004-2015LED 照明器具の固有照明率（抜粋）

参考文献：JIL5004-2015LED 照明器具の固有照明率一覧について 20151203 最新版 

記号 数値 単位 項目 記号 数値 単位 備考
ランプ定格光束 Ｆ 9900 (lm) 器具定格光束 Ｆ１ 6300 (lm)

光源の設計光束維持率 ａ 0.9
寿命時間における
光束維持率

器具の設計光束維持率 ｂ 0.85 汚れによる維持率
保守率 Ｍ 0.69 保守率 ａ×ｂ 0.77
維持光束 Ｆ×Ｍ 6831 (lm) 維持光束 Ｆ１×ａ×ｂ 4851 (lm)

間口 Ｘ 11.7 (m) 　　　　　間口 Ｘ 11.7 (m)
奥行 Ｙ 18.3 (m) 　　　　　奥行 Ｙ 18.3 (m)
高さ Ｚ 2.7 (m) 　　　　　高さ Ｚ 2.7 (m)
作業面高さ ｈ１ 0.8 (m) 　　　　　作業面高さ ｈ１ 0.8 (m)
光源の高さ Ｈ＝Ｚ-ｈ１ 1.9 (m) 　　　　　光源の高さ Ｈ＝Ｚ-ｈ１ 1.9 (m)

室指数 Ｘ・Ｙ/Ｈ（Ｘ+Ｙ） 3.76 Ｘ・Ｙ/Ｈ（Ｘ+Ｙ） 3.76
反射率　天井 70% 　　　　　反射率　天井 70%
反射率　壁 50% 　　　　　反射率　壁 50%
反射率　床 10% 　　　　　反射率　床 10%

照明率 Ｕ 0.68 固有照明率 Ｕｏ 0.91
台数 Ｎ 36 （台） 台数 Ｎ 36 （台）
照度 Ｅ＝Ｆ・Ｍ・Ｕ・Ｎ/Ｘ・Ｙ 781 (lx) 照度 Ｅ＝Ｆ・Ｍ・Ｕ・Ｎ/Ｘ・Ｙ 742 (lx)

Ｈｆ蛍光灯ベースライト ＬＥＤベースライト
項目

0.60 0.80 1.00 1.25 1.50 2.00 2.25 3.00 4.00 5.00

LRS1-850LM 0.48 0.57 0.65 0.73 0.76 0.82 0.87 0.89 0.92 0.94

LRS1-1300LM-1 0.47 0.56 0.64 0.72 0.76 0.81 0.86 0.89 0.92 0.94

LRS1-1700LM 0.47 0.56 0.64 0.72 0.76 0.81 0.86 0.89 0.92 0.94

LRS1-2900LM 0.50 0.58 0.66 0.74 0.76 0.82 0.86 0.89 0.92 0.94

LRS1-4400LM 0.51 0.58 0.66 0.74 0.76 0.83 0.86 0.89 0.92 0.94

LRS1-6000LM 0.51 0.58 0.66 0.74 0.77 0.83 0.87 0.89 0.92 0.94

LRS1-7600LM 0.53 0.60 0.68 0.75 0.78 0.83 0.87 0.90 0.93 0.95

LDS2-LRS1-850LM 0.47 0.57 0.65 0.72 0.76 0.82 0.85 0.87 0.90 0.92

LDS2-LRS1-1300LM 0.47 0.56 0.64 0.72 0.76 0.81 0.85 0.87 0.90 0.92

LDS2-LRS1-1700LM 0.47 0.56 0.64 0.72 0.76 0.81 0.85 0.87 0.90 0.92

LRS2-11000LM 0.70 0.75 0.81 0.86 0.88 0.91 0.93 0.95 0.96 0.97

LRS2-16000LM 0.70 0.75 0.80 0.86 0.88 0.91 0.93 0.95 0.96 0.97

LRS3-6300LM 0.41 0.50 0.59 0.66 0.71 0.78 0.83 0.87 0.92 0.94

LRS4-6300LM 0.40 0.51 0.58 0.65 0.69 0.76 0.81 0.85 0.89 0.92

LSS1-3150LM 0.39 0.48 0.57 0.63 0.68 0.78 0.83 0.84 0.87 0.91

機種
室指数

備考1 反射率は天井：70％、壁：50％、床：10％とする。

備考2 固有照明率とは照明施設の基準面に到達する光束の、個々の照明器具からの全光束の総和に対する比率を云う。
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7.1.2  JIL5004「公共施設用照明器具」2016 年版の改定概要 
 2016 年 4 月運用分の JIL5004 公共施設用照明器具が改定された。これは省エネルギー、環境性の観点から

LED 照明器具の利用促進を目的に機種拡充を行ったものである。以下に、主な改定内容を示す。 
(1) LED 照明器具の機種拡充 

省エネルギー、環境性の観点から LED 照明器具の利用促進を目的に機種拡充を行う。 

① LED ダウンライトのフルラインナップ化により、従来の蛍光灯ダウンライト、HID ダウンライトを中

止し、LED 機種へ全面シフトを図った。 
② ベース照明となる執務室用途向け LED 機種を新たに追加した。 
③ 屋外用に LED 街路灯及び LED 防犯灯を追加した。 

 
(2) LED 制御装置の種類拡充 

① LED の特性を生かし、省エネ効果を発揮するため、人感センサーによる照明制御方式を充実 
した。 

② 照明制御との組合せを可能とした連続調光形（LX）を充実した。 
 
 
 

(3) 公共施設用照明器具の仕様（JIL5004-2015：抜粋） 
執務室用途向け LED ベースライトの場合 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■摘要 （LRS3、LRS4 共通） 
① LED モジュールの寿命は、40,000 時間以上とし、光源の設計光束維持率は 0.85 以上とする。 
② 維持光束の上限値は 8%以内とする。 
③ 光源色は相関色温度：4600K～5500K（昼白色）とする。 
④ 平均演色性評価数（Ra）は 80 以上とする。 
⑤ グレア分類は G1b 以上とする。 
⑥ LED 制御装置を内蔵とする。 
⑦ 光源部は容易に交換できない構造のものとする。 
⑧ 蛍光灯と互換性を有する口金をもつものは対象外とする。 
⑨ LED 制御装置の種類は一般形（LN）初期照度補正（ＬＪ）又は連続調光形（LX およびＬＺ）と

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

口金・ソケットを有するものは対象外※

直管 LED ランプ器具は対象外 

LRS3 LRS4
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(4) 公共型番とメーカー製品の整合について 

表-7.1.6 に JIL5004-2015 公共型番に整合するメーカーLED 照明器具の型番を示す。 

 

 
器種 

（ベース 
ライト形） 

公共施設用 
照明器具形式 

仕 様 パナソニック 東芝 

LRS LRS3-1500LM-2 メーカー型番 XLX210UEN LE9 LEKR222163N-LS9 

消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
12.1[W]、1550[lm]、非調光 11.9[W]、1510[lm]、非調光 

LRS3-3000LM-2 
 

メーカー型番 XLX230UEN LE9 LEKR222323N-LS9 

消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
23[W]、3100[lm]、非調光 21.6[W]、3050[lm]、非調光 

LRS3-4700LM メーカー型番 XLX450UENK LE9 LEKR422523N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
33.3[W]、5040[lm]、非調光 32.5[W]、4900[lm]、非調光 

LRS3-6300LM メーカー型番 XL962EFVK LF9 LEKR422693N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
52.1[W]、6680[lm]、非調光 43.0[W]、6600[lm]、非調光 

LRS3L3G0 LRS3L3G0-3000LM メーカー型番 XLX453EENK LE9 LEKR426403N-LS9+ F-
4273G 

消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
33.3[W]、3670[lm]、非調光 24.8[W]、3200[lm]、非調光 

LRS3L3G0-4150LM メーカー型番 XLX463EENK LE9 LEKR426523N-LS9+ F-
4273G 

消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
44.3[W]、4880[lm]、非調光 32.5[W]、4150[lm]、非調光 

LRS3F1 LRS3F1-2850LM メーカー型番 XLX456EENK LE9 LEKR426403N-LS9+F-42123
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
33.3[W]、3490[lm]、非調光 24.8[W]、3100[lm]、非調光 

LRS3F1-4000LM メーカー型番 XLX466EENK LE9 LEKR426523N-LS9+F-42123
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
44.3[W]、4640[lm]、非調光 32.5[W]、4000[lm]、非調光 

LRS3CC LRS3CC-5000LM メーカー型番 XLX450TENK LE9 LEKR423523N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
33.3[W]、5060[lm]、非調光 32.5[W]、5200[lm]、非調光 

LRS3CC-6700LM メーカー型番 XLX460TENK LR9 LEKR423693N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
44.3[W]、6710[lm]、調光 43.0[W]、6900[lm]、非調光 

LRS3SA20 LRS3SA20-4750LM メーカー型番 XLX457GENK LR9 LEKR426523N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
33.3[W]、5090[lm]、調光 32.5[W]、4950[lm]、非調光 

LRS3SA20-6600LM メーカー型番 XLX467GENK LE9 LEKR426693N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
44.3[W]、6750[lm]、非調光 43.0[W]、6600[lm]、非調光 

LRS3MP/RP LRS3MP/RP-4650LM メーカー型番 XLW453UEN LE9 LEKRW4225235N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
35.8[W]、4800[lm]、非調光 32.5[W]、4900[lm]、非調光 

LRS3MP/RP-6200LM メーカー型番 XLW463UEN LE9 LEKRW4226935N-LS9 
消費電力〔W〕、器具光束

〔lm〕、調光 
45.9[W]、6380[lm]、非調光 43.0[W]、6500[lm]、非調光 

 

JIL5004 付属書-表 1 LED 照明器具 ベースライト 

                  防災機種 

                  ダウンライト機種 

JIL5004 付属書-表 2 誘導灯器具 

JIL5004 付属書-表 3 非常照用白熱灯器具・非常用 LED 照明器具 

JIL5004 付属書-表 4 LED 照明器具（HID 代替機種、高天井、ポール灯、投光器等） 

 

 

表-7.1.6  JIL5004-2015 公共型番に整合するメーカーLED 照明器具の型番 
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7.1.3 設計の実例 
設計実例として、従来光源の Hf 蛍光灯埋込型ベースライトと LED ランプ一体形埋込型ベースライトの性

能比較及び Hf 蛍光灯直付型ベースライトと LED ランプ交換形直付型ベースライト比較を行った結果を示す。

表-7.1.7(1)、(2)には照度計算、照度分布図及び配光曲線の比較を、表-7.1.8(1)、(2)には各消費電力量から削減

電力量と削減 CO2 排出量の比較を示す。また、表-7.1.9(1)、(2)には経済計算（イニシャルコスト・ランニン

グコスト）の比較を示す。 
(1) 性能比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-7.1.7(1) Hf 蛍光ランプベースライト形(埋込型)と LED ランプ一体形ベースライト形(埋込型)の性能比較
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表-7.1.7(2) Hf 蛍光ランプベースライト形(直付型)と LED ランプ交換形ベースライト形(直付型)の性能比較
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(2) 電力量比較 
 表-7.1.8(1) ベースライト形（埋込型）の従来光源と LED 照明の削減電力量の比較 

注記．１．電力料金  25.91［円／kWh］2015.6.9 現在
   ２．CO2 排出原単位  0.521［kg-CO2／kWh］（東京電力㈱2013 年実排出係数と

し、炭素クレジットを反映する前の数値） 

表-7.1.8(2) ベースライト形（直付型）従来光源と LED 照明の削減電力量比較の比較 

注記．１．電力料金  25.91［円／kWh］2015.6.9 現在
   ２．CO2 排出原単位  0.521［kg-CO2／kWh］（東京電力㈱2013 年実排出係数と

し、炭素クレジットを反映する前の数値） 

更新前 更新後

品名・品質形状 埋込型　Hf32W×2
埋込型　ランプ一体型

Hf32W×2

数量　〔台〕 32 32

消費電力　〔W〕 87 62

点灯時間　〔h/日〕 10 10

年間稼働日数　〔日/年〕 300 300

年間消費電力量　〔kWh/年〕 8,352 5,952

年間削減消費電力量　〔kWh/年〕
（更新前－更新後）

年間削減電気料金　〔円/年〕

削減CO2排出量　〔ｔ/年〕

備　考

62,184

1.26

2,400

更新前 更新後

品名・品質形状 V型　Hf32W×2
V型ランプ交換形
Hf32形器具相当

数量　〔台〕 24 24

消費電力　〔W〕 88 71

点灯時間　〔h/日〕 10 10

年間稼働日数　〔日/年〕 300 300

年間消費電力量　〔kWh/年〕 6,336 5,112

年間削減消費電力量　〔kWh/年〕
（更新前－更新後）

年間削減電気料金　〔円/年〕

削減CO2排出量　〔ｔ/年〕

備　考

1,224

31,714

0.64
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(3) 経済比較 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

従来光源器具 LED照明器具

Hf蛍光ランプ
ベースライト形
（埋込型Hf32W

-2灯用）

LEDランプ一体形
ベースライト形
（埋込型Hf32W

-2灯用）

a 台 32 32

b 円/台 28,000 36,000

c 円/台 2,980 2,980

d a×（b＋c） 円 991,360 1,247,360

e ランプ個数 本 64 －

f ランプ単価 円/本 1,680 －

g ランプ寿命 h 12,000 40,000

h 交換ランプ費 f×n×e÷g 円/年 26,880 －

i 交換人件費（1本あたり） 円/本 200 －

j 交換人件費（年間） n×e×i÷g 円/年 3,200 －

k 器具電力 W/台 87 62

l 総電力 k×a/1000 kW 2.784 1.984

m 電力単価 円/kWh 25.91 25.91

n 年間点灯時間 h/年 3,000 3,000

o 総電力費 l×m×n 円/年 216,400 154,216

h＋j＋o 円/年 246,480 154,216

l×n×CO2排係数 t/年 4,351.4 3,101.0

t/年

o（従来）－o（提案） 円/年

注　記　　1．電力料金　25.91[円/kWh]　2015.6.9現在

２．CO2排出原単位　0.521[kg-CO2/kWh]　（東京電力㈱2013実排出係数とし、

　　炭素クレジットを反映する前の数値）

1,250

62,184

ランニングコスト　合計

CO2排出量

年間CO2削減量

年間電力費削減金額

備　考

台数

単位照明器具の種類

ラ
ン
プ
交
換
費

電
力
費

器具単価

取付工事費

イニシャルコスト　合計

従来光源器具 LED照明器具

Hf蛍光ランプ
ベースライト形

（V型Hf32W-2灯用）

LEDランプ交換形
ベースライト形

（V型Hf32W-2灯用）

a 台 24 24

b 円/台 15,300 41,500

c 円/台 2,980 2,980

d a×（b＋c） 円 438,720 1,067,520

e ランプ個数 本 48 －
f ランプ単価 円/本 1,680 －
g ランプ寿命 h 12,000 40,000
h 交換ランプ費 f×n×e÷g 円/年 20,160 －
i 交換人件費（1本あたり） 円/本 200 －
j 交換人件費（年間） n×e×i÷g 円/年 2,400 －
k 器具電力 W/台 88 71
l 総電力 k×a/1000 kW 2.112 1.704
m 電力単価 円/kWh 25.91 25.91
n 年間点灯時間 h/年 3,000 3,000
o 総電力費 l×m×n 円/年 164,166 132,452

h＋j＋o 円/年 186,726 132,452

l×n×CO2排係数 t/年 3,301.0 2,663.4

t/年

o（従来）－o（提案） 円/年

注　記　　1．電力料金　25.91[円/kWh]　2015.6.9現在
２．CO2排出原単位　0.521[kg-CO2/kWh]　（東京電力㈱2013実排出係数とし、
　　炭素クレジットを反映する前の数値）

備　考

器具単価

取付工事費

イニシャルコスト　合計

ラ
ン
プ
交
換
費

電
力
費

ランニングコスト　合計

CO2排出量

年間CO2削減量 638

年間電力費削減金額 31,714

照明器具の種類 単位

台数

表-7.1.9(1) 埋込型ベースライトの経済計算比較 (LED 照明は LED ランプ一体形) 

表-7.1.9(2) 直付型ベースライトの経済計算比較(LED 照明は LED ランプ交換形) 
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7.2 オフィス照明設計技術指針（2017 年 5 月 31 日改訂版）について 

7.2.1 改訂概要 

2002 年の「オフィス照明基準」から「オフィス照明設計技術指針」 への改訂以後、オフィス照明 

にはさらなる省エネルギー化が求められるようになり、それに並行して照明器具はどんどん LED 化 

されつつある。そのため 「オフィス照明設計技術指針」2002 年版は新たに書き直された。今回の改訂 

では、指針に大きな変更が加えられたため、「照明基準改訂のポイント」という章を新たに設け、改訂 

部分について解説を加えた。改訂のポイントは、LED 照明器具を前提としたこと、タスク・アンビエン 

ト照明を基本としたことに加え、輝度を利用した照明設計の考え方を示したこと、照明設備の省エネル 

ギー性能に関する考え方を示したことである。 

7.2.2   照明基準 

（1）照明基準の適用範困 

オフィスビル内の執務エリア、役員エリア、コミュニケーションエリア、リフレッシュエリ 

ア、 ユーティリティエリアにおける照明に適用する。また、各エリアに含まれる部位内のみで 

なく、部位と部位の境における照明の考え方を含む。各エリア別の照明基準は、「表 7.2.4 

照明基準表」にまとめて示す。 

（2）照明方式  

オフィスの照明に用いられるエネルギーを適切に削減することを目的とし、執務エリアにお 

いては、タスク・アンビエント照明 (TAL) を推奨する。 TAL を採用した場合、天井面や壁面 

の輝度が低くなり、空間の明るさ感が損なわれる恐れがあることから、執務エリアにおいては、

天井面・壁面の照度についても基準を設ける。また、TAL を採用した場合、視作業域を定義し視

作業域内と視作業域外の照度基準を設ける。 

タスク照明とアンビエント照明を区別しない全般照明方式は、視作業域内の照度と視作業域 
外の照度、天井面照度、壁面照度を簡易に確保できる照明方式であり、執務エリアにおいても

排除されない。 
 

（3）照度基準 
（イ） 視作業域 

執務エリアにおいては視作業域を定義し視作業域内の照度と視作業域外の照度を区別して 

それぞれの基準を示す。タスク照明として卓上スタンドを用いる場合、図 7.2(a)に)示すスタン 

ドの前方 50cm の 1/3 扇形内を視作業域とする。タスク照明として卓上スタンドを用いない場 

合、図 41(b)に示す 50cm×80cm の長方形内を視作業域とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 7.2(a) 卓上スタンドを用いる 

 場合の視作業域 

図 7.2(b)卓上スタンドを用いない

場合の視作業域 

80cm 
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（4）水平面照度 

作業の種類により作業面が斜めの場合もあるが、本基準では水平面で代用する。各エリアの室 

の種類ごとに、推奨する保守率を含む水平面照度の平均値を示す。 

―作業面が指定されない場合は、床上 0.8m の仮想的な水平面の値とする。  

―通路、廊下では床上 0.1 m 以内の中心線上の平均値とする。 

―視作業の種類ごとに、表 7.2.1 の値を推奨する。推奨照度は、表 7.2.1 に示す照度 

範囲を代表する。 
 

表 7.2.1    作業面の推奨照度と照度範囲、作業の例  
推奨照度 

(lx) 
照度範囲 

(lx) 作業または行動の例 

75 50～100 車庫・非常階段 

100 75～150 ごく粗な視作業、時折の短い訪問、倉庫 

150 100～200 作業のために連続的に使用しない空間 

200 150～300 粗な視作業、作業のために連続的に使用する空間(最低) 

300 200～500 やや粗な視作業 

500 300～750 普通の視作業 

750 500～1000 やや精密な視作業 

1000 750～1500 精密な視作業 

1500 1 000～2000 非常に精密な視作業 
 

高齢者および視覚機能が低下した人の視覚的要求を考慮する場合は、その照度範囲の上限値にでき 
るだけ近い値を採用する。視覚的要求に余裕がある場合は、その照度範囲の下限値に近い値でもよい。 
本指針でいう高齢者とは、年齢によってのみ定義されるものではなし加齢により視機能が低下した 
人のことをいう。 

 
（5）照度の均斉度  

執務エリアにおいては、視作業域の平均照度(タスク照明による照度とアンビエント照明による照度 

     の和に対するアンビエント照明の平均照度の比は 1/3 以上となるようにする。また、視作業域内の照 

度の均斉度は、最小照度/平均照度を 0.6 以上とする。 
 

（6）照度の連続性 

人間がオフィス内を移動する場合、室と廊下または室と室の聞に、ある限度以上の照度の差がある 

と、床面、障害物、歩行者などが見え難くなり、通行の安全性が損なわれることがある。低い方の照度 

が、高い方の 1/5 以上であることが望ましい。 
なお、執務エリアにおいて TAL を用いる場合は、アンビエント照明による照度が上記を満たすこと 

が望ましい。 
 

（7）鉛直面照度 

人の顔、VDT 面などの鉛直面照度の推奨値を示す。 
特に指定されない場合、床上 1.2 m における鉛直面照度とする。 

 
（8）壁面照度 

執務空間において TAL を用いる場合、壁面の輝度が低く、空間の明るさ感が損なわれる恐れがある 

ため、明るさ感を適正に保つことを目的とした壁面照度の推奨値を定める。壁面の反射率を 30%と想 

定して算出した壁面照度の推奨値を基準表に示す。壁面の反射率が高い場合は、輝度が同等となるよう 

に照度を低減してもよい。反射率が低い場合は、輝度が同等となるように照度を高める必要がある。 

 
（9）天井面照度 

執務空間において TAL を用いる場合、天井面の輝度が低く、空間の明るさ感が損なわれる恐れが 
あるため、明るさ感を適正に保つことを目的とした天井面照度の推奨値を定める。 天井面の平均反射 
率を 50%と想定して算出した天井面照度の推奨値を基準表に示す。天井面の反射率が高い場合は、輝 
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度が同等となるように照度を低減してもよい。反射率が低い場合は、輝度が同等となるように照度を 
高める必要がある。 

 

7.2.3 グレア 

 視野内の高輝度部によって生じる視覚をグレアとする。グレアは、不快グレア、減能グレア、また、光 

沢面での反射によって生じる反射グレア、光幕反射によるグレア(光幕グレア)を含むものとする。作業 

ミス、疲れ及び事故を軽減するよう、グレアを抑制することが望ましい。 

屋内における不快グレアは、 一般には輝度が高い照明器具文は窓から直接的に生じるので、抑制しな 

ければならない。減能グレアは、屋内においては、不快グレアを抑制すれば大きな問題とならない。 

 
 

（1）グレア源の遮光  
グレアは、視野内の著しい高輝度部及び高い輝度の対比によって生じ、対象物の見易さ 

を損なう。これは高輝度な光源を遮光したり高輝度な窓面にブラインドを用いたりすることによっ 
て回避できる。ランプ輝度に対するランフ。最小遮光角は、表 7.2.2 に示した値を下回ってはなら 
ない。 

表 7.2.2 ランプ輝度に対するランプ最小遮光角  
ランプ輝度(x1 000cd/m2) 最小遮光角 

1 以上 20 未満 10° 

20 以上 50 未満 15° 

50 以上  500 未満 20° 

500 以上 30° 

 
 

上記の最小遮光角は、照明器具が通常作業中に視野にない場合又は照明器具が減能グレアを与え 
ない場合には適用しない。 
遮光角とは、ランプを装着した照明器具の最下面に接する水平線と照明器具内のランプの発光 

部分が見え始める視線方向とのなす角のことをいう。 
 

（2）不快グレア UGR 

不快グレアの評価は、屋内統一グレア評価方法に基づいて(7.2.1)式によって UGR を求める。UGR 
 の計算方法は CIE 117 に則る。UGR は、表 7.2.4 オフィス照明基準表に示す UGR 制限値(UGRL) 
を超えないことが望ましい。 
それぞれの UGR 段階とグレアの程度との関係は、表 7.2.3 による。 

UGR は発光面の輝度が均一であると仮定して計算されることから、発光面の輝度均斉度について 
配慮する。 

 
                       ・・・・（7.2.1） 
 
Lb=背景輝度（cd/㎡） 
L：観測者の目の方向に対するそれぞれの照明器具の発光部の輝度（cd/㎡） 
W：観測者の目の方向 
P：それぞれの照明器具の視線からの隔たりに関する Guth（グース）の位置指数 
 

      背景輝度 Lb は CIE Pub.117 Discomfort Glare in Interior Lighting によれば、グレア源を含まない 
視野内の観測者の目の位置における鉛直面照度と全く同じ値をつくりだす全周囲の一様な輝度と定義 
される。 
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7.2.4  光色・演色性 

(1)  光源の光色 

色温度が低いと赤みをおびた光色となるため暖かい感じとなり、色温度が高いと青みを 
おびた光色となるため涼しく感じる、光色が与える印象は、相関色温度により表 7.2.4 に示す 

光色分類で表す。 ただし、長時間室内に滞在し、その室の光色に十分順応した状態において 

は、このような心理的効果は軽減される。 
表 7.2.4 光色の分類  

区分 光色の印象 相関色温度(K) 

暖 

中 

涼 

暖かい 

中間  

涼しい 

3300 未満 

3300～5300 

5300 以上 

 
色温度は温冷感に影響があり、室内の雰囲気を左右する。一つの空間や隣接する空間で 

異なる光色の光源を用いると不自然に感じられる場合がある。特に、昼光の入る空間に色 

温度の低い光源を用いると、バランスが悪く不自然に感じられるため、中または涼とする 

のがよい。 
また、光源の選定にあたっては、室の目的に応じた雰囲気を考慮し、内装や家具の色彩、 

照度との関係にも留意することが望ましい。 
 

（2）光源の演色性 

照明光がもたらす対象の色の見えを演色といい  一般には物の色が自然光等の基準光源 

下における色にどの程度近く見えるかという忠実性を示す、特殊演色評価数 Ri、平均演色 

評価数 Ra が指標として用いられる(JIS Z 8726)。 特殊演色評価数は身の回りにある 15 色 

の 試験色の見えを基準光源と試料光源で比較した場合の色ズレを計算したものである。平 

均演色評価数 Ra は上記 15 種類の中から特に試験色 No.1-No.8 の特殊演色評価数を平均 

したものとなる。基準光源としては、黒体放射・CIE 昼光（CIE が定めた、昼光とほぼ等 

しい分光分布をもつイルミナント）の中から試料光源の相関色温度と等しいものを選ぶ。 

 Ri 、Rαの最大値は基準光源の 100 となる。 

平均演色評価数は、同じ相関色調度の基準光に対する色ズレを計第したものであるので、  

異なる色温度聞の数値を比較することはできない。またあくまで忠実性を考慮したもので  

あり、色の見えの好ましさを表すものではない点に注意が必要である。物体の色が鮮やか  

に見えた方が好まれる場合もあるが、そのような効果は特殊演色評価数 Ri、平均演色評価  

数 Ra では評価できない。 

現在、忠実性のみならず好ましさを考慮に入れた評価手法のあり方や、色順応式・試験  

色の改訂等を含めて、新たな演色性評価方法について、CIE で審議が進められている。 
 

UGR 段階 グレアの程度 

28 

25 

22 

19 

16 

13 

ひどすぎると感じ始める。 

 不快である。 

 不快であると感じ始める。 

 気にある。 

 気になると感じ始める。 

 感じられる。 

図 7.2.3 UGR 計算値の判定 

表 7.2.3 UGR 段階とグレアの程度との関係
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7.2.5  照明基準表 

オフィスビルの照明基準として、各エリア別に 7.2.2（3）照度と反射率の基準から 7.2.4 演色性までを 

表 7.2.4 にまとめて示す。 

 
 
*1  壁面の反射率を 30%と想定して算出した壁面照度の推奨値。壁面の反射率が高い場合は、輝度が同等とな

るように照度を低減してもよい。反射率が低い場合は、輝度が同等となるように照度を高める必要がある。 
*2  天井面の平均反射率を 50%と想定して算出した天井面照度の推奨値。天井面の反射率が高い場合は輝度が

同等となるように照度を低減してもよい。反射率が低い場合は、輝度が同等となるように照度を高める必

要がある。 
*3  細かな作業をともなう場合、高齢者に配慮する場合は 1.5 倍程度の照度とするのが望ましい。 
*4  光色を涼とする場合、高照度にすることが望ましい。 

（参考文献：（一社）照明学会 オフィス照明設計技術指針 JIEG-008(2017)） 

定めない

表 7.2.4  オフィス照明基準表 

照明 照度 鉛直面 壁面 天井面 不快 平均演色

方式 連続性 照度 照度 照度 グレア 評価数

水平面 照度 水平面 照度 （lx） （lx） （lx） （UGRL） （Ra）

照度 均斉度 照度 均斉度

（lx） （lx）

基準 基準 基準 基準 推奨 推奨 推奨 推奨 推奨 推奨 推奨

設計室、製図

室
1500 0.6以上 1500 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 16 中、涼 80以上

事務室*3 750 0.6以上 750 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 19 中、涼 80以上

役員室 750 0.6以上 750 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 16 暖、中、涼 80以上

役員会議室 500 0.6以上 1：5以内 100以上 19 暖、中、涼 80以上

診察室 500 0.6以上 1：5以内 150以上 19 中、涼 90以上

調理室 500 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 22 中、涼 80以上

印刷室、コピー

室
500 0.6以上 500 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 19 中、涼 80以上

電 子 計 算 機

室、サーバー

室

500 0.6以上 500 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 19 中、涼 80以上

中央監視室、

管理室
500 0.6以上 500 0.6以上 1：5以内 150以上 200 100 16 中、涼 80以上

コールセンター 500 0.6以上 500 0.6以上 1：5以内 100以上 200 100 19 中、涼 80以上

守衛室 全般 500 0.6以上 1：5以内 19 中、涼 80以上

受付*4 全般 300 1：5以内 150以上 22 暖、中、(涼) 80以上

会議室、集会

室。セミナー室
全般 500 0.6以上 1：5以内 150以上 19 暖、中、涼 80以上

応接室 全般 500 1：5以内 100以上 19 暖、中、涼 80以上

宿直室 全般 300 1：5以内 19 暖、中、涼 80以上

社員食堂*4 全般 300 1：5以内 100以上 暖、中、(涼) 80以上

喫茶室、ラウン

ジ、給湯室*4 全般 200 1：5以内 暖、中、(涼) 80以上

休憩 室、 リフ

レ ッ シ ュ コ ー

ナー*4
全般 100 1：5以内 暖、中、(涼) 80以上

書庫 全般 200 1：5以内 100以上 中、涼 80以上

倉庫 全般 100 1：5以内 中、涼 60以上

更衣室、 ロ ッ

カー室
全般 200 1：5以内 中、涼 80以上

パウダールー

ム
TAL 500 1：5以内 100以上 暖、中、涼 90以上

便所、洗面所 TAL/全般 200 200 1：5以内 暖、中、涼 80以上

電気室。機械

室など
TAL 200 1：5以内 中、涼 60以上

階段 全般 150 1：5以内 150以上 中、涼 60以上

屋内避難階段 全般 50 1：5以内 150以上 中、涼 60以上

共用廊下 全般 100 1：5以内 暖、中、(涼) 80以上

エレベータホー

ル*4 全般 300 1：5以内 暖、中、(涼) 80以上

エ ン ト ラ ンス

（昼間）*4 全般 500 1：5以内 暖、中、(涼) 80以上

エ ン ト ラ ンス

（夜間）

玄関（車寄せ）
*4

暖、中、(涼) 80以上1：5以内

光色

執

　

務

　

空

　

間

TAL/全般

全般

TAL/全般

共

　

用

　

空

　

間

全般 100

室の種類

視作業域内

（TALの場合）

室内全域

（全般照明の場合）



Page-172 
 

7.3 施工の実務 

施工の実務の流れでは、LED 照明も従来光源器具と大きな違いはない。但し、工事の中では

LED 照明の特性を理解して対応しなければいけない事項もあるので注意が必要である。図-7.2.1

に LED 照明の施工フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.1 工事決定・工事着手 

(1) 工事内容の把握 

工事着手時には、必要とする工事関係図書（建築設計図、設備設計図、仕様書、見積書、現場

説明書など）の内容を十分理解し、必要に応じ現場に状況を調査する。また、設計や仕様上の疑

問点は検討時に併せて解決しておかなければならない。尚、関連する各所（得意先、設計事務所、

照明コンサル、建築・空調・給排水業者、製造業者等、関係諸官庁など）との打合せ記録書には

目を通し、必要とあれば事前協議を行っておく。 

図-7.3.1 LED 照明の施工フロー 
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(2) 積算数量のチェック 

積算数量は資材発注や施工労務者などの数量の基になるため、事前に検討しておく。見積時の

積算数量で図面の細部まで検討されていないケースがあるので、積算数量や内容の再調査をす

ることも必要になる。 

 

7.3.2 現場施工計画 

(1) 現場施工計画の流れ 

現場施工計画のフローを図-7.3.2 に示す。施工計画の進め方や、工事に必要な施工要領書・施

工図・工事工程表等の書類の作成については、従来光源と同様でありフローに示す通りである。

施工計画を立てるに当たっての参考文献※1 としては下記に示す図書などがあるので参照された

い。 

注記．※1 参考文献：公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）平成 25 年度版、電気設備工事監理

指針平成 22 年度版、電気設備工事施工要領（改訂第 2 版：当協会発行）電気設備工事ガイドブッ

ク（当協会発行）、新編電気設備工事施工計画書集成（改訂第 3 版：当協会発行）など。 

 

(2) LED 照明器具での注意点 

 LED 照明の場合は光源そのものが半導体であるため、従来光源の器具に比べて温度に対す

る熱マージンが小さい。従って、周辺温度に対する検討や、熱伝導を中心とする放熱システ

ムを阻害する要素が無いか十分検討を行っておく必要がある。 

 HID ランプ代替の高出力のダウンライト形 LED 照明などが開発されており、器具本体の

寸法に比べて大きな制御装置（電源装置）必要と場合がある。制御装置の点検が器具開口部

からできない場合は、天井点検口を設けるなどの検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7.3.2 現場施工計画のフロー 
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7.3.3 購買・資材管理計画 

(1) 購買・資材管理計画の流れ 

照明器具を購買及び資材計画については、図-7.3.3 のフローに示すとおりである。購買・資材

管理計画の進め方は他の主要資材と同様である 

(2) LED 照明での注意点 

LED 照明の場合は、計画・設計時期と資材搬入時期との間に開きがある場合は、照明器具の

性能や内容が技術進歩により大きく変わる場合がある。工事着手時の情報分析を行う際に、搬入

及び施工時期の照明器具の性能などを、ロードマップ等を参考に検討する。見直しが必要と想定

される場合はその時期・内容・範囲を予め資材工程表に盛り込んでおく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.4 機器搬入 

照明機器などの搬入計画の流れは図-7.3.4 に示す通りである。LED 照明の場合は 6.4.2 項に

記述したように、光源そのものが半導体等の電子部品で構成されているため、静電気や温湿度に

影響されないように配慮する必要がある。LED 照明器具や LED ランプは製造段階や工場出荷

段階では各種の対策・処置が施されているが、現場搬入後の荷ほどき段階以降では、この対策・

処置が無防備になる可能性があるので、取扱方法や保管場所についてはメーカーが示す注意事

項に従って対応すること。 

図-7.3.3 購買・資材管理計画のフロー 
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7.3.5 試験・検査 

工事施工中又は完了後に行う照明設備の現場試験・検査については、外観及び機能について試

験・検査がある。各試験と検査については図-7.3.5 のフロー図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7.3.4 照明器具及び照明制御装置等の搬入計画のフロー 

図-7.3.5 LED 照明の試験・検査のフロー 
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(1) 絶縁抵抗測定試験 

絶縁抵抗試験を行う場合には JIS C 

1302 に規定される絶縁抵抗計を使用し、印

加する測定電圧については表-7.3.1 に示す

定格測定電圧による。絶縁抵抗測定は開閉

器で区切ることのできる範囲に、電線相互

及び電線と大地間について行う。 

 

(2) 点灯試験 

点灯試験は、現地スイッチによる点滅、リモコンスイッチによる点滅、光電スイッチ・タイ

マーによる点滅、照明制御装置による点滅などが、正常に機能するか点滅区分が施工図や仕様

どおりになっているかを確認する試験である。 

 

(3) 照度測定試験で使用する照度計 

照度を測定する際に使用する照度計は、一般照度については JIS C 1609-1：06「照度計 第

一部：一般計量器」による一般形 A 級照度計以上の精度を有するものを使用する。非常照明

（LED 照明では対象外）については同 JIS による一般形 AA 級照度計以上の精度を有するも

のを使用する。 

(4) 照度測定試験での注意事項 

測定に当たっては次のことに注意する。 

① 測定開始前に点灯しておく。（白熱電球は 5 分前、放電灯は 30 分前に点灯しておく必

要があるが、LED 照明の場合は従来光源比べて短い時間で良いが、制御装置が安定す

るのに要する時間は見ておく。） 

② 電源電圧を測定する場合は、なるべく照明器具に近い位置で測定する。 

③ 照度計受光部の基準面と、測定しようとする面はできるだけ一致させ、光軸に対して垂

直になるようにする。 

④ 測定者の影や服装による反射が、測定に影響が出ないようにする。 

⑤ 測定対象外の外光の影響を受けないようにする。 

 

(5) 照度測定の方法（JIS-C-7612） 

・測定位置 

照度は極力水平面照度を測定する。また測定面

の高さは、特に指定がない場合は表-7.3.2 による。 

 

・広い場所の平均照度の算出 

単位区域ごとに 4 点法により平均照度を求め、

測定対象場所 測定場所、高さ

一般室 床上 80cm±5cm

和 室 畳上 40cm±5cm

廊下・屋外 床面又は地上面15cm以下

鉛直面 床面又は地上面から120cm±5cm

• 但し室内にて机等がある場合は、その上面又は
上面から5cm以内の仮想面

表-7.3.2 測定場所別の照度測定の位置

電路の使用電圧

定格測定電圧（V）

一般の場合
制御機器等が接
続されている場合

100V級

500

125

200V級 250

400V級 500

表-7.3.1 絶縁抵抗計の定格測定電圧 

参考文献：公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）より
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その相加平均値を全測定範囲の平均照度とする。図-7.3.6 に単位区間が連続する場合の算出法

を示す。 

・狭い場所の平均照度の算出 

室中央に照明器具が 1 灯配置されているような場合は、5 点法を用いて平均照度を求める。

図-7.3.7 に 5 点法による算出法を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.6 アフターフォロー 

アフターフォローでの注意点は、LED 照明の場合は従来光源と異なり、光源・ランプの交換

を考慮しないため、点検周期を決めて自主点検や定期点検を行う必要がある。図-7.3.8 にアフタ

ーフォロー時のフローを示すが、自主点検は安全点検シート※2 を作成し点検結果を記録し、各

年度の状態が比較できるようにし、劣化度をチェックするのも有効な点検方法である。 

注記．※2 (一社)日本照明工業会や照明器具メーカー等が提供する安全チェックシートを利用すること

を推奨する。（参考資料-9 を参照のこと。） 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7.3.8 LED 照明のアフターフォローのフロー 

図-7.3.6 単位区間が連続する
場合の算出法と計算式

図-7.3.7 狭い場所の
5 点法による算出法と計算式 
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7.4 照明工事のフローとチｪックシート 

照明工事の流れを、新築工事（図-7.3.1）と改築工事（図-7.3.2）に分けて示す。 

 

7.4.1 新築工事のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリング（要望等の収集） ・経済性  ・機能性  ・信頼性  ・安全性  

図面、製作図の入手

現地調査（必要時） ・外観調査  ・測定（照度、電力、電流） ・消費電力量 
・部屋の形状 ・天井の高さ ・窓の有無（高さ、広さ） 
・内装仕上げ ・什器の位置 ・室内環境 

・建築図（意匠、構造） ・設備図（電気、他関連設備） 
・器具の取り付け状況  ・器具の接地（有無、方式） 
・スイッチ（種別、位置） ・センサの有無 ・演色性 

計    画 ・照明方式 ・照度の決定 ・色温度変更  

設    計 

契    約 

施    工 

・照度計算 ・制御方式（点滅、調光、調色）  
・コストシミュレーション ・環境性（CO2削減量） 

・契約形態 ・保証内容 ・アフターフォロー 

・工事内容の把握 ・現場施工計画 ・購買・資材管理計画 
・機器搬入 ・現場施工（工程表、施工図） ・試験・検査 
・工事引渡し 

器具選定 

B．ランプ一体形 

直付型 埋込型 

A．ランプ交換形 

直付型 埋込型 

（口金 GX16ｔ-5） 
（ｺﾝﾀｸﾄ口金 R4） 

（口金 G13） 
※ 既設の器具と構造的に互換性のある口金 G13 は指

定外ランプの誤挿入、感電等、安全面に問題があ
るため、原則として使用を控えるべきである。 

・色温度 ・演色性 ・固有エネルギー消費効率 

図-7.4.1. 新築の場合の工事フロー 
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7.4.2 改修工事のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器具の選定 

ヒアリング（要望等の収集） 

図面、製作図入手 

現地調査（必要時） 

計    画 

B．ランプ一体形 

直付型 埋込型 

商用電源直結形 

（口金 G13） 

既設安定器接続形

（口金 G13） 

※ Ｄ．安定器ユニット交換及びＥ．ランプ交換 LED 化については、

指定外ランプの誤挿入、感電等、安全面に問題があるため、原

則として使用を控えるべきである。 

DC 電源非内蔵 

（口金 G13） 

安定器・反射板の交

換 

ランプ交換形 

直管形 LED ラン

プ交換ユニット 

（口金 GX16ｔ-

A．ランプ交換形 

直付型 埋込型 

（口金 GX16ｔ-5） 
（ｺﾝﾀｸﾄ口金 R4） 

（口金 G13） 

※ Ａ．ランプ交換形に於いて、口金 G13 は、指定外ラ

ンプの誤挿入、感電等、安全面に問題があるため、

原則として使用を控えるべきである。 

器具本体再使用 

天井部をそのまま生かす 

D．安定器 

ユニットの交換 

E．ランプ交換 

による LED 化 

C．ランプ交換形

例)イージーアップ 

埋込型 直付型 

器具交換 

天井部解体 

提    案 

設    計 

施    工 

契    約 

・経済性 ・機能性 ・信頼性 ・安全性  
・欠陥（老朽化、不具合） ・陳腐化 ・環境劣化 

・外観調査 ・測定（照度、電力、電流）  
・消費電力量（実績値、電気料金実績） ・部屋の形状 
・天井の高さ ・窓の有無（高さ、広さ） ・内装仕上げ 

・什器の位置  ・室内環境 

・建築図（意匠、構造） ・設備図（電気、・他関連設備図）

・器具図（仕様書、姿図、取扱説明図） ・器具の種類  
・器具の取付状況 ・器具の接地（有無、方式）  
・スイッチ（種別、位置） ・センサの有無 ・演色性 

・照明方式  ・照度の決定  ・照度計算 ・センサ制御

・色温度 ・演色性 ・固有エネルギー消費効率 

・照度計算 ・制御方式（点滅、調光、調色） 
・コストシミュレーション ・環境性（CO2削減量） 

・提案書作成 ・各種オプション提案 

・契約形態  ・保証内容  ・アフターフォロー 

・工事内容の把握 ・現場施工計画 ・購買・資材管理計画

・機器搬入 ・現場施工（工程表、施工図）・試験、検査 
・工事引渡し 
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図-7.4.2. 改修の場合の工事フロー 
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7.4.3 更新工事におけるチェックシート 

従来光源の照明器具から LED 照明器具に更新する場合には、多くのことに留意する必要があ

る。留意するチェック項目をフローに従って、項目別、時系列などの 6 つに分類し、表-7.3.1~

表-7.3.13 に示す。 

表-7.4.1 事前確認〔チェックシート①-1/2〕 

 

フロー 確認項目 備考

□節電対策　□電気料金抑制

□既設照明の老朽化、更新時期

　□不具合有　□不具合なし

□地球環境貢献（CO2削減）

使用年数 □10年未満　□10年以上　□15年以上

□40,000時間未満（　　　　時間程度）

□40,000時間以上

点灯時間 （　　　）時間／日

稼働日数 （　　　）日／月

既設利用 照明器具 □する

の有無 の利用 　□ランプ交換形

と更新内容 　□ランプ一体形

　□安定器ユニットの交換によるLED化

　□LEDランプ交換によるLED化

　□その他（　　　　　　　　　　　　）

□しない

（使用年数、累積点灯時間を考慮して検討）

　□ランプ交換形

　□ランプ一体形

　□その他（　　　　　　　　　　　　）

分電盤類 □する

の利用 　・盤改造　　□有　□無

（改造内容：　　　　　　　　　　　　　）

□しない

　理由（　　　　　　　　　　　　　　　）

配線設備 □する

の利用 　□一部利用する。

（例：分電盤～第一ボックスまで）

　□点滅回路以外は全て利用する。

　□既設をそのまま利用する

□しない

　理由（　　　　　　　　　　　　　　　）

点滅区分 □する

の変更 　□電源回路変更有

　□点滅回路の変更程度

□しない

項　目

 
ヒ
ア
リ
ン
グ

更新理由

既設器具の使
用時間

累積点灯時間
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表-7.4.2 事前確認〔チェックシート①-2/2〕 

 

フロー 確認項目 備考

既設利用 照明制御装置 □する

の有無 の利用 　□個別集中リモコン　（　　　回路）

と更新内容 　□集中制御リモコン　（　　　回路）

　□監視制御リモコン

（　　系統　　　回路）

・中央監視連動制御　　□有　□無

・防犯設備連動制御　　□有　□無

・照明器具内に通信チップ

　　　　　　　　　　□有　□無

　→有の場合　　　　□個別プロトコル

　　　　　　　　　　□オープンプロトコル

・センサ等　　　　　□無　□明るさ

□人感

　　　　　　　　　　□その他（　　　　　）

□しない　（理由：　　　　　　　　　　）

配線器具 □する　（□一般　□個別プロトコル

の利用 □オープンプロトコル）

　・位置表示付SW　□有　□無

　・動作確認付SW　□有　□無

　・調光SW　　　　□有　□無

□しない

調光システム □する

の利用 　□振幅制御　□PWM制御　□その他（　　　　）

□しない　（理由：　　　　　　　　　　）

・温度条件　□一般　□特殊（　　  　　　　）

・防水　　　□無　　□防滴　□防湿

・特殊環境　□無　　□有（　　  　　　　　）

照明器具

分電盤類

配線器具

照明制御

□現状維持

□現状よりも明るく（　　　　　lx）

□現状よりも暗く　（　　　　　lx）

工事期間中 □あり　□なし

の休業日 （日数：　　　　日）

曜日 □平日　□休日のみ

□昼間（　　：　　～　　：　　）

□夜間（　　：　　～　　：　　）

高所作業 □あり（高さ　　ｍ）　□なし

養生 □必要　□不要

□あり

（概算工事費：　　　　　万円）

□なし

 
ヒ
ア
リ
ン
グ

項　目

更新後の明るさ

環　境

希望メーカー
等の確認

施工条件
（積算時に反
映）

予算

時間帯
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表-7.4.3 事前確認〔チェックシート②-1/3〕 

 

フロー 確認項目 備考

部屋の形状 □図面　□実測（間口　　　m×奥行　　　m）

天井高さ □図面　□実測（床面　　　m、机上面　　　m

窓の高さ・広さ □図面　□実測（縦　　　m×横　　　m）

□図面　□実測

　・天井：材質　　　　、色彩

　・壁　：材質　　　　、色彩

　・床　：材質　　　　、色彩

□図面　□実測（汚損の度合い）

　・天井補修：　□必要　□不要（　　　　　　）

　・壁補修　：　□必要　□不要（　　　　　　）

　・床補修　：　□必要　□不要（　　　　　　）

間仕切り □図面　□実測（種類：　　　　　　　　）

什器レイアウト □図面　□実測

天井点検口の

有無

器具種類と、

型式及び寸法

器具種類と台数 □図面　□実測

□図面　□実測

　（資料：　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　）

□図面　□実測

  （特記事項：　　　　　　　　　 　　　　　　　　）

□図面　□実測

　・接地方式及び種類

　　□個別　□集中　　　　□A種　□C種　□D種

照度・配光分布

（照度は 4点法で
数 か 所 測 定 す
る。）

 
照
明
器
具
及
び
他
機
器
条
件

□図面　□実測

器具配置

現
地
調
査

器具の接地

□実測　□シミュレーション

項　目

　
現
地
調
査

　
建
築
的
諸
条
件

内装仕上げ

室内環境

□図面　□実測

器具取付け状況

器  具 形 式

cm× cm× cm

cm× cm× cm

cm× cm× cm

cm× cm× cm

寸  法

器  具 台 数 器  具 台 数

台 台

台 台

台 台

室名称 輝 度 室名称 輝 度

lx lx

lx lx

lx lx
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表-7.4.4 事前確認〔チェックシート②-2/3〕 

 

フロー 確認項目 備考

スイッチの

種類、位置

センサ制御 □図面　□実測

□図面　□実測

　□個別集中リモコン方式

　□集中制御リモコン方式

　□監視制御リモコン方式

　・他システムとの連動

　　□有　（　　　　　　　）　□無

・照明器具内に通信チップ

　　　　　　　　　　□有　□無

　→有の場合　　　　□個別プロトコル

　　　　　　　　　　□オープンプロトコル

・センサ等　　　　　□無　□明るさ

                    □人感

　　　　　　　　　　□その他（　　　　　）

点滅区分 □図面　□実測（資料：　　　　　　　　　　　　　　）

配線状況 □図面　□実測（資料：　　　　　　　　　　　　　　）

分電盤の形式、

配置、回路構成、
予備回路の有無

点滅区分 □図面　□実測（資料：　　　　　　　　　　　　　　）

標準電圧 □200V　□100V　□その他（電気方式　　　　　　　V）

器具端部の電圧 分電盤　　　V　　器具端部（照明器具）　　　V

・照明器具　　　　　　　年

・安定器　　　　　　　　年

・制御機器　　　　　　　年

・配線器具　　　　　　　年

・電線・ケーブル　　　　年

特殊なランプの

使用

ランプ交換の

容易性

天井面機器

　・電気機器　□あり　□なし　　（機器：　　　　　　）

　・設備機器　□あり　□なし　　（機器：　　　　　　）

天井内設備

　・配管、ダクト　□あり　□なし（設備：　　　　　　）

 
現
地
調
査

 
現
地
調
査

そ
の
他

他設備との取り合
い影響

 

照
明
器
具
及
び
他
機
器
条
件

□図面　□実測

照明制御装置

□図面　□実測

機器の経過年数

□なし　□あり

□容易　□手間

項　目

種    類 個 数 種    類 個 数

個 個

個 個

種    類 個 数 種    類 個 数

個 個

個 個

盤名称 場所 予備

主幹 分岐 回路

主幹 分岐 回路

回路構成
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表-7.4.5 事前確認〔チェックシート②-3/3〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□累積点灯時間が40.000時間以上であるか。

□使用期間が15年以上であるか。

□こげくさい臭いがしていないか。

□照明器具に発煙などの形跡がないか。

□電線類に変色、硬化、ひび割れ、心線露出などがないか。

□配線部品などに変色、変形、ひび割れ、ガタツキ、破損などが
ないか。

□使用期間が10年以上経過していないか。

□点灯までに時間が長くかかるものがないか。

□動作したり、スイッチを入れても点灯しないものがないか。

□チラツキが止まらないものがないか。

□点灯時に漏電ブレーカが動作することがないか。

□器具取付部に変形、ガタツキ、ゆるみなどがないか。

□ここ2～3年、故障による取替え台数が増えていないか。

□本体などに極端な汚れ、または変色がないか。

□カバー、パネルなどに変色、変形、ひび割れなどがないか。

□塗装面にふくれ、ひび割れがある、またはサビが出ていない
か。

□ネジなどに変色、サビ、ひび割れ、破損などがないか。

□

□分岐回路の絶縁抵抗が0.2MΩ未満（200V)、又は0.1MΩ未満
（100V）であるか。

フロー
区
分 確認項目

 
現
地
調
査

　
電
気
設
備
環
境
（

細
分
）□照明器具単体（電源一括と非充電金属部間）の絶縁抵抗が点灯

直後2MΩ以下、点灯しない状態で30MΩ以下であるか。

備考



Page-185 

表-7.4.6 計画・設計・積算〔チェックシート③-1/3〕 

 
 

フロー チェック項目 備考

JIS Z 9110

-2010

□天井解体　□天井再使用

□壁解体　　□壁変更なし

　床等解体　□床変更なし

什器レイアウト □変更なし　□変更あり

の変更 　(資料：　　　　　　　　　　　　　　　　　)

部屋の環境変更 □変更なし　□変更あり 温度5~35℃
（ 例 ： 高 温 多 湿
等）

（特殊仕様：　　　　　　　　　） 相対湿度85%

JIS Z 9110

-2010

JIS Z 9112

-2012

JIS Z 9110

-2010

JIS Z 9110

-2010

器具の種類及び形
状・形式

□汎用品　□特注品

　（特注品対象範囲；　　　　　　　　　　　）

□全般照明　□局部照明　□全般・局部併用照明

　直接照明　□間接照明　□全般拡散照明

□あり　□なし

　（用途：　　　　　　　　　　　　　　　　）

　あり　□なし

　□コーニス照明　　□コーブ照明

　□光天井　　□その他（　　　　　　　　　）

 
照
明
方
式

照明方式

タスク・アンビエ
ント照明

建築化照明

 
照
明
の
条
件

照度基準 □基準数値（JIS）　□以外

色温度変更 □必要　□不必要

平均演色評価数 □基準数値（JIS）　□以外

グレア
（まぶしさ）

項　目

　
計
画
・
設
計

 
建
築
的
諸
条
件

部屋用途又は作業
内容の変更

□変更なし　□変更あり（　　　）

内装仕様の変更

□基準数値（JIS）　□以外

 
器
具
の
選
定

汎用品、特注品の
別

部屋名 輝 度 部屋名 輝 度

lx lx

lx lx

lx lx

部屋用途 色温度 部屋用途 色温度

K K

K K

部屋用途 演色数値 部屋用途 演色数値

 Ra  Ra

 Ra  Ra

部屋用途 UGR 部屋用途 色温度

K K

K K

部屋名 器具種類 形　状 形　式

(例：執務室) (ﾍﾞｰｽﾗｲﾄ (ｽｸｪｱ) (一体形)
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表-7.4.7 計画・設計・積算〔チェックシート③-2/3〕 

 

フロー チェック項目 備考

点滅区分の変更 □必要　□不要

スイッチの種類

及び位置

□必要　□不要

　□人感（熱）センサ

　□照度センサ

　□その他（　　　　　　　　　　）

□あり　□なし

　（連動対象：　　　　　　　　　　　　）

□あり　□なし

　（対象器具：　　　　　　　　　　　　）

□あり　□なし

・制御方式

　□個別リモコン制御方式

　□集中・監視リモコン制御方式

　□中央監視制御方式

　□その他方式（　　　　　　　　　　　）

・照明器具内に通信チップ

　　　　　　　　　　□有　□無

　→有の場合　　　　□個別プロトコル

　　　　　　　　　　□オープンプロトコル

・センサ等　　　　　□無　□人感　□画像

　　　　　　　　　　□その他（　　　　　　）

・制御種類

　□個別制御

　□集中制御

　□スケジュール制御

　□連動制御（連動対象：　　　　　　　）

□あり　□なし

　□段調光方式（□固定　□可変　）

　□連続調光方式(□範囲限定　□範囲可変)

・制御方式

　□振幅制御方式（2線式）

　□PWM制御方式（4線式）

・照明器具内に通信チップ　　□有　□無

→有の場合□個別プロトコル

□オープンプロトコル

・センサ等　　　　　□無　□明るさ　□画像

　　　　　　　　　　□その他（　　　　　）

□あり　□なし

　(制御方式：　　　　　　　　　　　　　　　)

・光束法による計算

□光束法　□照度分布

・逐点法による計算

□直線光源　□点光源　□面光源

□照度計算書　□照度分布図

□比較表　　　□3Dシミュレーション

□省エネルギー計算書　□その他（　　　　　）

項　目

　
計
画
・
設
計

 
照
明
制
御
方
式

□変更あり　□変更なし

センサ制御

昼光利用の有無

初期照度補正

点滅制御

調光制御

 
計
画
・
設
計

照
明
制
御
方
式

調光制御

調色制御

 
設
計
・
資
料
作
成

照度計算

提出資料

用途・場所 個数スイッチの種類
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表-7.4.8 計画・設計・積算〔チェックシート③-3/3〕 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□天井を解体する場合は他の設備機器撤去再取り付け箇所を図示
する。

□改修に必要な天井点検口を図示する。

□梁やダクトが器具にあたる場合は回避型器具を選定する。

□照明器具や制御装置が規定の重量を超える場合は、支持方法を
明記する。

□断熱工法に設置するダウンライトは、断熱工法対応の器具（S
形：SG、SGI等）を使用することを明記する。

□リモコンリレー等を使用する場合は、接続台数の制約をメー
カーに確認する。

□調光が必要な場合は既存調光スイッチと適合するかを確認す
る。

□調光スイッチ、調光制御機器等を使用する場合は、接続台数を
確認する。

□調光スイッチとセンサースイッチの併用は避ける。回路構成で
生じた場合はメーカーに相談し、対策を立てる。

（各メーカーで調光制御回路が異なる場合があるため。）

□天井補修・塗装、足場等の工事区分を明記する。

□器具が既存天井開口寸法に合わない場合はリニューアルプレー
トを見込む。

□器具更新により荷重が増加する場合は、必要とする器具支持費
を見込む。

□必要であれば照明器具更新時の天井部塗装費を見込む。

□必要とする仮設費、養生費等を見込む。

□建築副産物（分別収集、特別産業廃棄物等）の処理、処置費を
見込む。

備考フロー
区
分

確認項目

　
設
計
・
積
算

 
設
計

 
積
算
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表-7.4.9 施工時の確認〔チェックシート④-1/3〕 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□周辺温度環境は使用条件内か。
動作温度5～35℃
相対湿度85%以下

□電源電圧は規定値内か。 定格電圧+6%

□天井工法（従来工法、システム工法）により器具に
影響があるか。

荷重対策

□天井が断熱工法か。
断熱工法対応器具
と放熱対策

□器具の取付場所には可燃性のものはないか。 可燃性の内装材等

□雨水又は、雨線内でも雨水の降込む恐れのある場所
か。

IPX対応の器具

□粉塵を受ける場所か。

□振動が発生する場所又は、衝撃の多い場所か。

□太陽の光が直接器具に当たる場所か。

□風避けのない建物、強風に曝される場所か。
建物の屋上、山
稜、橋梁等

□高温多湿になる場所か。

□塩害を受ける場所か。
沿岸地帯、潮風を
受ける場所

□塩素雰囲気にさらされる場所か。
水処理施設、プー
ル等

□腐食性ガスが発生する場所か。
温泉地帯、ゴミ処
理施設、薬品工場

□粉塵を受ける場所か。
鋳造工場、鉄工場
等

□振動が発生する場所又は、衝撃の多い場所か。

□チャンネル取り付けなどで、背面より雨風を受ける
ような場所か。

ウォールライト、
ブラケット等

□照明器具の防水性能はチェックしたか。

□照明器具の密閉性能はチェックしたか。

□照明器具の放熱スペースはチェックしたか。

□LEDランプに衝撃・振動がかからないか。

□ランプに直接水がかかる場合

・ランプの防水性能はチェックしたか。（IPX等）

・ランプソケットの防水性能はチェックしたか。

□

備考フロー
区
分

確認項目

　
取
付
場
所

 
屋
内
環
境

 
屋
外
環
境

 
ラ
ン
プ
の
屋
外
使
用

□浴室、サウナなど高温多湿になる場所か。
動作温度5～35℃相
対湿度85%以下

□腐食性ガスが発生する場所か。
温泉浴場、
温泉旅館、工場内
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表-7.4.10 施工時の確認〔チェックシート④-2/3〕 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□周辺温度環境は使用条件内か。
動作温度
5～35℃、

□周辺湿度環境は使用条件内か。多湿・雨水のかかる
場所には適正な器具が選択されているか。

相対湿度85%以下

□腐食性ガスの発生する場所か。発生場所での使用は
行わない。

他光源の器具を選択

する。

□振動が強い場所ではないか。振動がかかる場所であ
れば対策はいいか。

□直射日光の当たる場所での温度対策は良いか。

□電源電圧は規定値内か。 定格電圧+6%

□器具の電源仕様と供給電圧は合っているか。 電気方式の確認

□埋込型の場合は開口寸法に適合した器具を選定して
いるか。

□上記に適合しない場合はリニューアルプレートを使
用しているか。

□器具支持材は既設を利用できるか。

□

□交換する照明器具に非常灯、誘導灯は含まれていな
いか。

□器具との適合をメーカーに確認したか。（制御装置
の納まり、電気的・熱的に問題の有無）

□器具の電源仕様（制御装置内蔵、非内蔵）に違いが
ないか。

□器具の内蔵機器（安定器等）の定格値（ランプ電
流）は適正か。

□器具の変色、変形、ひび割れ、ガタツキ、破損等は
ないか。

□ソケットのひび割れはないか。

□ソケットのバネは正常か。

□ソケットの向きは問題ないか。

□ランプはソケットにしっかりはまっているか。

□ランプの極性とソケットは合っているか。

□電線の劣化、ひび割れ、サビはないか。

□器具内の制御装置（AC/DCコンバータ）の取付ス
ペースは十分か。

□安定器取り外し後の、残置の有無に問題はないか。

□絶縁試験は実施したか。
絶縁抵抗値は

2MΩ以上

□

フロー
区
分

確認項目

 
施
工

 
器
具
共
通

 
器
具
改
造
及
び
ラ
ン
プ
取
付

備考
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表-7.4.11 施工時の確認〔チェックシート④-3/3〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□照度、配光分布、グレア等の問題はないか。

□色温度及び演色性が改造前の特性と比較して問題な
いか。

□改造後に注意・表示ラベルを既設器具に貼っている
か。

□既存照明器具利用の場合、改造後の製造物責任移転
について使用者に説明しているか。

□改造後器具で使用できるランプ及び取替要領を文書
にて説明しているか。

※誤挿入時の、火災・感電等の注意点及びランプの交
換は電源を切って行う旨を確実に伝える。

□器具及びランプ取付時の静電気対策はなされている
か。

※乾燥している場所や帯電が発生し易い場所（カー
ペットの上）等での取付時は静電気除去等を行う。

□

□ラジオ、テレビや赤外線リモコン機器から器具が離
れているか。

□誘導無線への雑音に対する事前に対策を行っている
か。（同時通訳機等の無線誘導機器対策）

□漏洩電流増加に対する対策は行っているか。（搭載
しているLEDの個数や器具形態により漏洩電流が高く
なるものがある）

□同一回路に設置する器具台数はチェックしている
か。（承認図、カタログ等に記載している内容を事前
確認は。）

□

□工事現場内のストックヤードの環境は器具に対して
問題ないか。

※LEDモジュールは電子部品であるため、温度・湿
気・塵埃・静電気等に弱いため梱包をほどいた場合は
取扱いに注意する。

□施工に伴う、廃棄物についての話し合いが付いてい
るか。

□建設副産物の適性処理（分別、リサイクル等）は適
正か。

□有害廃棄物（PCB、水銀、アスベスト等）の処理は
適正か。

□

 
ノ
イ
ズ
・
高
調
波
対
策

 
そ
の
他

フロー
区
分

確認項目

 
施
工

 
器
具
改
造
及
び
ラ
ン
プ
取
付

備考
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表-7.4.12 検査時の確認〔チェックシート⑤-1/1〕 

 
 

 

 

 

 

 

 

該当 該当

する しない

□器具の取付はしっかり固定されているか。

※引張り強度試験が必要なものは行う。（シャンデリ
ア等）

□器具の取付に曲がりはないか。

□器具のロゴマークの方向は統一されているか。

□照度は計画値に合致しているか、明るさ、グレアな
どで問題はないか。

※照度測定データは更新前と更新後の比較を行ってお
く。

□色温度のバラツキはないか。

※色のバラツキ、ムラが気になる場合は、メーカーに
工場検査データを取り寄せておく。

□不点灯、一部不点灯はないか。

□全点灯を行い、正常に作動しているか。

※リモコンスイッチ、調光スイッチの誤動作が電圧印
加時にないか確認しておく。

□全器具にLED器具表示ｼｰﾙは付いているか。

□保証用のシリアルチェックは出来ているか。

□交換後に注意・表示ラベルを既設器具に貼り、注意
喚起しているか。

□既存照明器具活用の場合、照明器具改造後の製造物
責任移転について工事記録ラベルを貼っているか。

□LED器具以外の周辺機器の劣化状況説明を使用者に
実施しているか。

□器具の変色、変形、ひび割れ、がたつき、破損等は
ないか。

□ソケットにひび割れはないか。

□ランプはソケットにしっかりはまっているか。

□直付型の場合は、既設の吊ボルト及び電源取出位置
を確認しているか。

□既設器具との適合をメーカーに確認し、電源ユニッ
トが収まるか、電気的・熱的に問題ないか等の適合可
否確認を行っているか。

□安定器取り外し、残置の有無（廃棄物処理）を確認
したか。

□

フロー
区
分

確認項目

 
検
査

 
試
験
・
検
査

備考
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表-7.4.13 保守・清掃時の確認〔チェックシート⑥-1/1〕 

 

該当 該当

する しない

□器具の清掃は中性洗剤を用いて、汚れた部分を軽く
拭きとっているか。

※変色、変質、強度低下による破損の原因となるの
で、シンナー、ベンジン、アルカリ性洗剤で拭かない
こと。

□器具本体、ランプの汚れは清掃しても取れない。又
は変色している。※経年劣化以外の汚れについては調
査し、原因を究明して対策を取る。

□LEDランプはメーカー指定の製品を使用する。

※他社製LEDランプは電圧が異なるものもあり、本来
の性能が得られない場合がある。

□2灯用器具の場合、2本同時交換を奨める。

※1本のみの交換では適正な明るさが得られない場合
があるので、2本同時に交換を奨める。

□起動方式により適合ランプが異なるため、器具の表
示マークと一致したランプを使用する。

□ランプには方向性（極性）があるため。向きを確認
して取付ける。

□ランプはソケットの奥まで確実に挿入して取り付け
る。

□ランプ交換時は必ず電源を切ること。

□ランプ点灯中や消灯直後はランプやその周辺にさわ
らないこと。

※LEDランプは熱を出さないと勘違いし火傷するおそ
れあるので注意すること。特に放熱板は温度が高い。

□使用期間の確認（更新後又は新設後　　　　年）

※使用年数10年以上は交換を推奨、15年以上は速やか
に交換を行う。

□器具の使用環境に変化はないか。環境は使用条件に
適合しているか。

□電源電圧は適合しているか。

□分岐回路の絶縁抵抗は規定値以上か。

□本体、カバー、パネルに変形、ひび等がないか。

□塗装、メッキ面に膨れ、剥離等か錆が出ていない
か。

□可動部分の動きが鈍くないか。

□電線に変色・硬化・ひび割れ・芯線露出等がない
か。

□器具内に発煙等の跡がないか、又は焦げ臭い匂いが
しないか。

□器具内に埃の付着、堆積等がある。

□器具内の部品に変形、緩み、ガタツキ、脱落等があ
る。

□電線接続部に接触不良等の不具合がある。

フロー
区
分

確認項目

 
保
守

 
清
掃

 
外
観
検
査

 
ラ
ン
プ
交
換

 
使
用
状
況
確
認

備考
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8 章 おわりに 
LED 照明器具は効率化追求の進展も一段落し、ほとんどの器具で LED 化が進み、コスト的にも従

来品と同じレベルでさらに省エネルギーで新たな視環境を形成することが可能になってきた。現在で

は、各製造業者は光の質のレベルを向上させることに全力で取り組んでいるようである。 

その代表的なジャンルが調光・調色などの照明制御技術である。今後はこの標準化へむけての世界

レベルでの動きが活発に展開していくことと思われる。 

ところで、2014 年 9 月に資源エネルギー庁は「ベンチマーク制度」を導入した。これは、2008 年の

省エネ法改正により、特定の業種・分野について当該業種等に属する事業者の省エネ状況を比較でき

る指標（ベンチマーク指標）を設定し、省エネの取組みが他社と比較して進んでいるか遅れているかを

明確にし、進んでいる事業者を評価するとともに、遅れている事業者には更なる努力を促すための制

度である。この様な背景も手伝って、世の中の節電・省エネルギー志向はますます強くなってきてお

り、電気設備では特に照明の LED 化が急速に進展してきている。 

一方、2010 年に閣議決定された国の新成長戦略とエネルギー基本計画では、2020 年までに公的設

備・施設の LED 等高効率照明の導入率 100%達成の方針が示された。当時はこの目標達成は容易なこ

とではないと思われていた。しかし、現在では照明器具の LED 化率はフロー（出荷ベース）で 85％

を超え 90％に達しようとしており、ちょうどその 2020 年には東京オリンピック・パラリンピックが

開催され、これに後押しされて首都圏では施設やインフラの大規模な整備が進んでいくと思われる。 

また、（一社）日本照明工業会は“照明成長戦略 2020”～Lighting Vision 2020～と題して、～あか

り文化の向上と地球環境への貢献～をビジョンに掲げ、半導体照明（SSL：Solid State Lighting）の

普及加速により地球環境への貢献と国際展開を目指すという宣言を行っている。 

半導体照明＝SSL 化の加速 

2020 年 SSL 器具 

フロー （出荷）  100% 

ストック（設置）  50% 

2030 年 SSL 器具 

ストック（設置）  100%（政府目標） 

 

そしてさらに、2016 年 5 月 13 日閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、2020 年までにフロ

ーで 100％、2030 年までにストックで 100％普及を目指すことが決定された。 

このような背景の中で、LED 照明が品質面、安全面等からエンドユーザーに安心かつ満足して使用

されるようになるためには、施工サイドの責務として LED に関する正しい情報（知識）を理解し、そ

れをもとに施工することが重要であると考える。 

本報告書は LED 照明についてその特徴、器具の種類、現状の課題、及び関連法規・規格の動向につ

いて記述している基礎編と、設計・施工時の留意点及び注意点を記述している設計・施工編に分かれて

おり、LED 照明設備を設計ならびに施工する際の参考にしていただければ光栄である。 

さて、LED 照明器具のめざましい進展を受けて、技術安全委員会では LED 照明器具に関する課題

と施工標準化に対してワーキンググループを立ち上げ日々検討を進めてきた。LED 照明器具も市場で

は当たり前になってきており、法的な技術基準及び各種規格・基準等の整備も整ってきた。2011 年の

初版から今回の改訂まで、毎年報告書を見直してきたことで標準化に対して一定の成果がみられたと

思う。そこで、本報告書をもって一旦その改訂を完了し、今後の市場のニーズ、開発ならびに業界の動

向を見極めていきたい。 
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                                     平成28年11月15日 

「水銀に関する水俣条約」の国内担保状況について 

～ 正しく理解していただくために ～（抜粋） 

一般社団法人日本照明工業会 

技術部 

 平成 25 年 10 月 10 日、水銀による汚染防止を目指した「水銀に関する水俣条約」（以下、水俣条約 とい

う。）が、熊本県で開催された国連環境計画(UNEP)の外交会議で採択・署名され、それを受けて、国 内では

国内担保法の整備が進められ、平成27年7月には「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」 （以下、水

銀汚染防止法という。）が公布されました。 

 その後、この法律の施行令及び省令・告示（以下、政省令という。）がそれぞれ平成27 年11 月及び 12 月
に公布され、その上で、平成28年2月2日には日本として水俣条約の締結に至りました。注目す べきは、こ

れらの政省令はいくつかの点で水俣条約を超えた規制となっていることです。  

一方、照明分野においては、蛍光ランプなどの水銀使用製品は、依然として中心的存在であり、業界として

も製造禁止等の事態にならないよう水銀含有量を条約の基準以下にする努力をして、それを達成して参ったと

ころですが、一部に「蛍光ランプは原則2020年までに製造禁止」などという、規制に関する正しい 情報提供

を伴わずに、あたかもすべての蛍光ランプが製造禁止になるかのような情報も出回って混乱をきた している

のも事実です。  

ここに、水銀汚染防止法及びその政省令について、ランプに関する規制内容をあらためてご紹介いたしま す

ので、正しく理解していただくための一助にしていただければ幸甚に存じます。  

なお、ここではランプに関する「製造・輸出入禁止」に関する規制内容についてのみ記載します。  

まず、水銀汚染防止法及びその政省令の「国内市販ランプへの影響」についてお知らせします。  

【水銀汚染防止法及びその政省令の国内市販ランプへの影響】 

注(1) 「第二次答申」の中で、「一般照明用」とは「照度を確保するためのものであって、高演色用及び     

低温用その他特殊の用途にのみ用いられるもの以外のものをいう。」と定義されています。 

また、下記URLを参照してください。 

http://www.jlma.or.jp/kankyo/suigin/docs/suigin_lamp_youto.pdf 
注(2) HIDランプとは、高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ及び高圧ナトリウムランプの総称です。 

注(3) 日本照明工業会会員の製造販売するランプが対象で、会員外については把握していません。 

参考資料-1 

Ⅰ 一般照明用（1）の高圧水銀ランプを除き、現在市販されている蛍光ランプやHIDランプ(2)などの

水銀使用ランプについては、すでに水銀含有量の基準をクリアしていますので、製造・輸出入の規制

を受けることはありません(3)。 

 

Ⅱ 一般照明用の高圧水銀ランプにつきましては、水銀含有量に関係なく、平成32年12月31日以降、製

造・輸出入が禁止となりますので、メタルハライドランプ、高圧ナトリウムランプ、LED照明などへ

の計画的な切り替えが必要です。 

 

 ただ、この規制は製造・輸出入を禁止するものであり、一般照明用の高圧水銀ランプの継続使用、

修理・交換のための使用（例えば、既に街路に設置されている街灯のランプを交換するような場合）

及び販売を禁止するものではありません。 
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                                    2016 年 2 月 15 日 

         蛍光灯器具に取り付けできる直管 LED ランプの使用 

              ・照明器具改造に関する注意点（抜粋） 

一般社団法人 日本照明工業会 

 

  現在、蛍光ランプの代わりに使用できる直管 LED ランプは、日本市場においては既設照明器具と

の組み合わせにおいて、次のようないくつかの問題がでています。 

 
a) 蛍光ランプと同じ口金をもつ直管LEDランプは、装着可能な全ての組合せで安全を確保すること

が大原則である。特に日本市場では、G13口金をもつ蛍光ランプが一般家庭などで広く普及してお

り、一般使用者が日常的にランプ交換することを前提とした安全確保が望まれる。  

b) 日本市場では、すでに様々な種類のG13口金をもつ直管LEDランプが存在しており、これら様々な

種類の直管LEDランプが点灯するように改造（照明器具の内部配線切断や再結線など）された照明

器具も多数存在している。改造された照明器具に対しても不安全リスクを低減する運用が望まれ

る。  

c) 既設の蛍光灯器具に備えられたG13口金用ソケットへ直管LEDランプを挿入した場合、G13口金用

ソケットとしては想定していない高い電圧が印加され、直管LEDランプ点灯に必要な高い電圧に対

しては十分な絶縁性能を有していない恐れのあるG13口金用ソケットが、日本市場に存在している

ことが確認されている。  

d) その他 （長期使用に関する事項 等）  

 

使用者様、施主様並びに工事業者様には、上述について十分ご理解をいただくと共に、この文書に

記載の注意点を事前にご確認いただいた上で、細心の注意を払って採用のご判断をいただくことが、

安全性を確保しつつLED照明市場を拡大していくために不可欠であると考えています。  

 

                            目  次 

1 はじめに  

2 直管 LED ランプを使用する際に知っていただきたい点 

2.1 照明器具及び直管 LED ランプの技術法規について 

2.2 直管 LED ランプへの交換や照明器具を改造した場合の責任区分について 

2.3 誘導灯、非常灯及び防爆照明器具での直管 LED ランプ使用について 

2.4 標準化されている直管 LED ランプについて 

3 直管 LED ランプへの交換や、照明器具改造に関してご確認いただきたい点 

3.1 注意事項及び想定リスクご確認のお願い 

3.2 使用者様、施主様にご確認いただきたい注意事項 

3.3 工事業者様にご確認いただきたい注意事項 

4 おわりに 

 

参考資料 1  電気用品安全法の技術基準について 

参考資料 2  標準化されている直管 LED ランプの一覧 
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参考資料 4  蛍光灯器具の点灯方式と直管 LED ランプとの組み合わせについて 
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L 型ピン口金 GX16t-5 規格の交換ユニットを使用した器具改造（例） 
 

7.3.2項の配光計画フローの中の「D.安定器ユニット交換」で直管LEDランプユニット（口金GX16t-5）

の交換手順と注意事項を図-1 に、また、図-2 に改造手順図を示す。尚、交換作業により生じた不具合

については、既設器具メーカー、交換ユニットメーカー共に保証対象外となるので、施工要領書に記

載された手順並びに注意事項を順守して工事に当たる必要があることと、工事引渡時にはメーカーの

保証内容※1についても確認しておくこと。 

注記．※1 例に挙げているメーカーの場合は、商品の保証期間は 1 年間（但し、制御装置については 3 年間）

とし、補修用電気部品の保有期間は製造打ち切り後 6 年間としている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．照明器具のチェック

２．器具の取り外し

• 器具の劣化状況を確認する。特に、ボルト取付部、ソケット取付部、反射板取付部等の劣化状況を確
認する。

• 外部配線の劣化状況などを点検、確認する。劣化のままの使用は、感電・火災の原因。
• 交換部品取付時に既存の配線を傷つけないように注意する。
• 器具によっては適合可否判定が必要なものもあるので、事前にメーカーに問い合わせること。

３．交換部品の取り外し

４．交換部品の取付

• 埋込器具の場合は既設器具の取り外しは不要。

※ 老朽化又は
不備のある器具
の場合はユニッ
ト交換はしない。

• 工具を用いて交換部品を取り外す。交換しない他の部品に損傷を与えない。

（施工上の注意点）
• 電源ケースの蓋は絶対開けないこと。
• 静電気による故障の原因になるため電線を床に引きずったりしないこと。
• 基板が割れ漏電・火災の原因になるため、接続端子に大きな力を加えない。

（手順と注意点）
① 取付穴の加工

• 既存の穴が使用できない場合は、部品取付位置に必要サイズの穴を加工する。
• 穴加工の際に発生した切粉は地絡で火災の原因になるので確実に除去する。

② 電源、端子台ユニットの取付
• 電源、端子台を取付はタッピングネジ、又はガイド付突起付ネジ+フランジネジで取付ける。（推奨ト

ルク値：0.8～1.2N・m、トルクが強すぎるとネジ穴が破損する恐れがある。）
• タッピングネジを使用する場合は、既存電線・ケーブルを傷つけないように注意する。

③ ソケットの取付
④ 1本ピンソケットの丸型圧着端子の取付

• 1本ピンソケットのリード線先端の丸型圧着端子をタッピングネジ、又はガイド付突起付ネジ＋フラン
ジネジで本体に取付ける。

• タッピングネジを使用する場合は、既存電線・ケーブルを傷つけないように注意する。
⑤ 配線の処理

• ソケットに繋がっている電線は、ソケット台の電線収納部に収納する。
• 器具内配線をコードキープ（同梱）で線処理する。不備があると電線挟み込みによる地絡で感電・火

災の原因となるので注意する。
• 器具を取り外した場合はコードキープ（同梱）にて、取付ボルト付近で電線を挟まないように処理す

る。
• 反射板と本体間で電線を挟み込まないように処理する。

⑥ 注意ラベルの貼付
• 注意ラベル（同梱）はランプ交換時に見える場所に貼り付ける。（反射板等）

６．ランプの取付

• 器具の内部配線を損傷しないように注意して取り付ける。特に、取付ナットなどで電線を傷つけないよ
うに注意する。

• 電源の極性確認（特にスイッチ回路がある場合）や接地工事を確実に実施する。不備があると感電・火
災の原因になるので注意する。

５．器具の取付
（器具を外した場合）

• ▽マーク付ソケットにランプ1本ピン側に向き合わせて、ランプを取付ける。
• ランプをソケットの奥まで挿入して、確実に取付ける。
• 発光部が照射方向になるように、90°回転させて取付ける。
• 使用するランプは同一メーカーの適合ランプを使用すること。

７．施工後の確認 • 点灯確認を実施する。
• 電路の絶縁抵抗を確認する。不備があると感電・火災の原因になる。

８．工事記録の表示・他 • 交換後の電気部品定格値を記載した表示ラベル（同梱）に、工事業者名、交換日を記入し、既設器具
の銘板近傍に貼り付ける。尚、既設器具の銘板をはがしたり、修正はしないこと。

• 保守点検はメーカー指定の「安全チェックシート」に基づき自主点検（1回／年）実施すること。1回／3年
には専門業者による点検を行うこと。

図-1 交換ユニットの交換手順と注意事項 
参考文献：パナソニック㈱エコソリューションズ社資料より

参考資料-3 
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図-2 2 灯用埋込器具改造手順図 

参考文献：パナソニック㈱エコソリューションズ社
資料より

姿図-1 1 灯用交換ユニット 

参考文献：パナソニック㈱エコソリューションズ社
カタログより
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 ／  ／  ／  ／  ／

1 使用期間は10年以上である。 Ｂ

2 使用期間は15年以上である。 Ａ

3 ここ2～3年故障による取替台数が増えている。 Ａ

4 器具の周囲温度が適合使用条件外である。(5～35℃以外) Ｂ

5 電源電圧が適合使用条件外である。(94～106％以外) Ｂ

6 取付部に常時振動が加わっている。 Ｂ

7 使用場所に水気・湿気が多い。 Ｂ

8 使用場所に腐食性ガス（温泉・塩害を含む）、塵埃が多い。 Ｂ

9 分岐回路の絶縁抵抗は0.2ＭΩ以下(200V)又は0.1ＭΩ(100V)である。 Ａ

1 本体、反射板の汚れは、清掃してもとれない。又は変色している。 Ｂ

2 カバー・パネル等に変形、ひび割れ等がある。 Ａ

3 器具内の電線（点灯装置のリード線）に変色・硬化・やせ等がある。 Ｂ

4 器具内の電線（点検装置のリード線含む）にひび割れ・芯線露出がある。 Ａ

5 塗装・メッキ面等に膨れ、剥離等がある。又は錆が出ている。 Ｂ

6 焦げ臭いにおいがする。 Ａ

7 漏電ブレーカが動作することがある。 Ａ

8 照明器具に発煙・油漏れの形跡がある。 Ａ

9 可動部分（開閉箇所、調節箇所等）の動きが鈍い。 Ｂ

10 器具内部品（点灯装置・端子台等）に著しい変色、変形、ひび割れ、ガタツキ、破損等がある。 Ａ

11 器具内に埃の付着、堆積等がある。 Ｂ

12 電線接続部（端子台・圧着端子台等）が接触不良（緩み・抜け等）を起こしている。 Ａ

13 器具取付部に変形、ガタツキ、ゆるみ、脱落等がある。 Ｂ

【処置手順】

◆

◆

◆

区分Ｂが１個でもあれば、調査した照明器具の劣化状態が進行していることがあります。交換又は継続的に点検してください。

上記点検項目以外でも不具合があれば、工事業者・工事店等の専門業者にご相談ください。

安全点検項目
区
分

点検年月・点検結果

使
用
状
況
・
環
境

照
明
器
具

区分Ａが１個でもあれば、調査した照明器具の劣化状態が相当進行しています。危険な状態に至ることがありますので、速やかに
交換してください。

安全チェックシート（施設用 LED 照明器具用）（案） 

● 安全のために 1 年に 1 回は点検をお奨めします。 
● 下欄の安全点検項目について点検し、該当する場合は点検結果欄に区分記号で印を記入し、処置手順に従ってください。 

参考資料-4 

安全上の注意事項 
 照明器具には寿命があります。設置して 10 年経つと、外観に異常がなくても内部の劣化は進行しています。点検・交換してく

ださい。 
 LED 光源は寿命が来ても、暗くなりますが点灯し続けます。点灯できるからといって継続して使用が可能というわけで

はありません。 
 

 周囲温度が高い場合、連続点灯時間が長い場合などは寿命が短くなります。 
 使用条件は周囲温度 30℃、1 日 10 時間点灯が目安です。 

 
 3 年に 1 回は工事業者・工事店等の専門業者による点検をお受けください。 

 点検せずに長期間使い続けるとまれに火災・感電・落下などに至る場合があります。 
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